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　昨年１０月１日に日本原子力研究所と核燃料サイクル機構が統合し、独立行政法人日本原子力研究開発

機構（原子力機構）として新たな出発をいたしました。発足後は、皆さま方からの多大なるご支援、ご協

力を賜りましてこのたび設立一周年を迎えることができました。誠に有難く、まずは、心より厚く御礼

申し上げます。

　原子力機構は、日本原子力研究所と核燃料サイクル開発機構が原子力草創期から今日までに培ってき

た約５０年間の伝統と研究開発の実績を継承し、原子力に関する我が国唯一の総合的な研究開発機関とし

て、「原子力の未来を切り拓き、人類社会の福祉に貢献する」ことを使命としております。

　具体的には、次世代原子力システム研究開発、地層処分技術に関する研究開発、核融合研究開発、量

子ビーム応用研究及び安全研究等、原子力にかかわる基礎・基盤から応用・実用化に至る幅広い研究開

発を進めております。私どもは、将来に向けて、それぞれの研究分野で「世界一を目指す」という高い

志を持ち、国民の皆さまの負託や社会の要請に応えて創造性あふれる研究開発成果を生み出し、世界の

中核拠点（Center of Excellence）となることを目指して努力いたしたいと考えております。

　さて、研究成果の普及のための情報発信につきましては、本年６月に開催しました「第１回原子力機

構報告会」をはじめとする各種報告会やセミナー等を通じて実施して参りました。加えて、JAEAレポー

トとしてその詳細をとりまとめ、国内外の主要な大学や研究機関及び国立国会図書館等に紹介させてい

ただくとともに原子力機構ホームページから全文を発信して成果の普及に努めております。

　そして、今回、多岐にわたる原子力機構の研究開発成果をより広く紹介するために、最新の成果をわ

かりやすく解説した冊子『未来を拓く原子力』を新たに発行することといたしました。本誌が原子力機

構の研究開発活動について皆さまのご理解の一助となりますことを願っております。

　本誌の創刊にあたり、日頃からご支援を頂いております皆さま方に改めて感謝申し上げますととも

に、引き続きのご指導とご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

　　　平成１８年１０月１日

理事長

独立行政法人
日本原子力研究開発機構
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　高速増殖炉システムは軽水炉に比べ、１回の核分裂に
よって発生する中性子の数が多く、これらの中性子を炉
心燃料の7割以上を占めるウラン２３８に捕獲させ、プルト
ニウム２３９に変換させる割合が軽水炉より大きいため、
消費した燃料以上の燃料を生産すること（燃料の増殖）
が可能です。このため、図１-１に示すとおり、我が国に
おいては、２０５０年以降、軽水炉のリプレースとして高速
増殖炉を本格的に導入していけば、２２世紀には、天然ウ
ランの海外からの調達は不要となる可能性があります。
　また、炉心の中性子エネルギーが高いため、軽水炉で
は燃えにくいマイナーアクチニド（アメリシウム、キュ
リウム及びネプツニウムの３つの元素の総称）を核分裂
させることができるため、高レベル放射性廃棄物中に長
期に残留する放射能量を少なくし、単位発生エネルギー
当たりの環境負荷を有意に低減できる可能性があります。
　私たちは高速増殖原型炉「もんじゅ」などの研究開発
成果を踏まえて、高速増殖炉実用化に向けた「高速増殖
炉サイクルの実用化戦略調査研究」を電気事業者、電力
中央研究所、メーカー各社の参画を得て実施していま
す。その目的は高速増殖炉サイクルの適切な実用化像と
そこに至るまでの研究開発計画を２０１５年頃に提示するこ
とであります。図１-２に示すとおり、２００６年３月に
フェーズⅡの最終報告書がまとまり、現在、国による評
価を受けておりますが、２００６年１０月に最終取りまとめが
行われる予定です。以下にフェーズⅡ最終報告書の概要
を中心に説明いたします。
　多様な原子炉システム及び燃料サイクルシステムにつ
いて革新技術を取り入れた概念を創出すると共にシステ
ムを構成する要素技術を開発しました。有望な原子炉シ
ステム及び燃料サイクルシステムを技術的に整合するよ
うに組み合わせた高速増殖炉サイクル全体の概念につい

て、安全性、経済性、環境負荷低減性、資源有効利用性、
核拡散抵抗性の５つの開発目標への適合可能性、技術的
実現性などの観点から総合的に評価し、重点的に研究開
発を進める概念を選定しました。
　今後、重点的に研究開発を行う有望な高速増殖炉サイ
クル概念としては開発目標への適合可能性に最も優れ、
これまでの開発実績及び今後の国際協力の可能性から技
術的実現性の高い概念であるナトリウム冷却炉（MOX燃
料）・先進湿式法再処理・簡素化ペレット燃料製造法（図
１-３及びトピックス１-５参照）を選定しました。補完的
に開発を進めていく選択肢としては、ナトリウム冷却炉

（金属燃料）・金属電解法再処理・射出鋳造法燃料製造
法、ヘリウムガス冷却炉（窒化物粒子燃料）・先進湿式

図１-１　２０５０年以降軽水炉をFBRへリプレースした場合
の我が国の天然ウラン累積需要量の予想
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図１-２　高速増殖炉実用化戦略調査研究の展開
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法再処理・被覆粒子燃料製造法を選定し、これらについ
て技術的実現性の観点から重要な課題を中心に進めるこ
とが適切と考えました。
　図１-４に今後の研究開発計画を示します。革新技術
の成立性を評価するため要素試験研究を実施し、採用す
る革新技術を決定すると共に、プラント全体の概念設計
研究、最適化研究を行い、高速増殖炉サイクルの実用化
像とそこに至るまでの研究開発計画を２０１５年頃に提示す

ることとしています。
　高速増殖炉サイクルの商業ベースでの本格導入にあ
たっては、多くの革新技術を含んだ中・大型の商用施設
の建設・運転に直ちに進むことはリスクが大きく困難な
ため、図１-４に示すように、施設・機器の規模を段階的
にスケールアップさせ、開発目標への適合性や革新技術
の実現性・信頼性を検証していく必要があると考えてい
ます。

２次系ポンプ 

蒸気発生器 

原子炉容器 

１次系ポンプ組込型 
中間熱交換器 

図１-３　今後、重点的に研究開発を進めるナトリウム冷却炉のイメージ図
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「もんじゅ」 
・発電プラントとしての信頼性実証、ナトリウム取扱技術の確立 
・実用化に向けた研究開発、国際的な研究協力等への利用・活用 

要素技術規模 実用化を見通せる規模 実用規模 

技術体系整備 革新技術実証 実用化推進 
◇実用施設の成立性に係るデータ 
　の整備 
　　革新技術に関する要素技術の 
　　研究開発 

◇実用化像の提示 
　　要素技術の試験データを反映 
　　した概念設計研究と、その最 
　　適化 

◇実用化に至るまでの研究開発 
　計画を提示 
　　実証試験施設の設計研究の実 
　　施と試験内容の具体化 

◇革新技術実証と研究開発目標を 
　達成できる見通しの取得 
　　実証試験施設を用いた 
　　試験・運転 
　　（炉、燃料サイクル） 

◇研究開発目標の達成確認 
　　実用施設としての 
　　経済性・信頼性の確認 

図１-４　高速増殖炉サイクル技術の段階的研究開発
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２次系ポンプ 

蒸気発生器 

原子炉容器 

１次系ポンプ組込型 
中間熱交換器 

高燃焼度化のための 
ODS鋼被覆管 

保守・補修性を考慮した 
プラント設計 

炉心安全性の向上 

・受動的炉停止と自然循環 
　による炉心冷却 
・炉心損傷時の再臨界回避 
　を達成できる炉心概念 

・配管二重化の徹底 
・二重伝熱管の直管型蒸気発生器 

ナトリウムの化学的活性 

革新技術の採用による 
物量、建屋容積の削減 

・システム簡素化のための 
　２ループ化 
・配管短縮のための高クロ 
　ム鋼構造材料 
・１次冷却系簡素化のため 
　のポンプ組込型中間熱交 
　換器 
・原子炉容器のコンパクト 
　化 

　将来の主要なエネルギー供給源として期待される高速
増殖炉システムの実用化候補概念の一つとして、ナトリ
ウム冷却炉のプラント概念を構築しました（図１-５）。
これは、実用化戦略調査研究（フェーズⅡ）の開発目標

（安全性、経済性、環境負荷低減性、資源有効利用性及び
核拡散抵抗性）とそれらを具体化した設計要求に適合す
る可能性が高い概念です。本プラントの基本仕様を表
１-１に示します。
　プラント設計における主な特徴は、経済性向上の観点
から、炉内燃料取扱方式の工夫による原子炉容器のコン
パクト化、１次冷却系簡素化のためのポンプ組込型中間
熱交換器、配管短縮のための高クロム鋼材料、高燃焼度
化のためのODS鋼被覆管、システム簡素化のための冷却
ループ数の削減（２ループ化）等の革新技術を採用した
ことです。これにより、プラント物量や建屋容積を大幅
に削減し、建設費を将来の軽水炉建設単価に比肩する設
計要求（２０万円/kWe）以下に低減できる見通しです。
　また、安全性・信頼性を向上させるため、炉心損傷時
の再臨界回避を達成できる炉心概念（従来設計では例の
ない溶融燃料流出のための改良内部ダクト付き燃料集合
体）、事故時の冷却材温度上昇を感知して制御棒を挿入
する受動的炉停止機能を有する原子炉停止系、非常用電
源に依存しない完全自然循環方式の崩壊熱除去系等を採

用しています。更に、ナトリウム漏えい、ナトリウム－
水反応に対しては配管及び容器の二重化を徹底し、ナト
リウム漏えいが発生した場合の影響範囲を限定すると共
に、蒸気発生器の伝熱管を二重壁構造とすることによ
り、安全性と信頼性の向上を図りました。以上の結果、
炉心損傷の発生頻度は既存の社会的リスクより低くする
といった設計要求（１０－６/炉・年）を下回る見通しです。
　炉心燃料設計では、経済性、資源有効利用性、環境負
荷低減性の観点から、高い燃焼度を達成でき、軽水炉使
用済燃料からのマイナーアクチニド（MA）を含む超ウ
ラン元素（TRU）の燃焼と長寿命核分裂生成物核種

（LLFP）の核変換が可能な、高内部転換型混合酸化物
（MOX）燃料による炉心概念を構築しました。その結果、
ブランケットを含む炉心全体の平均燃焼度を９～１１万
MWd/tとすることにより燃料費を大幅に低減でき、運
転サイクルの長期化による稼働率の向上等により、更に
発電コストの低減を図ることができます。
　本プラント概念は、第４世代原子力システム（Generation 
Ⅳ）に関する国際フォーラム（GIF）における代表的な
候補概念の一つとして取り上げられ、今後、国際標準の
高速増殖炉概念へ発展していく可能性があり、我が国は
ナトリウム冷却高速炉開発のリード国として開発を進め
ていく予定です。

●参考文献

日本原子力研究開発機構, 日本原子力発電株式会社, 高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究　フェーズⅡ最終報告書, 2006, JAEA-Evaluation 
2006-002, p.12.

図１-５　ナトリウム冷却炉の概念とその革新技術

表１-１　ナトリウム冷却炉の基本仕様

基本仕様項目

ナトリウム冷却ループ型炉、ツインプラント原子炉型式
１５００MWe/３５３０MWt（プラント効率：４２．５％）電気出力／熱出力
２ループループ数
HL：５５０℃、CL：３９５℃/HL：５２０℃、CL：３３５℃１次系／２次系温度
４９５℃ /１８．７MPa主蒸気温度／圧力
９４．３％プラント稼働率
２６か月　４バッチ運転サイクル期間
混合酸化物（MOX）燃料炉心燃料
改良内部ダクト型均質２領域炉心（高内部転換型）炉心形式
１４．７万MWd/t/１．１０（導入期）燃焼度／増殖比
１次系ポンプ組込型／縦置無液面斜行流式直管型中間熱交換器
IHX内組込／単段片吸込み方式１次系ポンプ
一体貫流型縦置有液面２重管式直管型蒸気発生器
DRACS×１系統＋PRACS×２系統（合計６９MWt）崩壊熱除去方式
EVST貯蔵方式燃料貯蔵方式
水平免震建屋原子炉建屋
６０年プラント寿命

・HL/CL：ホットレグ／コールドレグ　・DRACS：直接炉心冷却系
・PRACS：１次系共用型補助炉心冷却系　・EVST：炉外燃料貯蔵槽
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　FBR実用化戦略調査研究の一環としてナトリウム冷却
大型炉の要素技術開発を実施しています。図１-６は炉
容器内部の形状を示しており、大出力かつコンパクト化
することにより経済性の向上を図っています。
　コンパクト化のため、炉心上部機構（UIS）には燃料
交換機（FHM）のアームが通過できる切り込みを設ける
と共に、UISの内部にナトリウムの通過を許す革新的構
造（コラム型）としています。これらの結果、特に炉心
を出てUIS切り込みを通って上方へ向かう速い流れが形
成され、液面近傍の流速が増大することで、カバーガス
を巻き込む可能性が生じました。液面下に水平の板（D/P）

を設けて流速の低減を図りましたが、ガス巻き込みの防
止が設計成立性を示す上で重要な課題となりました。
　そこで、実験と数値解析による炉内流動の適正化研究
を実施しました。図１-７に示すように炉内の流速分布
を定量的に測定することによって、液面に向う速い流れ
を効果的に遮断するFHMプラグを考案し、液面近傍で
の流速を当初の設計形状に比べ約半分に低減しました１）。
更に図１-８に示すような数値解析を適用することに
よって、くぼみ渦からのガス巻き込み発生に関する評価
手法を構築しました２）。それらによって、ガス巻き込み
発生の回避に見通しを得ることができました。

●参考文献

１）Kimura, N., Hayashi, K., Kamide, H. et al., Experimental Study on Flow Optimization in Upper Plenum of Reactor Vessel for a Compact 
Sodium-Cooled Fast Reactor, Nuclear Technology. vol.152, 2005, p.210-222.

２）Sakai, T. et al., Study on the Gas Entrainment Design Method by CFD Data on Steady Cylindrical Systems for a Sodium-Cooled Reactor, 
Proceedings of 2006 International Congress on Advances in Nuclear Power Plants (ICAPP '06)(CD-ROM), Reno, USA, 2006, Paper 6409, 7p.

図１-６　ナトリウム冷却大型炉の原子炉容器内構造

図１-８　ガス巻き込み発生状況と数値解析例

図１-７　１／１０縮尺モデル試験による速度場測定と流
動適正化方策の効果

実機設計の１／１０縮尺で炉容器上部プレナムを模擬し
た装置を用い、炉内流動場を計測すると共に、FHM
プラグを図中（２）のように深く挿入することで流れ
の方向を変え、液面近傍の流速を低減しました。
計測には独自の画像ノイズ除去手法を組み合わせた
粒子画像流速計測法（PIV）を適用し、詳細な速度場
を把握しました。

崩壊熱除去用 
冷却器 
（DHX） 

純化系 
機器 
（C/T） 

出口配管 
（H/L） 

FHM 
貫通孔 

コラム型 
UIS

炉容器上部プレナム　　炉容器直径：約10ｍ、出力：150万kWe

制御棒案内管 
FHM

入口配管 
（C/L） 

ディップ 
プレート 
（D/P） 

切り込み 

燃料出入機 
案内管 

カバーガス 
領域 

自由液面 

炉心 
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14　未来を拓く原子力  ２００６

　実用化戦略調査研究で主概念として選定したナトリウ
ム冷却炉では、システム簡素化のため主冷却系を２ルー
プで構成しています（図１-９）。冷却系を２ループ化し
たことに伴い、１ループ当たりの流量増加に対応するた
め、１次冷却系の配管径は最大約１．３m（「もんじゅ」の
約１．５倍）まで大型化し、管内流速も９m/s台（「もんじゅ」
の約２．６倍）に増加します。
　ナトリウム冷却炉は、軽水炉と比べて高温・低圧条件
で設計されることから、薄肉の配管を用います。この薄
肉で大口径の配管が高流速条件で使用されるため、配管
の曲がり部（エルボ）等で生じる流れの乱れに起因した
振動（流動励起振動）による応力が配管健全性の観点か
ら懸念され、冷却系２ループ化の成立性に関わる重要課
題となっています。
　そこで、１次冷却系で口径が最大となるホットレグ配
管を１/３縮尺で模擬した水流動試験装置を用いて、エル
ボを含む配管系の流動及び振動特性に関するデータを取
得しました。試験では、管内の流れ場を可視化できるア
クリル管と、配管系の振動応答を模擬できるステンレス
鋼管の２種類の試験体を用いました。なお、水とナトリ
ウムの物性値の違いから、縮尺水試験では実機ナトリウ
ム（５５０℃、流速９．２m/s）での流れ場と同等の条件を再

現できないため、流れ場の支配因子となる管内流速と水
温を試験パラメータに選定し、流動特性の試験条件に対
する依存性を検討しました。
　まず、アクリル管試験体を用いて、流動励起振動の主
要因となるエルボ部での剥離域を可視化観察すると共
に、管内の流速分布等を計測しました（図１-１０）。剥離域
の形成範囲や、平均流速で無次元化した流速分布は、流
速や水温を変化させてもほぼ一定となり、流動条件に対
する依存性がないことが分かりました。また、流れの乱
れは剥離域を含む領域が最大となることを確認しました。
次に、ステンレス鋼管試験体を用いて配管系の固有振動
モードを把握しました。また、流れの乱れによって発生
する振動応力は、試験体の固有振動数に相当する成分で
励起されることを確認しました（図１-１１）。
　上記の試験結果より、流れの乱れの特性や振動応力
は、管内流速に依存することが明らかとなりました。そ
こで、実機と同等の流速条件の試験で取得した流れの乱
れの特性を配管の縮尺比等で換算し、実機ホットレグ配
管の振動応力を評価しました。その結果、振動によって
発生する最大応力は、配管材の設計疲労限度以下とな
り、配管系の健全性を確保できる見通しを得ました。

●参考文献

日本原子力研究開発機構, 高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究 フェーズⅡ技術検討書 －（１） 原子炉プラントシステム－, 2006, JAEA-
Research 2006-042, p.486（付属CD-ROM中）.

図１-９　ナトリウム冷却炉の１次冷却系概念
１次冷却系は、原子炉容器と主循環ポンプを組み込んだ
中間熱交換器２基で構成され、大口径の配管（ホットレ
グ配管、コールドレグ配管）によって連結されています。
１次冷却系の配管は、補修性の観点より、原子炉容器上
部を貫通する上部流出入方式を採用しています。また、
配管材料には、ステンレス鋼よりも高強度で且つ、熱膨
張率の小さい高クロム鋼を適用しています。
この結果、１次冷却系の配管長は大幅に短縮され、冷却
系の物量や原子炉建屋容積の削減が可能となります。 図１-１１　ステンレス鋼管での固有振動モードと発生応力
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図１-１０　流れの可視化状況とエルボ出口近傍での流速分布

���������	
���
���

��� ���������	
���
����������



��������	
��
�

未来を拓く原子力  ２００６　15

　高速増殖炉サイクルでは、リサイクル燃料へのFP混入
（低除染）を許容できることから、次世代型燃料サイクル
技術として、図１-１２に示すような先進湿式法と簡素化ペ
レット法を組み合わせたプラント概念を構築しました。
先進湿式法では、共除染工程にてウラン、ネプツニウム
及びプルトニウムを一括回収することで、従来法

（ピューレックス法）で必要とされた「ウラン精製工程」
及び「プルトニウム精製工程」を削除することができま
す。更に、再処理システムと燃料製造システムを同一の
施設内に設置することで高い経済性が達成できる可能性
があります。
　一方、従来システムに比べて、再処理についてはマイ
ナーアクチニド回収工程が付加されること、燃料製造に
ついては低除染の燃料を扱うためホットセルでの遠隔燃
料製造が必須となることなどのコスト増を招く要因もあ
ります。
　これらの課題について、設備合理化や新たな技術の導
入を検討することにより、従来システムと比べ施設建設
費を半減できることを明らかにしました。具体的な設計
上の工夫としては、まず晶析法により設備の合理化を図
ることとしました。晶析法とは、使用済燃料の溶解液中
の重金属の大部分（約８０％）を占めるウランの約７０％を
粗回収する技術であり、これにより後工程（共除染・逆

抽出工程）の処理量を大幅に低減することが可能となり
ます。また、マイナーアクチニドの回収では抽出クロマ
ト法により、設備機器のコンパクト化を図ることとしま
した。燃料製造については、遠隔での燃料製造に伴うデ
メリットを克服するために、ウランとプルトニウムの硝
酸溶液段階での混合によりプルトニウム富化度調整を可
能とする簡素化ペレット法を採用し、従来のペレット製
造工程の多くを占める粉末混合工程を削除することとし
ました。以上の検討により、開発目標である経済性や資
源有効利用性、環境負荷低減性及び核拡散抵抗性の設計
要求を満足することができるシステムを構築することが
できました。
　先進湿式法では晶析法やマイナーアクチニド回収など
のシステム・機器開発が必要となりますが、東海再処理
工場や六ヶ所再処理工場における多くの技術的知見を活
用して、高い確度で技術的実現性を見通すことができま
す。仏国においても次世代技術として湿式再処理システ
ムの開発に取り組んでおり、国際協力により技術的実現
性の向上が期待できます。また、燃料製造については、
遠隔保守・補修性などを考慮した機器を採用しますが、
簡素化ペレット法の基本的なプロセスは従来のペレット
製造と共通しているため、これについても高い確度で実
現性を見通すことができるものと考えられます。

図１-１２　先進湿式法と簡素化ペレット法の組合せ
先進湿式法では、晶析工程にてウランを粗取りすることにより、共除染・逆抽出工程での処理量の削減ができます。また、ウラン、
ネプツニウム、プルトニウムを低除染で一括回収することにより、ウラン・プルトニウムの精製工程を削減できると共に、核拡散抵
抗性を向上させることができます。簡素化ペレット法では、プルトニウム富化度調整を溶液状態で調整するため、粉末混合工程が削
減できます。また、潤滑剤の混合を不要とするダイ潤滑成型技術を採用したり、低除染・マイナーアクチニドリサイクルを可能とす
るセル内での遠隔燃料製造技術を採用します。

●参考文献

日本原子力研究開発機構, 日本原子力発電株式会社, 高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究　フェーズⅡ最終報告書, 2006, JAEA-Evaluation 
2006-002, p.191.
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16　未来を拓く原子力  ２００６

　私たちは、PUREXプロセスをベースとした先進湿式
再処理プロセス（NEXTプロセス）の研究を行っていま
す（図１-１３）。NEXTプロセスは、ウラン（Ｕ）を結晶とし
て粗分離する晶析工程、Ｕ、プルトニウム（Pu）、ネプツ
ニウム（Np）を共回収する簡素化溶媒抽出工程、抽出残
存溶液から抽出クロマトグラフィーによりアメリシウム

（Am）及びキュリウム（Cm）を回収する工程から成り
ます。
　従来の再処理プロセスとして用いられているPUREX
法では、Ｕ及びPuのみ回収されています。高速炉燃料サ
イクルでは、これらの元素に加えてマイナーアクチニド

（MA）と呼ばれるNp、Am及びCmを積極的に回収しま
す。MAは、半減期が長い α 崩壊核種が同位体として存
在します。これらを回収することによって、高レベル廃
棄物の毒性低減や原子炉での燃焼による最終的な生成量
の抑制が見込まれます。
　PUREX法では、Ｕ及びPuのリン酸トリブチル（TBP）
への抽出性を利用して回収を行います。MA回収に関し
て、AmやCmはTBPへの抽出性が低いため、TBPよりも
抽出能力の高い溶媒を使用して高レベル放射性廃液から

回収する必要があります。一方、Npは原子価の制御に
よりTBPへ抽出することが可能であり、Ｕ、Puと共に回
収することが合理的です。また、高速炉燃料サイクルで
は、低い除染度を許容することを前提に分配、精製工程
を削除し、単サイクルによりＵ、Pu及びNpを一括回収す
るフローシートを設定しています。
　照射済燃料を用いたＵ、Pu及びNpを共回収する一連
の研究は、高レベル放射性物質研究施設（CPF）にて実
施しています。抽出器は、ミキサセトラに比べて滞留時
間の短い遠心抽出器を使用します（図１-１４， 図１-１５）。
NpをＵ、Puと共に抽出するため、フィード溶液を高硝酸
濃度に調整します。これにより、NpはTBPに抽出されや
すい原子価への制御が可能です。この簡素化溶媒抽出法
においては、ほぼ全量のＵ、Puと共にNpについても約
９９％の回収が可能です。また、フィード溶液の高硝酸濃
度化に伴い、遠心抽出器内においても高硝酸濃度環境と
なり、Npの原子価制御に有利に働いています。このよ
うな一連の研究においてフィード溶液の硝酸濃度を調整
した結果、Ｕ、Pu及びNpの共回収が可能なことが分かり
ました。

●参考文献

中原将海ほか, 簡素化溶媒抽出法によるＵ, Pu及びNp共回収－フィード溶液及び洗浄液の高硝酸濃度化に伴うNpの抽出挙動への影響評価－,  
2006, JAEA-Research 2006-030, 43p.

図１-１３　NEXTプロセス概要
NEXTプロセスは、現行のPUREXプロセスを簡素化し、経済性
の向上を目指した再処理プロセスです。また、これまで高レベ
ル放射性廃棄物とされていたマイナーアクチニドを積極的に
回収し、燃料として高速炉で燃焼させることにより、資源の有
効利用、環境負荷低減が見込まれています。

図１-１４　CPF型遠心抽出器
各入口より供給された水相及び有機相を混合し、遠心力により分離
します。従来使用されていたミキサセトラと比べて、滞留時間が短
いため、放射線劣化を低減させ、処理量が増加します。

図１-１５　ホットセル内に設置した遠心抽出器
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未来を拓く原子力  ２００６　17

　大洗研究開発センター照射燃料試験施設（AGF）では、
高速増殖炉（FBR）サイクルの実用化概念の一つとして、
環境負荷低減等において有望視されている低除染TRU燃
料の製造技術開発を進めています。これまで当施設で
は、高線量なマイナーアクチニド（MA）核種であるア
メリシウム（Am）を対象としたAm含有プルトニウム・
ウラン混合酸化物燃料（Am-MOX）ペレットの製造及び

「常陽」照射試験に供するための照射用燃料ピンの製作を
通じて、小規模施設での遠隔燃料製造を実証しました。
　AGFにおける設備の概要、特徴及び製造プロセス試験
内容については以下のとおりです。
　１メートル厚のコンクリート遮へい壁で囲まれ気密性
を有する３つのインナーボックス内と一つのβ－γセル
内に燃料ペレットを製造するためのペレット製造設備

（粉末供給装置、粉砕混合機、油圧プレス機、焼結炉、
ペレット寸法密度検査装置等）が配置されています。ま
た、ペレット等をステンレス鋼被覆管に充填・溶接密封
し、「常陽」照射用燃料要素に組み上げるためのピン加工
検査設備（ペレット充填装置、溶接装置、非破壊検査装
置等）が設置されています。図１-１６に当該設備の概要を
図１-１７に製造プロセスを示します。

　これら試験装置の運転は、マニプレータを用いてオペ
レータが遠隔により実施するため、操作性に対する工夫
が各所に施されており、高線量のMA核種、核分裂生成
物（FP）などを含む燃料を全遠隔操作により製造するこ
とができ、世界でも類を見ない試験設備です。
　UO2取扱い試験にてペレット約２００個を作製し、燃料製
造設備の遠隔操作性に問題なく、小規模ながらセル内で
の遠隔燃料製造が技術的に可能であることを確認してい
ます。
　Am-MOX試験では、ペレット中にAmの含有量が増え
るとペレット内の微小クラック及びポアの発生による低
密度化や焼結不足が確認されたため、焼結時の昇温・降
温速度や雰囲気ガスの水分加湿などにより焼結条件の最
適化（図１-１８）を図り、高密度で安定な組織を有したペ
レットを製造可能とする技術を確立しました。
　これまでに、「常陽」短期照射試験用Am-MOX燃料ピン
３本（Am含有率最大５％）と同仕様の長期照射試験用燃
料ピン２本を製造しました。これらの技術は、今後の
Cm含有燃料、FP含有燃料の製造技術開発にも反映する
ことが期待されます。

図１-１６（左上）　AGFにおける遠隔燃料製造設備の概要
AGFでは、約１mの遮へい厚を有するホットセル内にペ
レット製造装置及びピン加工検査設備が配置されていま
す。遠隔操作にてペレット製造から照射用燃料ピンの製作
が可能です。

●参考文献

Yoshimochi, H. et al., Fabrication Technology for MOX Fuel Containing AmO2 by an In-cell Remote Process, Journal of Nuclear and Technology, 
vol.41, no.8, 2004, p.850-856.

図１-１７　ホットセルにおける燃料製造プロセス
燃料ペレットから照射用燃料ピン製作までの流れを表
しています。

図１-１８（左下）　Am-MOXペレットの焼結条件の最適化
ペレット焼結時の加湿等の条件を最適化することにより、
高密度で均質なペレットを作製することが可能です。
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18　未来を拓く原子力  ２００６

　ウラン資源の効率的な利用と高レベル放射性廃棄物の
削減が期待される高速増殖炉サイクルについて、政府は
２００５年１０月１４日に閣議決定した原子力政策大綱の中で
２０５０年頃に商業ベースの導入を目指すとしています。原
子力機構では、この高速増殖炉サイクルの実用化像と商
業化に至るまでの研究開発計画を２０１５年頃に国へ提示す
る目的で「高速増殖炉サイクル実用化戦略調査研究」を
進めています。２００５年度に終えた本研究のフェーズⅡで
は、高速増殖炉システムと燃料サイクルシステムの組合
せが異なる複数の候補概念のうち、代表的な候補概念

（表１-２）を対象として、軽水炉サイクルから高速増殖炉
サイクルへの移行特性をシナリオ解析により評価してい
ます。
　このシナリオ解析では、将来の原子力発電設備容量や
核燃料サイクル施設計画、高速増殖炉サイクルの本格導
入開始時期、軽水炉使用済燃料再処理廃液に含まれるマ
イナーアクチニドのリサイクル方法などをパラメータと
したシナリオ検討とサイクル諸量解析を行い、軽水炉か
ら高速増殖炉への移行期間、天然ウラン累積需要量、軽
水炉使用済燃料貯蔵量、高レベル廃棄物貯蔵量などの観
点から各候補概念の特徴を評価しました。標準的な高速

増殖炉の導入スキームとして、寿命を終えた軽水炉に代
わって高増殖型高速増殖炉を導入し、プルトニウム需給
バランスに応じて低増殖型高速増殖炉が段階的に導入さ
れると仮定した場合、主概念（ａ）についてみると、新計
画策定会議と同一条件（将来の原子力発電設備容量２０３０
年以降約５８GWe一定、２０５０年高速増殖炉導入開始）の下
では来世紀初頭に軽水炉から高速増殖炉に移行し終える
ことが判ります（図１-１９）。また、同様に解析したフェー
ズⅡのその他の候補概念、軽水炉プルサーマルマルチリ
サイクル及び軽水炉直接処分の天然ウラン累積需要量を
比較すると（図１-２０）、候補概念（ａ）～（ｄ）を採用した場
合、来世紀の初頭あるいは中旬にかけて天然ウランを輸
入しなくても原子力の持続的な利用が可能になることが
判ります。
　シナリオ検討結果の一例として、軽水炉から高速増殖
炉への移行期間をなるべく短くし天然ウラン需要を節約
することに着目した場合には、炉内プルトニウムインベ
ントリが小さく、ある程度増殖比の高い高速増殖炉シス
テムが望ましく、特に移行期においては軽水炉及び高速
増殖炉の使用済燃料からの回収プルトニウムを有効に活
用する必要があることが分かりました。

●参考文献

日本原子力研究開発機構, 日本原子力発電株式会社, 高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究　フェーズⅡ最終報告書, 2006, JAEA-Evaluation 
2006-002, p.59-60.

図１-１９　フェーズⅡ主概念（ａ）の軽水炉から高速増殖炉への
移行特性

図１-２０　フェーズⅡ候補概念の天然ウラン累積需要量
※１　軽水炉から水冷却炉への移行が完了する２３００年頃の累積需要量

表１-２　高速増殖炉サイクル実用化戦略調査研究フェーズⅡの候補概念
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　高速増殖炉サイクル実用化調査研究フェーズⅡ（２００１
年度～２００５年度の５ヵ年実施）の一環として、２０５０年頃
の将来、高速増殖炉を本格導入するために、どのような
タイプの高速増殖炉サイクルシステム（原子炉プラント
と燃料サイクルの組合せ）　を実用化することが望まし
いのかについて、複数の高速増殖炉サイクル概念（図１-
２１）を対象に、多面的で客観的な側面から評価を行い（多
面的評価）、有望な高速増殖炉サイクル候補概念を明確
にしました。
　この多面的評価は、高速増殖炉サイクルシステムの概
念が、必要としている開発目標に対してどの程度達成し
ているかを定量的に評価するものです。そのため、評価
すべき指標構造の構築、評価基準値の設定、評価手法の
開発を実施してきました。
　評価視点としては、基準達成型評価の「安全性」、定量
評価の「経済性」、「環境負荷低減性」、「資源有効利用性」、
及び専門家の判断と定量評価を組合せた「核拡散抵抗
性」、「技術的実現性」、「事業容易性」、「社会的受容性」
の合計８つの視点を選びました。
　それらの評価視点は、各々最高４段階までの下位指標

（階層構造）を有しています。定量評価では、効用（満足
度や適合度といった意味）関数を用いて最下層指標の各

物理量を０～１の効用値に変換し、適切な重み付けを
行って評価します。
　ここで、高速増殖炉サイクル実用化に関わるステーク
ホルダー（利害関係者）として、普通の市民、電気事業
者、原子力やエネルギーに関係する有識者を対象に、将
来社会の価値観として、どのような視点を重視するかに
ついてのアンケートを実施して、重み付けを行いまし
た。その結果、８つの評価視点のうち、開発目標に整合
した５つの視点を取り上げてみると、普通の市民は、環
境負荷低減性と核拡散抵抗性を重視する傾向が強く、電
気事業者は資源有効利用性を重視する傾向が強く、有識
者は資源有効利用性、核拡散抵抗性を重視する傾向があ
りました（図１-２２）。
　これらの社会的属性の重みを考慮し、経済性、環境負
荷低減性、資源有効利用性、核拡散抵抗性、技術的実現
性の５つの評価視点を含む適合度（効用値の総和）を算
定しました（図１-２３）。いずれの場合も「Na冷却炉、先
進湿式法再処理及び簡素化ペレット燃料製造法の組合せ

（MOX燃料）」が最も高い総合的な目標適合度を示し、本概
念は、多面的で客観的な側面から評価された最も有望な
高速増殖炉サイクル候補概念であることが分かりました。

●参考文献

日本原子力研究開発機構, 日本原子力発電株式会社, 高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究　フェーズⅡ最終報告書, 2006, JAEA-Evaluation 
2006-002, p.43-45.

図１-２１　高速増殖炉サイクル候補概念
高速増殖炉サイクルの原子炉プラント、再処理、燃料製造の
各役割においては、それぞれいくつかの有望な技術が考えら
れ、これらの技術を組合せた複数の高速増殖炉サイクルの概
念が考えられます。

図１-２２　社会的属性による重み
５つの評価視点について、普通の市民、電気事業者、有識者
へのアンケートを基にそれぞれの重みを求めました。

図１-２３　多面的評価による高速増殖炉サイクル候補概念の比較
縦軸の値が高いほど、ニーズへの適合度が高い優位な概念となります。
（５評価視点：経済性、環境負荷低減性、資源有効利用性、核拡散抵抗
性、技術的実現性）
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20　未来を拓く原子力  ２００６

　高速増殖炉（FBR）サイクル実用化戦略調査研究の
フェーズⅡにおいて概念設計を進めたFBR、使用済燃料
再処理施設及び新燃料製造施設を対象に、FBRサイクル
全体としてリスクをバランスよく抑制することにより安
全性を確保することを目指して、系統的なリスクの分析
を行いました。
　まず、電気出力１５０万kWのFBR１１基及びこれらの燃料
処理におおむね相当する年間処理量２００tHMの燃料サイ
クル施設１施設から成るFBRサイクルを想定して、各施
設に内蔵される放射性物質の内訳を試算したところ、図
１-２４のように燃料サイクル施設内の放射能（合計約５×
１０１８Bq）はFBR１基（約１０００×１０１８Bq）の約１/２００であるこ
とがわかりました。次に、湿式燃料再処理施設の溶液系
を対象に確率論的安全評価（PSA）手法を適用し、放射
性物質の施設外への異常放出による公衆のリスクを簡便
かつ包括的に分析・評価したところ、図１-２５に示すよう
に安全設計に当たって設定したリスクの目標値を下回る

見通しを得ると共に、臨界、火災の寄与の小さいことが
確認できました。このようなFBRの燃料サイクル施設を
対象としたリスクの評価は世界でも初めての試みであ
り、評価モデル及びデータの整備は今後も継続的に進め
ていくことが必要と考えています。
　一方、ナトリウム冷却FBRについては、炉心の著しい
損傷がリスクに支配的な要因になると判断し、これまで
に蓄積してきたナトリウム冷却FBRでの機器の運転・故
障経験に基づくPSAにより複数の候補概念に対して炉心
損傷の頻度を推定しました。特に、概念設計段階では、
今後詳細な設計や開発を進めるべき基本的な設計概念の
選定の妥当性を確認することが求められます。このた
め、安全性の観点からは、炉心損傷の頻度に対する抑制
目標を、現状の知見の範囲で、より確実に達成できると
期待される設計概念を選択することが重要となります。
本研究を通じて、冷却系の複数の候補概念の中からより
適切な概念を選定することができました（図１-２６）。

●参考文献

日本原子力研究開発機構, 高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究　フェーズⅡ技術検討書, 2006, JAEA-Research 2006-042, p.1807（付属CD-
ROM中）, 及びJAEA-Research 2006-043, p.1327（付属CD-ROM中）.

図１-２４　FBRサイクルにおける放射能の内訳 図１-２５　先進湿式法システムにおける公衆の年間致死ガン発生
確率推定結果の異常事象による内訳

図１-２６　PSAのFBR冷却系概念設計への貢献
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　高速増殖原型炉「もんじゅ」の性能試験は、１９９５年１２
月８日に発生した２次主冷却系ナトリウム漏えい事故の
ため、現在中断しておりますが、このほど２００５年７月に、
これまで適宜原子力学会等で公表してきた性能試験の個
別試験項目ごとの成果を取りまとめ公開しました。
　ここでは誌面の都合から、性能試験の最終段階に当た
る起動試験のうち、「プラントトリップ時特性評価（ター
ビン）」の結果を紹介します。
　この試験はプラントが電気出力４０％で安定に運転して
いる状態から、復水器真空度の異常を示す模擬信号を入
力することによりタービンをトリップ（非常停止）させ、
所定のインタロックに従いプラント全体が安全に自動停
止することを確認したものです。併せてこの時の設備動
作の確認やプロセス量の変化を測定することにより、プ
ラント挙動を総合的に確認しました。
　試験の結果、所定のインタロックが動作し、プラント
が安全に自動停止することを、設備動作、警報発報、プ
ラント過渡変化から確認することができました。
　また、トリップに伴うプラントの挙動について、詳細
なデータを得ることができました。
　図１-２７に「もんじゅ」の系統図を、図１-２８に試験時の

１次・２次系の温度、流量など主要なプロセス量の過渡
変化を示します。プラントトリップと同時に、冷却材の
循環ポンプが主モータから補助モータ（ポニーモータ）
による低速運転に切り替わるため、１次・２次主冷却系
Na流量はそれぞれ減少しますが、その速さの違いから、
中間熱交換器１次側出口Na温度及び原子炉入口Na温度
が一時的に低下しています。その後、１次・２次系はほ
ぼ同じ流量となることから、温度は回復します。一方、
中間熱交換器２次側入口Na温度は、トリップ前の補助冷
却設備内の温度の高いNaが輸送されてくるため、一時的
に上昇しています。
　このような実機の試験データは、「もんじゅ」自身の性
能確認、これまでの「もんじゅ」に関わる研究開発の総
括を行うために必要であることはもちろん、プラントの
動特性解析手法の高度化等を通じて、将来炉の設計にも
貢献することができます。「もんじゅ」は現在ナトリウム
漏えい対策工事等を実施中で、その後の工事確認試験、
プラント確認試験を経て性能試験を再開する計画です
が、実施にあたっては、前回試験の経験を活用しながら、
一歩一歩着実に進め、このような貴重なデータを取得し
てまいります。

●参考文献

宮川明ほか, 高速増殖原型炉もんじゅ性能試験報告書＜臨界試験～起動試験（４０％出力）＞, 2005, JNC TN2410 2005-002, p.267-270.

図１-２７　「もんじゅ」冷却系系統図
原子炉で発生した熱は１次主冷却系から２次主冷却系へと伝達
され、蒸発器、過熱器で発生させた蒸気によってタービンを駆
動して発電を行うしくみとなっています。１次主冷却系と２次
主冷却系の冷却材として液体の金属ナトリウムが使われています。 図１-２８　タービントリップ時のプラントの温度・流量の過渡変化

原子力プラントの設計においては、事故や異常を想定した場合の冷
却材温度、流量等の過渡変化について数値解析（プラント動特性解
析）を行い設計の妥当性を評価します。このような実機データは、
解析手法の高度化など後続プラントの設計への貢献も期待されます。
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　高速増殖原型炉「もんじゅ」をはじめ、原子力プラン
トにおいては、安全・安定な運転が求められ、出力運転
中における計画外停止をできる限りなくすることが重要
です。「もんじゅ」では、機器の故障、誤作動や誤信号
に起因する原子炉トリップにおける重要な因子を特定
し、運転信頼性の向上に資する目的で、フォールトツ
リー解析評価（以下、FTAという）を行い、原子炉トリッ
プの発生頻度を推定すると共に重要な機器故障などの要
因の摘出を行っています。
　高速炉機器信頼性データベースCORDS及び国内軽水
炉機器故障データベースを用いた機器故障率を「もん
じゅ」のFTAに適用し、原子炉トリップ頻度を解析した
結果、１．２回／炉年となり、重要な機器は１次及び２次主
冷却系の主循環ポンプであることがわかりました。これ

は機械式のナトリウムポンプであり、過去の故障事例を
調査した結果、「もんじゅ」では、当該機器の故障対策
がなされており、実際には、上記の原子炉トリップ発生
頻度より更に小さくなることが予想されると共に、高い
運転信頼性が確保されていることを確認しています。
　本研究により、「もんじゅ」において運転信頼性に係る
重要な機器を特定できたこと、現状得られている機器故
障率を用いて評価した結果、「もんじゅ」は国内軽水炉の
原子炉トリップ頻度をやや上回る程度の計画外停止を将
来予測として想定できることが明らかとなったこと、更
に、今後、「もんじゅ」において設備変更等が必要になっ
た場合、FTAを適切に改良することにより、原子炉ト
リップ頻度はどう変化するかを評価できるようになった
ことが成果として意義があると考えています。

図１-２９　系統の概略と原子炉トリップの要因
系統を構成する設備機器の故障が原子炉トリップに至るかど
うかを明らかにし、フォールトツリー（樹形図）を作成します。

図１-３０　FTA結果
どの設備機器の故障が原子炉トリップに対して大きな寄与を持つの
かを示しています。

図１-３１　故障への対応
表１-３に示す事例の故障について、主ポンプのシャフ
トの熱対流防止板や、アルゴンガスブローによるナト
リウム酸化物の蓄積防止対策がとられている様子を示
しています。
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●参考文献

Sotsu, M. et al., Unplanned Shutdown Frequency Prediction of FBR MONJU using Fault Tree Analysis Method, Proceedings of 13th International 
Conference on Nuclear Engineering (ICONE 13), 2005.
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表１-３　主ポンプの故障事例（CORDSより）
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　「もんじゅ」性能試験の測定データを有効利用して、現
行設計手法の予測精度を検証評価し、設計余裕の合理化
を図ることは、将来のFBR実用化に向けて重要な意義を
持っています。この観点から、「もんじゅ」炉心の臨界性
解析（実効増倍係数解析）については、これまでに各種
検討が実施されて来ています。
　一般に臨界性は、計算機資源の制約から拡散理論近似

（等方散乱近似）計算により解析されますが、より厳密な
輸送理論解析との比較による補正が必要となります。そ
こで、３次元ノード法Sn輸送計算コードNSHEXにより

「もんじゅ」初臨界炉心（図１-３２）の実効増倍係数解析
を実施したところ、中性子エネルギーの離散化近似が粗
い少数群断面積による計算（一種の近似計算であり高い
計算機能力を必要としない）では、エネルギー群縮約効
果（近似誤差）が無視できないことが判りました。
　そこで、NSHEXコードにおける輸送断面積の扱いに
ついて分析したところ、NSHEXではノード内の中性子
束分布を多項式近似しているために、従来の縮約方法で
はノード間の中性子漏えい量が保存されないことが判り

ました。これに基づき、従来の中性子カレント重み縮約
に替わって、ノード間の中性子漏えい量が保存される新
たな縮約手法を考案し、縮約断面積計算ルーチンとして
NSHEXコードに組み込みました。更に、検証計算によ
り本縮約手法の有効性を確認しました。その結果、本手
法によれば実効増倍係数の群縮約依存性が解消（図１-
３３）できるだけでなく、中性子の空間分布についても改
善（図１-３４）が見られ、NSHEXコードの新たな輸送断
面積縮約方法として推奨し得ることが確認できました。
　以上の成果は、今回「もんじゅ」全炉心体系を詳細に
解析した結果、新たな知見として得られたものです。現
在最新の輸送計算手法として、群縮約せず連続エネル
ギーで輸送計算を解くものも開発されていますが、「も
んじゅ」全炉心のような大きな体系を解析する場合には
計算機の性能などから未だ実用的とは言えず、従来計算
手法の精度向上は今後も重要な課題といえます。本研究
により、従来の輸送計算手法に対する解析精度向上の可
能性を提示することができました。

●参考文献

Todorova, G., Nishi, H., Ishibashi, J., Monju Core Neutronics Analysis Method Upgrading Research -New Collapsing Algorithm for Condensation 
of the 3-D Transport Code NSHEX-, 2005, サイクル機構技報（２７）, JNC TN1340 2005-001, p.1-16.

図１-３２　「もんじゅ」初臨界炉心配置図
図１-３３　全炉心体系計算におけるエネルギー群縮約効果

７０群断面積による実効増倍率の解析結果を基準とし、縮約断面
積を使った解析結果との差異（縮約誤差⊿keff（％））を新旧の
縮約手法で比較したものです。新たに考案した手法によれば、
縮約断面積のエネルギー群数（横軸）によらず、縮約誤差を小
さくすることができます。

図１-３４　中性子束分布で見た縮約手法の違いによる断面積縮
約効果の差

高速中性子束分布を７０群断面積で求めた場合と１８群縮約断面
積で求めた場合の差異（縮約誤差⊿φ（％））を新旧の縮約手法
で比較したものです。新たに考案した手法では、特に炉心外周
部（軸ブランケット領域）における縮約誤差が改善されており、
解析精度の向上が期待できます。
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　NETFLOWコードは、原子炉の補機冷却系等などの複
雑な流路体系を手軽に高速で解析できるようにする目的
で開発され、これまでにポンプ、熱交換器、配管、流量
調節弁などのコンポーネントや軽水炉体系を模擬した実
験装置の流動体系や原子炉そのもので収集されたデータ
を用いて精度検証を行い、良好な適用性を確認してきま
した。
　本コードをより汎用的に利用できるようにするため、
各種液体金属高速炉へも適用できるようにする改良を行
うと共に、液体ナトリウムを用いた施設の試験で得られ
た結果への適用性検証を行いました。対象とした施設
は、５０MW蒸気発生器（SG）施設と、高速増殖炉「もん
じゅ」です。高速炉の蒸気発生器は、軽水炉とは異なっ
た形状と特性を有しているため、重要機器の一つとして
検証しておく必要がありました。５０MWSG施設で過去
に収集された運転データを、解析コードの機能を使って
解析したところ、蒸発器、過熱器の内部の温度分布につ
いて沸騰挙動を含めて正しく予測することができまし
た。また、「もんじゅ」の炉心、１次系、２次系、蒸気
発生器を含む３次系１ループ分を解析のモデルとしてプ
ラントの挙動を解析しました。選択した事象は、ポンプ
入熱による２４時間の２次系自然循環試験と４５％熱出力に

おけるタービントリップ試験です。自然循環試験では、
２次系に設置された空気冷却器を用いて、１次側で入力
された熱を除去しており、フィンを有する伝熱管群から
の強制循環及び自然循環熱伝達挙動の解析検証が主題で
した。これらの解析結果は、試験結果と良い一致を示
し、解析コードがナトリウム冷却炉の体系にも適用でき
るとの見通しが得られました。
　本コードの特徴の一つである高速性は、解析において
発揮され、「もんじゅ」の１次系から３次系の１ループ分
をそのまま模擬した複雑な体系で、約２GHzの通常のパ
ソコンを用いて１０００秒の事象を約１秒で解析することが
確認できました。このため、数日に及ぶ長期間の運転に
対しても手軽に解析が行え、２４時間の「もんじゅ」２次
系自然循環試験に対しては、２分以内に結果が得られま
した。
　本コードは、現時点では軽水、重水、各種液体金属冷
却の体系で使用できるため、大学院での研究や教育用に
用いて、原子力技術者の資質向上に役立てる計画として
います。なお、液体の物性などについて該当する部分を
修正すれば、化学プラントなどでも利用することが可能
になります。

図１-３６（左）　「もんじゅ」４５％熱出力からのタービントリップ試験
「もんじゅ」の１次系から３次系１ループ分をNETFLOWでモデル化
し、以前行われたタービントリップ試験について解析しました。１
次系と２次系の主要なパラメータの解析結果を図に示します。
NETFLOWコードによる解析結果は、試験結果と良い一致を見せて
います。１００００秒に亘る過渡変化について、原子炉スクラム後の挙
動をほぼ再現することができました。

●参考文献

Mochizuki, H., Verification of NETFLOW Code using Plant Data of Sodium Cooled Reactor and Facility, Nuclear Engineering and Design, NED-
4487(Internet SCIENCE@DIRECT掲載), 2006, in press.
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図１-３５（上）　５０MW蒸気発生器内部の温度分布
定格出力での蒸気発生器ナトリウム温度（シェル側）と伝熱管内部の
水・蒸気温度計測値を、NETFLOWコードのモデルを用いて解析し
たものです。蒸発器における沸騰挙動などを含め、現象を良くト
レースしています。
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　高速炉で燃料破損（燃料被覆管にクラックが生じて核
分裂性物（FP）ガスが冷却材ナトリウム（Na）中に放出
されること）が発生した場合に、その同位体比を迅速に
分析できるシステムを開発しました。
　開発したレーザ共鳴イオン化質量分析システム

（RIMS）では、イオン化に最新の非線形光学技術を応用
した波長可変レーザを用いることにより、測定対象元素
のみを効率良くイオン化させると同時に、バックグラウ
ンドとなるアルゴン（Ar）イオンの発生を抑制し、検出
感度を飛躍的に向上させました（写真１-１ ，図１-３７）。こ
の結果、カバーガスを濃縮することなく直接分析する手
法により、Ar中に１兆分の１程度含まれる極微量のキセ
ノン（Xe）及びクリプトン（Kr）検出とその同位体分析
に成功しました。
　２００４年１１月、高速実験炉「常陽」で「燃料破損模擬試
験」を行い、燃料破損発生の検知、破損燃料位置検出装
置（FFDL）による破損燃料の同定、これを炉心から取
り出す操作等、燃料破損が発生しても適切なプラント対
応が行えることを確認しました。
　この試験では、被覆管に長さ１mm×幅０．１mmの微小
スリットを加工した試験用燃料ピンを用いました。ス
リットは、鉛合金でシールされ、原子炉の温度が約３００℃

に昇温した時点で開口し、燃料ペレット内に生成された
FPがスリットから１次系ナトリウム中に放出され、一部
は原子炉容器のカバーガスに移行します。試験では、燃
料破損検出設備により原子炉出力約１２０MWtで「燃料破
損」を検知し、原子炉を停止しました。
　この試験において、開発したレーザ共鳴イオン化質量
分析システムによる分析を行いました。破損燃料位置検
出（FFDL）装置の運転において、Naシッピング（燃料
集合体内のFPガスを検出するためにNaを吸い上げる操
作）時に、並行してカバーガスをサンプリングし、希ガ
スFPであるキセノンの同位体比分析を行いました。
　その結果、僅か８pptの極微量の放射性核種（Xe-１３３）と
安定核種（Xe-１３２，１３４等）の分析に成功しました（図１-
３８）。放射性核種FPと安定核種FPの比から燃料の燃焼度
が推定できるため、FFDL運転に先立ちカバーガスを分
析し、被疑破損燃料を絞り込むことで、破損燃料を同定
するまでの時間が短縮されることになります。
　現在、このレーザ共鳴イオン化質量分析法を応用した
高速炉１次冷却系における極微量のナトリウム漏えい検
出技術の開発を進めています。更には、原子力分野以外
にも、環境中の極微量物質測定や半導体製造プロセスに
おける品質管理等、幅広い応用が期待できます。

図１-３７　レーザ共鳴イオン化の原理とRIMSシステムの構成
YAGレーザを光源とした波長可変レーザシステムにより、分析対象元
素（図はXeの例を示します）を多段階的に共鳴励起・イオン化し、飛
行時間型質量分析計で分析します。

図１-３８　試験集合体からサンプリングしたFPガスの同位体分析結果
安定核種FPに加え、放射性FP（Xe-１３３）を同時に分析することに成功
しました。

写真１-１　RIMSシステム
写真奥のレーザ部で、Xe分析では２５６nm、Kr分析では２１７nm
の紫外線レーザビームを発生させ、写真手前の質量分析部に
入射して共鳴イオン化・質量分析を行います。

●参考文献

伊藤主税ほか, 「常陽」における燃料破損模擬試験－FFDL炉内試験（Ⅲ）－, 2005, JNC TN9410 2005-003, 53p.
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26　未来を拓く原子力  ２００６

　３級ピリジン樹脂によるイオン交換法を用いて、使用
済燃料から①白金族元素群、②希土類元素を含む核分裂
生成物（FP）群、③燃料要素であるウラン（Ｕ）及びプ
ルトニウム（Pu）などの燃料要素群、④アメリシウム

（Am）、⑤キュリウム（Cm）を系統的に分離するプロセ
スを開発しました。

本研究は、東工大との共同研究で行われました。
３級ピリジン樹脂（図１-３９）は、弱塩基性陰イオン交

換樹脂と窒素原子のソフトドナーという二つの役割を持
ちます。本樹脂は、処理の際に問題となるリンや硫黄を
含まず（Salt-Free）、また塩酸溶液系における耐放射線性
が高いという特徴を有します。今回開発した分離プロセ
スは、大別して３つの工程より構成されます（図１-４０）。

STEP- Ⅰ：照射済燃料溶解液から白金族元素群を分離
STEP- Ⅱ：FP＋希土類元素群、Am＋Cm群、U＋Pu＋

Np群分離
STEP- Ⅲ：Am＋Cm群からのAmとCmを相互分離

　はじめに、「常陽」で照射した高燃焼度燃料（約
１４０GWd/t）の混合酸化物（MOX）燃料を硝酸溶解後、
約８５μg相当を分離プロセスに供しました。
　STEP- Ⅰでは燃料溶解液を希塩酸溶液に転換して無担
持型の３級ピリジンイオン交換樹脂に通液することによ
り、アンチモン（Sb）と白金族元素であるルテニウム

（Ru）を分離することに成功しました。

　白金族元素FPやテクネチウム（Tc）は再処理工程やガ
ラス固化工程の操作を大きく妨害するので、それらの前
工程で白金族元素の分離が行えたことの意義は極めて大
きいと考えられます。
　STEP- Ⅱでは、分離後溶液を濃塩酸溶液に転換して、
シリカビーズ担持型３級ピリジンイオン交換樹脂に通液
します。樹脂を通過する過程でそれぞれの元素群が分離
し、はじめにランタニド（Ln）元素であるユウロピウム

（Eu）、セリウム（Ce）等を含むFP群が分離され、次い
で３価アクチニド（An）といわれるAm、Cmが分離され
ます（図１-４１）。その後、溶液を希塩酸に変えると燃料要
素であるPuが分離されます。
　STEP- Ⅲでは、Am、Cm混合溶液を硝酸メタノール溶
液に転換してSTEP- Ⅱと同じ樹脂に通液し、それぞれAm
とCmに相互分離することに成功しました（図１-４２）。
　本研究で得られた最終的なAm回収率は９５％を超え、
Amに対する１３７Cs、１５５Eu及び２４３Cmの除染係数はそれぞれ
３．９×１０４、１×１０５及び２．２×１０４で、一般的な分離目標と
される１０３を大きく上回る値となっています。一連の工
程において、再処理対象である燃料成分元素の分離に加
え、白金族元素FPの分離、AmとCmの相互分離を両立さ
せた例はほかになく、今後は分離プロセスの工学的課題
や分離元素の有効利用にも視野を広げ、先進的多機能再
処理工程の確立に向けた研究開発を行っていく予定です。

図１-４１　STEP- Ⅱにおけるイオン交換分離クロマトグラム
ランタニドを含むFP群、３価アクチニド（Am、Cm）群、燃料
要素群（Pu）の相互分離ができていることを表しています。

●参考文献

Koyama, S. et al., Development of Multi-functional Reprocessing Process based on Ion-exchange Method by Using Tertiary Pyridine-type Resin, 
Journal of Nuclear Science and Technology, vol.43, no.6, 2006, p.681-689.

図１-３９　３級ピリジン樹脂の基本構造
本研究では懸濁重合で作成した無担持型（白金族元
素分離用）と、直径約６０μmのシリカビーズに担持し
た多孔質型樹脂を用いています。

図１-４０　分離プロセスの概念図
各元素群への分離を３ステップの工程で行います。
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図１-４２　STEP- Ⅲにおけるイオン交換クロマトグラム
AmとCmの相互分離ができていることを表しています。
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未来を拓く原子力  ２００６　27

　経済性・信頼性に優れた高速炉の燃料・材料を開発す
るためには、実際に原子炉で照射された燃料等の性能を
確認しつつ進めることが重要です。大洗研究開発セン
ター照射燃料集合体試験施設では、高速実験炉「常陽」等
で照射された燃料集合体を受け入れ、非破壊での照射後
試験（以下PIE）を主に行っています。その中心となる
のが、燃料集合体の内部観察を目的としたＸ線コン
ピュータートモグラフィー（以下Ｘ線CT）試験です。
　本試験では、医学の分野で発達したＸ線コンピュータ
断層撮影技術を照射済燃料集合体の非破壊試験に適用
し、新しい照射後試験技術として確立しました（図１-
４３）。この技術を照射後試験に適用するのは、世界でも
初めての試みとなります。
　本試験装置では、照射済燃料集合体からのγ線放出の
影響を低減するため、高出力高エネルギーＸ線発生源を
採用しました。更に、Ｘ線発生源が短いパルス状のＸ線

を発生できることに着目し、それと同期したＸ線検出シ
ステムを採用し、検出器の素材として高エネルギー領域
で高感度なタングステン酸カドミウムを採用しました。
　この結果、　図１-４４に示すように高燃焼度まで照射し
た高速炉用燃料集合体でも鮮明なＸ線CT画像を得るこ
とに成功しました。また得られた画像を解析することに
より、これまで測定できなかった照射済燃料集合体内で
の燃料ピン等の配置状況や冷却材流路断面積が実験的に
測定可能となりました。
　図１-４５には燃料ピン全域における正規配列からの変
位量の軸方向分布を示します。図から、炉心燃料部にお
いて変位量が大きいことが確認されます。これは、炉心
燃料部では照射クリープによって変形が進んだものと考
えられます。今後、これらのデータを利用し、温度評価
への反映等が期待されます。

図１-４４　照射済燃料集合体のＸ線CT画像
「常陽」で照射した燃料集合体のＸ線CT画像から、燃料ピ
ンが整然と配置されていることが確認できます。

図１-４５　燃料ピンの変位挙動
集合体に装荷された状態での燃料ピンの変位量軸方向分布を示
したものです。炉心燃料部の変位量が大きいことが分かります。

図１-４３　Ｘ線CTシステム概略図
Ｘ線源から発生した高エネルギーＸ線は、試料（照射済燃料集
合体）の前に設置されたコリメータにより絞り込まれます。試
料を透過したＸ線は、再度コリメータを通過し検出器によって
その強度が測定されます。

●参考文献

Katsuyama, K. et al., Application of High-energy X-ray Computer Tomography Technique for Checking Irradiated Nuclear Fuel, Proceedings of 
4th World Congress on Industrial Process Tomography, Aizu, Japan, 2005.
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　原子力発電をすると、高レベル放射性廃棄物－いわゆ
る「原発のゴミ」－が発生します。我が国では、原子力
発電で使い終わった「使用済燃料」は、そのまま処分せ
ずに、燃料として再生できるウランやプルトニウムを回
収し、その後に残った廃液を、ガラス原料に混ぜて溶
融・固化します。こうしてできたガラス固化体が、高レ
ベル放射性廃棄物となります。高レベル放射性廃棄物
は、発生した直後の放射能レベルが高く、その後も長く
放射能が持続する特徴があります。そのため、何万年と
いう超長期にわたって人間の生活環境から隔離しておく
という対策が必要になります。その方法として、かつて
は海洋底や南極の氷の下、更には宇宙への処分なども検
討されましたが、いまでは深地層への埋設処分（地層処
分）が最も現実的な方法と考えられています。我が国で
は、ガラス固化体を金属製の容器（オーバーパック）に
封入した上で、地下３００m以深の安定な場所の岩盤内に
粘土（緩衝材）で包み込んで埋設することを考えていま
す（図２- １）。大地が育んだウランを採掘して原子力発
電に利用し、最後に残った高レベル放射性廃棄物を再び
深地層に還す、これが地層処分です。
　この地層処分を安全確実に行うためには、様々な観点
からの研究開発が必要です。例えば、何万年もの間に
は、オーバーパックが腐食して孔が開き、ガラス固化体
と地下水が接触することも考えられます。これによっ
て、放射性物質が地下水中に溶け出し、人間の生活環境
に接近してくることも心配しておく必要があります。そ
のため、地層処分の研究開発では、地層処分の舞台とな

る深地層の環境を科学的にしっかりと理解するための研
究（深地層の科学的研究）、ガラス固化体やオーバーパッ
ク、緩衝材などの人工材料や処分場の建設技術などに関
する研究（地層処分の工学技術に関する研究）、放射性物
質の長期的な挙動や人間への影響などを評価し安全性を
確認するための研究（性能評価研究）を進めています。
　我が国で地層処分の研究開発が始まったのは１９７０年代
後半で、原子力機構あるいは、その前身であるサイクル
機構や動燃事業団が中心となって、既に３０年以上にわ
たって基盤的な研究開発を進めています。原子力機構

（当時、サイクル機構）は、１９９９年１１月に、それまでの
研究開発成果を取りまとめ（「第２次取りまとめ」）、国に
報告しました。「第２次取りまとめ」は、研究成果に基づ
く技術的な知見や根拠を積み重ねることによって、我が
国において安全な地層処分が実現できる見通しを提示し
たもので、国の評価でも技術的信頼性が示されているこ
とが確認されました。このような研究開発の進展を技術
的な拠り所として、２０００年５月に地層処分事業の実施の
枠組みを定めた法律が成立し、同年１０月にはこの法律に
基づき、事業の実施主体である原子力発電環境整備機構
が設立されました。また一方で、安全規制に関する基本
的な考え方などの審議も進み、我が国の地層処分計画は
事業段階へと踏み出しました（図２-１）。
　地層処分の事業は、法律に基づいて、概要調査地区の
選定、精密調査地区の選定、最終処分施設建設地の選定
と３段階のサイト選定プロセスを経て、２０３５年前後から
の操業開始を目指しており、事業の進展と並行して安全

研究開発 

東海クオリティ試験開始（'99） 

幌延深地層研究 
計画開始（'01） 

H17取りまとめ（'05） 

第2次取りまとめ（'99） 

第1次取りまとめ（'92） 

釜石鉱山での 
地層科学研究（'88～'98） 

東濃鉱山での 
地層科学研究（'86～'03） 

地層処分 
研究開始 

1976

1980

1992

2000

2005

2010

2020

2030

2040

超深地層研究所計画開始（'96） 

東海エントリー試験開始（'93） 

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（'00） 

原子力発電環境整備機構（NUMO）設立（'00） 

「安全規制の基本的考え方」 
原子力安全委員会報告書（'00） 

公募開始 
（2002年12月） 

国の政策等 

地層処分の概念 

処分地の選択 

処分場の建設・操業 

安定な地質環境 多重バリアシステム 

（ベントナイト粘土＋ケイ砂） 
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図２-１　高レベル放射性廃棄物地層処分計画の進展
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規制に関する法制度や指針などが整備されていく計画で
す。これらの計画に先行して基盤的な研究開発を着実に
進めることにより、処分事業や安全規制を技術的に支
え、また国民の理解促進を図っていくことが、私たちの
役割です。
　これまでの研究によれば、深層の地下水は一般に酸素
を含まない強い還元状態にあり、ほとんど動かないた
め、物質を溶かし運搬する能力が低いことが分かってい
ます。また、そういった深地層の一般的な特性を踏まえ
て、合理的に処分場や人工バリアを建設・施工でき、そ
れらの条件を考慮して処分場の長期的な安全性をモデル
やデータを用いたシミュレーション技術により予測評価
できるといった見通しが得られています。もちろん、実
際に地層処分を事業として進めていくためには、一般的
な見通しだけでは困ります。その場所のデータに基づい
て、技術的な評価が十分になされなくてはなりません。
そのためには、調査に使う装置や評価するためのモデ
ル、人工バリアや処分場の工学技術、安全評価の手法な
ど、技術の信頼性を高め、実証していくことが大事です。
　現在、私たちは、深地層に関する総合的な研究の場と
して２つの深地層の研究施設計画を進めています。花崗
岩を対象とした岐阜県の瑞浪超深地層研究所と、堆積岩
を対象とした北海道の幌延深地層研究所です（図２-２）。
そこでは、実際に地下数百ｍの深さに坑道を掘削して、
地下深部の岩盤や地下水を総合的に研究していく計画で
す。まず、地上からの調査によって、地下の様子や坑道
を掘った際の影響を予測します。つぎに、坑道を掘って
地上からの予測結果を確かめながら、坑道周辺の状況を
調べていきます。また、坑道の中で様々な試験を行いま

す。研究を段階的に進め、深地層についての理解を深め
ながら、これを体系的に調査するための技術を整備して
いくのです。
　一方、茨城県の東海村では、地上の実験施設を活用し
て、人工バリアの長期的な健全性や放射性物質の溶解・
移行などに関するデータの充実とモデルの高度化を進め
ています。また、深地層の研究施設で得られるデータを
用いて、地層処分システムの設計や安全評価のための手
法の適用性を確認します。
　地層処分は今後百年以上にわたる事業であり、その進
展を支えていくためには、地層処分の安全確保にかかわ
る様々な論拠や科学的知見などを知識ベースとして体系
的に管理し、適切に伝達・継承していくことが重要で
す。私たちは、そのための知識管理システムの開発にも
着手しました。当面は、２０１０年頃を目途とした精密調査
地区の選定に照準を合わせ、実施主体による精密調査や
国による安全審査基本指針の基盤となる技術の確立と知
識ベースの整備を目指して研究開発を進めていきます。
　２００５年７月には、原子力機構及び資源エネルギー庁が
実施している基盤研究開発を、より効果的・効率的に進
めるための枠組みとして、「地層処分基盤研究開発調整
会議」が設置されました。その中で、原子力機構が中心
となり、今後５年程度（２０１０年頃まで）を俯瞰した国の
基盤研究開発全体の実施計画を策定しました。これによ
り、精密調査地区の選定に向けて、原子力機構を中心と
した研究開発機関の役割分担と連携・協力を更に強化し、
成果を知識ベースとして集約していくための枠組みが整
いました。

原子力機構の研究開発施設 

東濃地科学センター 
（岐阜県土岐市、瑞浪市） 

幌延深地層研究センター 
（北海道幌延町） 

●幌延深地層研究所（対象：堆積岩） 

●地層処分基盤研究施設（エントリー） 
●地層処分放射化学研究施設（クオリティ） 

連携・協力 

関係研究開発機関 

東海研究開発センター 
（茨城県東海村） 

●瑞浪超深地層研究所 
　（対象：結晶質岩） 

（イメージ図） 

（イメージ図） 

【知識管理システム】 

処分事業  安全規制  

・ドキュメント 
・データベース 
・シミュレーション 
　モデル／解析結果 
・エキスパート 
　システム 
・多様な論拠 
・経験・ノウハウ 

クオリティ エントリー 

知
識
ベ
ー
ス 

図２-２　地層処分技術に関する研究開発の体制
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　処分事業の実施主体や安全規制機関など、地層処分計
画にかかわるステークホルダーは、安全性を示す論拠の
構築や地層処分計画の様々な時期における意思決定にお
いて、地層処分にかかわる多様な技術的情報やデータ、
知見を用います。これらは、地層処分の長期的な安全確
保と長期間にわたる事業全体に対する信頼を支える上で
知識基盤として体系化し、常に最新の科学技術の知見を
取り込みながら、次世代へ知識継承できるようにしてお
くことが必要です。旧サイクル機構がこれまで段階的に
行ってきた研究成果の取りまとめが示すように、時間に
伴いこのような知識は多様化すると共に、その量は激増
しており、今後も更に増えていくことは明らかです２）。
また、専門家の頭脳の中には、多くの経験やノウハウが
蓄積されています。このため、私たちは、地層処分の安
全確保の考え方を構築し、またシステムの安全評価など
において必要となる多様かつ大量な情報を知識として構
造化し、ステークホルダーのユーザーとしての要望に応
じて提供すると共に、新たな知識の創造や次世代への知
識継承などの機能を備える知識管理システムの開発を進
めています１）。
　知識管理においては、知識共有の方法や知識創造の方
向性などを示すビジョン（ナレッジビジョン）を明確に
することが重要です。「平成１７年取りまとめ」１）では、地
層処分技術に関する知識を、セーフティケース（安全性

を示す論拠）の一般的概念に沿って構造化することに
よって、ユーザーの活用の視点で体系的かつ網羅的に蓄
積していくこと（図２-３）をナレッジビジョンとして設
定し、実現に向けての具体的なアプローチを示しました。
　このナレッジビジョンを実現していくため、現在まで
に知識管理システムの概念を構築しています（図２-４）。
知識管理システムは、構造化した知識（図２-３）を収納
する知識ベース、シンクタンクや研究開発などの知識創
造、ユーザーとのコミュニケーション、知識管理全体を
マネジメントするナレッジオフィスなどの機能で構成さ
れます。また、知識ベースに収納された知識は、ユー
ザーが活用しやすいように、「データ」、「ドキュメント」、

「ソフトウェア」、「経験・ノウハウ」、「統合した知識」、
「ガイダンス」及び「プレゼンテーションマテリアル」
に加工、類型化します２）。
　知識管理システムは、２０１０年度を目途にプロトタイプ
を開発する計画です。特に、社会共有の財産となるよう
にするため、ユーザーとの対話を進めながら要望を的確
に把握しつつ、システムの設計、構築、試行を実施する
計画です。また、地層処分基盤研究開発調整会議を通じ
た研究開発の調整や協力の枠組みの下、ほかの関連研究
開発機関の成果も知識ベースに取り込んでいくことに
よって、地層処分研究開発の中核的機関としての役割を
果たしていきます。

●参考文献

１）核燃料サイクル開発機構, 高レベル放射性廃棄物の地層処分に関する知識基盤の構築　平成１７年取りまとめ－地層処分技術の知識化と管
理－, 2005, JNC TN1400 2005-020, 94p.

２）Kawata T. et al., Knowledge Management: Emperor's New Clothes?, International High-Level Radioactive Waste Management Conference 
(IHLRWM) 2006, Las Vegas, Nevada, April 30-May 4, 2006, p.1236-1243.

図２-３　地層処分のセーフティケースに基づく知識の構造化
の概念
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図２-４　知識管理システムの概念
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　放射性廃棄物の地層処分の安全評価では、地下水によ
り放射性核種が廃棄体から溶出し、人間の生活環境に運
ばれるという「地下水シナリオ」に基づくことを基本と
しています。この評価のためには、溶出した放射性核種
の地下水中での溶解度、廃棄体周辺に設置される粘土材
料（緩衝材）や岩石への収着分配係数及び拡散係数など
の設定が必要となります。私たちは、この設定作業に必
要な基盤情報として、熱力学、収着、拡散の各データ
ベースで構成される核種移行データベースの整備を進め
ています。このうち、熱力学と収着のデータベースは既
にホームページ（http://migrationdb.jaea.go.jp/）で公開
されています１）。
　熱力学データベースには、溶解度積や錯生成定数等が
収納されており、安全評価上重要な元素の溶解度計算な
どができます。また、鉱物の熱力学データも収納されて
いることから、地下水水質形成過程や緩衝材の長期安定
性の評価などにも利用されます。現在は、“我が国にお
ける高レベル放射性廃棄物地層処分の技術的信頼性－地
層処分研究開発第２次取りまとめ－”に向けて整備した
データベースや国際共同プロジェクトで開発されたデー
タベースなどが、様々な地球化学計算コードに対応した
形で提供されています。しかしながら、信頼性の高い値
を決定するには更なるデータの充足が望まれるものもあ
り、原子力機構をはじめとして、各国の研究機関におい

てデータ取得のための実験的研究やデータを推定するた
めの理論的研究が進められています。今後、これらの最
新情報を評価した上で、２０１０年頃を目標として新たな
データベースの構築を計画しています。
　収着データベースには、粘土材料や岩石への収着試験
の結果が試験条件と共に収納されており、現在２１，０６１件
のデータが登録されています。このシステムでは、固相
の種類や試験条件での収着分配係数の検索ができるほ
か、簡易な図示機能も有しています。このシステムを利
用すると、想定される収着分配係数の範囲や環境条件へ
の依存性の把握などを比較的容易に行うことができま
す。現在、最新データの登録を継続すると共に、個々の
収着データの信頼度評価を実施しています。
　拡散データベースは、我が国の岩石や粘土材料を対象
とした拡散係数データが収納されています。現在は技術
報告書として公開されているのみですが、２００６年度中に
データの更新を行いホームページで公開する予定です。
　このように安全評価の基盤情報となる核種移行データ
をデータベースとして整備、公開することで、データの
利用価値を高めると同時に透明性を確保してきました。
今後は、上に述べたような整備作業を進めると共に、よ
り多くの皆様に利用していただき、ユーザーの声を反映
していくことを考えています。

●参考文献

１）笹本広ほか, 核種移行データベースの利用環境整備の現状, ２００５, サイクル機構技報（２８）, JNC TN1340 2005-002, p.27-33.

（ａ） トップページ 
（ｂ） データ検索画面 

（ｃ） 検索結果一覧表示 

（ｄ） 検索結果 
　　ヒストグラム表示 

図２-５　核種移行データベースの表示例（収着データベースにおけるデータ検索の流れ）

����������	
���

��������	
��
���������������������



32　未来を拓く原子力  ２００６

��������	
��
�

　高レベル放射性廃棄物の地層処分場は、地下数百メー
トル以深の岩盤内に建設されることから、処分施設の操
業期間中に周辺岩盤の力学的な安定を確保するため、セ
メント系材料による支保工が設置されることが考えられ
ます。しかしながら、通常、土木・建築の分野で幅広く
用いられている普通ポルトランドセメントを支保工とし
て用いた場合、処分施設周辺がpH１２．５以上のアルカリ
性となり周囲の岩盤や緩衝材の長期挙動に影響を及ぼす
ことが考えられます。このため、浸出液のpHがより低
いセメントとしてフライアッシュを高含有したシリカ
フュームセメント（Highly Flyash Contained Silicafume 
Cement）（以下、「HFSC」という）の開発を行ってきて
おり、その施工性を実証するために幌延の深地層研究施
設の坑道の一部を利用してHFSCの原位置施工試験を行
う計画です。本研究においては、幌延での原位置施工試
験に先立ち、支保工の施工方法として吹付けコンクリー
トを対象にHFSCを用いたコンクリートの配合を検討す
ると共に、その施工方法について評価を行いました。幌

延深地層研究施設における支保工の設計基準強度には２８
日材齢において３６N/mm２が求められており、この強度を
満足するコンクリートの配合を検討しました。急結剤添
加前のベースコンクリートとして、普通ポルトランドセ
メントを用いる場合には水セメント比を０．４、早強ポル
トランドセメントを用いる場合には水セメント比０．４５と
することにより、設計強度を満足する可能性のある２つ
の配合を選定（表２-１）しました。これらの選定した配
合について、急結剤を用いて模擬トンネル構造物に対し
て吹付け試験（図２-６）を行いました。その結果、従来
吹付けコンクリートの施工性の観点から水セメント比は
０．５程度が限界でしたがHFSCにおいては水セメント比
０．４５及び０．４共に施工性は良好で、吹付けコンクリート
表層部（数cm）では空隙が多く認められましたが、それ
より内部はほぼ一定の単位体積質量でした。また、両配
合の吹付けコンクリートのコアの平均強度は、２８日材齢
において４８N/mm２程度（図２-７）あり、支保工の設計基
準強度を上回る高強度吹付けコンクリートでした。

●参考文献

小西一寛ほか, 幌延深地層研究計画における低アルカリ性セメントを用いた吹付けコンクリートの施工性に関する研究, 2006, JAEA-Research 
2006-040, p.1-53.
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表２-１　吹付け試験を行ったコンクリートの配合
セメントの種類の記載：普通ポルトランドセメントを使用したHFSCをHFSC４２４Nのように最後に“N”を付け、早強ポルトランドセ
メントを使用した場合には最後に“H”を付けて表しています。

急結剤
単　　　位　　　量　（kg/m３）s/a

（％）
W/B

（％）
スランプ
（cm）

セメント
種類 減水剤GSFASFHPCOPCW

HFSC×１０％C×１．１％６４５９５０２００１００－２００２００６０４０
１８±２

HFSC
４２４N

HFSC×１０％C×１．２％６６３９７５１８０９０１８０－２０３６０４５HFSC
４２４H

図２-６　模擬トンネルを用いた吹付け試験の様子
模擬トンネルの大きさは、内空幅５．２m、高さ４．４m、延長２０m
です。
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60

50

40

30

圧
縮
強
度

（N/mm2）
 

20

10

0
0 5 10 15

材齢（日） 
20 25 30

図２-７　吹付けコアの強度
吹付け方向のコア強度の平均値と３ σ下方限界値の経時変化
を示したものです。幌延深地層研究計画では設計基準強度に
３６N/mm２（２８日材齢）が設定されており、この基準に照らし合わ
せると、今回試験を実施したいずれの測定値にもこの基準を下
回るものは見られませんでした。
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　高レベル放射性廃棄物地層処分において、人工バリア
定置後の廃棄体周辺では、ガラス固化体の発熱、周辺岩
盤から人工バリアへの地下水の浸潤、地下水浸潤による
緩衝材の膨潤圧の発生、緩衝材／間隙水化学の変化な
ど、熱的、水理学的、力学的、化学的なプロセスが相互
に影響を及ぼしあいます（図２-８）。これらの現象を定
量的に捉えることは人工バリアの長期にわたる健全性評
価の信頼性を向上する上で大変重要であり、これに資す
るために、私たちは熱‐水‐応力‐化学連成モデル／コー
ドの開発を進めています。この解析コードは、熱‐水‐
応力連成解析コードTHAMES、物質移行解析コード
Dtransu、地球化学解析コードPHREEQCの３つの既存
の解析コードを制御するプロセス管理プログラムと、各
解析コード間で連成対象変数の受け渡しを行う共有メモ
リ管理プログラムを用いて、熱‐水‐応力‐化学連成解

析を行うものです（図２-９）。このように、既存の解析
コードを組み合わせるという方法を採用することで、機
能の追加や解析コードの更新に柔軟に対応できるシステ
ムとしています。私たちは熱‐水‐応力‐化学連成現象
の理解と開発したモデルの検証を目的として、国際共同
研究プロジェクト（DECOVALEX）に参画しています。
このプロジェクトにおいて、米国ユッカマウンテン処分
場での原位置試験を対象に、私たちで開発した熱‐水‐
応力‐化学連成解析コードを用いて実施した解析結果を
示します（図２-１０）。このように、この解析コードを用い
て、人工バリアのみでなく坑道周辺の空間的、時間的変
遷を定量的に捉えることが可能となります。今後も、現
在の連成モデルに新たな知見や精緻なモデルを取り入れ
一層の高度化を図り、より現実的な予測を目指していき
ます。

図２-８　熱‐水‐応力‐化学連成挙動の模式図
人工バリア定置後には熱的、水理学的、力学的、化学的なプロセ
スが相互に影響を及ぼします。

熱 伝 導  岩 　 盤  
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緩　衝　材 
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（軟岩系岩盤の場合） 

地球化学反応 

緩衝材／間隙水 
化学の変化 

地下水浸潤 

図２-９　熱‐水‐応力‐化学連成解析コードの概要
既存の解析コードをベースにシステムを構築し、柔軟性の高い解
析コードとしています。
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図２-１０　開発した解析コードによる解析結果の例
上段は解析の対象とした原位置試験のレイアウトです。
中段下段はそれぞれ試験開始から４年後の温度分布と
pH分布の結果を示しています。

●参考文献

Sonnenthal, E., Ito, A., Yui, M. et al., Approaches to Modeling Coupled Thermal, Hydrological, and Chemical Processes in the Drift Scale Heater 
Test at Yucca Mountain, International Journal of Rock Mechanics and Mining Sciences, vol.42, Issues 5-6, 2005, p.698-719.
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深地層研究計画の段階的な進展 

第2次取りまとめ 

地上からの調査研究 
（第1段階） 

坑道掘削時の調査研究 
（第2段階） 

地下施設での調査研究段階 
（第3段階） 次段階の調査研究への 

解析結果の繁栄 

不確実性の影響解析の実施 

地質環境情報の取り込み 

性能評価解析の流れ 性能評価の個別研究項目 

研究対象要素技術 

シナリオ解析技術 

不確実性評価技術 

総合的な性能評価技術 

個別現象の評価技術 

データベース開発 

処分概念の構築・更新 
シナリオの構築・更新 
モデルの構築・更新 
パラメータの変動範囲の設定・更新 

重要なパラメータの同定・更新 
重要研究課題の抽出・更新 

実際の地質環境への地層処分技術の適用性確認 
地層処分システムの長期挙動理解 

第2次取りまとめ等の知見に基づく情報の流れ 

地上からの調査研究（第1段階）からの情報の流れ 

我が国の幅広い地質環境に 
ついての情報 

坑道を掘削した際の変化について 
の地質環境情報 

地下の状態予測 

　本内容は、高レベル放射性廃棄物地層処分の性能評価
に関する研究を対象として、これまでの研究開発成果を
踏まえ、今後５年を目途に実施すべき研究の項目とその
内容等を研究計画書としてまとめたものです。
　事業段階にある高レベル放射性廃棄物地層処分の性能
評価研究に求められるニーズとしては、事業の進展や規
制の検討に資するよう総合的な評価体系・手法として成
果を取りまとめ、知識ベースに反映することが挙げられ
ます。そのため、性能評価研究においては、事業者が対
象とする可能性のある多様な地質環境や、それに対応さ
せた地層処分システムに適用できる柔軟性を有する評価
体系の提示に向けて、以下を目指した研究開発が求めら
れています。
�ある地質環境条件が与えられた場合や、地質環境調

査の進展に伴い利用可能になる地質環境条件の情報
や、現象理解等の進展へ柔軟に対応できる評価体系
の整備

　本計画書では、上記のニーズを念頭に、高レベル放射
性廃棄物地層処分に関する国の基盤的研究開発を対象
に、体系的かつ中長期的にまとめられた研究開発計画で
ある「高レベル放射性廃棄物地層処分に関する研究開発
全体マップ」の性能評価分野の研究項目の枠組みを参考
とし、原子力機構の「中期計画」を踏まえ、原子力安全
委員会の「日本原子力研究開発機構に期待する安全研究」
を勘案しました。また、“我が国における高レベル放射
性廃棄物地層処分の技術的信頼性－地層処分研究開発第
２次取りまとめ（１９９９年公開）”に加え、“高レベル放射

性廃棄物の地層処分技術に関する知識基盤の構築（Ｈ
１７レポート：２００５年公開）”におけるこれまでの研究開
発によって示された課題へ取り組むため、今後の５年程
度（２０１０年度頃まで）を目途に実施すべき研究項目とそ
の内容等を記述しました。
　対象とする研究項目としては、評価手法の整備とし
て、シナリオ解析技術、不確実性評価技術、総合的な性
能評価技術、個別現象の評価技術（地下水・間隙水水質
形成評価技術、核種溶解・沈殿評価技術、コロイド・有
機物・微生物影響評価技術、水理・物質移行評価技術、
生物圏での核種移行／被ばく評価技術）、並びにデータ
ベース開発（熱力学データベース、収着・拡散データベー
ス）の整備を挙げました。
　例えば、総合的な性能評価技術では、地質環境条件に
見合う適切なスケール区分や設計オプションの選択に応
じ柔軟に全体モデルチェーンやパラメータを設定・変更
し、総合的な性能評価にかかわる一連の作業を品質を確
保しつつ行うための技術的な手引きとして取りまとめる
ことができるように、計画を作成しました。
　今後５ヵ年、これらの研究項目に関する研究を通じ
て、事業段階の進展に応じて得られる地質環境情報を想
定し、地下研究施設から得られる実際の地質環境情報を
活用しつつ、事業の進展や規制の検討に資する体系化さ
れた情報、知識を導出するため、柔軟性、網羅性を有し、
品質保証された高レベル放射性廃棄物処分の性能評価体
系・手法を開発すると共に成果の公開を進めていく予定
です。

●参考文献

宮原要ほか, 高レベル放射性廃棄物地層処分の性能評価に関する研究計画書, 2006, JAEA-Review 2006-015, 29p.

図２-１１　高レベル放射性廃棄物地層処分の性能評価研究の要素技術と各事業段階での性能評価研究の進め方
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　高レベル放射性廃棄物の地層処分を行う際には、将来
のマグマの貫入又は噴出による処分施設及び廃棄体の直
接的な破損等のリスクを回避する必要があります。ま
た、日本には多くの活火山があり、その地下深くには高
温のマグマがあると考えられています。このようなマグ
マがある場所を地層処分のサイト選定においてあらかじ
め特定する方法を開発するため、国内でも有数の火山・
地熱地帯である宮城県の鳴子火山を対象として地磁気・
地電流の観測を行いました。
　その結果、これまで詳細な地下の構造が明らかにされ
ていなかった鳴子火山の地下１０kmよりも深い場所に、
電気の流れやすい領域（低比抵抗体：図２-１２黄～赤色部
分）が検出されました。一般に、低比抵抗体はマグマや
水などの流体の存在を表します。また、マグマのように
非常に高温な物質の内部では発生しない微小地震（図中
の○）が、その低比抵抗体を避けるように発生している
ことからも、これがマグマであることが分かります。こ
のように、地磁気・地電流の観測を行うことによって、
地下深くにあるマグマや高温の流体を高精度で捉えるこ
とに成功しました。
　日本の高温泉のほとんどは火山の周辺にみられ、地下
のマグマによって温められた地下水が地表にもたらされ

ていると考えられています。しかし、紀伊半島では近く
に火山がないにもかかわらず湯の峰温泉（泉温９２．５℃）
や白浜温泉（泉温７８℃）等の高温泉がみられます。この
原因を解明するため、この地域で地磁気・地電流の観測
を行いました。
　その結果、低比抵抗層（図２-１３赤色部分）が地下１０～
１５kmに検出されました。鳴子火山とは異なり、マグマ
中では発生しない微小地震（図中の○）が多く観測され
ることから、この低比抵抗層はマグマとは異なる流体で
あることが分かります。
　更に、その下には流体の移動によって起こると考えら
れている低周波の地震（図中の★）が発生していること
から、この低比抵抗層はフィリピン海プレートから脱水
して上昇した流体が地下に溜まっている様子を写し出し
ていると考えられます。また、高温泉は、それらの流体
を媒体として運ばれてきた熱が地下水を温めたことに
よって生じたと解釈されます。
　これらの研究は、地層処分のサイト選定においてあら
かじめ地下深部のマグマ・高温流体等を調査する技術の
開発の一環として行われたもので、高レベル放射性廃棄
物の地層処分技術として、最終処分事業や国の安全規制
に反映される予定です。

●参考文献

浅森浩一, 梅田浩司, 地下深部のマグマ・高温流体等の地球物理学的調査技術－鬼首・鳴子火山地域および紀伊半島南部地域への適用－, 原子
力バックエンド研究, vol.11, no.2, 2005, p.147-156.

図２-１２　鳴子火山周辺の比抵抗断面図
鳴子火山の地下１０km以深に低比抵抗体（黄～赤部分）が検出
されました。　微小地震の震源（○）や、流体の移動に伴って
発生する低周波の地震（★★）が周囲で発生していることから、
これがマグマや高温流体であると考えられます。
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図２-１３　紀伊半島南部の比抵抗断面図
紀伊半島南部の地下１０～１５kmに低比抵抗層が検出されました。低
比抵抗層（黄～赤部分）の中でも微小地震が発生していることから、
地表の高温泉はマグマではなくプレートから脱水した流体が原因
と考えられます。
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　高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する研究開
発では、天然環境中における物質の移動特性を把握する
必要があります。地下水中における物質の移動特性は地
下水の化学環境（pHや酸化還元電位など）に依存するこ
とから、地層処分システムの長期的な安全性を評価する
ためには、地下深部における地下水の地球化学環境の変
遷を、数万年スケールで評価する手法の開発が重要な課
題となります。
　本研究では、方解石中の微量元素濃度から方解石沈殿
時の酸化還元電位を推察することで、酸化還元電位の長
期的な変遷を推察する手法を開発しました。方解石は沈
殿過程において、地下水の地球化学環境の変化を保存し
ている可能性があり、長期的な変遷を推察するための有
効な指標となる可能性が指摘されています。このような
化学環境の変遷は組成累帯構造として結晶中に保存され
ています（図２-１４）。酸化還元電位は、酸化還元環境を反
映し易い金属元素に注目し、方解石中の金属元素濃度か
ら分配係数に基づいて沈殿時の溶液中の金属元素濃度を
求め、その金属元素の酸化還元平衡式を仮定すること

で、方解石が沈殿した時点の地下水の酸化還元電位を推
測できます。
　本研究では、岐阜県東濃地域に分布する土岐花崗岩を
対象として掘削したボーリング孔の岩芯から採取した方
解石６試料を対象として、観察及び金属元素の定量分析
を行いました。求めたウラン及び鉄の濃度に基づく酸化
還元電位（Eh）は、pHを現在の地下水と同様の８と仮
定した場合、約－２７０mVから－４００mVである現在の東濃
地域に分布する地下水の酸化還元電位とおおむね同じ値
を示しました。また、仮定した条件下では、方解石の沈
殿過程で酸化還元環境に変化が認められるものの、地下
水中の酸化還元電位は、還元環境を保持していたことを
示す結果となりました（図２-１５）。
　地下水の酸化還元電位について、その変遷を定量的に
評価した研究例は世界的にも例がなく、本研究の成果は
天然事象の理解や物質移動解析時のより現実的な条件設
定などに貢献できるため、地層処分の安全評価において
重要な知見となると考えられます。

���������	
���
��

��������	
��
��������

●参考文献

水野崇ほか, 地下深部における地球化学的環境の長期的変遷－炭酸塩鉱物中の微量元素に基づく解析例－, 地球化学, vol.40, no.2, 2006, p.33-45.

結晶の内側と外側で異なるルミネッセンス示す 

0.5mm

図２-１４　方解石のカソードルミネッセンス画像
方解石中の組成累帯構造は陰極線を照射することで観察でき
るカソードルミネッセンスによって確認できます。上図の場
合には、結晶中に明るさが異なる箇所が認められ、明るさの異
なるそれぞれの方解石は異なる化学環境を持った地下水から
沈殿したと考えられます。図中の番号は分析箇所を示してい
ます。
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図２-１５　方解石のカソードルミネッセンス画像
図は図２-１４で示された各分析箇所における鉄及びウラン濃度
に基づき、pHを８、９、１０と仮定した場合に算出した酸化還元
電位を示しています。斜線で示した分析箇所は明るいルミ
ネッセンスを持つ箇所に対応します。



未来を拓く原子力  ２００６　37

��������	
��
�

　我が国においては、原子力発電で生じた使用済燃料の
再処理工程で発生する高レベル放射性廃棄物を、深度
３００m以深の深い岩盤中に地層処分することになってい
ます。地下深部に、このような大規模な処分施設を建設
する場合、また、埋め戻した場合、施設周辺の環境に
様々な変化が生じると考えられます。例えば、施設内に
流入する地下水を排水することにより、地下水面の低下
とともに、地下水の流れ方や化学組成が経時的に変化し
ていくことが予想されます。
　本研究では、大規模地下施設の建設段階での周辺地下
水の長期的化学変化を定量的に評価する手法を構築する
ことを目的として、地下深部の地質環境を学術的に研究
するために建設が進んでいる瑞浪超深地層研究所（図２-
１６）周辺において、主成分分析に混合とマスバランス計
算を組み合わせた手法を併用して、建設による擾乱が起
こる前の地下水の水質分布状態とその水質形成プロセス
に関する解析を行いました。解析の結果、地下水は主に
４種類の端成分地下水（表層水、Na-Ca-HCO３型地下水及
び研究所深部の濃いNa-Ca-Cl型地下水と研究所浅部の薄
いNa-Ca-Cl型地下水）の混合とイオン交換反応、鉱物の

溶解・沈殿等の水－岩石反応により形成されていること
が明らかになりました。また、研究所の周囲では、主に
混合により地下水の水質が形成されていて、端成分地下
水の混合割合を指標として、地下水の水質を定量的に表
現できることが示されました（図２-１７）。
　そこで、研究所の建設前段階から建設途中の深部地下
水の化学組成の分布を定期的に観測し、その変化につい
て定量的な解析を試みました。その結果、建設中の坑道
の周囲においては、数十～数百ｍの範囲で水質が変化
し、時間の経過と伴にその範囲が広がっていくことが判
りました。これらの変化は、地下坑道への地下水の流入
とその排水によって、周辺地下水の地下水流動状態が変
化した結果と考えられます。
　今後、地下研究施設の建設過程で、このような解析を
適宜実施することにより、地下水の化学組成の変化を経
時的に追跡することができ、本研究で行った解析手法
は、大規模地下施設を建設した時の地球化学的影響につ
いて評価するための有効な手法の一つであると考えられ
ます。

図２-１６　瑞浪超新地層研究所周辺の地下
水観測地点

左図に研究地域の航空写真とボーリング孔
名・配置、右図に各ボーリング孔における
採水地点を示します。瑞浪超深地層研究所用地 
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図２-１７　解析により抽出された端成分地
下水の混合率（図２-１６右側の断
面：研究所周辺の分布を表示）

表層水と同等の化学組成を持つ端成分地
下水と研究所深部で観察できるNa-Ca-Cl
型水質の端成分地下水の混合率を表示し
ています。
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　高レベル放射性廃棄物の地層処分においては、地下の
高透水性ゾーンの位置や連続性などが、天然バリアの核
種閉じ込め機能に大きな影響を及ぼします。地質学的な
高透水性ゾーンの代表例として複数の断層から構成され
る断層帯が挙げられます。天然バリアの機能を評価する
上では、断層帯の位置・連続性や水理特性を把握するこ
とが重要です。
　断層帯の調査手法としては、地表割れ目調査を始めと
して、リモートセンシングや空中物理探査、地上物理探
査やボーリング調査などが挙げられ、その最適な調査体
系（各調査手法の組み合わせ）は、調査地域の条件（地
形・地質条件や社会的な制約）によって異なります。
　そこで本研究では、幌延深地層研究所設置地区近辺で
これまで確認できなかった大曲断層の位置、連続性及び
水理特性について、地表割れ目調査、反射法地震探査、
AMT法電磁探査及びボーリング調査といった複数のア
プローチから検討を試みました。その結果、「塩水系」と

「淡水系」の２種類の地下水が存在し、顕著な岩相変化を
示さない堆積岩においては、ボーリング調査や地震探査
などに加えて電磁探査を組み合わせた調査が、断層帯の
位置、連続性及び水理特性などを検討する上で有効であ
ることを例示することができました。隆起した海成の堆
積物からなる地層は、海底堆積時に取り込んだ海水と隆
起後に地表から浸透した淡水の混合が地下浅部に起きる
ため、その地下水の塩濃度の違いによって地層の比抵抗
値にコントラストが現れやすく、その比抵抗値を調べる
ことによって淡水の浸透領域が把握できます。また、顕
著な岩相変化を示さない地層の場合には、淡水の浸透領
域は断層帯などの２次的な構造とその水理特性に支配さ
れます。すなわち、隆起した顕著な岩相変化を示さない
海成の堆積岩からなる地層における地下浅部の比抵抗分
布は、断層帯などの２次的な構造とその水理特性を反映
している可能性が高いと言え、本研究ではそれを裏付け
る結果が得られました。
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石井英一ほか, 北海道北部, 幌延地域における大曲断層の三次元分布と水理特性, 地質学雑誌, vol.112, no.5, 2006, p.301-314.
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図２-１８　推定した大曲断層の３次元分布
図中に示す高比抵抗ゾーンは、ボーリング調査で得られた地層の比抵抗と地下水の塩濃度の関係から、天水起源の淡水が地下深部に
まで浸透している領域を表すと考えられるものです。更に、同ゾーンは反射法地震探査で得られた反射断面（図では非表示）から推
定される断層位置と一致します。また、断層露頭の観察から、大曲断層沿いの透水性が周囲より高いと推定されます。これらのこと
はすなわち、高比抵抗ゾーンが大曲断層沿いの透水性が高いために天水が浸透しやすくなっている部分に相当することを示しており、
図のような断層が地表部でステップする分岐構造が推定されます。この構造は、断層露頭で確認される断層の変位方向と整合的です。
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　実際の地質環境を対象として、地下深部の地下水の流
れを推定するためには、現地調査などにより得られた情
報に基づいて対象地域の透水係数（地下水の流れ易さを
表す指標）分布を推定し、適切な初期条件・境界条件の
もと地下水流動解析を実施する必要があります。得られ
た解析結果の妥当性を評価する一つの方法として水圧の
観測値と解析で得られた計算値との対比が一般的です
が、幌延地域のような水圧分布のコントラストが小さい
地域ではその有効性が十分とは言えない場合があります。
　幌延地域では堆積時に海水が閉じ込められたものと考
えられる塩分を多く含んだ地下水が広く分布しています。

そこで、推定した透水係数分布に基づき、降水の浸入を
考慮した塩分を多く含んだ地下水の洗い出し解析（塩分
の移流分散解析）を行い、解析結果と地下水の塩分濃度

（実測値）との対比や、幌延地域における大局的な塩分濃
度分布を反映していると考えられる比抵抗分布との対比
を試み、地下水流動解析の妥当性を評価しました。
　地下水流動が地下水の塩分濃度分布に大きな影響を与
えるような地質環境において、塩分濃度に着目した上記
のような手法は透水係数分布及び地下水流動解析結果
の妥当性を評価する上で有効であることがわかってきま
した。
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図２-２０　地下水流動解析、塩分の移流分散解析から得られた塩分濃度分布（左）と電磁比抵抗探査より得られた地盤比抵抗分布（右）
堆積時に閉じ込められた塩分を多く含んだ地下水が、降水の浸入により洗い出されます。透水係数が大きい箇所で高塩分濃度の地下
水が洗い出されやすい状況が解析から確認されます（図は透水係数が大きいと考えられている大曲断層近傍）。一方、電磁比抵抗探査
より得られた地盤比抵抗（電気の通しにくさを表す指標、塩分濃度分布を反映していると考えられます）分布は、解析より得られた
塩分濃度分布と調和的です。
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　私たちは、北海道幌延町で進めている幌延深地層研究
計画の一環として、３km×３km程度の調査領域内で深
層ボーリング調査を実施してきました。本報告では、こ
の調査結果から、岩盤の力学的な物性分布・初期応力場
の特徴を解釈して構築した力学的概念モデルについて紹
介します。調査対象は新第三紀に形成された珪質岩であ
り、軟岩と呼ばれる強度・変形特性が小さい岩盤です。
　物性分布モデルの構築では、調査領域のほぼ中央に存
在する大曲断層の東側と西側の領域でグループ化し、各
種室内試験及び原位置検層の結果を整理しました。図
２-２１は大曲断層西側についての結果を示したものです。
東側の結果も含め、深度方向の密度や弾性波速度の変化
は、地質構造に対応した形で深度１，０００m程度までの範
囲で３つのゾーンに区分でき、断層形成時の鉛直変位を
考慮して比較することで、約３km四方×１，０００m程度の
３次元的な岩盤の物性分布をボーリング孔の場所によら
ずに統一的に説明できることが分かりました。
　図２-２２は、大曲断層の西側の各孔内で実施した水圧破
砕法による初期応力測定結果を示したものです。測定さ
れた水平面内最小主応力値は単位体積重量から推定され
る土被り圧とほぼ等しいものとなりました。また各孔と

も、水平面内最大主応力値は、最小主応力値の１．２０～
１．６５倍の範囲にあり、その方向はほぼ東西であることが
分かりました。そして、このような初期応力状態は、国
内に分布するほぼ同等の密度を有する岩盤のそれと大き
く異ならない条件であることが分かりました。
　これらの調査結果に基づき、力学的観点から構築した
研究所設置地区及びその周辺の力学的概念モデルを図
２-２３に示します。珪質岩の力学物性には応力レベルに
応じて変化するため、各ゾーン内に程度の差はあるもの
の物性に深度依存性が存在することと、連続的かつ急激
な物性変化領域が存在することをモデル上に表現しまし
た。この概念モデルに基づき、今後地下施設建設に伴う
空洞周辺岩盤への力学的影響予測を数値解析により実施
する予定です。
　また今回の調査領域は、対象岩盤が地表から深度
１，０００mの範囲まで珪質岩のみが分布する地質的なコン
トラストが小さい岩盤でした。このような岩盤の力学的
調査では、物理検層のようなボーリング孔全長にわたっ
て連続データを取得できかつ解像度が高い方法と室内試
験を組み合わせて評価を実施する手法が、極めて有効で
あることが分かりました。
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図２-２２　水圧破砕法による初期応力値の把握 図２-２３　岩盤力学的概念モデル
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松井裕哉, 丹生屋純夫, 高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する知識基盤の構築－平成１７年度とりまとめ, 分冊１　深地層の科学的研究,
2005, JNC-TN1400 2005-014, p.4-93-4-146.

図２-２１　原位置・室内試験による物理・力学物性の把握
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　再処理施設やMOX燃料を製造する施設の操業・解体に
伴って発生する低レベル放射性廃棄物のことを、従来よ
り超ウラン核種を含む放射性廃棄物（TRU廃棄物）と呼
んでいます（同じ廃棄物に対する呼称として「長半減低
発熱放射性廃棄物」もありますが、本稿ではTRU廃棄物
とします）。
　核燃料サイクルの確立にあたり、TRU廃棄物の安全か
つ合理的な処分対策の確立が必要であることから、旧サ
イクル機構と電気事業者は共同でその研究開発を進め、
成果を「TRU廃棄物処分技術検討書（以下、「第２次TRU
レポート」という）１）」に取りまとめました。その内訳は、
最新の廃棄体情報と発生見通し、我が国の地質環境を対
象としたTRU廃棄物地層処分概念の詳細化・合理化・安
全性に係る検討、同廃棄物の浅地中処分及び余裕深度処
分の安全性の見通し、更には幅広い地質環境や評価の不
確実性に対応するための予備的技術としての代替技術、
及び今後の開発課題に関する記述です。
　地層処分の安全評価に関しては、セメント材料やこれ
と接する緩衝材及び周辺岩盤の長期的変質、処分システ

ムや核種移行挙動に対する硝酸塩・有機物・ガス発生・
コロイド及び微生物の影響等についての最新の知見や試
験データの整理を行いました。
　これらにより信頼性の高い評価モデルの整備及びパラ
メータ設定を行うことが可能となりました。ちなみに、
　我が国の代表的な地質環境を想定して行った線量評価
によれば、処分後約１万年後に最大値となり、その値は
我が国の自然放射線レベルより３桁低い程度となりまし
た（図２-２４）。
　地層処分の合理化方策関連では、高レベル廃棄物との
併置処分（図２-２５）について解析し、一定の離間距離を
設けることによって相互の影響を避けることが可能との
見通しを得ました。原子力委員会長半減期低発熱放射性
廃棄物処分技術検討会では、特にこの結果について審議
され、併置処分の技術的成立性があるものと判断されま
した。
　第２次TRUレポートはまた、処分の制度化や安全規
制・基準等の整備にも技術基盤を提供するものと考え
ます。

●参考文献

１）電気事業連合会・核燃料サイクル開発機構, TRU廃棄物処分技術検討書－第２次TRU廃棄物処分研究開発取りまとめ, 2005, JNC TY1400 
2005-013, FEPC TRU-TR2-2005-02, 556p. (http://www.jaea.go.jp/05/report/re051128/TOP.htm)

図２-２４　TRU廃棄物地層処分の線量評価
よう素１２９や有機形態の炭素１４が最も寄与してい
ます。我が国の代表的な地質環境を想定して行っ
たものです。

図２-２５　TRU廃棄物処分場と高レベル放射性廃
棄物（HLW）処分場の併置の概念図

併置処分の技術的成立性として処分場間の相互影
響（HLW処分場からの熱、TRU廃棄物処分場から
の硝酸塩、アルカリ性溶液、有機物）が検討され
ました。数百メートルの離間距離の確保によって
相互影響が回避でき、技術的成立性の見通しが得
られました。
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　核融合エネルギーは、燃料が偏在せず豊富であるこ
と、原理的には高い安全性を有し、発電の過程において
地球温暖化、酸性雨等の地球環境問題の原因と考えられ
る物質を排出しないことなど、人類社会の恒久的な持続
的発展を可能にし得る原子力エネルギーの一つです。私
たちは、旧原研時代を含め４４年間にわたって核融合に関
する研究開発を進めてきており、図３-１に示すように
ITER計画、炉心プラズマ研究、核融合工学研究という核
融合開発の鍵となる３つの分野を一つの研究所で総合的
に進めている世界で唯一の研究機関です。なおITER計
画に加え、日欧共同の幅広い研究開発（幅広いアプロー
チ活動）等の国際協力を積極的に利用し、原型炉の実現
を目指しています。
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　大型トカマクの次段階装置である国際熱核融合実験炉
ITERは、１９８５年１１月の米ソ首脳会談が発端となり進め
られている国際協力で、その目的は、「核燃焼プラズマの
制御、長時間燃焼の実現」、「核融合工学技術の統合試験」
です。
　ITERは、平成２００５年６月にモスクワで開催された閣
僚級会合において、フランスカダラッシュに建設される
こと、併せて、我が国が欧州と並び重要な役割を果たす
ことが決定されました。２００５年１２月にはインドの正式参
加が決まり、このITER計画には日、欧、米、露、中、
韓、インドの７極、世界人口の半数以上を占める国々が
参加することとなりました。ITER国際事業体機構長予

定者としては、元クロアチア大使の池田要氏が選出され
ており、事業体組織の基盤整備を進めています。２００６年
５月にはITERの実施協定が仮合意され、２００６年度内の
署名後、各極で批准手続きを行う予定であり、いよいよ
ITER計画も建設段階となって行きます。我が国は、機
器物納及び人的貢献において、ホストである欧州に次ぐ
貢献が期待されていますが、原子力機構はITER計画に
おける我が国の極内機関となることが想定され、この
ITER計画に重要な役割を果たすことになります。
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　１９８５年に世界の３大トカマクの一つとして運転を開始
した臨界プラズマ試験装置JT-６０では、世界最高のイオ
ン温度５．２億度、世界最高のエネルギー増倍率１．２５の達
成、熱の断熱層や電流ホールを発見する等、世界を主導
する数多くの成果を挙げてきました。最近は、プラズマ
圧力の高い状態を長時間維持する等のITERの長時間運
転や核融合炉の発電コストの低減に貢献するための研究
やプラズマの特性を解明するシミュレーション研究を進
めています。
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　核融合エネルギーの利用を可能にするための様々な先
端技術開発を行っており、ITERの建設に必要な大規模
工学R&Dでは７つのR&D項目の内３つをホストしITER
の建設基盤を構築しました。現在、増殖ブランケットや
低放射化フェライト鋼の研究開発等を進めています。

図３-１　核融合研究開発における３つの重要分野、原子力機構は３分野全てで世界を牽引する世界で唯一の研究機関
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　ITER政府間協議の過程で、７極で進めるITER計画と
並行して、日欧が等分に分担してITERと核融合原型炉
に必要な幅広い研究開発（幅広いアプローチ）を実施す
ることに合意しました。国内の専門家等の意見を参考
に、図３-２に示す①計算機シミュレーション、遠隔実
験、原型炉設計R&D調整等の研究開発を総合的に進める
国際核融合エネルギー研究センター、②国際核融合材料
照射施設の工学実証・工学設計、③サテライトトカマク
研究を行うことが文部科学省により決定されました。こ
れらの我が国の提案に関して、欧州と技術会合を重ね、
活動内容、分担、実施の枠組みについて合意しました。
現在、ITER協定と同じ時期に発効することを目指して、
日欧核融合協力協定締結に向けて協議しているところで
す。原子力機構は幅広いアプローチ活動においても我が
国の実施機関となることが想定されています。
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　ITER計画では１０年の建設期間の後約２０年の実験を行
い、燃焼制御の実証、燃焼プラズマの定常運転の実現、
更には核融合炉に必要な様々な工学技術を総合的に試験
し、原型炉に必要な基礎基盤を構築します。一方、炉心
プラズマ研究においては、幅広いアプローチ活動を最大
限に活用し、ITER計画を先導する研究を進めると共に、
核融合炉をよりコンパクト化するための高い核融合出力
プラズマの定常運転法の確立を目指します。核融合工学
研究では、原型炉の概念検討や核融合エネルギー利用に
必要なR&Dを行い原型炉の概念を構築すると共に、材料
照射施設の設計を通じて長寿命材料開発に見通しを得る
予定です。このような、ITER計画を中心に、炉心プラズ
マから核融合工学研究開発を含む総合的な研究開発アプ
ローチを行うことにより、２１世紀中葉の核融合の実用化
を目指します。

国際核融合エネルギー研究センター棟

原型炉
設計・R&D調整センター

ITER遠隔
実験センター

サテライト
トカマク装置

実験炉ITER

安全確認、
運転、等 データ

収集・
解析

実験条
件設定

核融合計算機
シミュレーションセンター

国際核融合材料照射施設
工学実証・工学設計活動

・ITERの運転シナリオの最適化
・核燃焼プラズマの理解
・核融合プラント設計、等

・国際ワークショップの開催
・原型炉国際設計チームによる概念検討
・核融合材料、等の原型炉日欧共同R&D

照射後試験施設

図３-２　幅広いアプローチ活動
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サテライト 
トカマク整備 
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図３-３　２１世紀中葉の実用化をめざした核融合研究開発の開発ステップ
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　核融合炉の発電コストを低減するには、プラズマの圧
力を高めて核融合出力を増大すると共に、運転に要する
電力（所内電力）を減らす必要があります。現在のトカ
マク装置の長時間運転では、プラズマの維持に必要なプ
ラズマ電流を、高周波あるいは中性粒子ビームの入射に
より流していますが、この方式は大電力を必要とし所内
電力の増大をもたらします。そのため、トカマク型核融
合炉では、プラズマ自身が作り出す電流（自発電流）で
プラズマの大部分を維持する高効率運転を行う必要があ
ります（図３-４）。原子力機構では、これまで世界に先駆
けて高効率運転の重要性に着目し、その開発を進めてき
ましたが、プラズマの乱れのため維持時間が制限されて
おり、プラズマの状態（圧力分布、電流分布等）が定常
状態に落ち着くまでに至っていないという問題がありま
した。すなわち自発電流割合が高いプラズマでは、プラ
ズマ中の圧力の分布と電流の分布が相互に強く影響して
いるため、維持時間を伸ばしたときに、圧力分布や電流

分布がいつまでも変化し続けてしまうのか、ある時間で
定常状態になるのかが不明でした。
　今回、JT-６０では、その特長である多様な入射方向を有
する中性粒子ビーム入射装置を活用し、プラズマの流れ
の分布を変化させて圧力の分布を制御する手法を開発
し、プラズマの乱れの発生を回避することに成功しまし
た。その結果、核融合炉及びITERの高効率運転に必要
となる７５％という高い自発電流割合を持つプラズマを、
世界最長の７．４秒間（加熱パワーの入射時間で制限）維
持することに成功しました（図３-５）。また、そのような
高温プラズマにおいて電流分布、圧力分布がほぼ定常状
態に落ち着くことを世界で初めて明らかにし、高効率運
転の技術的可能性を示しました（図３-６）。これにより、
核融合炉の発電コストの低減に展望が拓かれると共に、
ITERで予定されている燃焼プラズマの連続運転（自発電
流割合５０％程度）の高効率化を実現することが期待され
ます。

●参考文献

Sakamoto, Y. et al., Stationary High Confinement Plasmas with Large Bootstrap Current Fraction in JT-60U, Nuclear Fusion, vol.45, no.7, 2005, 
p.574-580.

図３-４　省エネルギー運転（自発電流割合７５％）のと
きのトカマク型核融合炉における電力の流れ

中性粒子入射装置の容量は、自発電流割合ゼロのとき
に比べて１/４倍となります。また所内率は４２％から
１６％に抑えることが可能となり、効率の良いプラント
になります（所内率＝所内電力／電気出力）。

図３-５　高自発電流割合の維持時間の進展
核融合炉及びITERの高効率運転に必要な自発電流割合において、世界最長
の維持時間を達成しました。
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　電気伝導は基本的な物性の一つであり、良導体、絶縁
体、半導体が知られています。プラズマはイオンと電子
とから構成され、それらの相互運動により容易に電流が
生成されますので良導体に属します。プラズマの電子温
度が高いほど電流は流れやすくなり、１３００万度で銅と同
じくらいの電気伝導度になります。
　JT-６０では、トカマクプラズマ（図３-７（ａ））の中心領
域において、ポロイダル方向の磁場がほぼゼロとなりプ
ラズマ電流がほとんど流れていない領域「電流ホール」
が数秒間安定に持続することを発見しました（図３-７

（ｂ））。電子温度１０keV（１．１６億度）以上の超高温のプラ
ズマが安定に電流ホール内に閉じ込められます（図３-７

（ｃ））。
　本来電流が流れやすいはずの超高温プラズマの内部に
なぜこのような電流ホールが持続しているのかはよく分
かっていませんでした。つまり、電流を流そうとする源

（電場など）がゼロになっているのか、あるいは電流駆動
源に抗して電流をゼロ近傍に保つ機構が働いているの
か？　その謎を明らかにするため、鍵となるプラズマ内
部の誘導電場を正確に評価しながら、電流駆動源の増減

に対する電流ホールの応答を調べました。電流ホール外
部における電子サイクロトロン波による電流駆動・電子
加熱の入り切りにより誘導電場を変化させると、プラズ
マ中心部には有限の誘導電場が発生し（図３-８（ａ）），プ
ラズマの電気伝導度の理論値によると大きな電流（図３-
８（ｂ），（ｃ）の「計算値」）が発生するはずですが、プラズ
マ中心部の電流密度はゼロに近いままでした（図３-８

（ｂ），（ｃ）の「実測値」）。また、電子サイクロトロン波によ
る電流駆動を行った場合でも、電流が流れず電流ホール
が保たれました。これらの結果から、電流（及びポロイ
ダル磁場）がいったんゼロ近傍となるとその状態を保つ
ような何らかの機構が存在することを世界で初めて明ら
かにしました。これはあたかも良導体であるトカマクプ
ラズマの中心部に絶縁体が出現したような状態です。こ
の観測結果は、従来電流駆動源に応じて決まると思われ
ていたプラズマ電流の分布がプラズマ全体として定めら
れる場合があるという、トカマクプラズマの電流分布の
特異な性質を明らかにしたもので、高温プラズマにおけ
る新しい構造形成現象として注目されています。

図３-７　トカマクプラズマにおける電流ホール
ドーナツ形のトカマクプラズマの中心部にプラズマ電
流がほぼゼロとなる電流ホールが形成されます。

図３-８　電流ホールへの電場の印加
正及び負の電場がかかっていても電流ホールが
保たれています。
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●参考文献

Fujita, T. et al., Current Clamp at Zero Level in JT-60U Current Hole Plasmas, Physical Review Letters, vol.95, no.7, 2005, p.075001-1-075001-4.
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46　未来を拓く原子力  ２００６

　核融合プラズマ中ではプラズマの圧力勾配をエネル
ギー源として乱流が発生し、それによって熱や粒子が損
失しプラズマ閉じ込めが低下するということがあります
が、プラズマの安全係数分布（電流分布）をうまく制御
すると閉じ込めが良くなることが実験的にわかっていま
す。このプラズマ閉じ込め改善のメカニズムが明らかに
なれば、さらなる閉じ込め改善、ひいては経済的な核融
合発電につながります。
　これまでの理論・シミュレーション研究により、プラ
ズマ内の微視的な乱流が非線形的に帯状のプラズマ流

（帯状流）を生成し、その帯状流が乱流を抑えることが知
られています。この帯状流は木星大気の帯状構造や地球
のジェット気流と共通性があります。原子力機構のJT-
６０などのトカマクプラズマ内にできる帯状流には、

①時間的に変動しない静的な帯状流
②時間的に振動する帯状流

の２種類が考えられ、一般に、安全係数が低い領域では
静的な帯状流が生成されやすく、安全係数が高い領域で
は振動帯状流が支配的となります。

　数値トカマク実験（NEXT）研究では、イオン温度勾
配に起因する微視的乱流のシミュレーションを行い、安
全係数分布の違いによる帯状流の性質変化を利用して乱
流輸送が制御できる可能性を示しました。
　図３-９は、安全係数について、分布の形は変えずに、
大きさだけを変えたときのイオンの乱流熱輸送を調べた
ものです。安全係数が高いときはプラズマ全体にわたっ
て振動帯状流が支配的になっています。振動帯状流の乱
流抑制効果はそれほど強くないので、乱流による熱輸送
は広い範囲で活発です。ところが、安全係数を低くして
いくと、安全係数が最小となる付近で振動帯状流が減衰
し、代わりに静的帯状流が支配的となります。静的帯状
流は効果的に乱流を抑制するので、乱流熱輸送が減少し
ます。一方で安全係数が最小となる半径よりも外側で
は、依然として振動帯状流が支配的で乱流熱輸送は大き
いままです。
　このように帯状流の性質の変化はイオンの乱流輸送に
大きな影響を及ぼし、帯状流の性質を変える手段として
安全係数分布が有用であることが明らかになりました。

●参考文献

Miyato, N. et al., Study of a Drift Wave-Zonal Mode System Based on Global Electromagnetic Landau-fluid ITG Simulation in Toroidal Plasmas, 
Nuclear Fusion, vol.45, no.6, 2005, p.425-430. 

図３-９　安全係数分布によるイオンの乱流熱輸送の違い
（ａ）数値計算に用いた安全係数分布、（ｂ）時間平均した規格化イオン熱輸送係数、安全係数を低くすると安全係数が最小となる半径周辺
で熱輸送係数が減少します。（ｃ）イオンの規格化乱流熱流束の時間変化、安全係数が高いＡのとき振動帯状流の影響で熱流束も時間的
に振動している一方、安全係数が低いＢのときは静的帯状流が強まることによって熱流束が小さくなります。

1

1.5

2

2.5

3

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

0

0.1

0.2

0.3

0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9

規格化半径 

（ａ） 

（ｃ）イオンの規格化乱流熱流束の時間変化 

（ｂ） 

安
全
係
数

 

時
間
平
均
し
た
規
格
化
イ
オ
ン 

熱
輸
送
係
数 

 0.3  0.4  0.5  0.6  0.7  0.8
 400

 500

 600

 700

 800

 900

 1000

 1100

 0.3  0.4  0.5  0.6  0.7  0.8
 400

 500

 600

 700

 800

 900

 1000

 1100

規
格
化
時
間 

安全係数が高いとき（Ａ） 安全係数が低いとき（Ｂ） 

規格化半径 規格化半径 

全体的に振動帯状流が 
支配的で熱輸送が活発 

安全係数最小面 

Ａ 

Ａ 

Ｂ 

Ｂ 

静的帯状流 
により熱輸 
送が減少 

小 

大 

���������	
����
��

��� ��������	
��
��



�������

未来を拓く原子力  ２００６　47

　ボロメータとは、プラズマ中の不純物や水素が発する
放射パワー（電力）を薄膜で受け、その温度を検知する測
定器です。従来は、受光膜の裏に細い抵抗線を貼付け、
抵抗値が温度によって変化する性質を利用した抵抗型ボ
ロメータが広く使われてきました。しかし、この方式は
大きなプラズマを見るのに沢山の検出器や電気回路を必
要とする欠点があります。最近は赤外カメラの性能も良
くなったので、受光膜の温度を電気的に検出するのでは
なく、真空窓の外から直接赤外カメラで計測することが
可能になりました。これがイメージングボロメータで
す。１台で抵抗型ボロメータ百個分相当の視野も取れま
すが、ITERなどで使うには、急な圧力変化に薄膜が耐え
るか？中性子の照射下でも測定できるか？なども確かめ
ておかなくてはなりません。また測定しているのは薄膜
の温度なので、膜の各点の熱伝導率などを使って放射パ
ワーに換算する必要があります。窓の外から薄膜にレー
ザーパルスを照射し、輝点の広がりや減衰時間を測定し
て換算に必要な物性値を求めます。図３-１０（２）はJT-６０ト
カマクに取付けた赤外イメージングボロメータです。広
い視野が取れる特長を生かして、図３-１０（１）のように
ドーナツ状のプラズマを斜上から薮睨みする視野にしま

した。厚さ２．５ミクロンの受光膜はこれ迄３年、様々な
トカマク実験に耐えています。最も強い放射が観測され
るのは、プラズマが不安定になって瞬時に消滅するディ
スラプションの時で、図３-１０（３）はその瞬間の膜の温度
分布です。高温プラズマが強く輝く巨大なドーナツ状の
発光体になった様子が分かります。ドーナツの太さは一
様ではなく少し歪んでいるようにも見えます。一方、普
通のトカマク運転では、ダイバータと呼んでいるプラズ
マを取り巻く磁力線の終端部で一番強い放射が観測され
ます（図３-１１）。最近シールドやコンピュータを改良し
て加熱パワーの大きな重水素実験でも測定できるように
なりました。ダイバータに沿ってリング状に放射してい
るのが分かります。直径６mもの大きなドーナツの１/４
周分のプラズマ放射が一目で捉えられているわけです。
このような測定は今迄他に例がありません。これ迄ドー
ナツの環に沿って必ずしも一様に放射していないのじゃ
ないか？とも云われていましたが、この方法で実際にそ
れが直接確かめられます。 この研究は科学研究費補助
金の支援を受け、核融合科学研究所との共同研究として
行っています。

図３-１０　イメージングボロメータ
（１）イメージングボロメータの視野：ドーナツ状のJT-６０プラズマ（ピンク色の部分）を手前斜上から左奥の方に向かって俯瞰してい
ます（CADによる３次元作図）。（２）イメージングボロメータ：プラズマの放射をピンホールを介して金の薄膜で受け、膜の温度は真
空窓の外から小型赤外カメラで測定します。中性子照射や磁場から保護するためにシールド材で覆われています。（３）プラズマが不
安定になり、強い放射を放って消滅する瞬間（ディスラプション）を捉えたデータです。

図３-１１　トカマクのドーナツ１/４周分を捉える
通常のJT-６０の運転では、ダイバータ（図３-１０（１）の赤
線）に沿った弓形の放射ベルトが観測できます。シー
ルドを強化したりコンピュータシステムを改良して、
かなり鮮明な画像が得られるようになりました。（１）は
２００４年水素実験時のアナログ画像、（２）は２００５年の
２０MW加熱重水素実験でのディジタル画像データです。

●参考文献

JT-60 Team, Review of JT-60U Experimental Research in 2003 and 2004, 2006, JAEA-Review 2005-005, p.191.

（１） （２） 

（１） JT-60内壁中心 

ダイバータの中心線 

（２） （３） 小型赤外カメラ 

受光薄膜 

ピンホール 観測ポート 

磁気シールド 

中性子シールド 

10cm

真空窓 

ミラー 

���������	
��
�����������

��� ��������	
��
�����������



�������

48　未来を拓く原子力  ２００６

　核融合は、安全性や環境影響の側面での優位性を考慮
すると将来のエネルギー技術として有望な選択肢といえ
ますが、発電コストに課題があります。核融合が実用化
されるためには、市場に受け入れられるための経済性の
向上が不可欠です。私たちはこのような課題を直視しな
がら、２１世紀中葉の実用化にスムーズにつながる核融合
原型炉の設計研究を進めています。
　ITERの次段階となる核融合原型炉では、百万kW級の
実用規模での発電実証が必要とされます。他方、核融合
原型炉の使命は発電の実証だけにとどまらず、その次の
実用炉に結びつく技術的信頼性と経済性を示すことにも
あります。そこで、ITER規模の炉心寸法を持つ、従来の
核融合発電炉概念より大幅なコンパクト化を図った核融
合原型炉の概念を構想しています（図３-１２）。この原型
炉概念は、コンパクトでありながら、２０２０年頃に想定さ
れる比較的保守的な技術で成立する点に特長がありま
す。このような原型炉が構想可能になった理由は、１）軽

量な超伝導コイルで高磁場を発生するという相反する要
求を両立させるコイル概念を着想したこと、及び、２）こ
れまで核融合研究ではあまり注目されなかった低アスペ
クト比領域（縦長断面のズングリ型）に着目したことに
よります。原型炉と従来の核融合炉の超伝導コイルの外
観を図３-１３に示します。低アスペクト比を持つ原型炉
ではコイルの磁気エネルギーが大幅に低減されるので細
いコイル系で応力を支持可能になり、これは炉本体の中
では高価な機器であるコイルの製作コスト削減に効果が
あります。また、炉心プラズマに対する要件の緩和、電
磁力に対する炉内機器の設計条件の緩和など、低アスペ
クト比には炉工学的なメリットもあります。
　これまでの研究から、上述のような炉概念が基本的に
成立し、コスト低減の観点で大きな意義があることがわ
かってきました。今後は、既存の炉工学技術又はその延
長技術を組み合わせて原型炉の構造を具体化する計画です。

●参考文献

Tobita, K. et al., Design Study of Fusion DEMO plant at JAERI, Fusion Engineering and Design, vol.81, 2006, p.1151-1158.

図３-１３　（ａ）核融合原型炉の超伝導コイル系と（ｂ）従来のトカマク炉の超伝導コイル系
構想中の低アスペクト比原型炉ではコイル系の磁気エネルギーを大幅に低減可能であり、この結
果、強度部材の少ない細いコイル系が成立します。
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図３-１２　核融合原型炉の概念図
ITER程度のコンパクトな炉心寸法でありながら、３百万kWの
核融合出力（ITERの６倍）、約百万kWの電気出力を発生する設
計です。
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　国際熱核融合実験炉ITER用に開発したプラズマ加熱・
電流駆動用高出力ミリ波発生装置「ジャイロトロン」の
動作時間を、ITERで計画されている標準運転時間の４００
秒を大きく上回る１０００秒まで延ばすことに世界で初めて
成功し、長パルス動作を行うための手法を確立しました。
　ジャイロトロン（図３-１４）は、相対論的共鳴メーザー
の原理を応用した電子発振管で、１００GHz帯のミリ波領
域の周波数を高出力、高効率で発生させることができる
特徴を備えています。ITERでは1MW出力の１７０GHz
ジャイロトロンを２４本使用する予定であり、そのための
開発が原子力機構を中心に行われています。その発振の
しくみは、熱陰極（カソード）から約８０kVの電圧で引き
出された筒状の回転電子ビームが、磁力線に巻き付きな
がら円筒状の空胴共振器に導かれ、超伝導コイルで発生
した磁場に対応するサイクロトロン共鳴を行い、電子
ビームの回転運動エネルギーが電磁波のエネルギーに変
換されるというものです。
　電子ビームによる電流が発振出力や発振安定性に大き
な役割を果たしていますが、これまでのジャイロトロン
では、電子ビームの発生部である熱陰極がビーム引き出

し動作開始と同時に、電子ビームの運動エネルギーに熱
エネルギーが取られるため冷えていき、長パルス動作で
はビーム電流が減少してしまいました（図３-１５）。この
ため時間の経過とともに発振出力が低下するだけでな
く、発振の条件を満たさなくなり、動作時間が１００秒程度
に制限されてきました。そこで、熱陰極の温度がビーム
の引き出しによって変化しないように、冷え方と温度の
上がり方を熱容量や形状などから予測し、熱陰極に加え
るヒーター電圧をプレプログラミングによって最適に制
御しました。その結果、安定なビーム電流を実現し、約
０．６MWの安定な出力で、ITERで計画されている標準運
転時間の４００秒を大きく上回る１０００秒間の連続出力を実
現しました（図３-１６）。ビーム電流をプレプログラミン
グによって制御して長パルス動作を行う方法は、１MW
相当まで出力を増加させても用いることができ、今回の
１０００秒間の発振を達成した成果は、ITER用ジャイロト
ロン開発におけるハードルの１つをクリアしたもので
す。今後更に出力と効率を増加させるよう高性能ジャイ
ロトロンの開発と実験に取り組んでいます。

図３-１４　核融合用高出力ミリ波発生装置
ジャイロトロンの内部構造図

高さ約３m、重さ約８００kg。約７Tを発生する
超伝導磁石に挿入して使用します。電子銃か
ら約８０kVの電界で引き出された回転電子
ビームを空胴共振器で共鳴させて周波数
１７０GHzの高出力ミリ波を発生させます。

図３-１６　１０００秒間の発振動作をさせたときの
加速電圧、ビーム電流、高周波出力、
放電光、真空度、発振出力の各波形

ITERで計画されている標準運転時間４００秒を
大きく上回る１０００秒の動作を達成しました。
ビーム電流が制御されたため、安定な発振が
得られ、ジャイロトロン内部での放電も観測
されず、ジャイロトロン内部の真空度も良好
でした。

●参考文献

Sakamoto, K. et al., Development of Long Pulse and High Power 170GHz Gyrotron, Journal of Physics, vol.25, 2005, p.8-12.
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図３-１５　プレプログラミングによってビーム電流制御
をした場合としない場合のビーム電流の比較

制御を行わない場合は、ビーム電流が大きく減少し、高
出力の発振を維持することができません。プレプログラ
ミングの手法の確立によりビーム電流制御ができ、安定
な発振の維持が初めて可能になりました。

ヒーター電圧 
プレプログラム指示値 

ビーム電流（プレプログラム制御） 

ヒーター電圧一定 

ビーム電流 
制御なし（ヒーター電圧一定） 

0
-200 0 200 400 600 800 1000 1200

10

60

80

100

120

20

30

40

ヒ
ー
タ
ー
電
圧 

（Ｖ）
 

ビ
ー
ム
電
流 

（Ａ）
 

時間（秒） 

���������	�
��
�
���������������

��� ����������	
��
���



�������

50　未来を拓く原子力  ２００６

　JT-６０のプラズマ加熱装置である負イオン中性粒子入
射加熱装置（NNBI）では、JT-６０Uのプラズマ性能を長時
間維持するために、パルス幅を設計値の１０秒から３０秒に
伸長することが求められています。写真３-１はJT-６０U
用負イオン源です。しかしながら、これまでは加速電極
の冷却水温度が１０秒運転で１００℃ 近くになることから、
これ以上の長パルス運転を実現するためには、加速電極
の熱負荷を低減することが必要でした。電極の熱負荷の
原因は、負イオンビームの電極衝突によるものと、負イ
オンビームと同じく加速される電子ビームによるものが
あります。今回の研究では、このうち電子ビームに注目
し、その熱負荷の低減化を図りました。主たる電子ビー
ムの発生源は、加速途中の負イオンが加速管内にある残
留ガスと衝突した際に負イオンから剥離する電子です。
このガスとの衝突により発生する剥離電子は、イオン源
内のガス圧力を下げることにより減らすことができます
が、一方、大電流の負イオンビームを生成するためには、
加速部の上流側であるアーク放電室のガス圧力を０．３Pa
程度にする必要があります。そこで、今回、負イオンを

生成する圧力を一定にして加速部の圧力を減らすため
に、加速電極の一部に写真３-２のように５枚のセグメン
トの両サイドに排気口を設けた構造に加速部を変更しま
した。この際、排気口から負イオンビームを引き出さな
いために、上流側のプラズマ電極はマスクをしました。
図３-１７に加速電極熱負荷のイオン源圧力依存性を示し
ます。この図でイオン源圧力とともに増加している熱負
荷は、加速部で発生した剥離電子によるものと考えられ
ます。一方、イオン源圧力に依存しない部分は、負イオ
ンが電極に直接衝突するための熱負荷と考えておりま
す。排気口化により加速部の圧力を下げることによっ
て、剥離電子の発生が抑制され、その結果、電子ビーム
衝突による熱負荷を４０％低減することができました。こ
れにより、電極の冷却水温度上昇を１０秒以上の定常状態
において３５℃ 程度に抑制しました。そして、２イオン源
のうち１イオン源でビームパルス幅を２５秒まで伸ばすこ
とができました。今後は、負イオンビームの電極衝突に
関しても低減化の研究を進め、２イオン源を用いて、よ
り高いパワー、長パルスのビーム入射を目指していきます。

●参考文献

Umeda N. et al., Recent Progress of Negative Ion Based Neutral Beam Injectior for JT-60U, Fusion Engineering and Design, vol. 74, 2005, p.385-
390.

���������	
����
��

��� ��������	
��
��
�������

写真３-１　JT-６０U用負
イオン源

最大エネルギー５００keV、
ビーム電流２２Aの重水素
の負イオンビームを生
成します。

排気口

写真３-２　加速電極の
排気口化

５つの電極セグメント
の両サイドを排気口の
電極にし、加速管の圧
力を下げました。
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図３-１７　加速電極熱負荷のイオン源圧力依存性
加速電極への熱負荷のビーム加速パワーに対す
る比率を示します。通常は圧力０．３Paで運転し
ます。従来の電極に比べ、電子衝突による熱負
荷を４０％低減しました。
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未来を拓く原子力  ２００６　51

　核融合プラズマを高エネルギー・高出力の中性粒子
ビームで加熱する中性粒子入射装置（NBI）では、水素
や重水素の負イオンから中性粒子ビームを生成します。
しかし、JT-６０等の核融合装置の大型負イオン源では、負
イオンの生成が一様でなく、一部から発生したビームが
発散して下流の機器に直接衝突していることが分かって
きました。このため高出力・長パルス化に向けては、大
面積から負イオンを一様に発生する技術開発が必要であ
り、私たちは、図３-１８に示す１０A負イオン源を用いて負
イオン生成の一様性を改善するための研究を進めてきま
した。
　負イオン源では、タングステンフィラメントを熱して
放出される一次電子（～数１０eV）を種火として、水素ガ
ス（分子）を解離（水素原子生成）、イオン化してアー
ク放電プラズマを発生します。このプラズマ中に数１００ 
ミリグラムのセシウムを入れると、プラズマ中の水素原
子やイオンが壁表面でセシウム（壁に付着）から電子を
もらい負イオン化します（負イオンの表面生成）。従来の
負イオン源では図３-１９（ａ）の橙線で示す横磁場（磁気
フィルター）を負イオン源内に形成し、磁気フィルター
より上部は電子温度を比較的高く保ち積極的に水素の解
離を促進する一方で､ 負イオンは高エネルギーを持つ一

次電子との衝突で壊れやすいため、負イオン引出しのた
めの電極近傍は負イオン生成に適した低電子温度（～
１eV）を保つよう工夫されています。しかし最近の３次
元電子軌道解析の結果、一次電子はこの磁気フィルター
中をドリフトして一か所に集中し、その結果、プラズマ
分布が不均一となることが分かりました。セシウムを添
加して負イオンを表面で生成する場合には、このプラズ
マの偏りが、そのまま負イオン生成分布の一様性を悪化
させる原因となっていたのです。
　この知見をもとに、高温・高密度プラズマを一様に生
成するように１０A負イオン源の磁場構造を大幅に改良し
ました。負イオン引き出し面を覆う磁気フィルターを廃
して図３-１９（ｂ）の橙線で示すテントのような形状を持つ
磁力線を負イオン源内に形成しました。その結果、従来
の磁場構造では一か所に集中していた一次電子が負イオ
ン源内で周回することが可能となりました。この改良に
より、引き出された負イオンビーム強度の偏差は１６％か
ら８％まで低下し、負イオン生成の一様性を大幅に改善
することに成功しました（図３-２０）。この成果は今後JT-
６０用負イオン源や、ITER用負イオン源に応用する予定
です。

図３-１９　負イオン源の磁場配位
負イオンの一様生成を目指し、「テント型」の磁気フィルターを
採用しました。
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●参考文献

Hanada, M. et al., Improvement of Beam Uniformity by Magnetic Filter Optimization in a Cs-seeded Large Negative-Ion Source, Review of 
Scientific Instruments, vol.77, no.3, 2006, p.03A515-1-3.
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図３-２０　負イオンビーム強度
テント型フィルターにより負イオン生成の一様性が向上し、負
イオン電流密度分布の偏差が１６％から８％まで改善されました。
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図３-１８　一様な負イオン生成を実現した１０Ａ負イオン源
原子力機構で開発された１０A負イオン源ではセシウムを
利用した表面生成（文中解説参照）で効率的に大電流の
負イオンを生成し、世界で始めてアンペア級の大電流負
イオンを発生することに成功しています。
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52　未来を拓く原子力  ２００６

　国際熱核融合実験炉（ITER）では、高温のプラズマの
立ち上げや閉じ込めのため、１２～１３Tの強磁場を必要と
します。この強磁場を発生するために高性能のNb3Sn超
伝導線材が多量に必要です。その性能として、超伝導線
材に流せる電流の限界（臨界電流密度）が高いだけでは
なく、磁場の変動により発生する熱（ヒステリシス損失）
が少ないことが要求されています。これは相反する要求
で、臨界電流密度が高くなるとヒステリシス損失が必然
的に大きくなります。これまでは片方だけ満たす線材は
存在しましたが、両立する線材はなく、新たな開発が必
要でした。
　Nb３Sn線材の製法には、ブロンズ法と内部拡散法があ
ります。ブロンズ法は、銅スズ合金であるブロンズを母
材としてその中にニオブを埋め込み、熱処理（６５０℃、２００
時間）をしてNb３Snを生成する製法です（図３-２１）。もと
もとヒステリシス損失の小さいブロンズ法では臨界電流
密度の向上が課題であり、その要因は線材内のスズの量
を増やせないことでした。近年、加速器用Nb３Sn素線の
開発において品質の良い高スズ濃度のブロンズができる
ようになり、核融合用でもこれを採用してブロンズ法
Nb３Sn線材の臨界電流密度を向上させることができました。

　一方の内部拡散法は、スズとニオブを線材内に並べて
配置する製法です（図３-２２）。スズを増やすことで、臨界
電流密度は高くできますが、同時にスズ周辺のニオブ・
フィラメントが熱処理時に結合して環状となり、ヒステ
リシス損失が急激に増加してしまいます。一個のスズ・
コアと多数のニオブ・フィラメントからなる六角形の単
位をモジュールと呼びます。今回このモジュールを小型
化し、ニオブとスズの割合を最適化することで、フィラ
メントが結合しても環の径と厚さの両方を軽減し、ヒス
テリシス損失の増加を抑えました。この結果、ヒステリ
シス損失を仕様値内に納めながら高い臨界電流密度を実
現することができました。
　両製法とも０．１トン級の量産を行った結果、図３-２３に
示すように臨界電流密度とヒステリシス損失に関する
ITERの仕様を満たすことが確認できました。ブロンズ
法と内部拡散法で臨界電流密度の仕様が異なっています
が、運転条件（磁場１２T、温度５．７K、歪み－０．７６％）で
は同じ臨界電流密度となります。この成果は、他の
ITER参加極（欧州、米国、ロシア、韓国、中国）に先駆
けるもので、これにより我が国はNb３Sn線材の調達では、
ITERの参加極の中で最大の貢献をすることになりました。

●参考文献

Okuno, K. et al., From CS and TF Model Coils to ITER: Lessons Learnt and Further Progress, IEEE Transaction Superconductivity, vol.16, 2006, 
p.880-885.

図３-２１　Nb３Sn線材の断面（ブロンズ法）
ブロンズ（銅スズ合金）としてスズを配置します。ブロンズ中
のスズ濃度の向上により性能が向上しました。

図３-２２　Nb３Sn線材の断面（内部拡散法）
スズのまま線材内に配置します。モジュールを小型化しかつ
ニオブとスズの割合を最適化することで、目標を達成しました。

図３-２３　試作したNb３Sn線材の性能
最も重要な性能は、臨界電流密度とヒステリシス損失です。ブロ
ンズ法、内部拡散法共に仕様を満たすことができました。
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　国際熱核融合実験炉（ITER）の中心ソレノイド（CS）は、
超伝導素線と銅線を合計８６４本束ねたケーブルを、矩形
の金属保護管（コンジット）に挿入した導体（長さ約
９００m）を使用します（図３-２４）。このコンジット材料と
して、新しいステンレス鋼を開発しました。
　超伝導物質は脆いため、導体をコイル形状に巻線加工
した後、６５０℃、２４０時間の熱処理を行い、ニオブとスズ
を化合させて超伝導物質（Nb３Sn）を生成することが必
要です。このような熱処理後においても、コンジットは
高い強度と粘り（靭性）を有する必要がありますが、一
般のステンレス鋼は、熱処理により靭性が劣化するの
で、使用できません。またCSでは、電磁力による変形を
押さえ込むために、ステンレス製構造物を使ってコイル
を室温で上下方向から締め付けますが、冷却中の熱収縮
により圧縮力が緩まないように、コンジットにはステン
レス鋼よりも小さい熱収縮率特性が要求されます。
　これまでに原子力機構が開発したステンレス鋼JK２
は、強度（耐力：１０００MPa）、熱収縮率（一般ステンレ
ス鋼の２/３）の点で、CS導体用コンジット材に適してい
ましたが、熱処理による靭性の劣化を改善する必要があ
りました。

　この問題を解決する一つのアイデアとして、今回、ホ
ウ素を添加すると共に炭素、窒素量を下げることにより
熱処理時の結晶粒界への析出物を低減し、靭性の改善を
図ることにしました。このアイデアを検証するため、化
学成分を変化させたサンプルを製作し、４Kで機械試験
を実施しました。その結果、低炭素（０．０３％以下）、低
窒素（０．２％以下）とし、ホウ素（１０－４０ppm）を添加す
ることにより、破壊靭性値を２倍以上に高めることに成
功し、ITERが要求する靱性を達成しました。本研究で
は、原子力機構ならではの高度な分析技術として、研究
炉を用いた α 線フィッション・トラック法を活用し、
ppmレベルのホウ素の材料中の挙動観察を行ない、ホウ
素添加量の最適化に役立てました。本材料を用いた、実
機サイズのコンジットの試作では、ITER要求仕様を満
足する寸法精度（外形公差：＋/－０．２mm）が得られま
した（図３-２５）。
　このような成果により、国際協力プロジェクトである
ITERにおいて、コアとなる超伝導コイルに原子力機構
が開発した改良型JK２が使用されることになりました。
今後、ITERでの採用実績をベースとして、核融合以外の
低温構造材料への活用が期待できます。

●参考文献

濱田一弥ほか, ITER中心ソレノイド用コンジット材料JK２LBの成分最適化, 低温工学, vol.41, no.3, 2006, p.131-138.

図３-２４　ITER中心ソレノイド（CS）を模擬して製作されたモデル・コイル（左）とコイル断面の
模式図（中央）。右側は、超伝導導体の構造。

CSでは、超伝導導体の長さは約９００ｍとなり、導体はコイル形状に巻線加工された後、熱処理
炉で、６５０℃、２４０時間の熱処理が施され、高性能超伝導物質であるニオブ３スズ（Nb３Sn）を生
成させます。
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49mm

導体拡大 

図３-２５　CS実機サイズ矩形コンジットの外観写真
寸法検査の結果、ITER要求寸法精度を満たしました。コンジットに
超伝導ケーブルが引き込まれた後、コンジットは４９mm角に圧縮成型
されます。
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54　未来を拓く原子力  ２００６

　原子力分野では従来より薄く高性能な中性子遮へい材
料に対する潜在的需要があります。特に核融合分野にお
いては、アスペクト比（プラズマの大半径／小半径）を
小さくすることにより将来の核融合炉の経済性を高める
ことを検討しています。磁場閉じ込め型の核融合炉にお
いては磁場を発生するトロイダル磁場コイル（TFC）な
どを、プラズマ中でDT核反応により発生する中性子（エ
ネルギー～１４MeV）から保護する必要があり、高性能な
中性子遮へい材を必要としています。
　今回、ポリエチレンや水よりも水素含有密度が高い金
属水素化物や水素化ホウ素化合物（ボロハイドライド）
に着目し、それらを用いたトカマク型核融合炉の遮へい
評価を行いました。表３-１に各材料の特性及び水素密
度を示します。マグネシウムボロハイドライド（Mg

（BH４）２）の水素密度（１３．２×１０２８/m３）は、一般的な中性
子の遮へい材であるポリエチレン（７．７×１０２８/m３）や水
に比べて、１．７倍以上の水素密度があります。図３-２６に
核融合装置の断面図及び今回の計算に用いた一次元の計
算モデルを示します。プラズマの外側の真空容器とブラ
ンケットの間に厚さ０．７mの遮へい材料を設置し中性子

輸送計算により遮へい能力を評価しました。
　図３-２７に様々な遮へい材における高速中性子の減衰
を示します。厚さ０．７mにおける中性子束が小さいほど
遮へい性能が高いことを示しています。表３-１の材料
に加え、一般的に遮へい材として用いられている、ステ
ンレス（SS３１６L）と水（H２O）を組み合わせた材料（SS
＋H２O）の遮へい性能も評価しました。Mg（BH４）２やチタ
ンハイドライド（TiH２）を遮へい材として用いた場合、
ステンレス＋水の組み合わせより２０％以上、遮へい材を
薄くできることを明らかにし、コンパクトな核融合炉の
設計が可能となることが分かりました。更にMg（BH４）２

については、単体の使用ではガンマ線の遮へい性能が低
いが、ステンレスなどの金属材料との混合により、ガン
マ線の遮へい性能が向上することが明らかとなりました。
　このようにポリエチレンや水よりも水素含有密度が高
い水素吸蔵金属を中性子遮へい材に応用することによ
り、従来考えていた遮へい材厚みを２０％以上薄くできる
ことが分かり、核融合炉の経済性の向上に必要なコンパ
クト化に大きく寄与できるものと考えております。

図３-２７　様々な遮へい材による高速中性子の減衰
プラズマの外側に設置した遮へい（０．７m）の性能を評価し、マグ
ネシウムボロハイドライド（Mg（BH4） 2）やチタンハイドライド
（TiH2）を遮へい材として用いた場合、ステンレスと水の組み合
わせ（SS+H2O）より２０％以上、遮へい材を薄くできることを明
らかにしました。

●参考文献

Hayashi, T. et al., Neutronics Assessment of Advanced Shield Materials using Metal Hydride and Borohydride for Fusion Reactors, Fusion 
Engineering and Design, vol.81, 2006, p.1285-1290. 
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図３-２６　核融合炉の断面図と１次元計算モデル
プラズマ外側の真空容器とブランケットの間に設置した遮へ
い材料（厚さ０．７m）について、中性子輸送計算により遮へい能力
を評価しました。

水素密度
（1028/m3）

質量
（103kg/m3）質量数形状材料

13.2
  9.1
  7.2

1.48
3.77
5.6  

53.99
49.88
93.24

粉末
粉末
粉末

Mg（BH4） 2
TiH2

ZrH2

  7.7
  6.7

0.90
1.00

14.03
18.02

固体
液体

Polyethylene
H2O

表３-１　各材料の水素密度
マグネシウムボロハイドライド（Mg（BH4） 2）の水素密度は、一
般的な中性子の遮へい材であるポリエチレンや水に比べて、
１．７倍以上の水素密度があります。
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　核融合実験装置のプラズマ対向壁表面はプラズマとの
相互作用によって削られ、その塵が再び表面に堆積層を
形成します。この再堆積層には、燃料である重水素やト
リチウム等の水素同位体が含まれており、その厚さは、
１００μm以上となる場所もあります。プラズマ制御やト
リチウム安全管理の立場から、それらの蓄積量は正しく
評価しなければなりません。表面領域の分析には様々な
方法が利用できますが、深さ１００～１０００μm領域の水素
同位体を直接測定するのは困難でした。
　本研究では、この深さ領域の水素同位体深さ分布を、
Ｄ＋Ｔ反応で生成される１４MeVの高速中性子を使って
測定する手法、中性子弾性反跳粒子検出法、を開発しま
した。この手法は、原理的にはイオンビーム分析法の一
つである弾性反跳粒子検出法（入射粒子と標的水素の弾
性散乱を利用する）と同様ですが、中性子ビームを使用
する点が異なります。また、他の利点として、ビーム照
射による標的水素の減衰が無視できるほど小さいことな

ども挙げられます。これは、中性子が電荷を持たないの
で、電子的相互作用に起因する試料母材へのエネルギー
付与がなく、核的相互作用のみで反応するためです。
　分析手順は、まず、DT中性子源からの中性子ビームを
試料へ照射し、弾き出された高速荷電粒子のエネルギー
スペクトルを計測します。一方で、モンテカルロ法を
使った計算から、実験体系の幾何学的な配置や標的粒子
の輸送を考慮した応答関数を求めます。そして、この応
答関数を基に、エネルギースペクトルを数値処理するこ
とによって、深さ分布を求めます（図３-２８）。
　例として、DD放電実験で使用されたJT-６０の内側及び
外側バッフル板の分析を行いました。その結果、表面か
ら８００μmの深部にわたって軽水素深さ分布を得ること
ができ、分布には構造があることが明らかになりました

（図３-２９）。
　今後、重水素やトリチウムへ分析対象を拡張し、核融
合炉関連材料分析への適用範囲を広げる予定です。

図３-２８　中性子弾性反跳粒子検出法原理
入射中性子との弾性散乱によって弾き出された標的
粒子（反跳粒子）を検出し、そのエネルギースペク
トルから標的粒子の深さ分布を得る方法。反跳粒子
が試料から飛び出すまでのエネルギー損失は、深さ
に比例しますので、エネルギーから深さを、収量か
ら密度を求めることができます。

図３-２９　JT-６０プラズマ対向壁中の軽水素深さ
分布

分析を行った試料は、Ｗ型ダイバータ付近の内
側及び外側バンパーリミタです。表面から８００
μmまでの深さ分布を測定することができまし
た。これにより、今まで分からなかった２００μm
より深部にも、軽水素が分布していることが分
かりました。

●参考文献

Kubota, N. et al., Ion and Neutron Beam Analyses of Hydrogen Isotopes, Fusion Engineering and Design, vol.81, Issues 1-7, 2006, p.227-231.
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56　未来を拓く原子力  ２００６

　核融合炉実証炉の開発には、１４MeVの中性子による
核融合炉材料の健全性評価が必要不可欠です。このため
にIEA（国際エネルギー機関）の国際協力のもと日本、
米国、欧州連合及びロシアが共同で International Fusion 
Materials Irradiation Facility（IFMIF）計画を進めていま
す。IFMIFでは重陽子（ｄ）とリチウム原子（Li）との反応
でつくられる中性子を用います。このためには重陽子イ
オンビームを加速し、液体リチウムに入射する加速器

（図３-３０）の実現が鍵です。この加速器は１２５mAの２つ
のビームラインを用いて加速します。しかも定常運転が
要求されることから、ライナックの分野では世界最大電
流における初の試みです。
　加速器は１００keV出力の入射器、１００keV-５MeVまで加
速する高周波四重極加速器（RFQ）及び５MeV-４０MeVま
で加速するドリフト・チューブ・リニアックから構成さ
れます。私たちは、この構成の中で定常運転・大電流加
速の実現に向けて克服する課題が最も多いRFQの開発研
究を行っています。
　このRFQでは定常運転で１２５mAの大電流を達成するた

めに運転周波数として、低周波数の１７５MHzを用いる予
定です。この周波数ではRFQ軸長さが世界最長の１２．５m
必要となり、RFQの高周波特性（各キャビティのパワー・
バランスと位相差）に高い精度が要求されます。
　今回、高精度の高周波特性を確立するために実機大寸
法のRFQモックアップモジュールによる高周波特性評価
を行いました（図３-３１）。特に重要な要素は、RFQに高周
波電力を入射するためのアンテナです。アンテナの挿入
による位相差の乱れを３次元コードで解析しそれを基に
製作することで数度以内に抑制することに成功しまし
た。更にこの小型アンテナをRFQ軸に対称に多段に配置
して、パワー・バランスの乱れを抑制すると共に、定常
化運転に必要不可欠な耐電圧緩和を図りました。これら
に加え１２．５m軸長のRFQ製作誤差やアンテナの設置誤差
によるパワー・バランスの乱れを調整するために、スラ
グ・チューナーを試作し、１７５MHzRFQのパワー・バラ
ンス制御の基礎技術を確立しました。これらの結果、世
界に先駆けて１７５MHzにおける高精度な高周波特性を備
えた実機用RFQ開発に着手できるめどをつけました。

図３-３０　核融合材料中性子照射施設の構成
４０MeV-２５０mAの重陽子イオンビームを加速して液体リチウムに入射します。この時、ストリッピ
ング反応により生成される１４MeVの中性子を材料に照射して核融合材料の健全性を評価します。

●参考文献

Maebara S. et al., Power-balance Control by Slug Tuner for the 175MHz Radio-Frequency Quadrupole (RFQ) Linac in IFMIF Project, Fusion 
Science and Technology, vol.47, 2005, p.941-945.

図３-３１　高周波四重極加速器（RFQ）モック
アップモジュールの外観写真

（ａ）実機寸法大の１７５MHzRFQモックアップモ
ジュールの断面：縦横寸法０．３５m×０．３５m　
（ｂ）位相差の乱れを数度以内に抑制した小型
ループアンテナ　（ｃ）RFQの各キャビティのパ
ワー・バランスを微調整するスラグ・チュー
ナー（円柱のロッド）

入射器（100keV） ドリフト・チューブ・リニアック 
アルバレ型（5MeV-40MeV） 

高周波四重極加速器（RFQ） 
４ベーン型（0.1MeV-5MeV） 

● 損傷速度：＞20dpa/y 
● 中性子束：1014n/cm2s

液体リチウムループ 

重陽子イオンビーム 

スラグチューナー 0.003m加速空洞の直径：0.008m

（ｃ）スラグ・チューナー （ｂ）小型ループアンテナ （ａ）RFQ断面 
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　核融合炉は、重水素とトリチウムを燃料として用いま
す。トリチウムは、弱いβ線を出してHeに崩壊し約１２
年で半減する放射性物質で、水素と同様に物質中を移動
しやすい性質を持つことから、多重に閉じ込めて安全に
取り扱います。ITER等核融合炉施設では、常時閉じ込
めの健全性を確保することはもとより、万一建屋内に漏
れたトリチウムも、高温の貴金属触媒により酸化し、水
分として吸着除去することで、環境への漏洩を防ぎま
す。このトリチウム除去設備は十分な実績があります
が、高価な貴金属触媒を常時高温に維持する必要があり

（図３-３２）、より効率的な設備の開発を進めてきました。
　本研究では、環境中の水素ガスが土壌に一般に棲息す
る微生物によって常温で酸化され、水へ変換されている
ことを解明した茨城大学（一政祐輔教授）の成果に着目
し、従来のトリチウム除去装置に替わる新しい技術とし
て、「微生物を利用して漏洩したトリチウムを酸化し効
率的に除去すること」に世界で初めて成功しました。
　従来、微生物は発酵工業、食品、医薬品工業などで利
用されてきましたが、大気濃度の水素の酸化を速い反応

速度で行う目的に、微生物の特殊な能力を使うという画
期的な発想に取り組み、水素の酸化能力の高い菌（図３-
３３）を森林から探索・培養すること、微生物が活発に活
動できる条件を探し出すことに成功しました。この成果
をもとに製作したバイオ・トリチウム除去実験装置（図
３-３４）を、原子力機構のトリチウム安全性試験装置に接
続してトリチウム除去試験を行ったところ、触媒方式と
同様にトリチウムを酸化（水に変換）・除去することが
でき、トリチウム除去効率としても、多段化による系統
構成の改善等でITERのトリチウム除去装置の効率

（９９％）を見通せる値（＞８５％）が得られました。また、
代表菌株を低温で１年保存した後でも、初期の除去効率
の７０％を維持できることを確認し、新しいトリチウム除
去装置への適用性を見いだしました。この技術が実用化
されれば、高温の貴金属触媒が不要となり、製作及び運
転コストが低減できるほか、触媒交換による廃棄物を最
小限度に抑えられる可能性があります。今後、実用化に
向け耐久性試験を実施すると共に、トリチウム以外のガ
ス処理にも微生物を適用する研究開発を進める予定です。

図３-３２　従来方式と新方式のトリチウム除去設備概念の比較
従来方式は、常時高温触媒運転が必要で設備費・運転維持費が大となり、触媒交換時に廃棄物が発生しま
す。新方式は、微生物利用により常温運転可能で、設備費は約１/１０となります。灰化処理で廃棄物減容が
可能です。

●参考文献

Ichimasa, M. et al., Tritium Elimination System Using Tritium Gas Oxidizing Bacteria, Fusion Science and Technology, vol.48, 2005, p.759-762.

●従来方式のトリチウム除去設備概念 ●新方式：バイオ技術を利用した 
　　　　　　　　　　　　　トリチウム除去設備概念 
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図３-３４　カセット状のバイオトリチウム除去装置
カセット内のフィルターにトリチウム酸化活性菌を３０℃ で１０
日培養し固定しました。良好な除去性能を確認しました。

図３-３３　代表的なトリチウム酸化活性菌のSEM観察写真
左：１００００倍、右：２０００倍で放線菌の仲間です。
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　私たちは、原子炉からの中性子ビーム、加速器からの
イオンビームや電子線、RI（放射性同位元素）からのガ
ンマ線、テーブルトップ型高出力レーザー装置からの高
強度極短パルスレーザー、大型放射光施設からの放射光
を有機的に利用して量子ビームテクノロジーの研究開発
を進めています（図４-１）。
　これらの量子ビームは粒子としての性質（粒子性）と
波としての性質（波動性）を併せ持っています。波動性
に注目したとき、ビームのエネルギーにもよりますが、
これらの量子の波長は大体ナノメートルあるいはそれ以
下になります。そのため、１個１個の量子が物質の一部
に対して及ぼす作用１回あたりの範囲もその程度のサイ
ズになります。物質中の原子と隣の原子との間の距離も
大体ナノメートル以下なので、量子ビームを使って物質
中の原子の配列、電子の状態、元素の種類などを観測す
ることができます。また、原子と原子との間の結合を切
る（分子鎖切断）ことによって、極めて微細な加工や特
殊な化学反応の開始手段として利用することもできます

（図４-２）。
　このように量子ビームは、「ナノの目」で「観る」、ま
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図４-１　原子力機構における量子ビーム施設群
J-PARC：大強度陽子加速器施設（２００８年度供用開始予定；図は施設全体のうちの物質・生命科学実験施設）、JRR-３：３号研究炉、
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図４-２　量子ビームと物質との相互作用、及びそれらの用途
量子ビームと物質との各種の相互作用が、原子力機構において
どのような手段に用いられているかを示しています（RBS：ラ
ザフォード後方散乱、PIXE：粒子誘起Ｘ線放出、XAFS：Ｘ線
吸収微細構造、BNCT：ホウ素中性子捕捉療法）。
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た「ナノの手」で「創る」有力な手段と言うことができ
ます。原子力機構では、この量子ビームの機能を駆使
し、科学技術基本計画で「重点推進４分野」とされたラ
イフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・
材料、また「推進分野」のひとつであるエネルギー、の
各分野の重要課題を中心に研究開発を進めています（図
４-３）。
　一方、我が国では「切らずに治す」がん治療法として
陽子や重粒子ビーム照射が発展してきています。原子力
機構では、高強度の極短パルスレーザーを物質に入射し
たときに局所的に発生する極めて強い電場を利用して陽
子を加速することができることに着目した基礎研究を進
めています。これにより、治療装置の小型化・低廉化へ
の応用が期待されます（図４-２ ， 図４-３）。
　以上の量子ビームの中で、特に中性子に関しては高強
度のパルスビームへの期待が高まっており、世界的に新
しい施設の建設が進んでいます。原子力機構では、高エ
ネルギー加速器研究機構と共同で、２００８年度の供用開始
を目指し、大強度陽子加速器施設（J-PARC）の建設を進
めるとともに、そこで用いられる中性子利用実験装置の
製作を行っています（図４-４）。これは、陽子をターゲッ
トに照射することによって得られる中性子などの２次粒
子を世界最高レベルの強度で発生させ、物質科学、生命
科学、素粒子物理学などの科学技術・学術から産業応用

○ナノテクノロジー・材料分野 
　・水素用高耐久性燃料電池膜の開発 

 
・超伝導機構の追求 
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　・創薬等を目指したタンパク質構造解明 

 
・DNA損傷／修復機構解明と新品種創出 

○環境・エネルギー分野 
　・原子炉材料の応用腐食割れ機構解明と対策技術開発 
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図４-３　量子ビームテクノロジーによる重点分野への貢献
各分野の研究開発項目の下に、量子ビームの「観る」「創る」 
「治す」のうちのどの機能が利用されているか、また、どの量
子ビーム（図中の記号は図４-２と同じ）が使われているかを示
しています。

まで幅広い分野に利用することを目的としています。こ
の施設の完成によって、中性子等の量子ビーム利用の更
なる拡大発展が期待できます。
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　地球温暖化に対する関心の高まりから温室効果ガスを
排出しない社会の実現に向け、水素燃料電池や原子炉を
利用した熱化学水素製造法の研究開発が進められていま
す。前者では性能を低下させる水素中の不純物を１００℃
を越える温度で極限まで除去する必要が、後者では
５００℃ 以上の強酸中で水素を分離する必要があるため、
数千時間の耐久性を持つ耐熱・耐蝕性の水素分離フィル
ター材料が求められており、このような条件にはセラ
ミックスが適しています。
　原子力機構では、ケイ素高分子材料を繊維化し、加熱
しても溶けないように電子線で橋かけした後、セラミッ
クスに焼成転換することで、従来法ではできない高強度
で１７００℃ を越える耐熱性を有する炭化ケイ素（SiC）セラ
ミック繊維の開発に成功しています。一方、このSiCセ
ラミックスには、非晶質領域があり、原子ネットワーク
により形成されるナノホールがあることが明らかになっ
ています。このナノホール径が水素や窒素の分子径より
も大きい場合、それぞれの分子がナノホール壁に衝突し
ながら通過しますが、分子径のより小さい水素は、その
抵抗も小さいため窒素に比べて理論的に約３．７倍通りや
すいことがて示されており、これをクヌッセン拡散と言

います。一方、ナノホール径を水素のみが通過できる大
きさに制御できれば、分離比のより大きな「分子ふるい」
による水素分離フィルターが実現できます。
　そこで、図４-５に示す合成法でSiC薄膜の開発を進め
ています。通常、ケイ素高分子材料は、焼成転換の際に
５０％以上も体積収縮するため、ひび割れの抑止が困難で
した。そこで、電子線橋かけによりセラミックスへの焼
成転換率を増大して体積収縮を低減するとともに、塗布
厚を１μm以下に制御してひび割れの発生を抑えまし
た。更に２種類のケイ素高分子材料を混合してその流動
性を改善し、基材表面の凹凸に起因するピンホールの形
成を抑制することでSiC薄膜の合成が可能となりました。
　この方法で作製したSiC薄膜の水素と窒素の分離比を
図４-６に示します。今回、開発したSiC薄膜の分離比は、
従来の熱酸化橋かけ法で合成したSiC薄膜の論文値やク
ヌッセン拡散の理論値より大きく、「分子ふるい」により
水素が分離されていることが確認できました。今後は、
ナノホールの大きさを最適に保ったまま、その数を増大
して水素透過率を向上させる技術及び、図４-７に示すよ
うな、複数本を束ねてモジュール化可能な円筒形状の
SiC薄膜フィルター材料の開発を進める予定です。

●参考文

Wach, R.A., Sugimoto, M. et al., Development of Silicon Carbide Coating on Al2O3 Ceramics from Precursor Polymers by Radiation Curing, Key 
Engineering Materials, vol.317, 2006, p.573-576.
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図４-５　炭化ケイ素（SiC）薄膜の合成法
ガスが自由に透過できる多孔質アルミナ基板にケイ素
高分子を塗布し、これを電子線で橋かけして加熱して
も溶けないよう処理した後、不活性ガス中で高温焼成
してSiCセラミックスに転換します。
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図４-７　SiC薄膜を用いた円筒形水素分離フィルター
複数本を束ねたモジュールにより大表面積化し透過量の増大を目指し
ます。
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　クリーンエネルギー源の水素は爆発下限濃度が約４
vol. ％と低いため、その製造、貯蔵、輸送、あるいは消費
を安全確実に行うには、安価に提供できる水素の漏洩検
知技術の開発が不可欠です。その一つに、引火の原因と
なる電気を使用せず、加熱を必要としない水素検知素子
を使用した光学式水素検知器が提案されています。水素
検知素子は、透明基板、酸化タングステン薄膜（着色層）、
パラジウム（触媒層）の積層構造から成ります。酸化タ
ングステン薄膜は、パラジウムを介した水素の吸着によ
り着色（ガスクロミック現象）します。水素検知素子か
らの透過光が、この着色により減少する過程をモニター
することにより、水素の検知が行われます。米国エネル
ギー省で提唱されている水素検知器の性能基準では、１
秒以内の応答速度が要求されていますが、これまでの酸
化タングステン薄膜は、水素による着色に分単位の時間
を要していました。そこで本研究では、基板温度と雰囲

気ガスを成膜パラメータとする高周波スパッタリング法
により、着色時間の短い酸化タングステン薄膜の作製条
件を探索しました。Ｘ線回折測定により酸化タングステ
ン薄膜を調べたところ、着色時間が短い素子ほど、配向
した結晶構造を待つ酸化タングステン薄膜から構成され
ていることが、はじめて分かりました（図４-８）。そこ
で、酸化タングステンの結晶配向膜を使用した素子を、
光ファイバーと組み合わせて水素検知器を試作し、１％
水素による室温での性能を検証したところ、１秒以内で
検知できました（図４-９）。以上の結果より、作製した水
素検知器は、光ファイバー網を活用して、広範囲にわた
る水素配管や水素製造、あるいは貯蔵施設などを一箇所
で集中監視できる、安価で安全な水素検知システムへと
発展する可能性を持っており、本成果はその実用化に道
を開きました。

●参考文献

Takano, K et al., High Sensitive Gasochromic Hydrogen Sensors using Tungsten Oxide Thin Films, Transaction of the Material Research Society 
of Japan, vol.31, no.1, 2006, p.223-226.
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図４-８　タングステン薄膜の着色性能と構造
左側のグラフは、水素検知素子の１％水素に対する透過光強度
I（t ）/I（０）の減少過程を示しています。I（t ）は曝露中の透過光
強度、I（０）は曝露前の透過光強度です。素子Ｃは最も着色が早
く、水素に対して敏感です。右側のグラフは、酸化タングステ
ン薄膜のＸ線回折結果を示しています。素子Ａでは非晶質構
造であり、素子ＢとＣでは結晶構造を持つことが分かります。
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図４-９　作製した光学式水素検知器の構成と検証結果
水素検出素子は、（ａ）石英ガラス基板、（ｂ）酸化タングステン
結晶配向膜、（ｃ）パラジウムから構成されています。素子から
の透過光の強度は、受光回路で電圧（受光信号）に変換されま
す。グラフは、１％水素を素子に吹き掛けた時の受光信号の変
化を示しています。受光信号がノイズ幅の２倍以上の＋側へ
変化した時に、水素を検出したと判断します。
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　高分子膜にイオンビームを照射すると、ナノレベルで
構造を制御したイオン穿孔膜が作製できます（図４-１０）。
このナノ微細孔内壁の化学構造と表面特性を制御する修
飾技術（内壁表面化学修飾）を開発することで、燃料電
池膜に必要な電解質層などの製作が可能となります。し
かし、これまでは微細孔内壁の修飾状態を直接観察する
手段がなく、孔内壁の化学反応を制御することは事実上
できませんでした。そこで、内壁表面の機能化に適した
親水性表面のアルキル化（疎水化）反応に着目し、蛍光
色素を含むアルキル化試薬（蛍光試薬）を反応溶液に混
ぜ込み、その溶液を微細孔に導入して内壁を化学修飾す
ると発光で反応の程度が識別できるとのアイディアを基
に、蛍光顕微鏡を用いた微細孔内壁の修飾状態の観察技
術の開発を行いました。
　具体的には、ポリエチレンテレフタレート（PET）膜
にイオンビームを照射後、加水分解処理することでイオ
ン穿孔膜を作製しました。このイオン穿孔膜の微細孔

（直径：２００nm）に、蛍光試薬を含む反応溶液を導入し、

親水性の微細孔内壁をアルキル化（化学修飾）すること
により、内壁表面を疎水化させました。蛍光顕微鏡観察
の結果、化学修飾前のイオン穿孔膜では発光が確認でき
なかったのに対し、微細孔内壁が化学修飾されると、そ
の位置に対応した蛍光スポットが観測できました（図４-
１１）。更に、孔の数や大きさの異なるイオン穿孔膜を化
学修飾後、蛍光分析を行うと、蛍光及び励起スペクトル
の強度は、微細孔内壁の表面積に比例して増加すること
が確認できたことから、この方法により化学修飾の程度
についても推定できることが明らかになりました。
　このように、反応溶液に蛍光色素を添加することで、
イオン穿孔膜の微細孔内壁の化学修飾状態を直接観測す
る手法の開発に成功しました。この手法を利用すると、
分子認識層、電解質層、触媒層などの効率的な機能制御
が可能になることから、今後、分子センサー、燃料電池
膜、ナノリアクターなどの開発が推進できると期待され
ます。

図４-１０　イオン穿孔膜のナノ微細孔の内壁表面
化学修飾による機能性薄膜の創製

イオンビームを利用すると、ナノレベルで孔の構
造を制御したイオン穿孔膜が作製できます。この
ナノ微細孔内壁の特性を制御できる表面化学修飾
法により、分子認識層、電解質層、触媒層などの形
成が可能となり、分子センサー、燃料電池、ナノリ
アクターなどへの応用が期待できます。

図４-１１　蛍光色素を利用したナノサイズ微細孔の内壁表面状態の直接観察方法
ポリエチレンテレフタレート（PET）のイオン穿孔膜の微細孔内壁の親水性基
に化学修飾反応により蛍光色素を結合させると、内壁表面の特性を親水性から
疎水性へ変換することができます。この化学変換の程度を、微細孔内壁からの
発光を蛍光顕微鏡観察することで直接識別することが可能となりました。
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●参考文献

Maekawa, Y. et al., Chemical Modification of the Internal Surfaces of Cylindrical Pores of Sub-micrometer Size in Poly(ethylene terephthalate), 
Langmuir, vol.22, 2006, p.2832-2837.
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　我が国における原子力発電は、総発電電力の約３４％を
占めますが、発電に必要なウラン燃料はその全量を輸入
に頼っています。ウラン資源として海水ウランの捕集が
可能になれば、我が国のエネルギーセキュリティはより
頑強なものになり、理想的な核燃料サイクル体系を完成
するまでの時間的余裕を与えることができます。海水中
のウラン濃度は非常に低く、海水１トン中のウラン溶存
量は３．３mgと極微量ですが、世界の全海水中の総量を計
算すると４５億トンになり、陸域でのウラン埋蔵資源の
１０００倍に匹敵します。また、日本近海を流れる黒潮によ
り運ばれるウラン量は、年間５２０万トンと試算されてお
り、我が国の原子力発電に必要とされるウラン資源は、
このうちの０．２％を捕集すれば賄うことができます。
　私たちは、放射線グラフト重合法により作製した捕集
材を用い、これを海面に浮かせた生簀から垂下する捕集
方式で、青森県むつ関根浜沖合いで海域試験を行い、海
水からウランを捕集する技術を開発しました。更に、ウ
ランを捕集するコストを下げるためには、海底から立ち
上げ係留できる捕集方式がより有効であることがわかり
ました。そのため、モール状捕集材（図４-１２）を開発し
て、沖縄海域で捕集試験を行い、この結果に基づいて海

水ウランの捕集コストを試算しました（図４-１３）。年間
のウラン捕集規模を金属ウラン換算で１２００トン／年（原
子力発電所約６基分に相当）と設定しました。ウラン捕
集材の海水ウラン捕集性能が６０日の海水への浸漬で２g-
U/kg- 捕集材、捕集材の繰り返し使用回数が６回でのコ
スト試算では、捕集材の製造、係留・回収、ウランの溶
離・精製を合計すると、１，０５３億円／年となります。この
経費をウランの年間捕集量１２００トンで割ると、ウラン１
kgあたりのコストは８８千円となりました。捕集材の性
能向上に関する研究開発を進め、６g-U/kg- 捕集材、捕
集材の繰り返し使用回数が２０回以上の性能が達成された
場合は、１５千円程度まで下がります。この価格は採掘可
能なウランの最高値と同じ程度です。沖縄海域で行った
ウラン捕集試験では４g-U/kg- 捕集材の性能が達成でき
る見込みが得られており、この繰り返し使用が１８回目ま
で達成できるとしますと、現状で到達可能性の高いコス
トは２５千円です。この場合、海水からウランを採取する
ために必要な初期投資額は１，０７７億円となります。これ
は１００万キロワット級原子力発電所の建設費の約１/３程度
です。

●参考文献

玉田正男ほか, モール状捕集システムによる海水ウラン捕集コスト試算, 日本原子力学会和文論文誌, vol.5, no.4, 2006, 印刷中．
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図４-１２　モール状のウラン捕集材を海域に係留する準備作業
ポリエチレンの繊維に放射線グラフト重合法により、海水中に
溶け込んでいるウランとの親和性の高い化学構造を導入し、得
られた繊維をモール状に編み上げてウラン捕集材を作製しま
す。モール状捕集材は浮きを内蔵させているため、海底から立
ち上げて、係留することができます。６０日間係留したモール状
捕集材は作業船で引上げ、吸着したウランを溶離します。

図４-１３　捕集材の繰り返し使用回数のウラン捕集コストへの
影響；（�）２g-U/kg- 捕集材､（�）４g-U/kg- 捕集材、
（�）６g-U/kg- 捕集材

海水から高性能金属捕集材によりウラン資源を採取した場合
の価格です。
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　放射線抵抗性細菌デイノコッカス・ラジオデュランス
は、放射線に対して著しく高い耐性を示します。これ
は、この菌が、放射線で誘発されるDNA損傷に対して優
れた修復能力を持つことに起因しています。私たちは、
初めてこの菌からpprA 遺伝子を発見し、pprA 遺伝子か
ら作られるPprAタンパク質がDNAの鎖切断部位に特異
的に結合し、DNA修復を促進する重要な機能をもつこと
を明らかにしてきました。しかし、放射線に応答した
pprA 遺伝子の活性化に必要なDNA領域（プロモーター
領域）の同定が未解決である一方、PprAタンパク質の機
能から期待されるDNA損傷の可視化検出技術への応用
も確立されていませんでした。
　そこで、プロモーター領域を同定するために、pprA 遺
伝子のプロモーターを含むDNA領域をホタルの発光遺
伝子（ルシフェラーゼ遺伝子）の上流に結合させ、放射
線照射によるルシフェラーゼの発光の変化を指標とし
て、プロモーターによる遺伝子発現活性を測定しまし
た。その結果、pprA 遺伝子の上流 －５７から－２２の領域
が遺伝子の活性化に必要なプロモーター領域であること
を明らかにしました（図４-１４）。この放射線応答プロ
モーターの同定は、放射線抵抗性細菌のDNA修復ネット

ワーク機構の全容を解明するために、非常に有益な知見
です。
　一方、放射線に高い感受性を示す哺乳動物は、細胞内
に生じたわずかなDNA鎖切断が細胞死にかかわります。
したがって、哺乳動物の放射線影響を詳細に評価するた
めには、細胞内のDNA損傷の生成頻度や分布を直接的に
測定することが重要です。これまでにも、哺乳動物細胞
自身のタンパク質を利用して、細胞内に生じたDNA鎖切
断を可視化検出する方法がありましたが、以前の検出方
法では、DNAの初期損傷を検出するのが困難であると
いった欠点がありました。そこで、この欠点を克服する
ために、放射線抵抗性細菌のPprAタンパク質が、DNA鎖
切断部位に特異的に結合することを利用して、DNAの初
期損傷を検出する方法を開発しました。この方法では、
哺乳動物細胞のDNA鎖切断部位にPprAタンパク質を結
合させ、更に蛍光標識したPprAタンパク質抗体を反応さ
せることでDNAの初期損傷を可視化しています（図４-
１５）。この方法を改良し、検出感度を向上させることで、
哺乳動物細胞の放射線影響の評価だけではなく、DNAに
損傷を与える化学物質の遺伝毒性試験をはじめとする環
境や医学分野での応用が可能と考えられます。

●参考文献
Ohba, H. et al., The Radiation Responsive Promoter of the Deinococcus radiodurans pprA Gene, Gene,  vol.363, no.9, 2005, p.133-141. 
Satoh, K. et al., Method for Detecting DNA Strand Breaks in Mammalian Cells using the Deinococcus radiodurans PprA Protein, 
Mutation Research/Fundamental and Molecular Mechanisms of Mutagenesis, vol.596, no.1-2, 2006, p.36-42. 

図４-１４　pprA 遺伝子の放射線応答プロモーター領域の同定
pprA 遺伝子のプロモーターをホタルの発光遺伝子（ルシフェラーゼ遺伝子）に結合させ、その発光を指標として、遺伝子発現活性を
測定しました。その結果、pprA遺伝子の開始コドン（PprAタンパク質の生合成開始を指令する部位）のＡを１としたとき、－５７から－２２
の領域が、放射線に応答して遺伝子を活性化するプロモーター領域であることを明らかにしました。
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図４-１５　γ線照射後の哺乳動物細胞ミトコンドリア内DNA鎖切断
哺乳動物細胞のミトコンドリアに生成させたγ線照射によるDNA鎖切断に、PprAタンパク質とこれに結合する蛍光標識抗体を反応さ
せ、DNA鎖切断を可視化しました。DNA鎖切断像とミトコンドリア像（蛍光標識）とそれらの重合わせ像（右端図）が一致すること
から、PprAタンパク質がDNAの鎖切断部位に結合する性質を利用して、効果的にDNA鎖切断を検出できることがわかります。
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　光を利用する植物にとって、紫外線は避けることので
きない環境因子です。紫外線は、作物の減収や葉焼けを
引き起こすなど、植物の生長に重大な影響を及ぼしてお
り、更に近年では、オゾン層の破壊により紫外線量の増
加が危惧されています。
　一方、植物は紫外線に負けないように様々な機能を備
えています。アントシアニンなどの主要なフラボノイド
色素は、紫外線をよく吸収し、遺伝情報の担い手である
DNAにとどく紫外線の量を減らしています。また、紫外
線によって生じたピリミジン２量体などのDNA損傷を
効率的に修復する仕組みも備えています。しかし、これ
だけでは植物の紫外線耐性機構が十分に説明されたとは
言えず、まだまだ未知の因子が存在するだろうと考えま
した。
　私たちは、イオンビームを用いて、通常よりも紫外線
に強くなったシロイヌナズナの突然変異体を獲得するこ
とに成功しました。この突然変異体は、紫外線環境下で
育てた場合に、野生型よりも２倍以上生育量が多く、紫
外線に強くなっています（図４-１６）。更に、その原因とな
る遺伝子を同定して機能を調べた結果、今まで知られて

いなかった仕組みによって紫外線に強くなっていること
がわかりました。
　この突然変異体では、UVI４ と名づけた遺伝子に突然
変異が起きたために、葉や茎の細胞核に存在するDNA量
が増えていました（図４-１６）。その結果、遺伝情報を持つ
DNAのスペアが増えたために、強い紫外線下でもDNA
の損傷を補うことができ、通常よりも紫外線に耐えるこ
とができると考えられました。この考えのもとに、野生
株（２倍体）に比べてDNA量がもともと２倍になってい
る４倍体の感受性を調べたところ、紫外線に強いことが
わかりました（図４-１７）。
　これらの結果から、細胞核内のDNA量を増やすことが
植物の紫外線耐性を強化する仕組みの１つであることが
明らかになりました。このことは、植物が紫外線に対し
て、どのように適応してきたかを理解する上で重要な手
がかりを与えるとともに、シロイヌナズナだけでなく一
般の植物でも、細胞核のDNA量を増やすことで、紫外線
に対して強くすることができる可能性があり、ムギやダ
イズなどの作物増産や葉焼けの防止などに役立てること
が期待できます。

図４-１６　紫外線耐性変異体の紫外線環境下での生育量及び細胞核あたり
のDNA含量の分布

紫外線耐性変異体では、DNA含量が多い細胞の割合が増えており、その
結果、遺伝子のスペアが増えたために、紫外線に強くなったと考えられま
した。２Cは２倍体の核のDNA量を示します。

図４-１７　２倍体と４倍体の紫外線感受性の比較
野性株（２倍体）に比べてDNA量が２倍になっている
４倍体が、紫外線に強いことから、DNA量が紫外線耐
性に重要な因子であることを示しています。
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　白血球を増殖させる医薬品である顆粒球コロニー刺激
因子（GCSF）の作用機構を立体構造解析によって詳細
に解明することに成功しました（図４-１８）。GCSFは約
１８０アミノ酸からなるタンパク質で白血球の一つである
好中性顆粒球のコロニー形成を特異的に促進する因子で
す。その特徴的な機能から、GCSFは悪性腫瘍の患者さ
んに対する化学療法や放射線治療後の顆粒球減少症に対
する医薬品として既に臨床応用されています。２００２年度
の国内出荷額は５３６億円、世界的にも約４，５００億円の市場
規模を有する大型バイオ医薬品です。GCSFは細胞表面
でその膜貫通型受容体（GCSF-R）の細胞外領域と特異的
に相互作用することにより細胞内にシグナルを伝達し、
上記機能を発現します。このように基礎科学的また産業
応用的にも重要なタンパク質であるにもかかわらず、こ
れまでヒトGCSF/ヒトGCSF-R複合体の詳細な活性状態
は不明なままでした。
　私たちはこれまで難しかったヒトGCSF-Rの細胞外領
域の大量調製に成功し、様々な熱力学的手法による分析
によって、GCSFとGCSF-Rが２：２の結合比で複合体を
形成することを見いだしました。引き続き、取得した
GCSF/GCSF-R複合体の結晶化に成功し、Ｘ線結晶構造
解析を実施し、GCSFとGCSF-Rの２：２複合体の分子配

置や分子認識に直接かかわる各原子を同定することがで
きました（図４-１８）。この構造から２分子のGCSFが２ヶ
所のインターフェイス（site Ⅱとsite Ⅲ）を介して２分
子のGCSF-Rを会合させる活性化メカニズムが解明され
ました（図４-１９）。
　本研究で明らかにした複合体の立体構造は、受容体の
活性化に必要な部位の原子情報を含んでいるので、
GCSF活性を有する低分子化合物の効果的な設計が可能
になるかもしれません。バイオ医薬品の低分子化は、薬
価軽減・経口投与可能という観点から様々な疾患の治療
に待ち望まれています。立体構造情報を利用したGCSF
の低分子化の試みは、その扉を開くものとして期待され
ています。
　なお本研究において、複合体の結晶化研究はキリン
ビール株式会社と独立行政法人宇宙航空研究開発機構及
び宇宙環境利用推進センターが推進する先導的応用化プ
ロジェクトにおいて実施された共同研究の成果の一部で
す。また複合体の立体構造研究は原子力機構とキリン
ビール社との共同研究の成果であり、原子力機構は、文
部科学省のタンパク３０００プロジェクト及び科学研究費補
助金（基盤研究（C））による支援を受けました。

図４-１８　ヒト顆粒球コロニー刺激因子
（GCSF）と受容体（GCSF-R）
の複合体の活性構造

左図は複合体を側面から、右図は上側
から見た図です。２分子のGCSF（赤、
橙）が２分子のGCSF-R（水色、緑）と
２箇所（siteⅡ及びⅢ）で結合すること
により、２：２複合体を形成します。
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図４-１９　ヒトGCSFによるヒトGCSF-R
の活性化

２分子のGCSFによって２分子のGCSF-
Rが会合すると、白血球細胞（顆粒球）を
増殖させるシグナルが発信されます。
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　物質の性質は、そのほとんどが物質中の電子によって
決まっています。電子がどういうエネルギー・運動量状
態で物質中にあるかを知り、そこから物質の性質を理解
することが物質科学の重要な役割です。
　従来の光の散乱や吸収の手法では電子のエネルギーと
運動量の両方の情報を同時に得ることはできませんでし
た。最近、SPring-８などから得られる高輝度放射光Ｘ線
が発展したことにより、非弾性Ｘ線散乱という手法に
よってそれが可能となってきました。更に、Ｘ線のエネ
ルギーを特定原子の電子準位に共鳴させた共鳴非弾性Ｘ
線散乱では、物質の性質を決めるのに重要な原子の情報
を選択的に測定することができます。
　図４-２０（ａ）に非弾性Ｘ線散乱の概略図を示します。入
射したＸ線のエネルギー E i、運動量k iと、電子に散乱さ
れて出てきたＸ線のエネルギー E f、運動量k fを測定する
ことで、電子に与えられたエネルギー・運動量がわかり
ます。その強度が、物質中での電子の特徴を反映してい
ます。私たちは図４-２０（ｂ）のような非弾性Ｘ線散乱分光
器をSPring-８の原子力機構専用ビームライン（BL１１XU）
に設置し研究を進めてきました。
　研究対象である強相関電子系と呼ばれる物質群は、高
温超伝導や巨大磁気抵抗のような興味深い現象が現れる
ことから注目されているものです。電子間に働く大きな
クーロン反発により、電子はお互いに強い相関を与えな
がら複雑な運動をすることになります。それが強相関と

呼ばれる所以です。このような電子の運動状態をいかに
記述し理解するかは、現代物理学の重要な問題となって
います。そして、その運動状態は物質の性質の発現機構
を考える上での出発点となるものです。
　図４-２１に強相関銅酸化物で超伝導体の一つである
Nd１．８５Ce０．１５CuO４の共鳴非弾性Ｘ線散乱を示します。観測
された電子励起は二つに分類できます。一つは、運動量

（０，０）、エネルギー２eVにあるもので、電子間のクーロ
ン反発により分裂した銅３d軌道と酸素２p軌道の間に
あるエネルギーギャップを飛び越える励起です。もう一
つは、運動量（０，０）から（ π ，０）及び（ π ， π ）に向け
て高エネルギー側にシフトしていくＶ字状になっている
もので、これは物質中を動き回る電子の励起です。後者
の励起は、まさに物性を担う電子の運動に関する情報を
含んだ重要なものであり、その特徴は、強いクーロン反
発を受けながら運動する電子の動的密度相関関数の理論
計算とよく一致していることがわかりました。動的密度
相関関数は二つの電子がお互いにどのようなエネルギー
と運動量の関係で運動しているかを表す重要かつ基本的
な物理量ですが、これまではそれを観測できる実験手法
がありませんでした。今回の研究では、共鳴非弾性Ｘ線
散乱が動的密度相関関数の観測手法となり得ること示
し、強い相関を受けながら運動している電子のそれを初
めて観測することができました。

●参考文献

Ishii, K. et al., Momentum Dependence of Charge Excitations in the Electron-Doped Superconductor Nd1.85Ce0.15CuO4 : A Resonant Inelastic X-ray 
Scattering Study, Physical Review Letters, vol.94, no.20, 2005, p.207003-1-207003-4.

図４-２１　Nd１．８５Ce０．１５CuO４の共鳴Ｘ線非弾性散乱スペクトル図４-２０
（a）Ｘ線非弾性散乱の概略図　強いクーロン相互作用（青波線）
でお互いに反発している電子のうち、真ん中の電子がＸ線で散
乱されています。
（b）SPring-８のBL１１XUに設置された非弾性Ｘ線散乱分光器。
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　材料内部の残留応力分布を非破壊で測定することは、
材料健全性を確保する上で重要となっています。また、
加工精度が要求される電子素子基板の評価としても重要
視されるようになってきました。このような応力測定に
は、放射光によるＸ線回折法を基本としたひずみスキャ
ニング法が用いられています。私たちはこれを改良し
て、材料内部の局所領域の残留応力がより高精度で測定
することができるようにしました。
　残留応力の高精度局所領域測定には、高輝度、高強度、
高エネルギーＸ線と、測定に寄与するＸ線束の発散角度
が極めて小さい高精度な光学系の２つが必要です。ま
ず、前者のＸ線を得るために大型放射光施設SPring-８の
ビームラインに、アンジュレータ（加速器の偏向電磁石
間の直線部分に永久磁石のＮ及びＳ磁極をハーモニカの
ように上下交互に配置したもの）という挿入光源と、独
自に開発した高エネルギー専用分光器を設置しました。
また、Ｘ線束の発散角度が極めて小さい高精度な光学系
を作るために、アナライザという単結晶素子を挿入しま
した（図４-２２）。アナライザは単色Ｘ線を反射すること
ができる許容角度範囲が非常に小さいので高精度測定に
は適していますが、分光することでＸ線強度が急激に減
少するという問題がありました。従来のひずみスキャニ
ング法ではビームラインの問題、アナライザの挿入がで
きないことから、ゲージ体積の短手方向の対角線の長さ
を０．２mm以下にすることができず、また測定されたデー
タは誤差も大きく、装置ゲージ体積を考慮した補正を必
要としていました。本技術開発により、ゲージ体積の短

手方向の対角線の長さを０．０５mmまで小さくしても測定
可能であることを確認し、誤差も少なく、ほぼ補正を施
す必要のないデータを得ることに成功しました。これら
の工夫によって、従来は材料表面を除去しながら管球Ｘ
線を用いて数日以上を要しなければ内部の残留応力を測
定できなかったところが、本手法では、表面から数百
μmの深さであれば１０μmの分解能で、試料表面に平行
な応力成分の深さ依存性を数時間で得ることができるよ
うになりました（図４-２３）。
　今回開発したひずみスキャニング法は、材料に照射す
るＸ線の面積を数百μm２の大きさにしても十分な信号
強度を得ることができます。従来法でも表面部微小部の
残留応力測定は行われていましたが、SPring-８の高エネ
ルギー放射光Ｘ線を用いることで内部に発生したき裂先
端部周りの応力測定が可能となりました。更に、高エネ
ルギー集光技術の向上によりナノスケールでの応力測定
も実現可能です。更に、ひずみスキャニング法における
測定時間はわずかなので、外場（外力や熱など）を加え
た状況下でのその場観察測定も可能となり、応力が伝播
していく様子を観察することができます。
　現在、私たちは本手法を原子炉停止の要因の１つであ
る応力腐食割れの機構解明や、次世代原子炉のための材
料開発、J-PARCで使用される水銀ターゲット容器の信頼
性向上のための残留応力評価に適用しています。更に産
学官連携による、ジェットタービンの高効率化のための
遮熱コーティングや、固体酸化物型燃料電池などエネル
ギー問題と密接に関連した研究にも応用しています。

図４-２２（上）　ひずみスキャニング法の概略図
ひずみスキャニング法は、試料を移動させることにより試料内のひずみ分布を求め、そこ
から応力分布を求めることができます。従来法では、測定領域となる装置ゲージ体積が公
称ゲージ体積に比べてはるかに広く、測定誤差が大きくなります。一方、新手法では、装置
ゲージ体積が公称ゲージ体積とほぼ等しくなり、測定誤差を非常に少なくすることができ
ます。
図４-２３（左）　改良型ひずみスキャニング法で測定した応力分布
ショットピーニング（表面に圧縮の残留応力を加える機械加工技術）を施した中炭素鋼（JIS 
S４５C）の各深さにおける試料表面に平行な応力成分の深さ依存性の放射光による測定結果
（赤丸）です。青丸は従来法として確立している表面を除去しながら管球Ｘ線を用いて測定
した結果です。従来法と比較して、新手法で得られた結果は、各深さにおける残留応力差
最大１００MPa程度ありますが、残留応力の様子や残留応力層の深さが０．３mmと等しいこと、
測定時間が数日から数時間と格段に減少していること、何よりも非破壊で特定の深さが測
定できることから、新手法が内部残留応力測定手法として十分役立つことがわかりました。
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　ガリウムヒ素は、ガリウムとヒ素とが結びついてでき
た化合物で、半導体としての性質を持ちます。同じ半導
体のシリコンと比べて、高周波信号を処理する能力や、
電流を光に変換する効率に優れているので、携帯電話な
どの通信機器や、光通信用の素子に使われており、高度
情報化社会を支える材料です。これらの応用に必要な半
導体素子は、分子線薄膜単結晶成長法（MBE法）、有機
金属化学気相蒸着法（MOCVD法）などによって、基板
の上に原子を１層ずつ制御しながら積み上げることで作
製されています。これらの半導体作製技術にとっては、
成長中の表面構造を知ることがとても重要です。
　表面構造を正しく観察するために、私たちは、図４-２４
に示すような、薄膜単結晶成長装置（MBE装置）とＸ線
回折計とを一体にした装置を開発し、SPring-８の原子力
機構ビームラインBL-１１XUに設置しました。表面原子か
らのＸ線の散乱は非常に弱いのですが、SPring-８の大強度
Ｘ線を使うことで、結晶成長と同時にＸ線測定をするこ
とも可能になりました。更に、SPring-８のもうひとつの
特長である波長可変性の利用によって、結晶表面の原子
の配列だけでなく、原子の種類も決定できるようになり

ました。
　図４-２５（ａ）は、今回の研究で調べたガリウムヒ素表面
を表面垂直方向から見たものです。ガリウム原子とヒ素
原子のまわりの電子数はそれぞれ３１と３３で非常に近く、
従来の表面構造解析の手法では、両者を区別することが
困難でした。実はこの図では、それぞれの原子を電子の
数に比例した大きさの円で描き分けているのですが、目
ではまず区別できません。これに対し、本研究では、図
４-２６に示すように、Ｘ線の波長を変えながらＸ線回折強
度を測定し、表面にガリウム原子とヒ素原子が存在する
場合（赤線）、ヒ素原子だけが存在する場合（緑線）を
仮定した計算と比較しました。実験結果は前者に一致
し、図４-２５（ｂ）のように、原子の種類をはっきりと区別
することができました。
　Ｘ線は物質を透過する能力が高いので、産業界で多く
利用されている、濃厚なガス雰囲気での有機金属化学気
相蒸着法（MOCVD法）にも適用可能です。本手法によ
り、半導体製造過程をより精密に制御できるようにな
り、半導体素子の性能向上や、新素子の開発の迅速化が
期待できます。
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Takahashi, M. et al., Element Specific Surface X-Ray Diffraction Study of GaAs(001)-c(4x4), Physical Review Letters, vol.96, no.5, 2006, p.055506-
1-055506-4.

図４-２４　分子線薄膜単結晶成長装置（MBE装置）とＸ線回折計
とを一体化した装置

図４-２５　結晶成長中ガリウムヒ素表面構造
従来法（ａ）では、原子Ａと原子Ｂがガリウム原子なのかヒ素原
子なのかが区別できませんでしたが、本手法（ｂ）では可能とな
りました。
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図４-２６　回折強度のＸ線エネルギー依存性
赤線は原子Ａ、Ｂがそれぞれガリウム、ヒ素の場合、緑線は、
両原子ともヒ素の場合に期待される回折強度の変化で、実験結
果（黒丸）は、赤線によく一致しています。
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　量子ドットは電子の波長と同じくらいの１０nm程度の
小さな塊であるため、電子はちょうどドットの中に閉じ
こめられてしまうことが知られています。また量子ドッ
トサイズを変えることにより電子のエネルギー状態を簡
単に変えることができることから、将来、電子を１つ１
つ制御する単一電子トランジスターや、量子ドットレー
ザーなど様々なナノ構造デバイスへの応用が期待されて
います。これまでSiとGeとの格子定数のミスマッチを
利用して、ひずみの力でピラミッド状の量子ドットを作
製する手法がよく知られています。しかしこの場合、デ
バイス特性を決めるドットサイズやその密度、更には
ドットを任意に配置することが難しいので、均一なサイ
ズをもつナノドットの作製や自己組織化による配置を可
能とするナノ構造創製技術が求められています。量子
ドットが成長した後に、そのサイズや位置を変えること
は困難であるため、私たちは成長初期過程に現れる量子
ドットの前駆体であるSi、Geナノクラスターに注目し、
そのサイズや位置を自在に制御することが重要であると
考えました。そこでまず量子ドットサイズを決定するナ
ノクラスターに内在する原子数の計測を試みました。
　ナノクラスターは、図４-２７左図に見られるように表面
単位格子の半分（赤色で示した三角形）の領域内に配置
されるので、クラスターを構成する原子数もその表面単
位格子によって変えることができる可能性があります。
しかしそのクラスターに内在する原子は一つ一つ識別で

きないために、構成原子数を評価することができません
でした。そこで私たちはナノクラスターを加熱により結
晶化させて観察することを考えました。図４-２７右図は、
アニールによりナノクラスターを数多く集合させ、一つ
に結晶化させた結果を示します。直接原子を識別するこ
とが可能となり、原子数が計測できる状態に世界で初め
て成功した例です。図４-２７右図の表面単位格子の半分

（赤色で示した三角形）の領域には６つの原子が識別され
ますが、この結晶構造はよく知られていて、更に表面下
層には４５個の原子が存在していることが知られていま
す。集積したナノクラスターの数は簡単に加熱前に数え
ることができますので、一つあたりのナノクラスターに
内在する平均原子数を見積もることが可能になったわけ
です。更に表面構造、元素の違いによるナノクラスター
を構成する原子数への影響を評価するために、表面構造
の異なる基板表面を新たに作製しました。それらの結
果、原子を識別できなかった図４-２７左図に見られるよう
なナノクラスターの中には平均８個の原子が存在し、Si
やGeの元素の違いによる差は存在しないことが分かり
ました。また、基板の表面単位格子の大きさを半分にす
ることによりナノクラスターを構成する原子も半数にす
ることができることも見いだしました。これにより、定
量化されたナノクラスターを原子供給源として、量子
ドットサイズの制御を可能とする展望が拓けました。

●参考文献

Asaoka, H. et al., Size of Small Si and Ge Clusters on Si (111) and Ge (111) Surfaces, Surface Science, vol.588, 2005, p.19-25.

2nm

表面単位格子に限定されて存在するナノクラスター アニールにより集積されたナノクラスターの結晶 

2nm

図４-２７　走査トンネル顕微鏡で見たGe（１１１）表面単位格子上のGeナノクラスターと、アニールによるナノクラスターの結晶化
量子ドットの前駆体として成長初期過程に現れるナノクラスターは、表面単位格子の半分（左図の赤色で示した三角形）の領域に限
定して配置されます。これまでナノクラスター（左図の三角形中央に存在する黄色く見える箇所）に内在する原子は一つ一つ識別で
きないので、構成原子数を評価することができませんでしたが、ナノクラスターを加熱し数多く集合させ、結晶化させることにより直
接原子を識別し、一つあたりのナノクラスターに内在する平均原子数の計測を可能としました。
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　レーザーの強い光を利用した加速方法は、通常の大型
加速器に比べて加速する能力が著しく高いため、既存
の施設より格段にコンパクトなもの（大きさで、１/１０～
１/１００）にできるという魅力を有しています。このため
今日世界中でペタワットに迫る大出力レーザーにより、
小型のがん治療装置等を目指した陽子加速実験が精力的
に行われています。しかしながら、レーザーパラメータ
やミクロン程度の厚みのターゲットのデザインなどの最
適条件を実験研究のみで見つけるのは、非常に困難です。
　そこで本研究では最適条件を見つけるためのシミュ
レーションプログラムを開発し、原子力機構が保有する
スーパーコンピュータを用いて最適なレーザー照射条件
を克明に調べました。レーザー光を陽子の発生源となる
ターゲットに照射したとき、発生する陽子の最大エネル
ギーを予測し、それがレーザーパルスやターゲットにど
のように依存するかを探りました。
　図４-２８は、計算に用いた二重層ターゲットの概念図を
示します。二重層ターゲットは、金属等薄膜ターゲット
の裏面に軽量（低原子番号（Ｚ））物質をコーティングし
たもので、高エネルギー電子の発生と静電場の生成に伴
い、低Ｚ物質（ここでは陽子）が効率よく加速されます。
発生する陽子ビームは指向性がよく、準単色のエネル

ギースペクトルを有します。エネルギー広がりはコー
ティングの厚さに比例し、レーザーパルスのエネルギー
や形状（パルス幅）、ターゲットパラメータを変えること
により、陽子ビームの制御が可能となります。
　図４-２９は、レーザー強度及びターゲットの厚さと個数
密度をパラメータとするマルチパラメトリックシミュ
レーションの結果を示します。達成される陽子のエネル
ギー（の等高線）をレーザーの強さ（ａ）とターゲット
の面密度（σ）すなわち厚さと個数密度の積に対して描
いたものです。これにより、ある陽子エネルギーを得る
のに、σを適切に選ぶことによりaを最小化できること、
また、その比例則はσ＝σopt～３＋０．４aとなることを見
いだしました。
　この成果により、陽子エネルギー発生のトリガーとな
るレーザー強度を低くできることから、レーザー駆動が
ん治療装置の実現に一歩近づいたことになります。原子
力機構では医学界とも連携し、より一層合理的な実験パ
ラメータを求める研究を進め、小型のがん治療装置を目
指したレーザーシステムの開発を進めます。本研究は一
部、科学技術振興機構戦略的創造研究推進事業より資金
を得て行ったものです。
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図４-２８　二重層ターゲットの概念図
金属など重い原子からなる薄膜ターゲットに水素をコー
ティングし、レーザーを照射すると、まず電子が加速され
強い電場が発生し、陽子が効率的に加速されます。
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図４-２９　マルチパラメトリックシミュレーションの結果
陽子エネルギーをレーザーの強さ（ａ）とターゲットの面密度（σ）に対
して描いた図。ａ＝８．５（λ/１ μm）（I//１０２０W/cm２）１/２；λはレーザー波長；
Iはレーザー強度。σ＝（l/λ）（n/nc）；Ｉはターゲットの厚さ；ｎは個
数密度；nc（～１０２１cm－３）はレーザーが反射する臨界密度。
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　高強度レーザーにより生成されるプラズマ中の高電場
（ウェーク場）を用いて小型超短パルスの高品質電子ビー
ム源をつくることが可能となります（レーザー加速：図
４-３０）。本電子ビームは、高品質でパルス幅が短いため、
次世代の加速器のための高品質電子ビーム源や構造変化
の測定などへの実用化が考えられています。
　パルス幅が７０fs（フェムト秒：フェムトは１０－１５）で３TW

（テラワット：テラは１０１２）の出力を持つレーザーを用い
て、電子ビーム発生実験を行いました。図４-３１に電子
ビームのプロファイル、図４-３２にエネルギースペクトル
を示します。本実験により、広がり角７．５mradと非常に
指向性が良い、ピークエネルギー２０MeVの準単色エネル
ギーの電子ビームの発生に成功しました。電子ビームの
エミッタンスは０．４ π mm mradであり、１ショットあた
りの電荷量は０．８pC（ピコクーロン：ピコは１０－１２）にな
ります。本電子ビーム源は、現在の加速器に比べて小
型・高品質であり、レーザー集光強度１０１８W/cm２未満と

いう低強度での準単色エネルギー電子ビーム生成は世界
初となります。使用するプラズマの周期が数十フェムト
秒と非常に短いため、１０fs程度のパルス幅の電子ビーム
生成がされ、高速現象計測に応用できます。
　応用のためには電子ビーム生成の安定化が今後の課題
です。これを解決するために、理論解析とシミュレー
ションによる研究を行いました。１つのレーザーパルス
では、初期のパラメータ変動に対して、生成される電子
ビームが敏感であり、安定な電子ビーム生成が難しく発
生が不安定となります。そこで、２つのパルスをプラズ
マ中で正面衝突させる方式の高品質電子ビーム生成を提
案しました。２パルス衝突により、生成の安定領域をつ
くることが可能となり、再現性の良い高品質電子ビーム
生成が可能であることを明らかにしました。
　これらの研究は、レーザープラズマ相互作用による小
型・高品質電子ビーム源を現実のものとし、電子ビーム
応用研究へと進展をもたらす結果であります。

図４-３０　レーザー加速の概念図
高強度レーザーをガス中に集光するとガスがプラズマ化し、ウェーク場という進行波の電場が生成されます。このウェーク場は、極
めて高い電場を持ち、更に波長が非常に短いため、ウェーク場により小型超短パルスの高品質電子ビーム源をつくることが可能とな
ります。
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図４-３１　発生電子ビームのプロファイル
スクリーンとCCDカメラにより測定し、広がり角が７．５mradと
いう非常に指向性の良い電子ビームの発生に成功しました。
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図４-３２　発生電子ビームのエネルギースペクトル
ピークエネルギー２０MeVの準単色エネルギー電子ビームの発
生に成功しました。ピーク部分の電荷量は０．８pC/shotになります。
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　未来の超高速計算機技術としてクローズアップされ
ている量子コンピュータ。これと同じ「物質の波動性」
を利用する新しい物質操作の手法が研究されています。
物質を構成する粒子は、原子・分子のレベルでは波とし
て振る舞う、という量子力学の原理に基づいて物質の切
断や接合を、同じく「波」である光を用いて制御する手
法です。すなわち、光の波形を整形して「光の鍵」をつ
くり、その「鍵」に合う反応だけを起こす試みです（図
４-３３）。
　その基礎実験として、私たちは、関西光科学研究所の
極短パルス超高ピーク出力レーザー開発で培われたパル
ス波形整形技術を応用して、セシウム原子の光による励
起の制御を試みました（図４-３４）。ほぼ同じエネルギー
を持つ２つの励起状態のうちの一方だけを、極短時間の
うちに、選択的に生成させる超高速選択励起の実証実験
です。位相相関のある極短パルスペアを作ることによ
り、これに成功しました（図４-３５）。この図から一方の状
態を完全に排除した励起が、パルスペアの遅延時間が
３００フェムト秒という極短時間でも可能であることが分
かります。状態選択比（生成量の比）のコントラストは

従来型のレーザーパルスを用いた場合に比べて１００倍以
上になりました。これは物質の波動性に起因する量子干
渉を利用した新しい手法であり、極めて精密かつ高速に
原子・分子の制御ができる技術の開発に繋がります。
　私たちは、この超高速選択の原理を応用することで同
位体分離法に技術革新を起こすことができると考えてい
ます。同位体分離技術は、半導体や医療などの先端産業
で利用が期待されています。特に、原子力分野で高効
率・高選択的な同位体分離法開発の必要性が高まってい
ます。原子力発電所から生み出される放射性廃棄物の中
に含まれる長寿命核分裂生成物について、中性子照射に
よる非放射化あるいは短寿命化が検討されています。そ
の中でセシウム－１３５などでは前もって同位体分離が必
要であることが分かってきました。これらの元素の同位
体分離法が開発されれば、将来の環境負荷を大きく低減
する技術の確立に目処が立ちます。この他、パラジウム
など有用希少元素を放射性廃棄物から分離・精製する同
位体分離法の開発が望まれており、今回の成果がその基
礎研究として役立つと考えています。

従来のレーザーパルス（一様波長） 波長と強度が変化するレーザーパルス 
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選択的に生成できました。 
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図４-３４　セシウム原子の選択励起のしくみ
位相相関パルスペアにより生成する２つの波（励起状態）が干
渉を起こして励起状態７D３/２と７D５/２のうちの片方の波が消滅しま
す。図の例では７D３/２が消失しています。
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図４-３５　観測された状態毎の励起確率の位相差依存性
２つのパルス間の位相差を変化させることにより、励起確率を
制御できることが分かります。それぞれの励起確率は異なる
位相差において、ほぼ完全に零になる結果が得られました。
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図４-３３　「光の鍵」による物質制御の概念的説明
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　J-PARCの物質生命科学実験施設では、未だ世界に例の
ないMW級の核破砕パルス中性子源を用いた革新的研究
が展開されます。大強度陽子ビームの入射標的として核
破砕反応により中性子を発生するターゲット材には、熱
除去の観点から有利な液体水銀を使用します。水銀ター
ゲットの耐久性の向上及び高出力化には、陽子ビームが
水銀に入射される時に生じる衝撃圧によりターゲット構
造体に形成される損傷（ピッティング損傷）の軽減が最
大の課題です。衝撃圧を電磁力により水銀中に負荷する
ことで形成したピッティング損傷の３次元イメージと
ピット断面の観測結果を図４-３６に示します。材料表面
層の壊食とピット底近傍に生成したき裂が確認でき、こ
のような損傷によりターゲット容器の材料強度は著しく
低下します。これらの材料損傷データに基づいた定量的
な寿命評価を行い、材料的な観点からは、表面硬化処理
により限界衝撃圧（入力ビームパワーのピッティング損
傷に対する限界値）がある程度増加することが分かりま
した。この知見を基に、ピット形成に対する耐性と疲労
強度を更に増加できる、プラズマ窒化と浸炭技術を融合
することでなだらかに表面硬度が変化する階層型表面処

理技術（特許申請中）を新たに開発し、実機ターゲット
に適用しました。これにより、損傷が顕著になるまでに
要する潜伏期間に受け入れることができるパルス数を約
一桁（１０６から１０７回に）延ばすことができました。
　更に、ピッティング損傷を誘発するキャビテーション
気泡崩壊機構の定量化研究として、電磁衝撃圧実験装置
により高精度な単一パルス負荷を行い、固体／液体水銀
界面における微小気泡の発生と崩壊挙動を超高速度カメ
ラにより初めて観測しました（図４-３７）。これにより、衝
撃圧により発生した微小気泡の崩壊で誘発されるマイク
ロジェットの吹き出し、及びそれに続く衝撃波発生と伝
播過程を明瞭に確認できました。この観測結果から推測
したジェット衝突速度を入力条件とした水銀液滴と固体
材料との衝突解析は、ピット深さと径の大きさを良く再
現できることを確認しました。
　次の課題は、いかに衝撃圧の低減を図るかです。これ
に関しては、水銀に微小ヘリウム気泡を注入し、その
クッション効果を狙った衝撃圧低減によるターゲット容
器寿命延伸の技術開発を、国内外の大学・研究機関とも
協力して精力的に取り込んでいます。

●参考文献
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図４-３６　ピッティング損傷形態
陽子ビームMW級入射時に生じると想定される衝撃圧を水銀に
１０６回繰り返し負荷した後にレーザー顕微鏡で計測されたピッ
ティング損傷の３次元イメージと損傷面の断面写真。ピット
底にき裂が確認できます。
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（ａ）水銀キャビテーション気泡崩壊挙動を捕らえた超高速度撮影
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図４-３７　気泡崩壊によるピット形成機構に関する解析
超高速度撮影から推定された気泡崩壊に伴うマイクロジェッ
ト吹き出し速度（約２００m/s）を負荷条件とした衝撃解析は観測
されたピット形態を再現しました。
（ａ）水銀キャビテーション気泡崩壊挙動を捕らえた超高速度撮影
（ｂ）マイクロジェット局所衝撃
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　中性子は軽元素や磁性体に対する感度が高く、Ｘ線に
比べて水素に関する情報を引き出す能力が高いため注目
を集めています。しかし、Ｘ線に比べてビーム強度が弱
いことから、その弱点を克服する大強度パルス中性子が
得られるJ-PARC（大強度陽子加速器）の建設が進められ
ており、これによる物質・生命科学研究が展開されよう
としています。この中性子源で発生する広い波長域の中
性子ビームを全反射によって効率的に実験装置まで輸送
し、分岐・収束させることが可能な中性子スーパーミ
ラーが必要です。中性子スーパーミラーとは、異なる２
種類の金属膜（NiとTiの組合わせ）を基板上に交互に少
しずつ膜厚を変えながら積層したものであります。中性
子が全反射される入射角（この最大値を臨界角という）
が大きいほど、また中性子の反射率が高いほど、中性子
ビームの輸送効率が高くなることから、スーパーミラー
の性能はスーパーミラーとニッケルミラーの実効的な臨
界角の比ｍ と、そこでの反射率で評価されます。（m ＝
１の臨界角は、物質科学研究で有用なエネルギーが
２５meVの熱中性子に対して０．２度程度）。
　私たちは、世界に先駆けて良質な薄膜の積層を可能に
するイオンビームスパッタ法によるスーパーミラーの成
膜技術開発を進めてきました。イオンビームスパッタ法
は、電子ビーム蒸着法等の他の方法と比較すると、結晶
粒が小さく急峻な界面をもつ多層膜が得られる利点があ
りますが、蒸着速度や成膜可能面積が小さいという弱点

がありました。これらの弱点を解消するために、J-PARC
のパルス中性子源等で用いられる中性子スーパーミラー
を念頭に置いて、５００mmφの成膜可能面積（図４-３８）を
持つ世界最大の中性子スーパーミラー成膜用イオンビー
ムスパッタ装置を設計・製作しました。この装置には、
成膜した多層膜表面を第２イオン源からの低エネルギー
のArイオンで平滑化する独自の機能が付加されていま
す（特許申請）。
　J-PARCで実際のビームラインで必要となるm ＝３

（４００層）及びm ＝４（１２００層）のNi/Ti中性子スーパーミ
ラーを成膜しその中性子反射率を測定したところ、臨界
角での反射率がそれぞれ８２％及び６６％（図４-３９赤線、青
線）という世界最高級の結果が得られるとともに、
５００mmφの成膜可能面積に対してほぼ一様な性能を確
認しました。臨界角を大きくするには、数nm程度の極
めて膜厚の小さい膜を数千層にわたり精度よく積層する
ことが必要であり、市販されている中ではm ＝４のスー
パーミラーが、成膜技術研究の中で試作された中ではm
＝６のスーパーミラーがそれぞれ現時点での世界最高の
臨界角であります。そのような現状の中、私たちは、m
＝６．７（８０００層）のスーパーミラーの成膜に成功し、その
臨界角での中性子反射率２３％を達成しました　（図４-３９
緑線）。今後は、これを応用した中性子ガイド管や集束
ミラーなどの開発を行い、J-PARCパルス中性子実験装置
の飛躍的な性能向上を図る予定です。

●参考文献

Maruyama, R. et al., Development of Neutron Supermirror with Large-Scale Ion Beam Sputtering Instrument, Physica B, in press.
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図４-３８　原子力機構イオンビームスパッタ装置の基板
ホルダ（５００mmφ）とスーパーミラー成膜済み
のガラス基板（５０×４００mm､４枚）

図４-３９　中性子スーパーミラーの中性子反射率測定結果
縦軸、横軸はそれぞれ中性子反射率、運動量遷移（入射角に比例）。m
＝３（赤）４００層、４（青）１２００層、６．７（緑）８０００層のスーパーミラーの臨界
角での反射率はそれぞれ８２、６６、２３％。（黒：Niミラー）
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TMI-2号機事故（1973.3）

浜岡１号機事故余熱除去系
配管破断事故（2001.11）

　原子力施設の安全を確保するため、国は事業者による
施設の安全設計及び安全管理について安全審査や検査を
行っていますが、安全研究は、その判断根拠となる指針・
基準類の策定に対して最新の科学技術的知見を提供する
ために不可欠です。
　そのような原子力安全規制を支えるための安全研究に
ついて、原子力安全委員会は、今後の規制の動向を踏ま
え重点的に実施すべき安全研究を定めた「原子力の重点
安全研究計画」を２００４年７月に決定しました。その中で
原子力機構は、主に図５-１に示すような重点安全研究課
題の実施が期待されています。
　こうした安全研究の成果を原子力安全規制に反映させ
ることにより、原子力施設の安全性の維持・向上に貢献
すると共に、国民の原子力に対する信頼性の醸成に役立
つと考えています。 
　安全研究では、原子力施設で想定される事故や異常事
象を実験的に発生させて、事故時に起こる物理現象を詳
細に計測したり、事故が拡大することを防ぐための安全
装置の性能確認を行います。また、得られた実験データ
を基に安全評価手法を開発します。これらの実験に用い
られる主要施設を図５-２に示します。

・リスク情報の規制への活用手法検討 

・燃料の高燃焼度化に係る安全評価 

・軽水炉の高度化に係る安全評価 

・高経年化機器・材料の健全性評価 

・核燃料サイクル施設の安全評価 

・放射性廃棄物処分・廃止措置の安全評価 

最新の科学技術的知見を 
原子力安全規制に反映 

・安全性の維持・向上 
・国民の信頼の醸成 

原子力安全委員会の「原子力の重点安全研究計画」 
に沿って安全研究を実施 

図５-３　事故時対応や原因調査への貢献

図５-１　安全研究の主な課題と役割

チェルノブイル事故（1986.4）

美浜２号機蒸気発生器
伝熱管損傷事故（1991.2）
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図５-２　安全研究の主要施設

　その他、原子力施設において事故・故障が発生した際
には、安全研究等でこれまでに蓄積した能力や経験を活
かし、緊急時の事故終息作業への協力は勿論、国や地方
自治体による事故・故障の原因究明等の調査に協力しま
す。これまでに、JCO事故、浜岡１号機事故、BWRシュ
ラウド及び配管の応力腐食割れ、美浜３号機配管破損事
故、BWR制御棒ひび割れの調査等に貢献してきました
（図５-３）。

原子炉安全性研究炉（NSRR）：
NSRRは、高い出力を短時間だけ発生
させるパルス運転を利用して反応度
事故を模擬し、燃料を破損させる実験
を行うための原子炉です。NSRR実
験から得られた研究成果は、燃料の健
全性評価指針や安全審査に反映され
ています。

大型非定常試験装置（LSTF）：
LSTFは、加圧水型原子炉を体積比
１/４８、同じ機器高さ、同じ運転圧
力・温度条件で様々な事故や異常
事象を模擬することができる世界
最大の実験装置です。研究成果は
原子炉の安全余裕の評価や安全性
向上に役立てられます。

核燃料サイクル安全工学研究施設
（NUCEF）：
NUCEFは、 核燃料サイクルや放射性廃
棄物処分に関する安全研究を行う施設
です。臨界実験装置STACY・TRACYと
超ウラン元素等核燃料サイクル関連研
究施設BECKYがあり、 研究成果は指針
やハンドブックに反映されています。

BWRシュラウド及び配管の
応力腐食割れ（2002.8）

JCO臨界事故（1999.9）

美浜３号機２次系配管破損事故（2004.8）

BWRハフニウム板型制御棒のひび割れ
（福島第一６号機調査）（2006.1）
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　PSAは、原子力施設における安全確保の対策について、
その効果や影響を体系的かつ定量的に評価することによ
り、様々な意思決定を安全上の重要度を考慮して合理的
に行うための有力な参考情報を与えるものであり、我が
国を含め各国で手法の整備と活用が進められています。
しかし、これまでのPSA研究は、主として原子炉施設を
対象に進められており、MOX燃料加工施設を含む核燃料
サイクル施設に対するPSA実施手順は、再処理施設の一
部の工程を対象としたPSA実施例が公開されているもの
の十分に成熟した段階にはありません。旧原研では、
２００１年度からの５カ年計画で経済産業省原子力・安全保
安院より「MOX燃料加工施設安全技術調査等（確率論的
安全評価等調査）」を受託し、MOX燃料加工施設を対象
としたPSA手法を開発しました。
　核燃料サイクル施設では、原子炉施設とは異なり核燃
料などの放射性物質が各工程や保管箇所等に分散して存
在し、多様な事故が想定されます。このため核燃料サイ
クル施設のPSAでは、施設全体から抜け落ちなく潜在的

な異常事象（異常事象候補と呼ぶ）を同定し（網羅性）、
数多くの異常事象候補の中から、有意な数の事象を選別
し（効率性）、詳細な評価を行う（精度の確保）ような
手法開発が必要でした。
　開発したPSA実施手順は、図５-４に示すように「概略
的なPSA」及び「より詳細なPSA」の５つのステップか
ら成る２段階で構成されます。「概略的なPSA」において
ハザード分析により抽出し、リスクマトリックスをもと
に選別したリスク上重要な異常事象を対象に「より詳細
なPSA」では、原子炉施設と同様な手法による事故シナ
リオ分析、発生頻度評価に加え事故影響評価を行います。
　さらに検討したPSA実施手順に従い、モデルプラント
全体を対象に、一連の分析を実施し、発生頻度及び放射
性物質放出量の評価結果からモデルプラントのリスクプ
ロファイル図を作成して、リスク上重要な事故シナリオ、
設備・機器を同定しました。これにより、手順の有用性
が確認できました。

●参考文献

玉置等史, 吉田一雄ほか, MOX燃料加工施設に対する確率論的安全評価手法の開発, 日本原子力学会和文論文誌, vol.5, no.2, 2006, p.125-135.
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分の事象 
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Ⅰ．異常事象候補の抽出 
機能レベルFMEA手法 

Ⅱ．異常事象候補の選別 
リスクの概略評価、リスクマトリックスによる選別 

Ⅲ．事故シナリオ分析 
原因事象のFT解析 
事故シーケンスのET解析 

Ⅴ．事故影響評価 
五因子法を用いて放射性物 
質の環境への移行量を評価 

Ⅳ．発生頻度評価 
FTおよびETの定量化 
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FMEA:Failure Mode and Effect Analysis（故障モード影響解析） 
FT:Fault Tree（フォールトツリー）、ET:Event Tree（イベントツリー） 

詳細なPSAの結果 
〈頻度と影響の評価結果〉 

図５-４　MOX燃料加工施設のPSA実施手順の概要と評価例
概略的なPSAでは、潜在的な異常事象の候補の見落としを避けるため、Ⅰ）対象とする施設全体から環境に影響を及ぼす事故の原因
になり得る異常事象の候補をできるだけ多く見つけ出し、Ⅱ）次にその中から、リスク上重要と考えられる事故に進展する可能性の
ある異常事象を頻度と影響の大きさの２次元の指標の組合せで表すリスクマトリックスを用いて選別するという２つのステップで行
います。詳細なPSAでは、Ⅲ）の事故シナリオの分析で、異常事象の発生条件、発生した異常事象の進展状況を分析し、フォールト
ツリー（FT）及びイベントツリー（ET）で表します。Ⅳ）発生頻度評価では、シナリオ分析で作成したFT、ETを基に放射性物質放出の
発生確率を計算します。Ⅴ）の事故影響評価では、五因子法を用いて放射性物質の環境への移行量を評価します。五因子法は、放射
性物質が環境へ移行する過程を五段階に分けて考慮し、放出量はそれぞれの通過割合を５つの因子の積として求める手法です。

���������	
��
��
���

��� ��������	
���
������



����

未来を拓く原子力  ２００６　79

　より多くのエネルギーを取り出すために原子炉燃料の
使用期間を延ばすことを高燃焼度化と呼びます。高燃焼
度化は資源の有効活用などの理由から世界各国で推進さ
れていますが、一方で、燃焼と共に被覆管の腐食や燃料
ペレット内での核分裂生成物の蓄積が進むため、高い燃
焼度に達した燃料で事故が起こった場合の安全性につい
ても十分な検討が必要です。そこでNSRRでは、発電所
で長期間使用した燃料を対象に反応度事故を模擬した出
力急昇実験を行い、燃料の挙動及び破損メカニズムを解
明すると共に、破損が起こる条件を定量化しています（図
５-５）。
　これまでの研究で、高燃焼度燃料では、腐食により脆
化した被覆管が出力急昇時の燃料ペレットの熱膨張によ
り押し拡げられ、歪みに耐えられずに破損することが分
かりました。燃料破損条件を表す指標としては、破損に
至る時点での熱量（エンタルピー）を用います。様々な
条件で行った実験から、燃焼度が高いほど低いエンタル
ピーで破損するというデータを得ました。この成果は、
我が国の原子炉の安全評価を行うための基準に反映され
ています。
　現行の基準は従来の燃料に関するデータに基づいてい
ますが、近年、より高い耐食性を備えた新型被覆管が開

発され、既に実用化に至りました。新型被覆管を備えた
燃料では、同じ燃焼度なら従来型よりも腐食が少ないた
め、より高いエンタルピーに耐えられます。最近の実験
結果は、新型被覆燃料が現行の安全基準に対して十分な
安全余裕を持つことを示しました。図５-６に、被覆管の
腐食の程度を表す外面酸化膜厚さと破損時エンタルピー
の関係を示します。燃焼度と破損時エンタルピーとの間
に単純な関係は成立しませんが、酸化膜が厚くなると破
損時エンタルピーが低下する傾向が明確に示されていま
す。つまり、酸化膜厚さは高燃焼度燃料が反応度事故に
対してどれだけ安全余裕を持つかを示す指標と言えます。
　現在、さらなる高燃焼度化、プルトニウムの本格的利
用及び燃料ペレット・被覆管の改良が並行して進められ
ています。このような変化に柔軟に対応した安全評価手
法を提案するため、実験・解析を通して現象の本質を解
明した上で、最適な評価指標を抽出すべく研究を進めて
います。
　なお、燃焼度７８－７９GWd/tの燃料に関するデータは経
済産業省原子力安全・保安院からの受託研究「燃料等安
全高度化対策委託（高度化軽水炉燃料安全技術調査）」
の成果の一部です。

●参考文献

Fuketa, T., et al., NSRR RIA-simulating Experiments on High Burnup LWR Fuels, Proceedings of the 2005 Water Reactor Fuel Performance 
Meeting, Kyoto, Japan, Oct. 2-6, 2005, p.633-645.
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図５-６　被覆管の腐食量と限界性能の関係
図の縦軸は燃料が破損に至るときの燃料エンタルピー
を示しており、これは反応度事故の際の燃料の限界性
能を意味します。一方、発電所で燃料を使用した期間
は燃焼度（単位はGWd/t）で表されています。限界性
能は燃焼度よりも横軸の被覆管外面酸化膜厚さ（腐食
の程度を表す）に強く依存していることが示されてい
ます。

図５-５　NSRRにおけるパルス照射実験
原子炉安全性研究炉NSRRのパルス出力運転により、
軽水炉で想定されている反応度事故（出力暴走事故）
を安全に模擬することができます。この特長を利用し
て、反応度事故条件下での高燃焼度燃料の挙動を解明
し、燃料が破損に至る条件を定量化しています。
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　軽水炉では、燃料の長期利用（高燃焼度化）が進めら
れています。軽水炉燃料の高燃焼度化は、資源の有効利
用や放射性廃棄物発生量の低減の点で有益ですが原子炉
の安全性を損なうものであってはなりません。私たち
は、事故条件を模擬した試験を行い高燃焼度燃料の事故
時挙動や安全性を調べています。
　原子炉の安全設計にあたって想定される事故のひとつ
に、原子炉から冷却材が流出してしまう冷却材喪失事故

（LOCA）があります。LOCA時には燃料温度が上昇しま
すが、数分後には非常用炉心冷却系（ECCS）の作動に
より原子炉内の水位は回復し、高温になった燃料は冷却
されます。燃料は、二酸化ウラン・ペレットとそれを密
封するジルコニウム合金製の管（被覆管）からなります。
燃料温度が非常に高くなり高温にある時間が長くなる
と、被覆管は著しく酸化し延性が低下して、冷却時の熱
衝撃により破断する可能性があります。被覆管破断によ
り燃料の破片が原子炉下部に多く堆積した場合、熱の除
去が困難になるかもしれません。このような状況に至る
のを防ぐために、LOCA時においても被覆管の最高温度

と酸化される厚さの割合がそれぞれ１２００℃ 及び１５％を超
えてはならないとする安全基準（原子力安全委員会策定・
ECCS性能評価指針）が定められています。この指針は、
未照射被覆管を用いLOCA条件を模擬した実験により得
られた燃料の破断条件に基づいています。また、原子炉
で長期間照射された燃料のLOCA時挙動に関する知見が
非常に限られていました。そこで、LOCA時に予想され
る条件をホットセル内で模擬できる装置を開発し（図５-
７）、加圧水型軽水炉（PWR）で照射した燃料（燃焼度
３９～４４GWd/t）から採取した被覆管に対する試験を実施
し、LOCA時の燃料挙動や熱衝撃による被覆管破断に関
する貴重なデータを取得しました。得られた結果の例を
図５-８に示します。原子炉において長期間照射された
被覆管の破断条件は、同等の水素濃度を有する未照射被
覆管と同等であることが分かりました。また、調べた燃
焼度範囲においては、長期間の照射によってもLOCA時
の安全性が著しく低下することはないことも明らかにな
りました。得られた成果は、国が行う安全審査に役立て
られます。

●参考文献

Nagase, F. et al., Embrittlement and Fracture Behavior of Pre-Hydrided Cladding under LOCA Conditions, Proceedings of the 2005 Water Reactor 
Fuel Performance Meeting, Kyoto, Japan, 2005, p.668-677.
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図５-８　被覆管酸化割合と初期水素濃度に関する破断
マップ

未照射被覆管を用いた試験結果（破断▲、非破断△）は、
それぞれの酸化割合が一定値（破断限界）以上になると破
断しやすくなることを示しています。照射済被覆管の破
断（●）及び非破断の結果（○）は、調べた燃焼度範囲に
おいて、同等の水素濃度を持つ未照射被覆管に比べ照射済
被覆管の破断限界が著しく低下することはないこと、当該
燃料の破断限界は基準値（１５％）以上であることを示して
います。
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図５-７　LOCA模擬試験
石英管内に水蒸気を流し、電気炉を用いて試験燃料を１２００から
１５００Kの温度範囲まで加熱します。一定時間加熱した後、試験燃料
の下端より急冷水を導入します。右下の写真は、昇温中に破裂し、
急冷時に破断した照射済被覆管の写真です。
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　軽水炉の高燃焼度燃料の反応度事故時及び冷却材喪失
事故時における燃料の熱的・力学的ふるまいを解析し、
実験データや安全評価基準の妥当性を裏付ける基盤ツー
ルとして、また商用炉での事故ふるまいを予測評価する
ツールとして、通常時の燃料ふるまい解析コード
FEMAXI-６の開発経験を参考としつつRANNSコードを開
発しました。
　RANNSコードは、１本の燃料棒の事故条件（急速な過
渡条件）での熱的・力学的変化を解析します。その目的
の第一は、事故を模擬して行われる実験で得られた観察
結果やデータの背後にあるメカニズムを分析し、限られ
た実験データ及び燃料棒の破損・非破損のしきい値の妥
当性を裏付け、安全評価の信頼性を増すことです。　
高燃焼度燃料では、ペレットと被覆管の間のギャップが
閉じ、ボンディング層と呼ばれる化学的結合層ができて
います。また被覆管は照射や水側酸化（水素吸収）によ
り延性が低下しています。こうした状態で、反応度事故
において急激な出力上昇が加わると、ペレットの熱膨張
が直接被覆管を押し広げるので、被覆管には厳しい負荷
がかかります。RANNSのモデル設計においては、こうし
たPCMI（ペレット被覆管機械的相互作用）による破損
に焦点を絞り、燃料棒の温度・応力・歪み分布などを正
確に評価するために、被覆管とペレットに有限要素法の
多層リング要素を与えました。
　高燃焼度BWR燃料を用いた、NSRR（安全性研究炉）
における反応度事故模擬実験の解析結果では、パルス入
力によって被覆管の内面の温度は急速に上昇しますが外
面の温度上昇は極めて遅れ（図５-９）、その結果、内面

ほど大きな熱膨張が生じることが明らかになりました。
このためPCMIによる被覆管の引張り応力が内面では大
きく緩和され、相対的に外面の引張り応力が非常に大き
くなるという解析結果を得ました（図５-１０）。
　NSRRにおける多くの実験では、PCMIにおける破損ク
ラックは外面から生じていますが、この解析はそうした
観察事実を初めて定量的解析に基づいて合理的に説明し
たといえます。 また図５-１０に破線で示すように、被覆
管には軸方向応力も加わり、２方向からの引張り応力で
破損に至ることを予測しました。
　以上の解析により、RANNSコードは高燃焼度燃料の反
応度事故時のふるまい、特にPCMIの解析に有効であり、
実験データの定性的な解釈にとどまっていた従来の状態
から、定量的な解析評価へと進むことを可能にするコー
ドであることが明らかになりました。
　また、RANNSは想定条件における燃料ふるまいも解析
できます。反応度事故時の出力上昇が緩やかだったり､
上昇幅が小さい場合には、被覆管の温度勾配は緩和され、
応力も低下し、破損しない可能性があります。これに対
し、解析によりこうした被覆管状態を予測し、破損－非
破損を決めるしきい条件を評価することができます。
　今後の展望として、以上の成果をベースに、実験解析
の対象をさらに広げると共に、破損予測機能の確立を目
指します。またRANNSは冷却材喪失事故条件において
も、被覆管の高温酸化やクエンチ時の急速な温度変化時
の熱応力などを計算する機能を持ちますので、再冠水時
の燃料棒ふるまいを調べる実験の解析にも適用を拡大し
ていきます。

図５-９　RANNS解析による被覆管の内外面の温度分布
＃２、＃３、＃５は内外面の間にあるリング要素の温度を示し
ます。パルス入力に対して内面は外面より急速に温度が上昇
します。PCMI破損時刻は測定されたものです。破損時の内外
面の温度差は４００℃ 程度にまで達しています。

●参考文献

Suzuki, M. et al., Analysis on Split Failure of High Burnup BWR Rods in Reactivity-Initiated Accident Conditions by RANNS Code, Nuclear 
Engineering and Design, vol.236, 2006, p.128-139.

図５-１０　FK-１０実験の解析における被覆管の内外面の周方向
及び軸方向の応力

被覆管内面は熱膨張により引張り応力が緩和され、外面の応力
が相対的に高くなります。破損は、被覆管がわずかに塑性変形
した時刻に生じており、低歪み破損というメカニズムによるこ
とが分かりました。
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82　未来を拓く原子力  ２００６

　世界の大半の原子力発電所は加圧水型原子炉（PWR）
です。私たちのROSA-V計画では、大型実験装置（LSTF）
を用いて、このPWRの様々な破断位置に関する小破断冷
却材喪失事故（LOCA）模擬実験（図５-１１）を行い、冷
却材の挙動を解明すると共にそれらをLOCA解析コード
の性能評価・改良に役立て、原子炉安全性向上に寄与し
てきています。
　従来、シビアアクシデント防止策として行われるアク
シデントマネジメント（AM）策の効果を検証する研究
は、主として１次系ループ配管の小破断LOCAが中心で
した。しかし最近、米国のSouth Texas Project 炉底部で
計装管ノズル２本から洩れの兆候が見つかり、原子炉
容器底部小破断が新たな安全上の課題として注目さ
れると共に、原子力機構が主催して２００５年度に開始した
OECD/NEA ROSAプロジェクトでも研究課題に採用さ
れ、参加国の関心を集めています。私たちはこれらに先
駆けて計装管の小破断LOCAを想定し、AM策の有効性を
検証するため、SG２次側減圧条件を変えた２実験を実施
しました。破断面積は０．２％低温側配管破断相当です。

すなわち、ECCSの１つ高圧注入系（HPI）が全故障し、
かつ蓄圧注入系（AIS）からカバーガスが流入してSG１次
側に蓄積し、減圧が阻害されるという過酷な場合でも、
定率（－５５K/h）で減圧したSP３実験では炉心過熱に至る
ものの、急減圧を行ったSP４実験では１次系圧力低下が
早まり（図５-１２）、炉心冷却を維持しました。
　この結果を、図５-１３の１次系圧力（Ｐ）と保有水量（Ｍ）
のP-Mマップで表すと、減圧策によって保有水量に大き
な相違が生じたことを明瞭に把握できます。すなわち、
SP３実験では保有水量が炉心露出限界を下回ってしまっ
たのに対し、SP４実験では水量を高く維持したまま低圧
注入系（LPI）作動を達成したというAM策の効果が明瞭
にわかります。
　このように、PWRの１次系破断位置の中で最も厳しい
原子炉底部における小破断LOCA時のAM策有効性を検
証したことで、他の破断位置を含めた包括的な安全対策
の有効性を示すことができました。またAM策に有用な
運転員支援ツールであるP-Mマップ手法を開発しました。

●参考文献

Suzuki, M. et al., Effects of Secondary Depressurization on Core Cooling in PWR Vessel Bottom Small Break LOCA Experiments with HPI Failure 
and Gas Inflow, Journal of Nuclear Science and Technology, vol.43, no.1, 2006, p.55-64.

図５-１１　想定する各種冷却材喪失事故（LOCA）と安全対策
１１０万kW級のPWRを同一高さ、容積比１/４８で模擬する世界最
大の実験装置を用い、実炉で起こすわけにはいかない各種
LOCA実験を実施し、その際の安全対策の効果を明らかにし
ました。小破断LOCAが生じた場合に重要な安全対策は図の
非常用炉心冷却系（ECCS）３種を注入することですが、特に
HPIが全故障するような設計条件を超えた事態では、運転員
はSG２次側逃がし弁（RV）で減圧してAISとLPIの注入を促
し、炉心冷却の維持を図る等、シビアアクシデント防止対策
が必要です。私たちは最も厳しい破断位置の原子炉容器底
部小破断LOCA実験を実施し、AISからガスが流入して減圧
阻害が生じた場合でも、この安全対策の有効性を検証しまし
た。またLOCA解析コードでその効果を確認しました。

図５-１２　原子炉底部小破断LOCAで急減圧方策が有効と確認
HPI全故障・ガス流入でも、急減圧で炉心冷却を維持しました。

図５-１３　PWR/LOCA状態把握に有用なP-Mマップで効果を確認
この図で、減圧策の相違による２実験の保有水量の差が明瞭で
す。SP４実験では炉心露出条件より多い水量でLPIが作動しました。
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　水蒸気爆発は、高温の融体（溶融金属など）が水中に
落下するときに急激に高圧の水蒸気が発生する現象で
す。原子炉のシビアアクシデント（炉心が溶融するよう
な事故、米国スリーマイル島事故がその一例）の際に溶
融した炉心が冷却水中に落下すると、水蒸気爆発が発生
する可能性があります。（図５-１４）その衝撃により格納
容器が破損すると放射性物質が環境に放出されます。水
蒸気爆発は放射性物質の大規模放出に至るシナリオのひ
とつとして重要視され、長年研究されてきました。現在
では確率論的安全評価（PSA）により発生頻度が極めて
低く、リスク（格納容器破損確率と破損時の公衆への放
射線影響の積）への寄与は小さいと評価されていますが、
その評価の不確かさの低減が課題でした。
　これまでに多くの実験によりメカニズムの解明や負荷

（衝撃力）の測定が行われましたが、実験と実機ではス
ケールや材料の違いがあり、実験による知見を実機の安
全評価に適用するには、このような違いを橋渡しする何
らかのモデルが必要です。このような目的のため、私た
ちは水蒸気爆発シミュレーションコードJASMINEを開
発しました。また、これを用いて、事故時のリスク評価
に必要な、水蒸気爆発による格納容器破損確率の評価を
行いました。
　図５-１５及び図５-１６は、JASMINEコードによる水蒸気
爆発解析の一例です。水蒸気爆発では、溶融炉心が水中

で分裂し、水や水蒸気と混合する「粗混合」過程（図５-
１５）を経て、数ミリ秒の短時間に急激な水蒸気発生と高
圧をもたらす「爆発」（図５-１６）に至ります。JASMINE
コードでは、従来から原子炉冷却系の解析などに用いら
れてきた混相流解析の手法を拡張してこの現象をモデル
化しています。
　水蒸気爆発のシミュレーションで格納容器破損確率を
評価するためには、JASMINEを確率論的な手法の中で使
用する必要があります。計算の初期・境界条件やモデル
に含まれるパラメータを、確率分布を反映したサンプル
として与えて多数の計算を行い、負荷の確率分布を求め
ます。それを別途評価した格納容器の強度と比較して破
損確率を求めるというものです。この方法で評価した格
納容器破損確率（爆発発生１回あたり）は０．０１～０．１の
オーダー（平均値）となり、従来のリスク評価で用いら
れていた値に近いものでした。水蒸気爆発による放出の
発生頻度は炉心損傷の発生頻度とその後水蒸気爆発に至
る確率及び上記の確率を掛け合わせたものになります。
　このように、物理過程のシミュレーションと確率論的
手法を組合せることで、PSAによるリスク評価結果の根
拠をより明快にすると共に、不確かさ要因についても明
らかにすることができました。
　本研究は、文部科学省からの受託研究「原子力損害賠
償制度に関する技術的基礎調査研究」の一部を含みます。

図５-１４　軽水炉のシビアアクシ
デントにおける水蒸気
爆発

炉心が溶融、落下し、原子炉容器
内又は格納容器内にたまった冷却
水中に落下すると、水蒸気爆発が
発生する可能性があります。

●参考文献

Moriyama, K. et al., Evaluation of Containment Failure Probability by Ex-Vessel Steam Explosion in Japanese LWR Plants, Journal of Nuclear 
Science and Technology, vol.43, no.7, 2006, p.774-784.

図５-１５　JASMINEコードによる粗混合過
程のシミュレーション

溶融炉心が落下、水中で分裂・混合する様
子。水とよく混合し、未固化のものが爆発
に寄与します。

図５-１６　JASMINEコードによる爆発過程の
シミュレーション

粗混合計算の結果（図５-１５でｔ＝１．５ｓの状態）
を初期条件とし、プール底付近で圧力波によ
るトリガリングを仮定したときの水蒸気爆発
における衝撃波の成長。このようなシミュ
レーションで構造物への負荷を評価します。
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　軽水炉の格納容器には、炉心が重大な損傷を受けても
放射性物質が環境に放出されないように閉じこめる働き
があります。このため、事故時に格納容器内に大量の蒸
気が発生し続けた場合にも、格納容器に設置されている
ポンプによる冷却系が働いて格納容器内の圧力が高くな
らない設計となっています。しかし、万一、ポンプが作
動しなかった場合のバックアップシステムはありません
でした。このため、自然の力を用いて格納容器を守る静
的格納容器冷却系（PCCS 図５-１７）が考案されました。
PCCSは圧力の差を用いて格納容器内の蒸気を熱交換器
に導き、そこで格納容器外の水で冷やして蒸気を凝縮す
ることにより、格納容器内部の圧力上昇を防ぎます。私
たちは、横型の熱交換器を使った新型のPCCSを提案し、
性能評価を行いました。
　横型の熱交換器を構成する多数の伝熱管が均一に蒸気
を凝縮させることを実物大の実験により確認しました。

伝熱管毎の蒸気の凝縮量に大きな差があると、一部の蒸
気が凝縮することなく熱交換器を通過しやすくなるため
に、熱交換器の性能が十分に発揮できなくなる可能性が
あります。一方で、熱交換器の外側では冷却水が沸騰し、
上に向かうほど蒸気の割合が増えて熱交換器の上部と下
部とでは異なった流れとなります（図５-１８）。そこで、
このような流れの違いが伝熱管内の蒸気の凝縮量に与え
る影響を伝熱管内外の蒸気や水の温度、伝熱管の表面温
度から調べました。その結果、伝熱管の外側の流れは大
きく異なりますが、伝熱管内側の熱特性が変わらないた
め、蒸気の凝縮量は伝熱管の位置によらず均一で安定し
た除熱ができることを明らかにしました（図５-１９）。
　こうした実験から得られた知見と、その知見に基づい
た解析とを組合せることで、PCCS用横型熱交換器が所
定の要求性能を持つことを確認しました。横型熱交換器
を用いたPCCSは、現在、出番を待っています。

●参考文献

Kondo, M. et al., Confirmation of Effectiveness of Horizontal Heat Exchanger for PCCS, Proceedings of 13th International Conference on Nuclear 
Engineering (ICONE13)(CD-ROM), May16-20, Beijing, China, 2005, 50691.

図５-１７　横型熱交換器を用いたPCCSの概念図
格納容器内のドライウェルと呼ばれる部分とウェットウェル
と呼ばれる部分の圧力差によって格納容器内の蒸気は横型熱
交換器に流れ込みます。流れ込んだ蒸気は、格納容器外のプー
ル水との熱交換によって凝縮するため、格納容器内の圧力の上
昇を抑えることができます。この仕組みはポンプなどの動力
源を一切使わないため、非常に高い信頼性をもっています。

図５-１８　熱交換器の上部（左）と下部（右）の流れ
熱交換器下部では丸い気泡を伴った流れが、上部では蒸気と水
とが複雑に入り交じった変動の強い流れに変化しています。
背後には伝熱管が見えます。

図５-１９　熱交換器伝熱管内部の蒸気の重量割合（クオリティ）
伝熱管内の蒸気の割合は、右上に図示した伝熱管の位置（熱交
換器１/２基を模擬した伝熱管束内の位置）によらずほぼ一様に減
少します。
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　国内で初期に建設された原子力発電所では、既に３０年
を超える運転が行われています。運転年数が長期化した
経年プラントでは、応力腐食割れ（SCC）や減肉等の経
年劣化による機器の構造健全性の低下、すなわち高経年
化への対策が必要です。また、原子炉施設の耐震設計審
査指針の見直しが進められており、地震時の安全性評価
が重要な課題となっています。経年プラントの安全性を
適切に評価する上では、機器の構造健全性に関して、経
年劣化の程度とばらつき、地震荷重の不確かさ等を考慮
することが重要であり、このためには確率論的破壊力学

（PFM）解析手法が最も合理的な手法です。
　私たちは、経年劣化の知見とPFM解析に基づいて、経
年配管に地震荷重が作用する場合の破損確率評価手法、
及び地震時の安全性評価に関連して地震動強さの予測手
法を開発してきました。従来これらの手法は独立したも
のでしたが、これらを統合して、プラント敷地周辺の地
震発生確率を考慮し、経年劣化した配管に地震荷重が作
用する場合の破損確率の評価手法を開発しました。
　まず、敷地周辺における過去の地震に関する情報と、
地震が発生した場合の敷地における地震動強さ（最大加
速度等）の予測値を用いて、地震動強さに応じた地震発

生頻度を評価します。地震動強さの予測には、断層の破
壊過程や地殻内の伝播特性を考慮した、断層モデルによ
る予測手法を取り入れています。
　次に、様々な大きさの地震荷重に対する配管の破損確
率について、PFM解析手法を用いて評価します。PFM解
析では、経年劣化事象としてSCCや疲労き裂進展を対象
とし、き裂の発生や進展速度、溶接残留応力の大きさ、
材料強度等について、不確かさとばらつきを考慮します。
また、地震荷重によるき裂進展評価を詳細に行う等の特
徴を有しています。破損確率は、これらの確率変数を用
いて、モンテカルロ法により評価します。この解析から
地震動強さに応じた破損確率が得られ、地震動の発生頻
度から求めた地震発生確率と合わせることで、経年配管
の地震荷重に対する構造健全性が評価できます。
　原子炉機器の地震時の健全性評価において、発生確率
が極めて低くても、発生した場合に損傷を引き起こす可
能性のある非常に大きな地震の発生とその影響を考慮す
ることは意義があり、本手法はこれを可能にしました。
　今後は、供用期間中検査の効果や検査精度を考慮した、
より現実的な破損確率評価手法の開発や、規格・基準改
訂への貢献を目指します。

図５-２０　地震荷重を受ける経年配管の破損確率評価の流れ
地震動の強さとその発生頻度の関係（地震ハザード）と、経年劣化を考慮した確率論的破壊力学解析に基づく破損確率から、長期間
使用した配管等の経年機器に対する構造健全性を評価します。

●参考文献

杉野英治, 伊藤裕人, 鬼沢邦雄ほか, 地震動の不確かさを考慮した経年配管の構造信頼性評価手法の開発, 日本原子力学会和文論文誌, vol.4, 
no.4, 2005, p.233-241.

���������	
��
��������������

��� ��������	
���
��������



����

86　未来を拓く原子力  ２００６

　核燃料を扱う施設で最も重要な安全管理上の問題の一
つは、燃料が炉心外で臨界にならないようにすることで
す。通常核燃料は燃焼に伴い中性子増倍率が低下するの
で、臨界安全管理の観点からは新燃料に比較すると単位
面積あたりに装荷できる使用済燃料集合体数は多くなり
ます。しかしながら、核燃料の再処理を除く従来の使用
済燃料を扱う施設の臨界安全評価では、燃焼燃料ではな
く新燃料を想定して解析をしてきました。これは新燃料
を仮定した方が安全側かつ解析が簡易であるためと考え
られます。しかし、この仮定のままでは過大な安全裕度
のために経済的なデメリットは大きく、例えば現在より
初期濃縮度の高い燃料の場合には、１回の輸送で運べる
使用済燃料の数や貯蔵施設で保管できる燃料の体数が大
幅に減少します。
　そのため私たちは、燃焼燃料の臨界安全評価を行う場
合に燃料の燃焼に伴う中性子増倍率の低下を考慮するこ
と、すなわち燃焼度クレジット導入に必要な安全解析に
対応する技術開発を行っています。
　燃焼度クレジットでは燃焼燃料の組成を精度良く求め
ることが重要であり、高精度な燃焼燃料組成の計算を

可能とする統合化燃焼計算コードシステム SWATを開
発しました。SWATは、現在私たちが開発している燃
焼計算から臨界安全評価を一貫して行う統合臨界安
全評価コードシステムの中核となるものです。また、
SWATを含む燃焼計算コードの精度評価に必要となる実
測データを整理・収納した使用済燃料同位体組成データ
ベース SFCOMPO を開発し、OECD/NEAを通じて世界
中の研究者にデータを提供しました （図５-２１　URL は
http://www.nea.fr/html/science/wpncs/sfcompo/）。
　また、SWATを用いて、燃焼度の指標となる同位体

「ネオジム（Nd）－１４８」の量が中性子捕獲反応によって増
減することに起因する燃焼度測定誤差の詳細検討も行
い、燃焼計算コードの詳細な精度評価を可能としました

（図５-２２）。
　これらを含めて、我が国における燃焼度クレジット導
入に必要な計算コード作成から評価用実験データの入手
や配布までを一貫して展開し、得られた成果は、原子力
機構内だけでなく国内外の炉メーカや原子力安全基盤機
構でも利用されています。

●参考文献

Suyama, K. et al., Effect of Neutron Induced Reactions of Neodymium-147 and 148 on Burnup Evaluation, Journal of Nuclear Science and 
Technology. vol.42, no.7, 2005, p.661-669.

図５-２１　使用済燃料同位体組成データベース SFCOMPO
本研究で開発した核燃料同位体組成データベース SFCOMPO
は、核燃料同位体組成測定データの入手と評価の国際的な展開
に資するため、OECD/NEAにて運用管理されています。
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図５-２２　SWATにより評価された１４７､１４８Nd中性子捕獲反応
が１４８Nd 量に与える影響（参考文献より引用）

使用済燃料の燃焼度は燃料中の１４８Ndの量を計ることで測
定されますが、この図は１４８Ndの量が、それ自身と１４７Ndの中
性子捕獲反応の影響で変化することを示し、今後の燃焼計
算コードの精度評価において、その影響の定量的評価を可
能としました。
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　使用済み核燃料など放射性物質を用いる施設の運転や
解体並びに関連する研究活動によって、種々雑多な放射
性廃棄物が発生します。これらの放射性廃棄物には、コ
ンクリート、可燃性廃棄物の焼却により発生する焼却灰、
フィルタなどの非金属製の廃棄物が含まれます。コンク
リート、焼却灰などは、溶融炉を用いて１，５００℃ 程度で加
熱すると溶岩のように溶融し、その後の冷却によりガラ
ス状の固化体（スラグ）とすることができます（図５-２３）。
この一連の処理を溶融固化処理と呼び、減容性及び均質
性が高く、放射性核種の閉じ込め性能に優れた放射性廃
棄物固化体（廃棄体）を雑多な廃棄物から作製する有力
な処理方法として、既に原子力機構や一部の原子力発電
所の廃棄物処理システムに採用されています。私たちは、
この溶融固化した廃棄体を地中に埋設処分する場合の安
全評価の信頼性向上を目指した研究に取組んでいます。
　スラグを地中に埋設処分した場合の長期的な溶解挙動
は、処分システムに多用されることが想定されるセメン
ト材料が地下水と接触することで浸出するアルカリ成分
の影響、廃棄物に含まれる鉄などスラグ混入成分の影響、
温度の影響などを受けるため、実際の処分環境でのスラ
グの溶解挙動の解明が求められていました。そこで私た
ちは、実際の処分システムで想定されるスラグの溶解挙
動を解明するため、一般の土木、建築工事に最も用いら

れている普通ポルトランドセメント（セメント）を使用
したセメントが共存する系と共存しない系での２条件で
スラグの溶解試験を実施しました。セメントが共存しな
い系の溶解試験では、スラグの溶解速度は試験初期では
高い状態でしたが、試験期間が進むと低い状態に落ち着
きました（図５-２４）。これは、スラグの主成分であるSi
の液中濃度がスラグの溶解初期で一気に飽和状態に達し
たため、新たなスラグの溶解が抑えられたからです。一
方、セメントが共存する系では、スラグは溶解初期から
一定な速度で溶解し続けるという特徴的な挙動を示すこ
とが分かりました（図５-２４）。これは、スラグから溶出
したSiがセメント溶出成分であるCaと反応して析出物を
生成し、その析出物にSiが次々に取り込まれることに
よって液中Si濃度が未飽和状態に維持されることに起因
するものでした。この結果から、セメントが大量に使用
される処分システムの場合、長期にわたりSiが溶解し続
け、スラグの溶解速度が有意な値で維持される可能性が
あることが分かりました。
　今後は、この知見を取り入れ、スラグの一定速度での
溶解が長期に亘り継続する可能性を考慮できるよう安全
評価コードを改良し、信頼性の高い評価手法の確立に役
立てる予定です。

図５-２３　溶解挙動を調べるために作製したス
ラグ試料の外観写真

コンクリートや焼却灰などの主要構成成分であ
るSi、Ca及びAlの酸化物に少量のＢ（ボロン）を
加えた４成分からなる試薬を１，６００℃ にて溶融
してから成型固化してSiO２-CaO-Al２O３-B２O３系の
スラグ試料を作製しました。このスラグ試料は
半透明なガラス状の外観を示し、ガラスと類似
した非晶質な物質であることが分かりました。

図５-２４　セメントが共存する系と共存しない系でのスラグ溶解量の
時間変化の比較

スラグの溶解挙動を調べるためＢの液中濃度の時間変化を比較しま
した。Ｂは易溶性元素で、かつセメントや析出物に取り込まれること
がないため、スラグの溶解量を示す指標元素として利用できます。セ
メントが共存しない系のスラグ溶解量は、試験初期ではセメントが共
存する系でのスラグ溶解量と比較すると５倍以上大きな値でしたが、
試験が進み３０日以降では一定の値（２×１０－６mol/m３）になりました。
一方、セメントが共存する系のスラグ溶解量は、試験初期では小さ
かったものの、試験期間を通して一定の速度で溶解し続け、試験終了
時にはセメントが共存しない系でのスラグ溶解量以上になることが
分かりました。

●参考文献

前田敏克ほか, セメント共存下でのスラグの溶解挙動, 日本原子力学会和文論文誌, vol.4, no.4, 2005, p.242-247.
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　先端基礎研究センターでは、将来の原子力科学の萌芽
となる未踏の研究分野を開拓し、新原理・新現象の発見
や新物質の創製、さらには新技術の創出を目指していま
す。そのために、私たちがもつ高度な人的・物的資源を
有効に活用し、他の研究機関では実施の困難な原子力に
関する研究を進めること、国際レベルの創造性溢れる研
究であること、萌芽的段階の研究を一人歩きできるまで
育てること、さらに、新しい科学技術基本計画に照らし、
基礎研究の重視とその研究成果の社会への還元及び研究
に対する説明責任に留意し、人材育成を積極的に進める
こと、の４点を基本的な研究方針としています。
　具体的には、加速器などの重イオンビームを利用し、
超重元素の原子核などの構造や崩壊の研究、新元素や新
核種の合成法及び超重元素の化学的性質の研究を行う超

重元素核科学、ウラン・超ウラン化合物の高純度単結晶
の育成と電子状態の研究、及び中性子散乱、NMR、μSR
による超伝導物質などの磁気構造の解明を行うアクチノ
イド物質科学、超重力やナノ粒子ビーム非平衡場を用い
た新物質の探索と高輝度陽電子ビームによる最表面物性
研究を行う極限物質制御科学、生体モデルとしての超分
子系の分子間相関を中性子超小角散乱や放射光Ｘ線によ
り解明する研究、及びウラン化合物又は放射線と細胞、
生体分子との相互作用を解明する物質生命科学を実施し
ています。
　これらの先端的な研究を推進していくために、原子力
機構内の他部門との連携や国際的な研究協力を実施して
います。また、黎明研究を実施して、原子力機構外から
研究のアイデアを募り、先端研究に活用しています。
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図６-１　先端基礎研究で実施する４つの研究分野
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　原子力で利用されるウランやプルトニウムなどの原子
核は、回転楕円体に変形していることが知られていま
す。このような変形した原子核の中にも、球形の原子核
に見られるような閉殻構造が出現します。どの原子核が
閉殻になるかは、陽子と中性子からなる量子多体系とし
ての原子核を研究する上で最も基本的な問題で、原子核
の安定性を解く鍵となります。
　超ウラン元素で、しかも中性子が過剰な原子核の構造
を調べる手だては、これまでほとんどありませんでし
た。私たちはタンデム加速器施設の１８Oビームを用い
て、１８O原子核中の２つの中性子を２４８Cm標的に移行させ
る核反応により、中性子過剰の２５０Cmを生成しました。
核反応直後の２５０Cmは励起された状態あり、γ線を放出
しながら基底状態に遷移します。これらのγ線を測定
することにより、２５０Cmの変形状態を調べることができ
ます。
　実験では、核反応で生じる膨大な核種の中から２５０Cm
のγ線だけを選別することが必要になります。そのため
に、核反応で放出される粒子を検出するための高分解能
な透過型Si検出器を開発しました。放出粒子がSi検出器
を通過するときのエネルギー損失は、入射エネルギーに
逆比例し、粒子の原子番号の自乗と質量数とに比例しま
す。そこで、横軸に入射エネルギー、縦軸に透過型Si検
出器を通過する時のエネルギー損失をとって、放出粒子
の分布図（図６-２）を作りますと、粒子の原子番号と質

量数ごとに帯状の分布が観測されます。１６O粒子が放出
された時には、残留核として２５０Cmが生成されます。さ
らに１６O粒子の運動エネルギーを選択することにより、
２５０Cmの励起エネルギーを中性子分離エネルギー以下に
抑えることができます。図６-２の四角で示した部分が、
この領域に該当します。図６-３は、この領域の１６O粒子
と同時測定したγ線のエネルギースペクトルで、２５０Cm
の励起状態から遷移するγ線です。回転状態に特有のエ
ネルギー間隔の等しいγ線が１２＋状態まで観測されまし
た。２５０Cmは、高回転状態のγ線が観測された原子核とし
ては、これまでに最も中性子数の大きな原子核です。
　回転状態から放出されるγ線のエネルギー間隔から、
原子核の慣性モーメントを求めることができます。変形
した原子核では、表面の核子が対になり超流動的な状態
を構成するために、これらの核子対は慣性モーメントに
寄与しません。閉殻をもつ変形した原子核では、この核
子対を作る力が弱くなるために慣性モーメントが大きく
なります。今回観測した中性子数１５４の２５０Cmの慣性モー
メントは、中性子数１５２の２４８Cmよりもかなり小さくなっ
ていることが分かりました。これは、中性子数１５２が閉
殻を形成していることを意味します。今後さらに、陽子
数の違いにより中性子数１５２の閉殻がどのように変化す
るかを調べることにより、殻構造が形成される機構を解
き明かしていきます。

●参考文献

Ishii, T. et al., Ground-State Band of the Neutron-Rich Transuranium Nucleus 250Cm154, Journal of the Physical Society of Japan, vol.75, no.4, 2006, 
p.043201-1-043201-4.
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図６-２　核反応で放出される粒子の分布図
１８O（１６２MeV）＋２４８Cm反応で放出される粒子をSi Δ E-E型（透過
－全エネルギー型）検出器で測定した分布図。四角で示した領
域の運動エネルギーをもった１６O粒子が放出される時に、２５０Cm
の励起状態からのγ線が観測されます。
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図６-２の四角で囲んだ領域の１６Oと同時測定したγ線のエネル
ギースペクトル。回転バンド特有のエネルギー間隔の等しい
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　原子核は陽子と中性子の複合体であり、その組合せで
核種が定まります。現在までに３０００核種ほどその存在が
確認されていますが、理論的にはそれ以上の原子核が存
在するとされています。原子核がどこまで存在しうるか
というのは原子核物理研究にとって基本的かつ重要な
テーマであり、特に陽子数（原子番号）１１４、中性子数
１８４付近の原子核は、比較的長寿命で存在しうるという
理論的予測が古くからなされており、この原子核の実験
的合成に向けて現在世界中でしのぎを削っている状況
です。　
　私たちは、巨視的模型＋平均場理論計算を基にした、
KTUY（小浦－橘－宇野－山田）原子核質量模型と呼ば
れる手法を開発しました。これは、平均場理論計算部分
を原子核の球形状態の重ねあわせで記述するという点が
主な特徴で、これにより広い核種領域にわたり原子核質
量を高精度で再現することが可能となりました。この質
量模型を用い、原子核の質量エネルギー及び原子核の崩

壊様式について、極めて大域的な核種領域にわたり計算
を行い、その性質を調べました。図６-４はどの崩壊様式
が主要かを示した計算結果です。陽子数（原子番号）１１４
個、中性子数１８４個付近の長寿命性（数百年程度）を示
したのと同時に、この領域以外にも比較的長寿命で存在
しうる領域がある可能性を見いだしました。それは中性
子数１２６付近の中性子欠乏側の領域及び中性子２２８付近の
中性子欠乏側です（図中で岬のように縦に伸びている領
域）。このような領域の存在の指摘は今回の計算ではじ
めて示されたものです。
　原子核は中性子欠乏側では一般にクーロン力の反発力
のため、陽子放出や自発核分裂の形で容易に壊れてしま
いますが、中性子数が１２６、１８４、２２８では原子核の閉殻構
造のために比較的安定に存在しうるのです。また、中性
子数１８４以上の原子核についてもβ崩壊優勢核種の領域

（青）が広く分布しており、原子核の存在領域が通常考え
られたものより広く分布していることを示しました。

●参考文献

Koura, H. et al., Nuclidic Mass Formula on a Spherical Basis with an Improved Even-Odd Term, Progress of Theoretical Physics, vol.113, no.2, 
2005, p.305-325.
小浦寛之ほか, 超重元素はどこまで存在するか－質量公式からみた重・超重核領域の原子核崩壊－, 日本物理学会誌, vol.60, no.9, 2005, p.717-
724.
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図６-４　各原子核における優勢な崩壊様式の理論予測
ある原子核において複数起こりうる原子核崩壊のうち、一番部分半減期の短いものがその原子核の優勢な崩壊様式となります。本研
究でα崩壊、β崩壊、陽子放出、自発核分裂の四崩壊の部分半減期の理論計算を行い、全半減期が１ナノ秒（１０－９s）以上と予測され
た核種について描いています。
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　陽子の数が１００個を超えるような非常に重い原子核の
ことを超重核といいます。超重核は、多数の陽子間の電
気的な反発力のため非常に不安定で、原子核の殻構造に
よって辛うじて存在を保っています。どれほど重い原子
核まで安定に存在し得るか、どの程度安定であるかは、
原子核の殻構造と密接に関係しています。
　超重核の研究はこれまで、超重核を人工的に合成しそ
の存在を確認することが第一の目的でした。一方で、超
重核の励起状態を詳しく調べることができれば、超重核
の殻構造を直接的に明らかにすることができます。私た
ちは、α‐γ同時計数法を用いて１０２番元素ノーベリウム
（No）の同位体２５７Noのα崩壊を精密に測定し、超重核の
励起状態や基底状態の構造を詳しく調べることに初めて
成功しました。
　２５７Noは、原子力機構タンデム加速器を用いてキュリウ
ム２４８（２４８Cm）標的に炭素１３（１３C）ビームを照射することで

合成し、半減期２５秒でα崩壊する２５７Noのα線とγ線を高
い効率で測定しました（図６-５）。これまでの超重核研
究では、数個から１００個程度のα線を検出するのが精一
杯でしたが、今回私たちは約５０００個の２５７Noのα線を検出
し、同時に放出されるγ線を観測しました。その結果、
図６-６に見られるような４本のγ線を初めて観測
し、２５７Noの基底状態と娘核２５３Fmの励起状態のエネル
ギー、スピン・パリティを初めて実験的に特定すること
に成功しました（図６-７）。
　このように重い原子核のγ線測定はこれまで例がな
く、スピン・パリティを実験的に特定したのも世界で初
めてです。この結果、２５７Noの基底状態はこれまでの予想
とは異なる量子状態を取ることが明らかとなりました。
量子状態を特定することで理論と実験との比較検討が初
めて可能になり、超重核の殻構造の解明に向けて大きく
前進しました。
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図６-５　２５７Noの合成とα ‐ γ同時計数測定
２５７Noは２４８Cm標的に１３Cビームを照射して合成しました。合成し
た２５７Noをガスジェット搬送法により１秒以内に測定位置まで
運び、半減期２５秒でα崩壊する２５７Noのα線とγ線をそれぞれSi
検出器とGe検出器を用いて高い効率で測定しました。
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２５７Noのα崩壊に伴う４本のγ線と特性Ｘ線が観測されました。
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図６-７　２５７Noと娘核２５３Fmの量子状態
２５７Noの基底状態及び２５３Fmの励起状態のエネルギー、スピン・パ
リティを初めて実験的に特定しました。

●参考文献

Asai, M. et al., Experimental Identification of Spin-Parities and Single-Particle Configurations in 257No and Its α-decay Daughter 253Fm, Physical 
Review Letters, vol.95, 2005, p.102502-1-102502-4.

����������	
���
������

��� ��������	
��
���



92　未来を拓く原子力  ２００６

������

　ウラン及び超ウラン〔ネプチニウム､プルトニウム〕化
合物では、５f 電子の強い電子相関が電子物性を支配す
るため、数々の特異な磁性や超伝導体が見いだされてい
ます。私たちは新奇超伝導体PuRhGa５の単結晶を初めて
作成し、その奇妙な超伝導状態を核磁気共鳴法（NMR）
等を用いて明かにしました。超伝導状態の研究におい
て、NMRのスピン－格子緩和率（１/T１）の結果は特に重
要です。通常型超伝導の理論が予言した、Tc直下で１/T１

が急激に増大してからまた減少するコヒーレンスピーク
が実際に観測されたことが、この理論をゆるぎないもの
にしたことは良く知られています。ここでは６９Gaの核四
重極共鳴（NQR）をゼロ磁場下で観測しました。ゼロ磁
場下の測定のため、Tc以下で混合状態による超伝導オー
ダーパラメーター分布がない利点があります。図６-８
にNMRのスピン－格子緩和緩和の温度依存を示します。
ここでまず重要なことは上記のコヒーレンスピークが見
られず、Tc以下で１/T１は直ぐに減少していることです。

このことにより超伝導ギャップが等方的超伝導ギャップ
を持たない非通常型の新奇超伝導状態であることが明か
になりました。このような新奇超伝導と通常型超伝導の
違いは超伝導状態での１/T１の温度依存にも現れます。通
常型の場合、１/T１は指数関数で減少しますが、新奇超伝
導の場合１/T１～T nとべき乗型になります。実験結果では
この指数ｎは～３でした。この指数ｎに超伝導状態で開
く対称性が反映されます。PuRhGa５が２次元的な電子物
性を持っていることも、臨界磁場の測定から明らかに
なっています。この実験結果はギャップのないところつ
まりノードがあるｄ波型ギャップを仮定し、結晶の不完
全性による残留状態密度ＮがT＝０Kでも残っているとし
たモデルでよく実験結果をフィットできました。
　このように私たちはPu化合物のもつ超伝導状態が従
来にものとは異なった新奇ものであることを明かにし、
さらにその新奇性の起源の解明を進めています。

●参考文献

Sakai, H. et al., Anisotropic Superconducting Gap in Transuranium Superconductor PuRhGa5: Ga NQR Study on a Single Crystal, Journal of 
Physical Society of Japan, vol.74, no.6, 2005, L1710-1713.
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図６-８　PuRhGa５のスピンー格子緩和率（１/T１）の温度
依存

超伝導転移温度Tcのところで増大がないこと、Tc以下で
T３則に従うことから、新奇超伝導状態であることがわ
かります。PuRhGa５の結晶構造は図のように正方晶で
す。

[001] 超伝導ギャップ 

b）超伝導ギャップにノードがあり 
　異方的な場合 

a）超伝導ギャップが等方的に 
　開いている場合 

ノード 

図６-９　２次元異方的（ｄ波型）超伝導ギャップ、新奇超伝導ではこ
のようにギャップにノード（節）があり異方的になります。２
枚の筒の間が超伝導ギャップを表します。
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　５f 電子系であるアクチノイド物質は３d電子系と４f 
電子系の中間的な大きさを持ちます。この大きさは電子
局在の強さを反映しております。図６-１０に示したよう
に５f 電子系はこの電子局在の効果を系統的に調べる上
で重要で、電子相関が重要な役割をはたすことがよく認
識された今日の固体物理の普遍的な理解に欠かすことが
できない研究対象です。５f 電子系は実験的な検証が他
に較べて少ないのですが、そこには重要な問題が数多く
存在します。そしてその中でもPuのδ相（δ -Pu）におけ
る磁性は最大の謎といって過言ではありません。図６-
１１のようにPu金属は温度により６つの結晶構造をとる
ことが知られており、α相とδ相の間では２６％もの体積
が変化しております。この大きな体積変化を説明するた
めに多くの理論的考察がなされ、それらからはδ-Puで
は５f 電子が局在するために体積が拡がり、その局在し
た５f電子が磁気秩序するものと予想されておりました。
ところがこれまで行われてきた実験では磁性の有無を決
めることはできておらず、今まで基底状態は明らかに
なっておりませんでした。
　私たちは加速器により作られた素粒子ミュオンを用い
た実験手法であるミュオンスピン緩和法（μSR）を用い
てδ-Puの基底状態の研究を行いました。μSR法は他の
手法に較べて格段に高い感度で物質内部の磁場を検出で

きるだけでなく、磁気的な周期性がない物質の磁性も観
測できるため磁気的基底状態を確定するのに最も強力な
実験手法です。この手法によりわずかにガリウムを混ぜ
ることで安定化させたδ-Puの磁性を微視的な視点から
探りました。図６-１２に実験結果を示します。ミュオン
は磁場を感じてそのスピンの向きを変えていき、最初に
持っているスピン偏極度を失っていきます。その時間の
逆数を表すミュオンスピン緩和率は内部磁場の大きさを
反映しており、実験で得られたミュオンスピン緩和率の
大きさから低温においても５０μ T程度の微弱な内部磁場
しか存在しないことがわかりました。この小さな磁場は
Puの原子核が作る磁場と考えられることから、低温にお
いても電子スピンの作る内部磁場の発達はなく、どのよ
うな形の磁気秩序も存在しないものと結論されました。
このμSR実験によりδ-Puの磁性について実験的な決着
が付くに至ったものと考えております。同様な結果は
α-Puについても得られ、やはり非磁性の基底状態を持
つものと確認されました。
　この結果は一見単純とも思える単体金属の磁性ですら
その理解が容易ではないという５f 電子物質の奥深さを
如実に示した例と言えます。今後さらに理解を進めてい
きたいと思います。
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●参考文献

R.H. Heffner et al., Limits for Ordered Magnetism in Pu from Muon Spin Rotation Spectroscopy, Physical Review B, vol.73, 2006, p.094453-1-
094453-5.
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図６-１０（左上）　原子の占める体積の系統的変化
３d、５f、４f 電子系の順に原子体積は大きくなり、電子の局在
性が変化していることを示しております。

図６-１１（右上）　金属プルトニウムの構造相転移
温度の変化に伴い６つの構造をとり、特にδ相において最大の
体積を持つようになります。

図６-１２（左下）　ミュオンでみた内部磁場の温度変化
δ-Pu、α-Puともに低温に至るまで内部磁場にはほとんど変化
がなく、磁気秩序がないものと結論されました。高温側でのわ
ずかな変化はミュオン自身の運動によるものと考えられます。
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　陽電子は電子の反粒子です。静止質量やスピンは電子
と同じですが、電荷は反対にプラスになっています。こ
のため、陽電子は物質から反発力を受けます。よく絞ら
れた平行な陽電子ビームを物質表面にすれすれの角度で
入射させると、陽電子は物質内部に侵入せず表面で全反
射回折を起します。陽電子の全反射回折強度は表面ポテ
ンシャルに敏感になるので、これより表面に関して詳し
い知見が得られます。
　陽電子ビームの全反射回折を観測するためには、ビー
ムの平行性とエネルギー均一性を向上することで輝度を
高めることが必要です。これは、表面で回折された陽電
子の波が互いに干渉してできる原子配列に応じた回折パ
ターンを得るために必要不可欠です。そこで私たちは、
従来は平板電極を用いて簡便に行われていた陽電子ビー
ム発生方式と静電レンズによる収束方式を改善しまし
た。即ち、多段の円孔電極から構成されるレンズ系に
よって陽電子ビームを発生させ、電子顕微鏡と類似の磁
界レンズを用いてビームを収束しました。これらによ
り、ビーム平行性とエネルギー均一性が向上し、ビーム
輝度を従来よりも十倍以上に高めることに成功しまし
た。この高輝度陽電子ビームを用いることで、これまで
困難であった表面超構造（表面原子が再配列することで
できる本来はない周期性をも持つ表面）の陽電子回折パ
ターンの観測に世界で初めて成功しました（図６-１３）。
さらに、従来は不明であった現象が解明されつつありま
す。以下に一例として銀を吸着させたSi表面の相転移の

研究を紹介します。
　清浄なSi表面に一原子層の銀原子を吸着させると、本
来はない周期性をもった銀吸着超構造が得られます。こ
れまで表面構造の決定に利用されてきた電子回折やＸ線
回折では、表面敏感性が乏しいため、表面に吸着した銀
原子の配列を精密に決定することができませんでした。
温度変化に伴う相転移についても、複数のモデルが提案
されていて、どれが正しいか分かりませんでした。そこ
で、私たちは表面に吸着した銀原子に敏感な陽電子全反
射回折強度の温度依存性を調べました（図６-１４）。ここ
で、（０  ０）、（１/３  １/３）そして（２/３  ２/３）は、銀原子で回
折された陽電子の波が互いに干渉することでできる回
折スポットに付けられた番号です。これを見ると、特に

（１/３  １/３）スポット強度が１１６Kを境に劇的に変化するこ
とが分かりました。これは１１６Kで相転移が起こること
を示していますが、電子回折やＸ線回折による研究から
提案されていたモデルでは、この結果は説明できないこ
とが明らかになりました。詳しい解析の結果、私たち
は、１１６K以下では秩序的に配列していた銀原子が、
１１６K以上では別の位置にジャンプし、その配列が無秩序
になる（秩序無秩序相転移）と考えると、実験結果が矛
盾なく説明できることを発見し、これまでの論争に決着
をつけました。
　このように、私たちは、陽電子全反射回折の観測を通
じて、高輝度陽電子ビームが物質表面の新たな側面を解
明する上で役立つことを実証しました。

●参考文献

Kawasuso, A. et al., A Coherent Positron Beam for Reflection High-Energy Positron Diffraction, Review of Scientific instruments, vol.75, 2004, 
p.4585-4589.
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図６-１３　高輝度陽電子ビームを用いて世界で初めて得られた
表面超構造の陽電子回折パターン

各種の表面超構造に対して、世界で初めて得られた陽電子回折
パターンです。Si（１１１）-７x７：Si（１１１）表面が高温で融解した後
の冷却過程でできる表面、Si（００１）-２x１：Si（００１）表面が高温で
融解した後の冷却過程でできるの表面、Si（１１１）- √３×
√３-Ag：Si（１１１）表面に一原子層の銀原子を吸着させることで
できる表面、Si（１１１）- √２１×√２１-Ag：Si（１１１）- √３×√３-Ag表
面に０．１４原子層の銀原子を吸着させることでできる表面です。
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図６-１４　Si表面上の銀吸着超構造の全反射回折強度の温度変化
Si表面に銀原子を一原子層）吸着させることで、本来はない新
しい構造をもった銀吸着超構造が形成されます。この表面の
陽電子全反射回折強度の温度変化を調べた結果、１１６Kという相
転移温度を境に強度が劇的に変化することが分かりました。
詳細な解析から、この相転移が秩序無秩序型であるとすること
で、説明できることが初めて明らかになりました。
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　「酵母」というとワイン、ビール、日本酒そしてパン
と即座に答える方は、醸造に詳しいか、その恩恵にあず
かっていると推察されます。私たちはウラン等の重元素
と微生物との相互作用の機構を解明する研究を行ってい
ます。この研究の中でワイン酵母によりウランが鉱物化
することを見出し、その機構を突き止めました。ワイン
酵母などはワイン醸造後は無用のものですが、天然起源
放射性物質（NORM）などに含まれるウランを長期的に
安定な鉱物に変換する技術開発に応用できると期待され
ます。
　酵母の細胞表面が反応場となり、溶液中から細胞表面
に吸着したウラニウムイオンと酵母細胞内に蓄積された
リン酸塩が出会い、ウラニルリン酸塩鉱物を生成する機
構を解明しました。これまで、微生物表面で６価ウラン
が細胞表面で沈殿することは知られていました。しか
し、その機構は解明されていませんでした。本研究で
は、リン酸を細胞内に蓄積する酵母をウラン溶液に添加
する実験を行い、ウラン濃度の変化を調べてウランが酵

母に集まることを明らかにしました。酵母を回収して、
電子顕微鏡で分析したところ細胞の表面にウランを含む
物質が成長していました（写真６-１）。電子線回折や可
視光分光分析により成長していたものは「ウラニルリン
酸塩鉱物」であることが分かりました。一方、リン酸濃
度が低い培地で育てた酵母では細胞表面に鉱物は成長し
ませんでした。これらの結果は、溶液中に溶けたウラニ
ルイオンが酵母細胞に吸着し、細胞内部から供給された
リン酸と反応してウラニルリン酸塩鉱物を生成したこと
を示しています（図６-１５）。溶液中のウラン濃度、リン酸
濃度とpHから、溶液中の化学組成は鉱物ができる条件

（飽和）になっていませんでした。このことから、酵母細
胞の表面が溶液中とは異なる化学的（局所的な飽和）条
件になったと考えられます。
　酵母は遺伝子配列が解明されている単細胞真核生物で
す。今後は、ウランの鉱物化に関与する遺伝子、タンパ
ク質を突き止めるなど、生体分子レベルでのウランの鉱
物化の機構を解明したいと考えています。

写真６-１　ウラン溶液に添加し、回収
した酵母細胞の電子顕微鏡
写真（ａ、ｂ）

白い楕円状に観察されるのが酵母の細
胞です。一つの細胞の大きさは１～数・
ｍです。矢印Ｃで示すように細胞表面
から外側に、そして一部は内側に針状の
ものが成長しています。これが、ウラニ
ルリン酸塩鉱物です。

●参考文献

Ohnuki, T. et al., Mechanisms of Uranium Mineralization by the Yeast Saccharomyces cerevisiae, Geochimica et Cosmochimica Acta, vol.9, 2005, 
p.5307-5316.
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ウラン溶液中に酵母を添加し
た直後ではウラニルイオンは
溶液に溶けています。 

ウランの一部が酵母細胞表面
に吸着します。引き続き、細
胞内部のリンが排出され細胞
表面でウランと反応します。 

細胞表面にウラニルリン酸塩
鉱物が生成します。 

：ウラニルイオン 

：リン酸イオン 

：ウラニルリン酸塩鉱物 図６-１５　酵母によるウランの鉱物化機構を模式的に示した図
ウランとリンが酵母の細胞表面で出会い、ウラニルリン酸塩鉱物を生成します。

���������	
���
�����

��� ��������	




��������	�������������
��� ���������	
��
������������

96　未来を拓く原子力  ２００６

　私たちは、総合科学技術である原子力の研究開発の基
盤を形成し新たな原子力利用技術を創生するため、原子
力基礎工学研究を進めています。
　原子力基礎工学に関する研究分野は非常に多岐にわた
り、その研究開発活動には次の四つの役割があります。
①革新的原子力技術の基盤の構築（高温ガス炉／水素製

造技術、分離変換技術研究等）
②原子力機構内外の原子力利用・技術開発や国の施策へ

の協力（材料高経年化研究などの安全研究の基盤形成、
核不拡散関連分析技術開発等）。

③産学に基盤技術開発のプラットホームを提供する活
動、人材育成協力（産学官との各種共同研究、連携大
学院、東大専門職大学院への協力等）

④以上の基礎となるデータベース、コード等の技術体系
の整備と社会への提供（核データ、核・熱設計コード、
環境工学研究等）

　これらの役割を果たすため、核工学・炉工学、燃料・
材料工学研究、環境・放射線工学研究、核変換工学研究、
核熱応用工学研究を進めています。
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　革新的原子力システムの創出とそれを導く最先端核物
理・炉設計技術の開発を進めています。
　核工学研究では、大規模モックアップ臨界実験を必要
としない先進的な核設計技術の実現を目指して、評価精
度の保証された高精度炉物理解析コードシステムの開発
や革新的原子力システムに係る炉物理実験を進めていま
す。また、高速炉・加速器駆動核変換システムなどの革
新的原子力技術の基盤を確立するため、マイナーアクチ
ニド核種や長寿命核分裂生成核種の核データの評価・取
得を行い、汎用核データライブラリJENDL-４として整備
しています。従来の測定法では高精度な核データの導出
が難しい核種に対する核データを取得することを目指し
て、核構造・核反応に関する研究や新たな実験手法の開
発を進めています。
　炉工学研究では、原子炉内熱流動挙動を計算機上に再

現することにより実規模試験を代替できる熱設計技術の
確立を目指して、スーパーコンピューティング技術を活用
した機構論的熱設計手法開発を進めています。また、設計
手法検証のため、中性子ラジオグラフィ技術を応用した
３次元熱流動計測技術の開発を行っています（図７-１）。
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　革新的核燃料サイクル技術の基盤形成と原子力プラン
トの健全性・信頼性確保のための研究開発を進めています。
　将来の核燃料サイクルでは、廃棄物処分の負担軽減を
目指し、現在は高レベル廃棄物に区分されているマイ
ナーアクチニド（MA：Np, Am, Cm）をリサイクル（分
離変換）する技術が期待されています。そこでは、MAの
ふるまいを理解し、制御することが必要です。アクチニ
ド溶液化学に基づくMA分離のための新抽出剤の開発、
MAを効率的に分離する新しい湿式分離プロセスの基盤
技術開発、溶融塩中でのMA挙動解明、MA含有燃料の調
製と物性研究（図７-２）などを、先端的実験設備を利用
しながら実施しています。
　原子炉や再処理施設などで用いられている材料は、放
射線照射下の腐食環境中で、健全性が保持されていなけ
ればなりません。次世代の原子炉では、より厳しい環境
に耐える材料が必要になります。そのため、材料の照射
損傷の解明、原子炉材料の照射下応力腐食割れ機構の解
明のための照射材データの取得、照射環境下における構
造材料の腐食損傷を制御するための基盤技術及び材料開
発を実施しています。
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　原子力の着実な進展に資する環境工学研究、核不拡散
活動を支援する技術開発、放射線防護研究を進めています。
　環境工学研究では、大気・陸地・海洋での放射性物質
などの移行挙動の解明・予測の研究（図７-３）と原子力
技術を活用した廃棄物の無害化、資源化技術の開発を進
めています。核不拡散活動を支援する技術開発では、保
障措置（SG）と包括的核実験禁止条約（CTBT）のため

図７-１　中性子ラジオグラフィによる燃料集合体内ボイド率
分布測定例

中性子は水に吸収されやすく、金属には吸収されにくい性質を
持っています。この性質を用いて、燃料集合体のような複雑流
路内のボイド率分布を測定しています。

0 
（水のみ） 

ボイド率 

燃料棒 

（b）測定例 （a）測定原理 

1 
（蒸気のみ） 

図７-２　アメリシウム酸化物（AmO２-x）試料とその酸素ポテン
シャル

AmO２-xの酸素ポテンシャルの酸素欠損量依存性を世界に先駆け
て測定・評価しました。このような基礎物性は、マイナーアク
チニド含有燃料の照射時や製造時の挙動評価に必要な基礎
データです。
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陽子ビーム 

Pb-Bi ビームダクト 

冷却材ポンプ 

核破砕ターゲット領域 
ビーム窓 

マイナーアクチノイド燃料領域 

蒸気発生器 

の技術開発を実施し、国際貢献の一翼を担っています。
放射線防護研究では、低い線量の放射線が人体に与える
影響を解明する放射線影響解析研究、高エネルギー加速
器などから発生する中性子の線量評価のための研究、
種々の放射線に対する挙動解析・遮へい手法の研究を進
めています。
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　放射性廃棄物処分に係る負担の軽減を目的として、長
期間にわたって放射線を発し続ける長寿命核種を短寿命
化する「核変換技術」の研究開発を進めています。
　核変換を効率的かつ集中的に実施する方法として、長
寿命核種であるマイナーアクチニドを主成分とした燃料
で構成する未臨界原子炉と、超伝導陽子加速器を用いた
核破砕中性子源とを組み合わせる「加速器駆動システム

（ADS）」（図７-４）を研究対象としています。ADSのた
めの研究開発として、システムの概念検討、核破砕ター
ゲットや炉心冷却材として用いる液体鉛ビスマス合金に
関する技術開発、陽子ビーム窓用材料の研究等を実施し
ています。

��������

　原子力エネルギー利用の多様化を図るため、高温ガス
炉とこれを用いた水素製造に関する研究開発を進めてい
ます。高温ガス炉の研究開発では、我が国唯一の高温ガ
ス炉である高温工学試験研究炉（HTTR）を用いて、炉
心の燃焼特性、ヘリウムの純度管理、高温機器の性能・
健全性など高温ガス炉の実用化に必要なデータを着実に
取得・整備し、２００４年に世界で初めて９５０℃ のヘリウムガ
スを炉外に取り出すことに成功しました。これにより、
水素と電力を併産する高温ガス炉システム（図７-５）の
実用化に向けて大きく前進しました。また、高温ガス炉
技術を更に高度化するために、流量喪失などの異常事象
を模擬したHTTR試験を通して高温ガス炉固有の高い安
全性をより向上させるための研究、燃焼度を大幅に向上
させる燃料や炉内構造物を長寿命化する研究開発を進め
ています。
　水素製造に関する研究開発では、地球温暖化ガス

（CO２）発生を伴わない熱化学法ISプロセスの研究開発を
進めています。ISプロセスは、ヨウ素（Ｉ）と硫黄（Ｓ）の化
合物を循環させて、高温ガス炉からの熱で水を分解する
世界最先端の水素製造技術です。２００４年に毎時約３０�で
１週間の連続水素製造を世界で初めて達成し、２００６年に
は世界に先駆けてセラミクスを用いた硫酸分解器の試作
に成功しました。このISプロセスの研究開発を世界の
トップランナーとして進めています。
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　「産学に基盤技術開発のプラットホームを提供する活
動」として、原子力機構研究資源を開放し共通課題解決
に向けて産業界との連携を強化するため、「原子力エネ
ルギー基盤連携センター」を設立しました。この制度に
より産業界からの研究者が機構職員と同様に必要な施
設・装置を利用して共同で研究開発が可能となります。
現在、次世代の再処理材料開発、軽水炉熱流動、廃棄物
中のＵやPuの非破壊検出などの分野で、産業界と原子力
機構との共同研究グループが､本格的な活動を開始して
います。
　また、産学との各種共同研究を進めると共に、連携大
学院、東大専門職大学院の原子力人材育成に協力してい
ます。

図７-５　水素と電力を併産する高温ガス炉システム
高温ガス炉コジェネレーションシステムの概念設計例で、
９５０℃ の熱を、順次、用いて水素製造と発電を行います。

熱化学法ISプロセス 
による水素製造プラント 
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輸送配管 
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図７-３　１３７Csの日本海海水中分布図
１０年に渡る海洋調査を取りまとめ完成したもので、１３７Csは核
実験フォールアウトに起因することを明らかにしました。旧
ソ連－ロシアが日本海に投棄した放射性廃棄物による放射性
影響がないことを確認すると共に、日本海の海水循環や物質移
行モデル構築に役立つ情報を提供しています。

図７-４　加速器駆動核変換システム（ADS）の概念
陽子ビーム出力３０MWの核破砕ターゲットと熱出力８００MWの
未臨界炉心を組み合わせて、原子力発電所（１GWe）約１０基で
生じるマイナーアクチニド（２５０kg）を核変換できます。
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　現在の沸騰水型原子炉燃料集合体の熱設計は、実際の
燃料集合体構造を模擬して実施した実規模試験の結果に
よる実験式を用いて行われています。このため、燃料集
合体の熱設計を変更する場合や新しい原子炉を開発する
場合には、新たに実規模試験を実施して、既存実験式の
適用性の確認や実験式の修正を行う必要があります。実
規模試験には、多くの時間と、多大な費用が必要なので、
実規模試験を実施せずに、燃料集合体の熱設計を可能と
する手法の開発が期待されています。
　そこで私たちは、詳細な二相流解析手法により燃料集
合体内の二相流を解析的に評価し、燃料集合体の熱設計
を行う、新しい原子炉熱設計技術を開発しています。詳
細な二相流解析手法により燃料集合体の熱設計を行うた
めには、①二相流の高精度評価を可能とする数値解析手
法の開発、②数値解析手法の妥当性の検証、③計算量の
増大に伴う大規模解析への対応が必要です。そこで、ま
ず、粗い計算格子でも数値拡散が小さく、気液両相の体
積保存性に優れた解析手法として、計算セル内の流体を
気相と液相の領域に分割し、それぞれの移動をラグラン
ジュ的に扱うことで気液界面の移動を評価する、改良界
面追跡法と呼ぶ二相流解析手法を考案しました。
　次に、改良界面追跡法を組み込んだ詳細二相流解析

コードTPFITを開発し、燃料集合体内に現れる、様々な
形態の二相流に対して、解析手法の妥当性を確認するた
めの解析を実施しています。このような解析の一例とし
て、私たちで実施した２チャンネル・水－空気流体混合
実験に本コードを適用しました（図７-６）。流体混合部
での気泡の移動や形状変化も含め、解析結果は実験と良
く一致し、移動した気泡の体積についても、実験の誤差
の範囲内で一致することを確認しました。
　更に、超並列計算機上での大規模解析を可能とするた
め、TPFITコードの並列化を実施し、従来の数百倍であ
る、数億個の計算格子を用いた解析を可能としました。
超高燃焼水冷却増殖炉の除熱性能の評価を行うため、私
たちで実施した、稠密３７本バンドル試験体を模擬した体
系に対する解析を実施し、燃料集合体内の二相流のよう
な大規模な詳細解析が可能であることを確認しました

（図７-７）。図から、燃料棒表面に薄い液膜が張り付いた
状態(液膜流)が再現されていることが分かります。現在
は、冷却水の沸騰の影響を考慮するための改良を実施し
ています。
　本研究の一部は、文部科学省からの受託研究「超高燃
焼水冷却増殖炉用燃料集合体に関する技術開発」による
成果です。

●参考文献

吉田啓之ほか, 大規模シミュレーションによる稠密炉心内気液二相流特性の解明　（Ⅰ）改良界面追跡法を用いた二相流直接数値解析手法の開発, 
日本原子力学会和文論文誌, vol.3, no.3, 2004, p.233-241.

図７-６　２つの流路間を移動する気泡の挙動
流体混合部で接続された２つの正方形流路中を流れる気泡を
解析しました。流路間に発生する圧力差によって、気泡の一部
が移動する様子が解析によって再現されています。

図７-７　稠密な燃料集合体を流れる冷却材の挙動
超高燃焼水冷却増殖炉の燃料集合体を模擬した流路内を流れ
る冷却材の挙動を解析しました。燃料棒表面に形成された薄
い液膜が波立ちながら流れる様子が解析されています。
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　使用済み燃料中にはネプツニウム（Np）、アメリシウ
ム（Am）、キュリウム（Cm）等の長寿命のマイナーア
クチノイド（MA）が含まれ、現状の再処理ではNpの一
部とAm、Cmのほぼ全量が高レベル放射性廃棄物

（HLW）に導かれます。HLWの地層処分による長期的な
環境負荷を低減するために分離変換技術が提案され、
MAを分離するための様々な抽出剤が開発されてきまし
た。私たちはMA分離に要求される抽出剤の課題（①高
い抽出能力を有する、②プロセスで用いる希釈剤に容易
に溶解する、③使用後焼却処分可能な、④高い硝酸溶液
で利用できる）を解決する新抽出剤を開発しました。こ
の 抽 出 剤 をTODGA（N,N,N' , N' -TetraOctyl-DiGlycolA-
mide、図７-８）と命名し、これは二つのアミド基を繋ぐ
炭素鎖の中にエーテル酸素を持つ独特な構造をしていま
す。この抽出剤の大きな特徴の一つに３座配位性とい
う、今までプロセス検討されたことのない配位能力があ
ります。TODGAは３、４価のMAの抽出に特に有効であ
り、３M硝酸溶液からの分配比は数百から数千と評価さ
れています。この数字は従来抽出剤と比較しても百倍程
度高い値であり、優れた性能を確認しました。
　TODGA抽出溶媒のプロセス適応性評価の一環とし
て、抽出容量を測定しました（図７-９）。この情報はプロ
セス最適化計算やプロセス規模の評価に役立ちます。
また、抽出容量の高い抽出溶媒の方がより経済性の高

いプロセスを設計することができます。TODGA抽出溶
媒は高い金属濃度条件で使用すると第三相を生成し、
その結果低い抽出容量の値を示します。これは経済性の
高いプロセス開発やミキサセトラ運転時に問題です。そ
こで、TODGAより疎水性の高いTDDGA（N,N,N',N'-
TetraDecyl-DiGlycol Amide、図７-９）やTDdDGA（N,N, 
N',N'-TetraDodecyl-DiGlycol Amide、図７-９）を合成し、
これを用いて抽出容量を測定したところ、同じ条件で
TODGAの４-５倍程度高い値を示すことを確認しまし
た。この値は化学反応から算出される抽出容量の限界値
に達するもので、かつ第三相を生成しないことを確認し
ました。
　更にTODGAの誘導体である、水溶性のDGA化合物を
開発し、これを有機相中のMAを水相に逆抽出する試薬
として利用する研究が始まっています。この水溶性
DGA化合物は、①水中へ溶解度が高い、②MAに対して
高い錯形成能力を持つ、③金属イオンの電荷を打ち消さ
ず沈殿を生成しない、④中性配位子であり硝酸溶液への
逆抽出が可能である等の特徴を持っています。
　TODGAは優れた能力を有していますが、この開発の
みに留まらずTODGAを発展させ、第三相生成のような
課題を克服し、逆抽出にも利用できる、多岐にわたる
DGA化合物の利用に関する研究も着実に進められてい
ます。

図７-８　TODGAの構造
酸素（Ｏ，赤色）３分子が錯形成に関与し３座配位子としての
特徴を持ちます。また窒素（Ｎ，青色）に結合するアルキル基
長さを変えて合成することにより、DGA化合物の親水性、疎水
性を制御可能です。

図７-９　DGA化合物の抽出容量
各抽出剤で最も高い縦軸の値がその抽出容量になります。
下にTDDGAとTDdDGAの構造を示しますが、TODGAと同じ中
心骨格を持ち、側鎖のアルキル基の異なる化合物です。

●参考文献

Sasaki, Y. et al., A method for the Determination of Extraction Capacity and Its Application to N,N,N',N' -Tetraalkylderivatives of Diglycolamide-
Monoamide/n -dodecane Media, Analytica Chimica Acta, vol.543, 2005, p.31-37.
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　私たちは、高レベル廃棄物の超長期にわたる放射性毒
性を低減すると共に効率的な地層処分を実現することを
目的として、加速器駆動システム（Accelerator Driven 
System, ADS）を用いた分離変換技術の研究開発を進め
ています。ADSの燃料にはマイナーアクチノイド（MA）
を高濃度で含有できる窒化物燃料を、再処理には高放射
能、高発熱性の使用済燃料処理に適した乾式法を提案し
ています。乾式再処理では溶融塩電解精製によって核分
裂生成物と分離したアクチノイドを液体カドミウム

（Cd）陰極に回収しますが、燃料製造のためには回収した
アクチノイドを再窒化する必要があります。
　本研究では、蒸留窒化反応と名付けた方法を用いて、
液体Cd陰極に回収したプルトニウム（Pu）（図７-１０）の
再窒化技術を開発しました。具体的にはPuを回収した
後のCd陰極を窒素ガス気流中、７００℃ に加熱することに
より、高純度のプルトニウム窒化物（PuN）粉末を回収
することに成功しました（図７-１１）。この方法の特徴は、
Cd陰極中のPuの窒化とCdの蒸留を同一工程で行うこと
ができる点にあります。液体Cd中に溶解しているPuは

熱力学的に安定であるため、液相中のPuを窒化させるこ
とは困難ですが、Cdを蒸留させると共に窒素ガスをPu-
Cd系の金属間化合物と反応させてPuNを生成させ、この
窒化反応によりCdの蒸留を更に促進させています（図７-
１２）。実験結果からは反応前後の物質収支も良好で、ま
た蒸発したCdは回収・再利用が可能であることから、実
用化への可能性も高いと考えられます。
　更に、溶融塩電解精製で液体Cd陰極に回収した希土類
元素を含むPu＋Uの再窒化を同条件で試み、窒化物粉末
として回収できることを確認しました。この際、希土類
元素も窒化されPu・U窒化物相に固溶したことから、本
方法は希土類元素と類似の性質を有するMAを含む系に
も適用可能であると考えられます。今後、回収した窒化
物粉末を用いたペレット製造を計画しています。
　本研究内容は、電源開発促進対策特別会計法に基づく
文部科学省からの委託事業として日本原子力研究開発機
構が実施した「窒化物燃料と乾式再処理に基づく核燃料
サイクルに関する技術開発」の成果の一部です。

●参考文献

Arai, Y. et al., Fabrication and Electrochemical Behavior of Nitride Fuel for Future Applications, Journal of Nuclear Materials, vol.344, 2005, p.180-
185.

図７-１０　電解精製後の液体カドミウム陰極
窒化物燃料の乾式再処理では、電解精製によっ
て核分裂生成物と分離したアクチノイドを液体
カドミウム陰極に回収します。

図７-１１　蒸留窒化反応後に回収したプルトニ
ウム窒化物粉末

一連の試験は不活性雰囲気グローブボックス内
で行っています。

図７-１２　蒸留窒化反応の進行に伴うＸ線回折パターンの変化
反応開始直後はCd相が第１相ですが、蒸留が進むと共に、窒素ガスとPuCd６の反
応でPuNが生成し始め、６時間経過後にはほぼ単相のPuNが同定されています。
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　軽水炉の炉内構造物に多用されているオーステナイト
系ステンレス鋼には、高線量の中性子照射を受けると照
射誘起応力腐食割れが発生し得ることが知られており、
原子力プラントの高経年化対策のためにはその挙動の解
明が重要な課題となっています。これまでの照射誘起応
力腐食割れ研究では、あらかじめ中性子照射を受けた試
料に対してホットセル内の試験装置を用いて炉内環境を
模擬した水質条件下での材料試験を実施する方法（照射
後試験）が行われてきました。しかし、照射誘起応力腐
食割れ現象の適正な評価と対策技術の確立のためには、
実際の軽水炉内のような中性子・ガンマ線照射下の高温
高圧水環境において、材料特性の変化を定量的に評価す
ることが不可欠です。中性子照射下で応力腐食割れ試験
を実施するには、技術的に難しい課題が多いため、これ
までハルデン炉等で実施されているのみでしたが、私た
ちは必要な各種技術を開発し、材料試験炉（JMTR）炉
内において国内で初めて照射下応力腐食割れ試験の実施
に成功しました。この試験結果は、国の照射誘起応力腐

食割れプロジェクトにおける照射後試験データの妥当性
評価やガイドラインの整備等へ反映できます。
　き裂発生試験では、照射量が約１×１０２５n/m２で負荷応
力が降伏応力（上記の照射量では約５８０MPa）程度の場
合に応力腐食割れの発生（粒界割れ及び粒内割れ）が認
められました（図７-１３）が、照射下において応力腐食割
れの発生が著しく加速されるという明確な兆候は見られ
ませんでした。き裂進展試験では、負荷時と除荷時の応
力比の変化と試験後の破面の状況はよい相関を示してお
り、直流電位差法を用いることによって照射下でのき裂
長さの変化を測定することができました（図７-１４）。き
裂進展速度に及ぼす照射の同時作用に関しては、腐食電
位（ECP）条件がほぼ同等の照射下試験データと酸素濃
度が３２ppmの条件での照射後試験データがほぼ一致する
ことから、これまでに取得されたデータの範囲内では同
時作用の影響は小さいと考えられます。
　なお本研究は、２０００年度から２００５年度まで（株）日本原
子力発電との共同研究として実施しました。

図７-１４　照射下き裂進展試験におけるき裂長さの計測値と試験後の破断面
ベース照射したCT（コンパクト・テンション）試験片を用いて、照射下でのき裂長さの変化を直流電位差法により測定することがで
きました。（試験前に、繰り返し負荷により切欠き先端に疲労予き裂を導入しています。図中のＲは負荷時と除荷時の応力比、tHは除
荷周期です。）

図７-１３　照射後試験におけるき裂発生試験後の
試験片の破断面

SCC感受性の発現する照射量までベース照射
（JMTR炉内・高温高圧水中での無負荷照射）を行
い、ホットラボ内で定荷重引張試験を実施しまし
た。２００時間程度で試験片は破断し、破面には粒
界割れ及び粒内割れが観察されました。

●参考文献

Ugachi, H. et al., Development of Test Techniques for In-Pile SCC Initiation and Growth Tests and the Current Status of In-Pile Testing at JMTR, 
Proceedings of 12th International Conference on Environmental Degradation of Materials in Nuclear Systems-Water Reactors(CD-ROM), Salt 
Lake City, USA, 2005, p.319-325.
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102　未来を拓く原子力  ２００６

　日本海の海水循環及び物質移行のプロセス解明などを
目的に、ロシア側排他的経済水域を含む日本海海洋調査
を１０年間に渡って実施し、日本海の人工放射性核種分布
マップを初めて作成すると共に、日本海における放射性
核種移行の特徴を解明しました。原子力機構における日
本海海洋調査は、１９９４年と１９９５年の日韓露共同海洋調査
に始まり、これまで実施した１８回に及ぶ調査航海によ
り、現時点で調査可能な海域をほぼ網羅することができ
ました。
　本調査の結果、①日本海の放射性核種濃度の分布には
地域及び水深によって差が見られ、北西部では放射性核
種が南東部に比べ中・深層まで達しており、中・深層に
おける海水流動により日本海盆から大和堆を迂回して大
和海盆へ舌状に浸入する特徴を呈すること（図７-１５）、更
にこの日本海北西部での放射性核種の中・深層への輸送

には、海水の冬期冷却による沈み込みが重要な役割を果
たしていること、②海水中の沈降粒子を指標とした解析
結果から、放射性核種の海底への輸送には、アジア大陸
から大気経由で降下した黄砂粒子とともに、東シナ海や
日本列島から水平輸送された粒子が寄与していること

（図７-１６）、③日本海の海水及び海底土で検出された人工
放射性核種は、核実験フォールアウトに起因するもので
あり、その濃度は人体に影響のないレベルであること、
などが明らかになりました。
　上記の結果は、日本海の海水循環や物質移行のプロセ
ス解明に役立つ貴重な情報を提供します。また、放射性
廃棄物の海洋投棄の監視や、放射性核種放出事故に対す
る原子力防災対策実施の際に、それ以前の放射性核種分
布状況を知るための重要なデータとなります。

●参考文献

Togawa, O. et al.(eds.), Japan Sea Expeditions for Studies on Water Circulation and Transport Processes of Radionuclides, 2006, JAEA-Research 
2006-004, 132p.
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図７-１５　核実験フォールアウト起源セシウム１３７
（１３７Cs）の海水中存在量分布

表層（約１０m深）から海底上約１００m深までの海水中セ
シウム１３７（１３７Cs）濃度の鉛直分布観測データに基づい
て、中層（３００m深）から深層（１，５００m深）までの存
在量を計算したものです。日本海盆では表層の放射
性核種の中・深層への沈み込みにより中・深層での存
在量は大きくなり、大和海盆では日本海盆に比べて
中・深層での存在量が小さい傾向が見られます。

図７-１６　日本海の３海域（ウラジオストック沖、石川県能登沖、北海道
奥尻沖）の水深１km層を通過するアルミニウムの沈降粒子束分
布（１m２当たり、１年当たりの粒子沈降量を円柱の高さで表示）
と、その供給源（円柱内色分け表示）

アルミニウムは、陸起源粒子（鉱物）の主成分金属です。水深１kmで得
られる沈降粒子の全量と粒子中のアルミニウム濃度から、水深１kmでの
陸起源沈降粒子の通過量が分かります。また、粒子中の元素組成から、陸
起源粒子を、アジア大陸から主に大気経由で運ばれる黄砂粒子（黄色部
分）、対馬暖流に沿って水平的に輸送されると考えられる粒子（赤色部
分）、日本列島などの島弧から供給されると考えられる粒子（黒色部分）と
いう３つの供給経路に分類し、それぞれの深海への輸送量を推定できます。
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　現在建設が進められているJ-PARCなどの高エネル
ギー加速器施設における放射線業務従事者は、加速器の
運転に伴い発生する高エネルギー中性子、光子、ミュー
粒子等により被ばくする可能性があります。しかし、原
子炉施設で使用されている放射線モニタは、高エネル
ギー放射線に対する感度が低く、被ばく線量を適切に測
定することができません。そのため、高エネルギー放射
線に対する被ばく線量の測定技術の開発は、加速器施設
の放射線管理上、重要で緊急の課題でした。そこで中性
子、光子及びミュー粒子を同時に計測できる検出器を開
発すると共に、最新のデジタル波形処理技術を応用し、
広いエネルギーにわたる線量を同時に測定できる次世代
型 放 射 線 モ ニ タ DARWIN（Dose monitoring system 
Applicable to various Radiations with WIde energy 
raNges）を開発しました（図７-１７）。
　DARWINは、図７-１７下段に示した、有機液体シンチ
レータと６Liを含有するZnS（Ag）シンチレータを組み合わ
せた複合型検出器により、広いエネルギーの中性子、光
子及びミュー粒子を検出します。これらの放射線は、検
出器中で様々な核反応を起こし、放射線の種類やエネル
ギーにより異なるパルス波形の光信号を発生する特性が
あります。そこでこの光信号を、デジタルオシロスコー

プと開発した専用プログラムを用いて解析・演算処理す
ることで、それぞれの放射線の被ばく線量を高感度にリ
アルタイムで測定可能になりました。
　DARWINの性能を評価するため、様々な放射線環境に
おいてその特性試験を行いました。例として、米国ロス
アラモス中性子科学センターの陽子加速器施設（加速陽
子エネルギー８００MeV）において測定した中性子、光子、
ミュー粒子による被ばく線量率を、そのときのビーム電
流計の出力とともに図７-１８に示します。一般に、陽子加
速器を運転すると中性子による被ばく線量率が増大する
ことが知られており、この図から、DARWINは、加速器
の運転・停止に伴う被ばく線量率の変化を的確に測定で
きることが分かります。
　DARWINは従来の放射線モニタでは実現できなかっ
たひとつのシステムで複数の放射線のモニタリングを実
現すると共に、測定エネルギー範囲も既存のシステムと
比較して２桁以上広くなり、次世代型の放射線モニタの
原型機と言えます。また、DARWINは、高エネルギー加
速器施設における放射線モニタリングのみならず、中性
子及びガンマ線を高感度に同時計測できる特徴を活か
し、マイナーアクチノイド燃料を扱う核燃料サイクルに
おける放射線モニタリングへの利用も期待されています。

●参考文献

Sato, T. et al., Development of Dose Monitoring System Applicable to Various Radiations with Wide Energy Ranges, Journal of Nuclear Science 
and Technology, vol.42, no.9, 2005, p.768-778.
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図７-１７　DARWINのシステム全体写真（上段）、及び複合型検
出器の概略図（下段）

図７-１８　加速器施設において、DARWINを用いて測定した被
ばく線量率及びその測定時におけるビーム電流

デジタル波形解析装置 
（デジタルオシロスコープ） 

核反応 
光 

放射線 

複合型検出器 

高圧電源 

6Li含有ZnS（Ag） 
シンチレータ 

有機液体 
シンチレータ 
（φ124×127mm） 

光電子増倍管 

1.5
DARWINによる測定値 

中性子 

ビーム電流計の出力 

光子 

ミュー粒子 0

1000

0
0 100005000

時間（秒） 

500

0.5

被
ば
く
線
量
率 

（μSv/h）
 

加
速
器
の
ビ
ー
ム
電
流 

（nA）
 

1



��������	

104　未来を拓く原子力  ２００６
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　酸化物など固体の微粉末を添加した媒体（液体や気体）
に放射線を照射すると、固体を消費することなく媒体中
のイオンや分子の反応が促進されること（図７-１９）があ
りますが、この作用を応用して、６価クロムを効果的に
処理する方法の開発に成功しました。６価クロムは金属
表面のメッキ処理、顔料や染料の製造などの原材料とし
て工業的に利用されていますが、体内への取り込みや粘
膜への付着が容易で、発ガン性で人体に有害なため、環
境への排出が制限されています。開発に当たっては、放
射線のみで処理できない工場廃液や環境水の条件で、薬
品を使わずに効率よく処理するかを追及しました。
　新たに開発した方法は、従来の処理法に比べて①酸、
アルカリなどの薬品を使わないため、二次処理や廃棄物
を発生せずに環境への排出の基準を達成でき（図７-２０）、
②処理後のクロムが耐火レンガ、研磨剤、触媒などの有
用な材料としてリサイクル可能であるため、クロムを環
境へ放出しない、③簡素でメンテナンスが容易である、
などの特長をもっています（図７-２１）。

　現在、これを実用化するため、地元の工場やメーカー
と協力してメッキ廃液や汚染土壌など廃棄物の処理技術
を開発しています。また、この方法に利用している固体
による反応促進作用は、６価クロムと同様に社会問題と
なっているカドミウムや水銀といった有害金属や有害有
機化合物などの処理、並びにクリーンなエネルギー源と
して期待されている水素の製造に対しても有効なので、
これらを視野に入れた研究開発も同時に行っています。
　ところで、この方法には放射線の発生源が不可欠で
す。現在はコバルト-６０ガンマ線や電子線照射装置を用
いていますが、将来的には“核のゴミ”として扱われて
きた高レベル放射性廃棄物を用いれば、“廃棄物による
廃棄物のため”の極めて循環性が高いプロセスが実現で
きると考え、このための研究開発にも取り組んでいます。

　本研究内容は、日本学術振興会の科学研究費補助金の
採択課題「放射線誘起触媒の探索とその非均質系におけ
る反応機構の解明」などの成果の一部です。

●参考文献

Nagaishi, R. et al., Radiation-Induced Catalytic Reduction of Chromium(Ⅵ) in Aqueous Solution Containing TiO2, Al2O3 or SiO2 Fine Particles, 
Radiation Physics and Chemistry, vol.75, no.9, 2006, p.1051-1054.

図７-２０　放射線照射した水溶液中の６価クロムの吸収スペク
トル

工場廃液や環境水の酸性度（pH）の条件で溶液に放射線を照射
しても、溶液中の６価クロムはほとんど減少しません（ａ）が、
この溶液に固体を添加すると、放射線照射で６価クロムが顕著
に減少します（ｂ）。

図７-１９　放射線照射した固体による水溶液中の反応促進作用
の模式図
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図７-２１（左）　６価クロムの処理スキーム
従来の処理法（ａ）は還元剤、酸、アルカリなどの薬品を大量に
使うため、コストがかかり、二次処理が必要になるなどの問題
を抱えていますが、新たな処理法（ｂ）は薬品を必要とせず、簡
便で環境にやさしい方法です。
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　HTTRに非原子力級化した熱化学法ISプロセスを接続
する原子力水素製造HTTR-ISシステム実証試験を計画し
ています（図７-２２）。水素製造装置を非原子力級化する
ための課題のひとつが、原子炉で発生する水素同位体ト
リチウムの製品水素中への混入抑制です。
　金属中を水素及びその同位体であるトリチウムが透過
することはよく知られた現象であり、表面での吸着、脱
離及び金属中の拡散挙動が支配的な現象であるとされて
います。また、トリチウムの拡散速度は水素の拡散速度
の約１/√ ３であるため、トリチウム透過評価には水素透過
を評価すればよいといえます。これまでHTTRの中間熱
交換器（IHX）伝熱管に使用されている高温材料ハステ
ロイXRについて実験室において水素透過試験を行って
きました。その中で酸化皮膜が透過抑制に効果的に働く
ことが示されています。一方、商用高温ガス炉により製
造された製品水素を広く一般的に使用する観点からは、
製品水素へのトリチウム移行量の低減に、純化設備によ
るトリチウム除去のみに期待すると大規模な設備が必要
となるため、IHX伝熱管のコーティングや酸化皮膜が必
要不可欠であるとされ、特に長期的には酸化皮膜の効果
はコーティング効果を上回るとされています。原子力水
素研究の世界的な広まりの中、実炉における水素透過を
評価した例はなく、また、実炉における酸化皮膜の効果
も未知数でありました。
　そこで今回、HTTR冷却材中の水素等不純物データを
用いて、実炉における水素透過係数を初めて取得しました。

　原子炉における試験データから工学的に有効な透過係
数を求めるという課題を以下のように克服しました。ま
ず将来の安全評価を考慮し、透過量を保守的に、即ち透
過量が多くなるように評価しました。このときのHTTR
は初めての９５０℃ 運転であったため２次系に１次系より
多くの水素が存在しており、２次系から１次系へ水素が
透過していたといえます。そこで、純化設備により除去
された１次系の水素が、全量２次系から透過してきた、
即ち炉心での水素の発生はないと仮定した極めて保守的
な評価を行いました（図７-２３の青線）。評価の結果、７０７
～９００Kにおいて活性化エネルギーが６５．８kJ/mol、アレ
ニウスプロットの切片より求められる頻度因子が７．８×
１０－９m３（STP）/（m・s・Pa０．５）となり、清浄金属面による試
験結果とほぼ一致しました。しかし実際には、炉心では
熱及び放射線による水分解で水素が生成（H２O＋C→H２＋
CO）されます。そこでより現実に近い評価として、炉心
で上記化学式が平衡状態となっていることから、炉心で
の水素生成量が純化設備での水の除去量に等しいと考え
透過量を評価したところ、透過量は減少しました（図７-
２３の赤線）。実験室における試験で酸化皮膜が透過量を
下げる効果があることが示されているため、HTTRにお
いてもIHX伝熱管表面に酸化皮膜が形成されていること
が示唆されます。
　今後は、運転期間中に酸化皮膜を適切に維持するため
の雰囲気制御法の確立を目指すと共に、本成果をHTTR-
ISシステムの純化設備の設計に生かす計画です。

●参考文献

Sakaba, N. et al., Hydrogen Permeation Through Heat Transfer Pipes made of Hastelloy XR during the Initial 950℃ Operation of the HTTR, 
Journal of Nuclear Materials, vol.353, 2006, p.42-51.
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図７-２２　高温ガス炉HTTRによる水素製造（HTTR-ISシステム）
HTTRに非原子力級化したISプロセスを接続するHTTR-ISシス
テムによる原子力水素製造の実証試験を計画しています。非
原子力級化の課題のひとつが原子炉で発生する水素同位体ト
リチウムの製品水素中への混入抑制です。

図７-２３　ハステロイXRの水素透過係数
実炉で初めて水素透過係数を取得しました。HTTRデータを用
いた保守的、即ち透過量が多くなる評価の結果（青線）は清浄金
属面の過去の実験にほぼ一致し、より現実的な評価（赤線）では
透過量が減少しました。酸化皮膜ありの過去の実験で透過量
が減少したことから、中間熱交換器に酸化皮膜の形成が示唆さ
れました。

高温工学試験研究炉 
HTTR

計画中 

原子炉 高温二重管 

中間熱交換器 

熱化学ISプロセス 
水素製造設備 

-11

-14
0.8 1.61.41.2

温度（1000/Ｔ（1/Ｋ）） 

清浄金属面による試験結果 
（T. Takeda et al.） 

酸化皮膜の効果 
（T. Takeda et al.） 

HTTR950℃運転において、純化設備での 
水の除去量を考慮 

HTTR950℃ 
運転データを 
基にした保守的な 
評価結果 

1.0

-13

-12

lo
g（

水
素
透
過
計
数
、K

p）
 

［
m

3 （
S
T
P
）/（

m・
s・
P
a0

.5
）］

 



��������	

106　未来を拓く原子力  ２００６

　将来のエネルギー源の多様化とエネルギー安定供給、
更には地球環境保全の観点から、高温ガス炉と炭酸ガス
を全く排出しないISプロセス水素製造技術の研究開発を
世界のトップランナーとして進めています。ISプロセス
は、ヨウ素（Ｉ）と硫黄（Ｓ）を原料である水と化学反応さ
せ、高温ガス炉からの９００℃ 程度までの熱を用いて水を
分解して水素を製造する化学プロセスです。ISプロセス
では、濃硫酸やヨウ化水素などの腐食性の強い物質を高
温高圧で循環させるため、工業プロセスに展開するうえ
で耐食性を有する材料を用いた機器の開発が課題でし
た。特に、腐食性が極めて強い濃硫酸を蒸発・分解させ
る硫酸分解器は、耐食性のみならず高温ガス炉からの高
温ヘリウム（He）ガスによる加熱を効率的に行えるよう
にする構造概念の構築が懸案でした。
　そこで、高温濃硫酸用材料の探索・試験を進め、炭化
ケイ素（SiC）セラミックスが優れた耐食性を有すること
を明らかにしました。しかし、SiCで複雑な構造の大型
の反応器を製作することは非常に難しいため、製作性を
考慮して、Heガスと硫酸を対向流で熱交換させて蒸発・
分解させる比較的単純な多孔円筒型ブロック構造とし、

メタルガスケットシールを介してブロックを積み重ねて
分解器を構成する新たな構造概念を考案しました。この
とき、積み重ねたブロックはタイロッドで締め付けてブ
ロック間のシール性を確保するようにし、セラミックス
と金属部材の熱膨張負荷変動等を皿バネやベローズで吸
収するようにしました。図７-２４に毎時３０m３規模の水素
製造試験プラント用硫酸分解器の構造概念を示します。
この構造概念により、水素製造量の増加に対応して容易
に分解器を大容量化できるようになりました。
　更に、多孔円筒型SiCブロック及びシール構造からな
る主要内部構造体の試作に成功し、考案した構造の製作
性を確認しました（図７-２５）。
　この成果は、世界のISプロセス法の研究開発を先導
し、高温ガス炉による原子力水素製造技術開発を大きく
前進させた成果として、各国から高く評価されていま
す。また、この技術は腐食性物質を取り扱う一般化学プ
ラントなどの分野にも広く適用することできます。
　なお、本研究における内部構造体の試作は、文部科学
省からの受託研究「核熱利用システム技術開発」の成果
の一部です。

●参考文献

寺田敦彦ほか, 熱化学水素製造法ISプロセスのための硫酸分解器の開発, 日本原子力学会和文論文誌, vol.5, no.1, 2006, p.68-75.

図７-２４　硫酸分解器の鳥瞰図
硫酸分解器は、高温のヘリウムガスにより濃硫酸（H２SO４）を沸騰蒸発させて三酸化硫
黄（SO３）と水蒸気（H２O）に分解する反応器です。濃硫酸の沸騰蒸発に耐える材料と
して炭化ケイ素（SiC）セラミックスを見出し、毎時３０m３規模の水素製造試験プラント用
硫酸分解器の構造概念を考案しました。

図７-２５　試作した内部構造体
SiCブロック及びシール構造
からなる内部構造体を試作
し、製作性を確認しました。
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　私たちは、我が国の核燃料サイクルに関する技術開発
を推進することを目的に、各研究開発拠点において使用
済燃料再処理、MOX燃料加工等の各種研究開発（共同研
究を含む）を実施すると共に、これまでの研究開発成果
を踏まえ、民間事業者による青森県六ヶ所村の原子燃料
サイクル事業を支援するための技術移転、技術協力、受
託研究、コンサルティング等を行っています。

���������	

　東海再処理施設は、これまでの電力会社の発電炉使用
済燃料再処理の役務契約に基づく再処理運転の終了を機
に、従来の役務処理運転から研究開発運転へその性格を
変え、新型転換炉ふげんのMOX使用済燃料に係る再処
理試験、高燃焼度燃料に係る再処理試験及び高放射性廃
液のガラス固化処理技術開発を行っていきます。

①　ふげんMOX使用済燃料に係る再処理試験
　東海再処理施設では、既に、ふげんMOX使用済燃料に
ついて約２０トンの処理実績を有しています。
　２００６年度から行うふげんMOX使用済燃料の再処理試
験では、これまでに処理したふげんMOX使用済燃料よ
りもプルトニウム含有量及び燃焼度が高い燃料を約１００
トン用いて、溶解特性や溶媒劣化等に関する系統的な
データを採取することを計画しています。
　併せて、本再処理試験を通して、環境負荷低減、核拡
散抵抗性、経済性向上等の軽水炉再処理技術の高度化に
資するための試験を行うことを計画しています。

②　高燃焼度燃料に係る再処理試験
　再処理技術に係る技術的基盤の強化を図るため、軽水
炉高燃焼度燃料を用いた再処理実証試験を行うことを計
画しています。

　この高燃焼度使用済燃料の再処理試験においては、再
処理に伴って発生する高放射性廃液を用いたガラス固化
処理運転の実証や、不溶解残渣（ざんさ）の性状調査、
材料腐食挙動調査を行うことを計画しています。

③　高放射性廃液のガラス固化処理技術開発
　２００４年度に運転を開始した改良型ガラス溶融炉による
固化体製造を継続し、改良型ガラス溶融炉の安定運転性
に係るデータを採取・蓄積していきます。
　また、高減容ガラス固化に関する研究及び溶融炉解体
に関する技術開発を行うと共に、経済産業省の公募事業
として長寿命ガラス固化溶融炉に関する技術開発を進め
ていきます。

使用済燃料再処理施設

ガラス溶融炉
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　民間事業者による原子燃料サイクル事業は、再処理事
業については六ヶ所再処理工場のアクティブ試験の開
始、濃縮事業については私たちの技術開発成果を反映さ
せた新型遠心機の実用化に向けたカスケード試験の開
始、軽水炉MOX燃料加工事業についてはMOX燃料加工
施設の許認可が進められるなど、これまでに私たちが開
発・推進してきた各分野の技術成果を基に、我が国の原
子燃料サイクル事業実用化にとって重要な展開期を迎え
ています。このような状況を踏まえ、各事業が確実に進
展するよう、事業主体である日本原燃の要請に応じ、私
たちの開発成果に基づいた技術協力を積極的に進めてい
きます。

①　再処理事業に対する技術協力
　日本原燃六ヶ所再処理工場の主工程技術の多くは仏国
等から技術を導入していますが、ウラン脱硝技術、ウラ
ン・プルトニウム混合転換技術及び高レベル廃液ガラス
固化技術については私たちが開発した技術が採用されて
います。
　私たちは、上記の技術移転の他に東海再処理施設の建
設・運転・保守の経験等をもとに、技術者の派遣、技術
情報の提供、日本原燃技術者の受入れ、共同研究、受託
試験、コンサルティング等により、２００７年度の本格操業
開始に向けて、積極的に技術協力を行っています。

②　ウラン濃縮事業に対する技術協力
　国際競争力のあるウラン濃縮遠心機の開発を行うた
め、私たちが開発してきたウラン濃縮技術を日本原燃に
集約することとし、日本原燃がウラン濃縮工場のリプ
レースに計画している超高性能な新素材胴遠心機（新型
機）の開発に寄与するために、私たちの先導機に係る技
術情報の提供、技術者の派遣、受託業務等の技術協力を
行っています。

③　MOX燃料加工事業に対する技術協力
　日本原燃は、青森県六ヶ所村において、軽水炉用MOX
燃料加工事業を営むことを２０００年１１月に決定し、現在、
六ヶ所MOX燃料加工施設の建設に向けた許認可を進め
ています。
　私たちは、新型転換炉や高速増殖炉用のMOX燃料製
造施設の設計・建設・運転に関する技術情報や経験等を
蓄積しており、それらの技術情報を六ヶ所MOX燃料加
工施設に反映するために、技術者の派遣、日本原燃技術
者の受入れ、技術情報の提供、共同研究、受託試験、コ
ンサルティング等の技術協力を行っています。特に、
六ヶ所MOX燃料加工施設は仏国から技術を導入するこ
とから、私たちが開発した技術による混合転換粉末（硝
酸プルトニウムと硝酸ウラニルを１：１の比で混合しマ
イクロ波で加熱脱硝した粉末）の仏国導入技術に対する
適応性を確認することを目的とした実規模MOX確証試
験を日本原燃から受託し、行っています。

人形サイト 

・ウラン濃縮技術開発成果 

六ヶ所サイト 

・民間再処理事業 
・民間ウラン濃縮事業 
・民間燃料加工事業 

東海サイト 

・再処理技術 
　開発成果 
・ウラン濃縮技術 
　開発成果 
・燃料加工技術 
　開発成果 
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　東海再処理工場から発生する高レベル放射性廃液は、
図８-１に示すガラス溶融炉を主設備として有するTVF

（Tokai Vitrification Facility）において、安定なガラス固化
体に処理しています。TVFでは１９９５年のホット試験開始
から２００６年３月末までに２１８本のガラス固化体（キャニ
スタ：容量１１０�）を製造し、その間、加熱効率等に影
響を及ぼす核分裂生成物中の白金族元素が溶融炉底部に
堆積することを抑制するための「炉底低温運転」を用い
た運転を行うとともに、完全遠隔による溶融炉の更新を
行い、撤去した１号溶融炉を対象とした解体技術開発等
を進めています。
　核燃料サイクルの確立において、ガラス固化技術は枢
要技術であり、一層の高度化並びに信頼性向上を図るこ
とが重要です。このため、抜本的な白金族元素の堆積抑
制及び流下促進を講じた炉底構造、炉壁等の侵食等を抑
制する長寿命溶融炉、溶融炉内の様々な物理現象を連成
させたシミュレーション技術の開発を進めると共に、ガ
ラス中に含まれる廃棄物成分を現行の約２５％から３０％以
上に増加させた「高減容化」研究を行っています。高減
容化においては、核分裂生成物中のモリブデン等による
水溶性固相の析出抑制が重要であり、ガラス中へのモリ
ブデン溶解性に関する基礎試験に引き続き、実規模溶融
炉を用いたコールド試験を進めています。
　高燃焼度燃料や将来のプルサーマル並びにFBRサイク

ルから発生する高レベル放射性廃液の処理に対して、現
行のガラス固化技術の適用性や現在進めている技術開発
の役割を検討するため、各燃料サイクルから発生する高
レベル放射性廃棄物について、ガラス固化の観点から重
要な白金族元素及びモリブデン元素の組成、並びに貯蔵
施設や将来の処分場の設計に影響を与えるガラス固化体
の発熱量について評価を行いました。高燃焼度サイクル
やプルサーマルサイクルについては現行再処理のフロー
シート、FBRサイクルに関してはFSフェーズⅡにおける
先進湿式再処理（NEXT）のフローシートを基に評価し
ています。
　表８-１に示す試算結果より、将来の高燃焼度化による
白金族元素及びモリブデン元素の組成、並びに発熱量へ
の影響は数％以内と小さく、現行のガラス固化技術が十
分適用できると考えられます。プルサーマル燃料サイク
ル及びFBRサイクルにおいては、白金族元素が６割程度
増加することから、現在進めている白金族元素対策が一
層重要となることが分かりました。更にプルサーマル燃
料サイクルにおいては、アクチニド元素による発熱量の
増大が顕著であり、NEXTの持つマイナーアクチニド元
素の回収機能を再処理に適用することが示唆されます。
また、各燃料サイクルともモリブデン量の増加は認めら
れず、高減容化はいずれの燃料サイクルからの高レベル
放射性廃棄物においても適用することが期待できます。

●参考文献

Shiotsuki, M. et al., Perspectives on Application and Flexibility of LWR Vitrification Technology for High Level Waste Generated from Future Fuel 
Cycle System, Proceedings of Waste Management 2006(WM'06)(CD-ROM), February 26 - March 2, 2006, Tucson, USA, 13p.
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高レベル放射性廃液供給ライン 

ガラス中心温度 
：約1200℃ 

流下ノズル上部冷却エア 流下ノズル 

補助電極 

主電極 

間接加熱ヒータ 

ガラスカートリッジ 
供給ライン 

主電極 
冷却エア 

耐火物 

図８-１　TVFガラス溶融炉の構造
電極に交流電流を印加し、ガラス自体をジュール
発熱させて溶融します。高レベル放射性廃液は、
円筒形のガラスファイバーカートリッジ（７０mmφ
×７０mmL）に含浸させて溶融炉に供給します。

本試算では、使用済燃料の燃焼度に比例してガラス固化体の発生量が求められ
ると仮定しています。基準軽水炉サイクルでは、燃焼度４５，０００MWD/tの使用
済燃料再処理に伴い、１５０�のキャニスタ１．２５本が発生するとされています。

表８-１　将来の燃料サイクルから発生する高レベル廃棄物に含まれる白金族
元素及びモリブデン量、並びに発熱量の試算

発熱量，kW/キャニスタガラス固化体中の含有量，kg/キャニスタ

燃料サイクル
（燃焼度）

ガラス固化時
Mo

白金族元素

合　計核分裂
生成物

アクチニド
元　素小計PdRhRu

２．３１２．１９０．１２３．６４４．２９１．４６０．４５２．３８①基準軽水炉
　（４５GWD/t）

２．３８２．１９０．１９３．６２４．４４１．５９０．４１２．４４②高燃焼度
　（５５GWD/t）

１．０３１．００１．５３０．９９１．０４１．０９０．９１１．０３②/①

４．０４１．８９２．１５３．３０６．７３２．９８０．８０２．９５③プルサーマル
　（５５GWD/t）

１．７５０．８６１７．６０．９１１．５７２．０４１．７７１．２４③/①

１．６８１．６８－３．３６６．７４２．６２０．９４３．１８④FBR炉心
　（１５３GWD/t）

０．７３０．７７－０．９２１．５７１．８０２．０７１．３４④/①
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　原子炉で使い終わった燃料は、再処理工場で処理され
て使えるウランとプルトニウムが回収されます。欧米で
はプルトニウムを図８-２に示すしゅう酸沈殿法で粉末
にしてウラン粉末と混ぜて原子炉燃料の原料粉末として
います。しかし、この方法ではプルトニウムだけの粉末
で取り扱うことになりますから、原子力を平和利用にの
み限定している我が国では、硝酸プルトニウム溶液を硝
酸ウラニル溶液と混ぜて直接粉末に転換する混合転換法
を採用することで、プルトニウムだけでは取り扱わない
こととし核不拡散性を向上させることとしました。脱硝
方法として、電子レンジで使われているマイクロ波を加
熱源としたマイクロ波加熱（Microwave Heating）直接脱
硝法（図８-２）を採用しています。MH法では、ウラン
とプルトニウムの混合した溶液をマイクロ波で加熱する
ことで、その中の水分及び硝酸を蒸発・濃縮し、更に残っ
た硝酸成分を熱分解させて、酸化物の粉末にします。加
熱源にヒータではなくマイクロ波を使うのは、急速加熱
できるため粉末が細かくでき、燃料を作りやすいからです。

　これまで、MH法の加熱過程で溶液から固体の酸化物
になるまでの化学反応については、処理している時の温
度から推定していましたが、その詳細は明らかにされて
いませんでした。
　そこで本研究では、まず新たに電子レンジの中で蒸気
や硝酸ガスがたくさんある時にも使える温度計を開発し
ました。開発した温度計を図８-３の試験装置に取り付
けてMH法の加熱過程の温度履歴を詳細に測定しまし
た。次に、硝酸ウラニル溶液を使った試験を実施して昇
温時に加熱している物質に顕著な温度変化や状態変化が
生じた時点（図８-４）でサンプルを採取して熱分析や
エックス線分析を行うことで、化学形態を把握して下の
ような脱硝反応過程を明らかにしました。

UO２（NO３）２・６H２O→UO２（NO３）２・３H２O＋３H２O
UO２（NO３）２・３H２O→UO２（OH）NO３＋HNO３＋H２O
UO２（OH）NO３→β－UO３＋０．５H２O＋NO２＋０．２５O２

　And/or UO２（OH）NO３→β－UO３＋HNO３

光源 

グローブボックス 

観察窓 

55
0

マイクロ波加熱器 
モニタテレビ 

マイクロ波発振器 

整合 
器 

導波管 

CCD 
カメラ 

φ500

図８-３　マイクロ波脱硝試験装置の概略図
マイクロ波加熱装置は３kWのものを使っています。

500

既報Pu-U混合溶液 マイクロ波停止 

試料④ 
試料③ 

試料② 

試料① 

脱硝体生成 

NOXガス発生 

本報U溶液 

00 5 10 15 20
経過時間（分） 

25 30 35 40

50

100

150

200

250
温
度 

（℃）
 

300

350

400

450

図８-４　マイクロ波脱硝反応温度
マイクロ波加熱後、約２０分でウランに付いている水分や
硝酸成分が分解し、最終的には酸素だけが付いた酸化物
になります。

●参考文献

加藤良幸ほか, 硝酸ウラニル溶液のマイクロ波加熱直接脱硝法による脱硝反応機構の解明, 日本原子力学会和文論文誌, vol.4, no.1, 2005, p.77-83.

マイクロ波加熱直接脱硝法 しゅう酸沈殿法 

硝酸プルトニウム 

溶液受入 

濃度調整・試薬添加 COOH

沈　　殿 

ろ　　過 

廃液 

廃液 

焙焼・還元 

プルトニウム粉末 

溶液受入・混合 

マイクロ波加熱脱硝 

焙焼・還元 

MOX粉末 

硝酸プルトニウム 硝酸ウラニル 

図８-２　転換方法の比較
欧米ではプルトニウムを沈殿法により単体で転換して粉末にしていま
したが、日本では核転用のしにくい混合転換法を採用しており、次の
利点があります。①化学的な処理をしないので放射性廃液の発生量を
大幅に低減できます。②設備が簡素でコンパクトです。③溶液状態で
プルトニウムとウランとを混合するため、均一な燃料ができます。
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蒸気ノズル 

吸引室 

20mm

製造時の加工方向 

腐食の起点 

蒸気 

空洞欠陥は120℃ 
等温線とほぼ一致 

（１） SJの欠陥状況 

（２） 光学顕微鏡による吸引室 
　   （蒸気ノズル部付近）断面の観察 

（３） 構造体温度評価 
　   （解析コード FLUENT） 

100μm

溶液 吸引室（蒸気ノズル部付近）
の断面には、左写真のような
加工方向に沿って直進的に
進行している多くの腐食孔が
確認されました。 

　東海再処理施設の酸回収工程において、硝酸廃液を送
液するスチームジェット（SJ）に腐食故障が生じました。
SJは駆動部を持たない信頼性の高い機器として、東海再
処理施設においては放射線量が高い箇所の溶液の移送用
機器として約４００基を使用しています（図８-５）。今回の
腐食事象は約３０年にわたる再処理施設の運転において初
めての経験であり、多角的に調査を行い原因を明らかに
しました。
　調査は、高精度CCDカメラによる表面観察、Ｘ線透
過による構造体内部の観察、及び欠陥断面の観察を行
い、構造体内部の複数箇所に大きな空洞が形成され、外
表面に到達する腐食が生じていることを確認しました

（図８- ６）。
　次に、腐食メカニズム解明にむけて、以下の調査を実
施しました。
①走査型電子顕微鏡（SEM）による金属組織観察、Ｘ線

マイクロアナライザー（EPMA）による成分分析。
②熱流動解析による構造体温度評価及びモックアップ装

置を用いたSJの温度分布測定試験。
③実材料の腐食試験による構造材の加工方向と腐食進展

の関係の調査。

　これらの結果、今回の腐食は、吸引室の中で温度が高
くなる蒸気ノズル付け根部において、加工フロー腐食に
よる腐食孔が起点となり、硝酸が液体として存在できる
最高温度域である約１２０℃ の等温線に沿って、腐食が進
行したとの結論を得ました（図８-６）。これは材料の共
通的知見として、加工端面を腐食環境に曝すことに対す
る十分な備えが必要であることを示しています。
　また、SJの設計改良事項として以下の２点を明らかに
しました。
①腐食試験から、近年、再処理プロセス等で使用されて

いる高耐食性のR-SUS３０４ULC-SA材（ESR処理）は、加
工方向による腐食の差が生じない材料であり長期間使
用するSJ材として有効であること。

②熱流動解析から、腐食の起点となっている蒸気ノズル
付け根部分を滑らかにすることで、流体の流れをス
ムーズにでき高温化が緩和されること。

　東海再処理施設は約３０年の運転経験を持つ国内初の施
設であり、長期の運転で現れた事象を貴重なものと捉
え、汚染物の取り扱いの困難さを克服し原因を解明し、
商用再処理施設への情報提供や次世代施設の設計に活か
していくことが今後とも重要と考えています。

ディフューザー 

溶液出口 

溶液入口 

蒸気入口 

蒸気ノズル 吸引室 
図８-５（左）　スチームジェット（SJ）の構造
SJは、蒸気をノズルから高速で噴出させて吸引
室を減圧とし、溶液を吸い上げてディフューザー
側へ吐出させることで溶液を移送する機器。故
障したSJの材質はJIS-SUS３０４L相当材であり、
故障までの使用時間は約６万時間で使用環境は
以下のとおりです。
（１）蒸気の温度：約１７０℃
（２）送液される廃液の温度：約４０℃
（３）廃液中の硝酸濃度：２～３mol/L
（４）設計流量：４m３/h

図８-６　スチームジェット（SJ）欠陥状況と温度評価
構造体内部の空洞欠陥は１２０℃ （本温度域は、硝酸が液体として存在できる最高の温度域であり
最も腐食環境が厳しくなる温度域）の等温線とほぼ一致していました。

●参考文献

清水　亮, 高谷暁和, 白水秀知ほか, スチームジェットの腐食と設計改良, 日本原子力学会和文論文誌, vol.4, no.3, 2005, p.203-212.
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　高濃度のプルトニウムやウランを含む硝酸溶液の酸
（水素イオン）濃度は、再処理工程の運転管理や工程内の
プルトニウムの加水分解を防止する観点から重要なパラ
メータです。
　従来、高濃度のプルトニウムやウランを含む硝酸溶液
の酸濃度の分析は、アルカリ中和－電位差滴定法を適用
していました。しかし、この方法は水酸化ナトリウムや
フッ化物イオンを含む試薬の添加が必要となり、それが
分析廃液となっていました。特に、フッ化物イオンは室
温でもステンレス鋼の腐食を促進させることから、廃液
処理工程の槽類や配管の腐食が懸念されていました。こ
のような背景から、フッ化物イオンをはじめとする試薬
を使用せず、分析時間の短縮が可能な分析方法を調査し
ました。
　そこで着目したのが、溶液の導電率です。導電率とは
電流の流れやすさを示すものであり、溶液の液温と溶液
に含まれるイオン（電解質）の種類とその濃度に依存し、
特に水素イオンの当量電導度は、表８-２に示すように他
のイオンに比べて非常に大きく、高感度で測定ができま
す。また、溶液の導電率は、写真８-１に示す市販の導電
率計を改造することなく、容易に測定することができ
ます。
　本件は、溶液中を流れる電気量がイオンの濃度に依存
する性質を利用しています。しかし、複数のイオンが存

在する溶液の場合、溶液の導電率は全てのイオンの導電
率の総和となって表されるため、硝酸プルトニウム・硝
酸ウラニル混合溶液のようにプルトニウムとウランが高
濃度で存在する場合、水素イオンの導電率のみを測定す
ることは困難です。そこで、溶液の導電率に占めるプル
トニウム及びウランの導電率を溶液中のプルトニウム及
びウランの量で補正することとしました。具体的には、
試料の測定温度を一定（２５℃）とし、蒸留水で希釈した
試料の導電率、プルトニウム及びウラン濃度と従来法に
より得られた酸濃度との相関を用い、これらをパラメー
タとして、多変量解析法により得られた相関式から酸濃
度を算出する方法を検討しました。その結果、以下に示
す良好な結果が得られました。
①図８-７に示すように、本法と従来法との比較分析の結

果は、１０％以内で良好に一致しました。
②本法の２５℃ における日間再現精度は１．５％以下であり、

良好な精度が得られました。
③本法の分析時間は約５分であり、従来法の１/６に短縮

することができました。
　以上の結果から、２００５年３月よりプルトニウム転換技
術開発施設における硝酸プルトニウム溶液等の酸濃度分
析として本法の適用を開始しました。また、再処理工程
中の硝酸プルトニウム溶液等の酸濃度分析へ本法を適用
することが可能です。

当量電導度（S・cm２）陽イオン
３４９．８H＋

　３８．６Li＋

　７３．５K＋

５４　１/２Fe２＋

写真８-１　導電率計の概要
導電率計は制御部と測定セルから構成されており、測定セルは
グローブボックス内に設置しました。測定セルからの信号は、
測定ケーブルを介して制御部のデジタル表示部に溶液の温度
とともに導電率として表示されます。

6

0
P-1 U-3U-2U-1M2-3M2-2M2-1M1-3

試料名 

従来法 
本法 

M1-2M1-1P-4P-3P-2

1

2

3

酸
濃
度 

（mol/L）
 

4

5

図８-７　本法と従来法との比較分析の結果
本法と従来法による硝酸プルトニウム溶液等の酸濃度を分析
した結果の比較です。図中の試料名のＰは硝酸プルトニウム
溶液（プルトニウム濃度：約２００g/L）、M１は硝酸プルトニウム・
硝酸ウラニル混合溶液（プルトニウム濃度：約１２０g/L、ウラン
濃度：約１２０g/L）、M２は硝酸プルトニウム・硝酸ウラニル混合
溶液（プルトニウム濃度：約８５g/L、ウラン濃度：約２００g/L）、
Ｕは硝酸ウラニル溶液（ウラン濃度：約５０～３６０g/L）です。

●参考文献

北川修ほか, 導電率測定による高濃度のプルトニウム, ウランを含む硝酸溶液の酸濃度の定量, 2006, JAEA-Technology 2006-031, 29p.

表８-２　無限希釈における水素イオン等の当量電導度（２５℃）
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１．はじめに

　私たちは、我が国唯一の総合的な原子力研究開発機関

であり、原子炉施設、再処理施設、加速器施設等、２００を

越える原子力施設を保有しています。これらの中には、

使命を終えた施設、機能が重複するため整理すべき施設

等もあり、第１期中期計画においては、３０余りの施設が

廃止措置すべき、あるいは今後廃止措置を検討すべき施

設として示されています。

　一方、私たちは、これまで種々の研究開発を実施して

きており、２００５年度末の時点で、２００リットルドラム缶

に換算して約３４万本の放射性固体廃棄物が保管されてい

ます。

　不要となった原子力施設を廃止措置し、放射性廃棄物

を処理処分することを合わせて、原子力バックエンドと

呼んでおり、バックエンド対策を実施するのは、原子力

施設設置者及び放射性廃棄物発生者としての責務とされ

ています。また、原子力施設の廃止措置、放射性廃棄物

の処理処分は、長期的な対応、巨額の資金を必要とし、

私たちの場合、約２兆円、８０年の事業であると試算され

ています。したがって、原子力機構では、コスト低減を

念頭に、以下のような技術開発を進めています。

２．廃止措置に係る技術開発（図９-１参照）

　廃止措置に係る基本的な技術については、JPDR等の

これまでの解体経験により確立しており、これを他施設

に適用していく際には、施設固有の状況を考慮した技術

の改良が必要となります。具体的には、「ふげん」、人形

峠のウラン濃縮、製錬転換施設等、再処理特別研究棟に

ついて、既存技術をベースに、それぞれの施設に合わせ

た解体技術の開発を進めているところです。

施設固有の廃止措置技術開発 

ふげん 
人形ウラン濃縮、 
製錬転換施設　 

成果入力、フィードバック 

廃止措置エンジニアリングシステム 

データベース 評価システム 

物量 
データベース 

廃止措置計画 
の策定 

評価プログラム 
・作業人工数 
・被ばく 
・廃棄物発生量 

出力情報 
・作業人工数 
・工程 
・廃止措置費用 

廃止措置関連情報 
エンジニアリング 
システムDB
文献情報 

再処理 
特別研究棟 

各施設の 
データ収集 

データベース 

クリアランス検認評価システム 

処理プログラム 

・対象施設　 
・対象物　等 

・対象核種選定 
・核種組成比分析 
・放射能濃度算定 
・クリアランス判断 

合理的な廃止措置 
・原子炉施設 
・再処理施設 
・加速器 
・使用施設　　等 

・測定条件 
・測定方法 

・対象施設 
・対象物　等 

評価結果 
ΣD/C

判　断 

情
報 

支
援 

測　定 

原子炉施設 遠心機 タンク、配管 

技
術
の
反
映
 

支援ツール 

解体情報 

図９-１　原子力施設廃止措置に係る技術開発
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　また、これらの施設の解体を通じて、解体技術、関連

データも蓄積されており、今後の廃止措置を効率的に進

めるため、これらの情報と放射化計算等を組合わせ、支

援ツールとしての廃止措置エンジニアリングシステムの

開発を進めています。

　一方、２００５年１２月、原子炉等規制法が改正され、クリ

アランス制度が原子炉等規制法に取り込まれました。ク

リアランスは放射性廃棄物の減量、コスト低減に有効で

す。私たちはクリアランスを容易に行うため、クリアラ

ンス検認システムの開発を進めています。

　これらの技術はいずれも今後の廃止措置に活用してい

く予定です。

３．廃棄物処理処分に係る技術開発（図９-２参照）

　放射性廃棄物については、それぞれの放射能レベル、

性状に応じた処理が行われます。処理コストの低減を目

的に、前処理としてのか焼技術、TRU廃棄物、ウラン廃

棄物等を対象とした除染技術の開発を進めています。

　一方、セメント固化、溶融固化等により廃棄体化（処

分に適した形状に処理すること）された放射性廃棄物は、

処分に備え、放射能濃度を確認する必要があります。私

たちは、コスト軽減、時間短縮を目的に、放射能測定の

簡易・迅速化技術の開発を進めています。

　廃棄体化された放射性廃棄物は、最終的に、浅地中処

分（トレンチ処分、ピット処分）余裕深度処分、地層処

分により、放射能レベルに応じた処分が行われます。処

分の安全性は、被ばく評価により判断されますので、私

たちは、RI・研究所等廃棄物、TRU廃棄物、ウラン廃棄

物に対して、核種移行に影響する因子の検討、安全評価

データの整備、安全評価手法の開発等を進めています。

　また、放射性廃棄物に係る各種情報を一元的に管理

し、発生から処分までの履歴を管理できる廃棄物管理シ

ステムの開発を進めています。

運転廃棄物 解体廃棄物 

セメント固化 圧縮 

廃棄物処理 

廃棄体確認 
・放射能濃度、核種組成　 
・内容物、固型化法　　等 

浅地中処分（イメージ） TRU廃棄物地層処分（イメージ） 

余
裕
深
度
処
分 

○廃棄物管理システム 

溶融 

○処理技術：か焼技術 
　前処理簡易化、有害物除去 

○放射能測定：簡易・迅速化 
　・核種分離の簡易・迅速化 
　・γ核種の高効率測定 
　・αβ核種の同時測定　等 

○処分研究開発：TRU、研廃等 
　・核種移行への影響因子評価 
　・処分場設計、安全評価データ整備 
　・安全評価手法開発 

○除染技術 
　・ウラン、TRU廃棄物除染 

図９-２　放射性廃棄物処理処分に係る技術開発
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　私たちは、研究施設から発生する低レベル放射性廃棄
物のうちコンクリートなどの非金属雑固体廃棄物をプラ
ズマ加熱により溶融処理して、ガラス状の化学的に安定
な溶融固化体に成形してから廃棄体として埋設処分する
ことを計画しています（図９-３）。溶融固化体を安全に
処分するためには、機械的強度などの性能評価を行うと
共に、固化体中に含まれる放射性核種の種類と量を把握
する放射能評価が不可欠です。このために、原廃棄物や
溶融固化体等から試料を採取し、放射化学分析によって
核種組成・濃度・分布等の放射能データを収集する必要
があります。これらのデータを用いて合理的で信頼性の
高い廃棄体の放射能評価方法を確立し、処分に備えるこ
とになります。
　放射化学分析においては、前処理として試料を溶液化
する必要がありますが、ガラス状の物質である溶融固化
体を溶液化する作業には長時間を要します。また、研究
施設から発生する廃棄物の場合、処分安全評価のために
考慮すべき核種の種類が多く、それらの濃度も様々であ

るため、放射化学分析のためには比較的多量の試料を溶
液化する必要があります。一般的な化学成分分析と比較
すると、１０倍程度の試料を溶液化することが必要となり
ます。
　そこで、溶融固化体試料を効率的に溶液化するため
に、マイクロ波加熱を用いる迅速溶解法について検討し
ました。従来のホットプレートのみによる外部加熱法で
は、一容器あたり溶液化可能な溶融固化体試料は０．１g程
度でした。一方、マイクロ波加熱法では、図９-４に示す
ように、テフロン製の密閉型容器を用いて試料を加熱し
ます。これにより、溶解の効率が向上し、一容器あたり
１gの溶融固化体試料を溶液化できるようになりまし
た。また、密閉型の容器を使用することで、放射性物質
の飛散を防止する効果が期待できます。溶解操作の安全
性の観点からも、マイクロ波加熱法は有効な方法です。
　従来法と比較してマイクロ波加熱を使用する方法では、
溶解操作の所要時間は１/１０以下に短縮され、溶融固化体
試料に対する迅速溶解法を確立することができました。

●参考文献

原賀智子ほか, プラズマ溶融処理した非金属廃棄物のマイクロ波加熱装置を用いる迅速溶解法, 分析化学, vol. 55, no.1, 2006, p.51-54.
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図９-３　放射性廃棄物の処分までの流れ
研究施設から発生する低レベル放射性雑固体廃棄物は、溶融処理してガラス状の化学的に安
定な溶融固化体に成形してから廃棄体として埋設処分することを計画しています。溶融固化
体を安全に処分するためには、廃棄体の性能評価を行うと共に、放射能評価が必要です。

図９-４　マイクロ波加熱装置
　　　　ａ）装置外観、ｂ）容器断面
試料と酸を入れたテフロン容器を
マイクロ波で加熱する装置です。

研究施設 

低レベル放射性　　　 
　　　　雑固体廃棄物 

溶融固化体 廃棄体確認 

ガラス状の物質 

性能評価 
・機械的強度 
・化学的安定性　等 

放射性核種閉じ込め性 

難溶解性 

放射能評価 
・放射能濃度 

コンクリート 保温材 
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処理施設 
（プラズマ溶融） 
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ｂ）容器断面 

外枠 

シールド 

テフロン容器 
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試料 
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　新型転換炉ふげん発電所では、作業の安全性向上や被
ばく低減、廃棄物発生の抑制等を考慮した合理的な廃止
措置の計画立案を目的として、廃止措置エンジニアリン
グ支援システム（以下、DEXUSという）の開発を進めて
います。
　DEXUSは、「計画時の支援システム」と「解体時の支
援システム」、及び両システムで使用する各種データを
統合管理するデータベースシステムから構成されていま
す。更に、「計画時の支援システム」は「VR・可視化シ
ステム」と「評価システム」から、「解体時の支援シス
テム」は「AR・可視化システム」と「情報管理システ
ム」から構成されています（図９-５）。
　ここでは、DEXUS内のデータベースシステムと、VR・
可視化システムの解体作業シミュレーションシステムに
ついて開発状況を紹介します。
　データベースシステムは、「ふげん」の３D-CADデータ
や、設備情報、及び放射能インベントリ情報等から構成
されるシステムです。特に３D-CADソフトウエアにつ
いては、廃止措置に向けた各種検討を効率的に進めるた
めに、以下に示すような３D-CADの拡張機能を付加し、
検討の効率化を図っています。
①３次元CADと設備情報等の文字情報や、写真、計装配

管図（２次元CAD）等との連携機能
②３D-CAD上の機器を切断する機能
③任意空間内の物量集計機能　等
　次に解体作業シミュレーションシステムの開発です
が、「ふげん」のような原子力発電所の廃止措置は、高
度に放射化した原子炉本体を除けば、多くの設備の解体
撤去は人的作業によって行われます。このため、作業の
安全性や被ばく低減を考慮した適切な作業計画を立案す
るため、作業内容や被ばくに関する事前評価が重要とな
ります。この事前評価を効率的に行うために、ノル
ウェーエネルギー研究所と共同で、仮想現実感（VR：
Virtual Reality）技術を用いた解体作業シミュレーション
システム（VRdose）を開発しました（図９-６）。本シス
テムは、「ふげん」の３D-CADデータ、及び空間線量デー
タ等を基に作成したVR空間内で人体モデルに作業を行
わせることによって、外部被ばくや内部被ばくを評価で
きるシステムです。また、作業員への作業前教育やPA
等にも有効活用することができます。
　「ふげん」で現在計画されている設備の解体試験等に
DEXUSを適用することにより、DEXUSの評価機能の検
証や必要に応じて改良等を行っていく計画です。

●参考文献

Iguchi, Y. et al., Development of Decommissioning Engineering Support System(DEXUS) of the Fugen Nuclear Station, Journal of Nuclear 
Science and Technology, vol.41, no.3, 2004, p.367-375.

図９-５　廃止措置エンジニアリング支援システム（DEXUS）の構成

図９-６　解体作業シミュレーションシステム（VRdose）
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　原子力のような巨大技術においては、計算科学研究が
重要な役割を担っています。原子力では、予算や環境等
の制約により実験が困難な場合も多く、計算機によるシ
ミュレーションは従来から重要な研究手段でした。特に
昨今の計算科学の進展により、計算機を用いた研究は、
単なる確認･検証の手段を超え、金属中の不純物による
脆化機構の発見といった新たな理論構築の先導を努めた
り、核融合の実験に見られるように計算結果から実験方
法を検討したりというように、「理論」及び「実験」と並
ぶ第三の研究手法として広く認知されるに至っています。
　このような計算科学に対する期待にこたえるため、シ
ステム計算科学センターでは、下記二つの研究方針を展
開しており、これまで様々な成果が得られています。
①計算科学研究、計算機技術研究、運用・保守支援の三

位一体での推進
　計算科学基盤開発と原子力計算科学研究の２本立てに
より研究を推進しています。前者は、研究者が高い専門
性を要求するスーパーコンピューティングを駆使できる
環境を常に整えておくことを目的としています。これま
で、ITBL（Information Technology Based Laboratory）

計画に参画することにより、総計算機資源５０TFLOPS（１
テラFLOPSは１秒間に１兆回の演算が行えることを意
味する）を超える仮想研究環境を実現しました。後者で
は、原子力推進における重要事項である耐震強度やナノ
デバイス開発、人体への放射線の影響などをターゲット
とした研究を進めています。特に、耐震強度では、プラ
ント全体を丸ごとシミュレーションする研究を進めてお
り３次元仮想振動台を試作し、部品数１０００点規模の問題
で検証しました。ナノデバイス開発では、超伝導体中性
子検出器の高精度化のためのシミュレーション技術を開
発しました。
　これらの成果は、高性能計算科学分野で世界最大の国
際会議であるSC０５において、それぞれHonorable Mention
賞受賞、Gordon Bell賞ファイナリスト選出と高く評価さ
れました。
②所内連携強化による理論・実験研究との分野横断的

展開
　計算科学の分野横断的特質をいかし、計算科学を切り
口に所内連携研究を推進し、原子力研究の各分野の研究
の高度化、効率化に寄与しています。特に、理論シミュ

核融合 

耐震強度 

産学連携・協力の充実・強化 
施設及び設備の共同を促進 AEGIS（仮想研究環境） 

ナノデバイス 放射線影響 

原子炉 

計算科学研究： 
横断的課題の解決 

計算機技術研究： 
可視化、並列分散ツール、 

大容量データ処理、統合シミュレーション 

運用・保守支援 
スーパーコンピュータ、ネットワーク 
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図１０-１　原子力分野における計算科学の役割
システム計算科学センターでは、計算科学研究、計算機技術研究、運用・保守支援の三位一体の体制で先端的計算を実施することに
より、原子力分野における実験の先導・代替、萌芽的研究を推進してまいります。
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レーションによる顕現化や実験データの補間による現象
の分析、仮想原子炉に代表される実験施設のデジタル化
による計算機内での実験施設検証及び高速炉設計のため
のデザイン・バイ・アナリシス（解析に基づき設計を可
能とする）システムの構築などを進めています。
　次に①に記載したITBL計画において、これまでシステ
ム計算科学センターが実施してきた研究開発の内容につ
いて簡単に報告いたします。
　システム計算科学センターは、e-Japan重点計画に位置
づけられた国家プロジェクトInformation Technology 
Based Laboratory（ITBL）計画（２００１年度～２００５年度）
に参画してまいりました。ITBL計画では、その目的どお
り、インターネット上に散在する計算資源、知識、ノウ
ハウなどをネットワーク上に共用化するための研究開発
を実施することにより、複雑で高度なシミュレーショ
ン、遠隔地との共同研究を容易に行える仮想研究環境を
構築いたしました。
　ITBL計画の中で、当センターは、仮想研究環境の基盤
となるソフトウェアやこの環境で活用されるアプリケー
ションソフトウェアの研究開発及び利用推進活動を実施
してまいりました。これまで、国内外の大学や研究機関
との協力により、スーパーコンピュータ資源の総量とし
ては、５７テラFLOPSという非常に大規模な資源が共用化

されています。ITBL計画への参加機関数は、大学、研究
機関、企業など併せて７８機関となり、参加者は６００名以上
となっています。
　ITBLで構築された環境の国際展開として、ヨーロッパ
で研究開発が進められた類似の基盤ソフトウェア

（UNICORE）とITBL基盤ソフトウェアの相互接続を実現
しました。これにより、ドイツにあるシュトゥットガル
ト大学高性能計算センター（HLRS）との国際協力の下、
HLRSのスーパーコンピュータもITBLの環境から利用可
能となりました。
　現在は、ITBL計画で得られた知見を基に、原子力分
野に求められる計算科学基盤の構築に向け、原子力グ
リッド基盤（AEGIS：Atomic Energy Grid Infrastructure 
System）の研究開発を進めています。このような環境を
世界規模で実現し、世界に一つしか存在しないような原
子力巨大実験施設を世界中の研究者が世界各地から利用
できるようにするため、ドイツ以外にも、フランス、米
国と国際協力を進めています。加えて、２００６年度開始の
国家プロジェクト「最先端・高性能汎用スーパーコン
ピュータの開発利用」計画に参画し、全国の大学・研究
機関を有機的に連携した最先端学術情報基盤の形成に向
け、その基盤となるソフトウェアの研究開発も進めてい
ます。
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図１０-２　ITBL計画で構築された環境
ITBL計画に参加している研究機関（協定締結者や共同実施者等）の協力により、２７計算機（２０機種、約５７TFLOPS）のスーパーコン
ピュータ資源が提供され、ITBL基盤ソフトウェアにより共用化されています（図は２００５年３月時点のもの）。ドイツのHLRSにあるSX-８
（１２TFLOPS）もITBL基盤ソフトウェアとUNICOREとの相互接続によりITBLの環境で利用可能となっています。ここで、アプリケー
ションの研究開発として実施された基幹アプリケーションも示されています。
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　「室温でもし超伝導が実現したら、産業革命を遥かに
超える変革が起こる！」と言われてきましたが、実際、
室温で電気抵抗がゼロになるということは、発電した電
気エネルギーを損失ゼロで各家庭や工場へと運べるよう
になり、地球規模でのエネルギー伝送が可能になるだけ
でなく、世界中がリニアモーターカーで結ばれ、身近で
は、パソコンなどのOA機器の冷却ファンもなくなり、
ノートパソコンの性能は今の超並列計算機を遥かに超え
てしまうかもしれません。このように室温超伝導実現は
私たちの生活を一変させてしまう可能性を秘めており、
超伝導転移温度を室温まで上昇させるというテーマは当
代科学者たちの見果てぬ夢とも言えましょう。
　このいまだ実現していない夢の室温超伝導ですが、そ
の超伝導状態を先取りして研究しようという、とても挑
戦的な試みが最近、現実のものとなってきました。これ
は、２００４年に実現されたフェルミ原子ガスの超流動が、
室温超伝導に匹敵するほどの画期的な超流動状態だった
からです。通常、超伝導は二つの電子がペアを形成する
ことで超伝導状態へと転移しますが、その際、転移温度
を決めるのは、そのペアを結びつける引力の強さである
ことが分かっています。フェルミ原子ガスでは、その引
力の強さが極めて強く、超伝導体でその強さを実現する
と、なんと１０００K（室温を遥かに超える！）程度に匹敵

するということが明らかにされました。この事実が分か
ると、次はその超流動状態とは一体どんなものなのか？
という疑問が沸き起こりますが、そこで登場してくるの
が量子渦です。量子渦は、超流動や超伝導という特異な
流れの中で見られる最も重要な構造で、その構造が超流
動や超伝導の性質の良し悪しを決定してしまいます。つ
まり、超流動も超伝導もその損失のない流れには限界が
ありますが、その限界を与えてしまうのが量子渦であ
り、その研究は超伝導の応用を考える際には避けて通れ
ないものなのです。
　本研究では、その量子渦の構造を第一原理計算を行う
ことで決定し、引力が弱い場合から強い極限（室温を遥
かに超える超伝導）まで、その構造の変化を初めて示す
ことに成功しました。その結果、引力が弱い場合は、渦
中心でもフェルミ原子の密度は渦の外側とほとんど変わ
らないのに対し、強い極限では、なんと、渦の中心にい
るフェルミ原子の密度が極端に薄くなり、水を入れてバ
ケツを思い切り回すと中心の水がなくなるのと同じよう
な振る舞いを示すことが分かったのです。この結果は、
実は超伝導電流を損失ゼロでたくさん流すという観点か
らは極めて有利であり、もし、室温超伝導が実現された
場合、その電力輸送能力は基本的に優れている可能性が
高く、今後の研究の進展が多いに期待されます。

●参考文献

Machida, M. et al., Structure of a Quantized Vortex near the BCS-BEC Crossover in Atomic Fermi Gases, Physical Review Letters, vol.94, no.14, 
2005, p.140401-1-140401-4.
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レーザー 

原子 

図１０-３　原子ガスをある一箇所に閉じ込め、レーザーを当ててかき混ぜる（左図）と、中央図のように、ガスのあちらこちらに渦（実
験では、原子の分布密度を観察するため、渦は中央図のように球体にあいた穴のように見えます）が発生しますが、原子ガ
スが超流動状態にあると、渦周りの回転運動が量子化されるため、ある一定の回転の強さを持つ渦だけが現れます。この研
究では、この渦の構造を最も精密な計算手法である第一原理計算により求めました。量子化された渦は、超流動や固体が示
す超伝導に共通の現象であり、原子ガスの渦構造を研究することで超伝導の渦構造を予測することができます。原子ガスで
は、極めて強い引力が原子間に働いており、この研究で得られた渦構造は、まだ見ぬ室温超伝導の渦の構造とほとんど一致
すると考えられます。
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　システム計算科学センターでは、特大規模を有する原
子力施設のための解析技術の一つとして、高度計算科学
技術を用いてスーパーコンピュータ上に仮想振動台を構
築し、原子力施設全体の地震時の応答をシミュレーショ
ンする技術の研究開発を進めています。シミュレーショ
ンの精度を高めるには、施設を構成している各部品の応
答（応力， 変位等）が接合状況によりどのように互いに
影響しあうかを考慮する必要があります。原子力施設は
膨大な数の部品から構成されているため、一つのスー
パーコンピュータでは計算できないほどの処理量とな
り、従来技術では扱えないという問題がありました。
　そこで、
①部品と部品の接合状態を簡易的に考慮することで部品

ごとのデータ処理を可能とし、計算のための処理量を
低減できる手法

②ネットワークを介して複数のコンピュータを結び利用
者からはあたかも一つの高性能なコンピュータとして
扱えるグリッドコンピューティング環境（AEGIS：
Atomic Energy Grid Infrastructure System）を用いるこ
とにより、異なる複数のスーパーコンピュータを連携
処理させて解析を高速化する手法

を提案し、大洗研究開発センターにある高温工学試験研
究炉の原子炉圧力容器及び冷却系統設備を対象に静的弾
性解析を実施しました。
　その結果、原子力施設全体解析の実現に向けた技術革
新が図れる可能性を見いだせたので、その成果を米国シ
アトルで開催された世界最大の高性能計算機科学国際会
議SC０５の大規模解析技術コンクールへ応募したところ
高く評価され、“Honorable Mention”賞を受賞しました。

●参考文献

西田明美, ３次元フレーム構造物の波動伝播特性に関する研究－チモシェンコ梁理論の導入－, 構造工学論文集, vol.52B, 2006, p.119-124.
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部品のグリッド展開 

仮想振動台実現に向けて：1,000万超の部品集積シミュレーション 
－グリッド展開による組立構造解析アプローチ－ 

GC AHX Pipes

RPV 
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PPWC 
SPWC 
AHX 
GC 
Pipes

：原子炉圧力容器 
：中間熱交換器 
：1次加圧水冷却器 
：2次加圧水冷却器 
：補助熱交換器 
：ガス循環器 
：配管 

図１０-４　提案手法の概要
部品ごとに構造データを作成し、解析用データとして複数のスーパーコンピュータに分散させ、部品と部品の接合状態を考慮した連
携解析により、部品点数１０００万超の原子力施設全体を解析するためのシステムの枠組みを実現しました。解析結果をコンピュータ上
で可視化するときにも多くのメモリを必要とするため、複数のスーパーコンピュータを使うことで大容量処理を可能としました。
データ作成から解析実行、結果の可視化まで、一連の作業をすべて機構内外のスーパーコンピュータに分散させることで、特大規模を
有する原子力施設の構造解析の実現可能性を見いだしました。
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　この世界の物質を構成する粒子（図１０-５：電子から核
子やクオークまで）はフェルミ粒子と呼ばれる、フェル
ミ統計に従う粒子であり、互いに相互作用しあうフェル
ミ粒子集団の性質を正確に知ることがかなえば、この世
界のミクロ・レベルで起こる様々な現象が原理的にすべ
て予測できます。かつて、量子力学の創始者の１人であ
るシュレディンガーが量子力学を方程式（シュレディン
ガー方程式）で表現することに成功すると、気が早い物
理学者たちは、近い将来、物理は終焉を迎えると述べた
と言われています。これは、量子力学に従う極めて多く
の粒子集団のシュレディンガー方程式を解ける計算機が
現れれば基本的に物質の性質はすべて予測できると信じ
たからにほかなりません。しかしながら、その終焉は２０
世紀中には実現されるはずもなく、多くの物理学者が理
論的に正当な近似計算を考案し、複雑な数式を駆使する
ことでフェルミ粒子集団の振る舞いを何とか理解しよう
としてきました。
　しかし、２１世紀に入り、地球シミュレータクラスの超
並列計算機が現れた今、どれだけ多くのフェルミ粒子集
団の振る舞いを正確に解けるかという問いはとても興味

深いテーマとなってきました。私たちは、レーザーによ
り作られる光学格子場中のフェルミ原子ガス集団を対象
として、この問題に取り組み、その結果、地球シミュ
レータ５１２ノード（４０９６プロセッサ）を用いて２２光学格
子点上１７フェルミ粒子の厳密な基底状態を計算すること
に成功しました（図１０-６）。この問題は、数学上は１５９０億
次元という超巨大な行列の固有状態を計算することに当
たりますが、地球シミュレータの優れたアーキテク
チャーを効率良く利用することで、約６分でこの問題を
計算することに成功しました。この計算では、ベクトル
並列計算機としての性能を引き出すため新しい対角化ア
ルゴリズムを適用し、従来比で最高１０倍程度の高速化を
達成しています。私たちの知る限り、２０フェルミ粒子程
度の量子問題を（基底状態のみですが）厳密に、しかも
分というオーダで高速に計算した例はなく、世界最大級
の超高速計算である一方、これが人類の今到達できうる
限界とも言えます。今後、計算機は更に進歩しますが、
２０フェルミ粒子集団程度でも新たに分かることも多く、
今後も大きな飛躍が計算機の発展と共に期待できます。

●参考文献

Yamada, S. et al., 16.447 TFLOPS and 159-Billion-Dimensional Exact-Diagonalization for Trapped Fermion-Hubbard Model on the Earth Simulator, 
Proceedings of International Conference for High Performance Computing, Networking and Storage(SC'05), CD-ROM, 2005.
Machida, M. et al., Novel Pairing in the Hubbard Model with Confinement Potential, Physica C, 2006, (in press).
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図１０-５（上）　固体中電子、原子核、核子、フェルミ原子ガス、中性子
星などの性質は相互作用するフェルミ粒子集団の量子状
態を計算することで理解できます。図は地球シミュレー
タ上でその量子状態を計算する概念図です。まず、既知
の（例えば相互作用しない）粒子集団の量子状態を用意
し、相互作用を取り込むために、それらの量子状態の重
ね合わせを行列の対角化により行います。地球シミュ
レータでは、その巨大なメモリ、高い演算能力を利用し、
 超大規模な行列の対角化を行います。
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図１０-６（左）　格子モデルを使った場合のフェルミ粒子数と計算する行
列の次元（大きさ）の関係を示しています。地球シミュ
レータをフルに利用することで、１７フェルミ粒子（２２格
子点上、アップスピン粒子８個、ダウンスピン粒子９個）
の１５９０億次元行列の基底状態が計算できます。
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　水は原子力分野から生命科学分野まで幅広く登場する
重要な化学種ですが、通常の物質にはない特異な性質が
あります。例えば、水の「異常な」性質の一つとして、
比熱が温度や状態で大きく異なることが知られていま
す。融点０℃ で氷から水になると比熱は約２倍と大きく
なりますが、沸点１００℃ で水から水蒸気になると比熱は
約１/３と逆に小さくなります。通常の物質に比べて水は
非常に大きな比熱（約４．１９J/gK， １cal/g℃）を持ってお
り、温度によってあまり変化しません。一方、氷や水蒸
気の比熱は水よりも小さいですが、温度によって著しく
変化します。氷も水蒸気も高温になるほど大きくなる傾
向があります。また、重水は軽水に比べると比熱が単位
モルあたりで約１０％ほど大きいことが知られています。
以上のような事実は、分子論な立場からは一体どのよう
に理論的に説明できるのでしょうか。
　図１０-７のように、水は水素と酸素からなっており、分
子間で水素原子を介した弱い結合（水素結合）を形成し
ます。液体の水では水素結合の生成消滅が時々刻々繰り
返されており、複雑な運動をしています。また、軽い元
素である水素原子は量子力学的な振る舞いをします。こ
れらが比熱に影響を与えることが予想されますが、これ
まで理論的なシミュレーションによって実際に確かめら
れたことがありませんでした。そこで本研究では、分子
動力学シミュレーションによって水の三態の比熱につい
て定量的な解析を行いました。

　この研究から分かってきたことは、水の比熱には二つ
の重要な因子があるということです。一つは水素結合の

「強さ」です。氷や水の凝集相では、温度が高くなればな
るほど各々の水分子の熱振動が大きくなり、水素結合が
弱まります。比熱の大きさは外部から熱が加えられたと
きにどれだけ分子がエネルギーを吸収するかで決まりま
すが、氷の場合は水素結合が強固なので熱は水素結合を
振動させるだけであまり吸収しません。一方、液体の水
では水素結合を大きく変形又は切断させることでエネル
ギーをより多く吸収できます。つまり、水素結合が「熱
溜」の役割を担うことにより比熱が大きく、また一定に
保たれます。しかし、気相の水蒸気では水は孤立分子と
して存在し、水素結合そのものが消えるため、「熱溜」
の担い手が少なくなって比熱は小さくなります。
　もう一つの因子は、低温になるにつれて水素結合に働
く力学が古典力学から量子力学に変化してゆくことで
す。この水素結合の「量子性」は外部から熱を吸収しに
くくする傾向があります。これは、量子振動の準位がと
びとびになり、熱励起しにくくなるからです。したがっ
て、低温側で比熱は減少する傾向にあります。
　水が実際に示す比熱は、水素結合の「強さ」と「量子
性」という二つの因子によって実現されているのです。
なお、軽水と重水の間の比熱の違いも、この因子から説
明することができます。

●参考文献

Shiga, M. et al., Calculation of Heat Capacity of Light and Heavy Water by Path Integral Molecular Dynamics, Journal of Chemical Physics, 
vol.123, no.13, 2005, p.134502-1-134502-8.

（b） 液体の水 （c） 氷（Ih相） （a） 水蒸気 

図１０-７　赤い球が酸素原子、白い球が水素原子を表します。分子動力学シミュレーションでは、分子運動をコンピュータで
追跡し、解析します。
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　気泡は人間にとって身近で親しみ深い存在です。水の
入ったビンをひと振りするだけで、沢山の気泡を作り出
し観察することができます。また、気泡は工学や医学な
ど様々な分野に姿を現します。血管に流し込まれるミク
ロンサイズの気泡は超音波造影剤として利用され、急激
に減圧された液体中に発生する気泡は原子力施設で多用
される流体機械を損傷させるほどの破壊力を持ち、強い
音の中で光る気泡は化学反応場として利用されます。ま
た、白波をなす無数の気泡は地球環境に影響を与えてい
ると言われます。
　このように身近な存在でありながら、気泡にはまだ数
多くの謎が残されています。私たちは最近、音の中で膨
張・収縮（体積振動）し相互作用する複数の気泡（図１０-
８）の振動位相を調べることで、気泡が未だに知られて
いない特徴周波数を持つことを見いだしました（図１０-
９）。私たちはこの特徴周波数をさしあたり「遷移周波
数」と呼んでいます。この特徴周波数は気泡を共振させ
ずに振動位相を反転させる（例えば、入射音波と同相
だったものを逆相に）性質を持つもので、共振を伴いな
がら振動位相を反転させる特徴周波数「共振周波数」と
は本質的に異なるものです。
　更に、この知見を基にして気泡を眺め直してみると幾

つかの未解決問題が解決できることに気がつきました。
その一つが、体積振動する気泡の間に働く相互作用力の
メカニズムです。この力は気泡間の位相差に依存して方
向が変わり、したがって条件に応じて引力にも斥力にも
なり得ることが知られていますが、方向が変わる具体的
なメカニズムに関してはまだ定説とされる解釈が存在し
ませんでした。私たちは理論解析により、見いだした遷
移周波数こそが力の方向を決める要因であることを突き
止めました。つまり、入射音波の周波数を変化させなが
ら観察すると、その周波数が遷移周波数を通過する際に
力の方向が反転するのです。この発見は、「力の方向は
共振周波数上で反転する」とする１００年来の通説に一石を
投じるものです。
　私たちは現在、遷移周波数の存在を疑いようのないも
のにするために様々な追加検討を行っています。ここで
得た成果は、沢山の気泡が相互作用する系で観測される
様々な現象、例えばキャビテーション気泡群の崩壊や音
の局在化、気泡による安定な構造形成などを理解するた
めの重要な道具となるものと考えています。
　なお、本研究の一部は科研費　若手研究（Ｂ）を通じて
の文部科学省からのサポートの下に行われています。

●参考文献

Ida, M., Phase Properties and Interaction Force of Acoustically Interacting Bubbles: A Complementary Study of the Transition Frequency, Physics 
of Fluids, vol.17, no.9, 2005, p.097107-1-097107-13.

図１０-８　体積振動し相互作用する２気泡の数値シミュ
レーション

水中に沈む気泡に音波を照射すると、気泡は膨張・収縮、
つまり体積振動を始めます。このような気泡が複数ある
場合、気泡間には引力にも斥力にもなりうる相互作用力
「二次音響放射圧」が働きます。この図は、引力が働く条
件での気泡の振る舞いをコンピュータ・シミュレーショ
ンによって再現したものです。体積振動する二つの気泡
が徐々に近づき合い、最後には衝突して合体する様が見
られます（時間は左上から右下に進みます）。理論とシ
ミュレーションを用いて気泡の振動位相を詳細に調べる
ことにより、私たちはこの相互作用力の発生原理に関す
る新説を提唱するに至りました。
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3

 

図１０-９　二つの相互作用する気泡が持つ遷移周波数
横軸は気泡間距離、縦軸は周波数を表します。図中の青線は共振周波
数で、赤線が初めて見いだした特徴周波数「遷移周波数」です。通説
では二次音響放射圧の方向の反転は共振周波数上で起こるとされます
が、本研究の理論解析によれば、それは私たちの見いだした特徴周波
数上で起こります。
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　靴の中に十円玉を入れておくと雑菌の繁殖を防いで足
の臭いを抑えられることが生活の知恵として知られてい
ます。銅イオンは反応性に富むために活性酸素などの不
安定分子を作り出してDNAなど生物にとって重要な分
子を無差別に壊してしまうことから、単純な微生物に
とっては強い毒なのです。しかし、生物は長い進化の歴
史の中で、銅などの重金属を細胞外に排泄する仕組み
や、壊れたDNAを修復する仕組みを作りだして、銅イオ
ンに対する抵抗性を獲得してきました。更には、銅イオ
ンの高い反応性を積極的に活用して、身体に必要な物質
を作りだしたり、酸素や電子など生命の維持に重要な物
質を輸送したりするようになりました。（図１０-１０）
　私たちはこうした銅を利用する蛋白質の中から、マル
チ銅ブルー蛋白質と呼ばれる蛋白質のグループに注目し
て、解析を行って来ました。マルチ銅ブルー蛋白質は、
銅原子の特異な酸化還元能力を利用した蛋白質のグルー
プで、ほぼすべての生物種が保有し、非常に重要で多様
な機能を有しています。おもだった３つのグループにつ
いてみると、①「亜硝酸還元酵素」はバクテリアによる
脱窒という自然環境の中での窒素の循環過程に、②

「ラッカーゼ」「アスコルビン酸酸化酵素」は、それぞれ

植物や真菌（カビやキノコ）の骨格の形成と分解や、 
DNA損傷などをもたらす酸化ストレスへの抵抗性に、 
③「セルロプラスミン」はヒトなど脊椎動物の血液中で
酸素を運搬するヘモグロビンの形成にそれぞれかかわっ
ています。
　近年のヒトゲノムプロジェクトの完了に象徴されるゲ
ノム解析の進展によって、ゲノム配列の情報が加速度的
な勢いで蓄積されつつあります。これらの情報を有効に
活用することで、マルチ銅ブルー蛋白質の進化経路を明
らかにし、（図１０-１１，図１０-１２）更に、これまで知られてい
なかった新しいタイプのマルチ銅ブルー蛋白質（［Ａ］，

［Ｂ］，［Ｃ］）を見いだすことができました。
　更に、最近、発見されたマルチ銅ブルー蛋白質につい
てその配列、構造、機能を広く俯瞰することで蛋白質が
新しい機能を獲得してゆく「分子進化」の過程について
考察を深めることができました。
　今後、こうした銅などの金属イオンを結合する蛋白質
の解析を進めていくことで、DNA修復などの放射線耐性
に関連する新しい機能を持った蛋白質を見つけてゆきた
いと考えています。

●参考文献

Nakamura, K. et al., Function and Molecular Evolution of Multicopper Blue Proteins, Cellular and Molecular Life Science, vol.62, 2005, p.2050-
2066.
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図１０-１１　推定されたマルチ銅ブルー蛋白質の進化経路 図１０-１２　アミノ酸配列の解析により得られた系統樹と進化経
路仮説
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　生物は身近な紫外線や放射線などの強い光の攻撃に常
にさらされています。放射線などに代表される光による
攻撃は、生物が持つDNAに損傷を与えることがわかって
います。DNAの損傷は光などの外部からの要因だけで
なく、体内にある酸素も時にはDNAやRNAを傷をつけま
す。このように生物を構成する物質は、生活や生命活動
を通して様々な局面で損傷を受けます。これらの損傷は
老化の分子的原因とも考えられています。一方、長い進
化の間に、生物は様々なDNA損傷を経験し、損傷を修復
する装置を使って生き延びてきました。どのような装置
で、どのようにして損傷が修復されているのかについて
は、現在盛んに研究されています。損傷を修復する装置
は、おもにタンパク質で構成されていることがわかって
きています。
　２１世紀の最初にヒトのゲノム塩基配列の読み取りが終
了しました。このことは、ヒトを構成する物質の設計図
が手に入ったことを意味します。しかしその設計図を読
み解くことができていません。ヒトのゲノム塩基配列は
３０億程度の文字列で表現することができ、その文字列を
「解読」する必要があるのです。解読の研究は、計算科
学（コンピュータ）と生物学とが手を組まなければ、進
めることができません。これがバイオインフォマティク
スです。ここに紹介する研究は、ゲノム塩基配列の解読
を進めることで、どのようなタンパク質がどのようにし
てDNAやRNAの損傷を修復していくのかを解き明かし

ていこうとしている研究の一環です。
　DNAやRNAの修復をするタンパク質は、まずはDNA
やRNAと結合する必要があります。タンパク質のどの
部分でRNAと相互作用するのかがわかれば、修復の仕組
み研究の第一歩となります。RNAがタンパク質に結合
しているときの構造は、多くの研究者の長年の研究によ
り少しずつ明らかにされています。そこで、これらの情
報を集めデータベースを作りました（図１０-１３）。多くの
構造が集まると、それらを統計処理することで、タンパ
ク質とRNAとの結合面にはどのような特徴が存在する
かがわかってきます。RNAが結合するタンパク質の面
はどれくらいの広さを持つのか、どのような性質の原子
が存在するのかなどがわかってきます。その結果を用い
て、今度はRNAとの結合の様子がわかっていないタンパ
ク質に対して、RNAと結合しそうな面を見いだす予測を
行うことができます。様々な統計処理の方法を開発し、
その方法を用いることで、いままでよりも高い精度で
RNAと結合するタンパク質面を見いだすことができる
ようになってきました（図１０-１４）。
　タンパク質のどの部分でRNAと相互作用するのかを
計算科学の手法で推定できるようになると、この方法を
用いて、分子生物学実験をくみ上げることができるよう
になります。計算科学と分子生物学の協力により、生命
を支える分子がどのように働いているのかを解き明かす
ことができるようになってきています。

●参考文献

Kim, T.P.O., Yura, K. et al., Newly Sequenced eRF1s from Ciliates: the Diversity of Stop Codon Usage and the Molecular Surfaces that are 
Important for Stop Codon Interactions, Gene, 346, 2005, p.277-286.

図１０-１３　RNAと相互作用するタンパク質の立体構造データベース
タンパク質がRNAとどのように相互作用するかを知るために、タンパク
質とRNAとの結合構造データを収集しデータベースにしました。生物が
持っているどのようなタンパク質がどのようなRNAとどのような構造で
結合しているのかがわかります。右の絵は、あるタンパク質とRNAとの
結合３次元構造です。青、赤、緑のボールの集合体がタンパク質を、手前
にある棒細工がRNA分子を表現しています。赤と緑のボールがタンパク
質のRNA結合面です。

図１０-１４　RNAとの相互作用面推定の結果例
データベースから得られた様々な統計量を用いて、
タンパク質のRNAとの結合面を推定します。実際に
RNAとの結合面がわかっているタンパク質を使っ
て、結合部分はどこであるかを伏せておき、予測を
します。タンパク質（ボールの集合体）のオレンジ
から赤い部分が結合面と予測されました。
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　気泡は様々な場面で私たちの前に登場する、ユビキタ
スな存在です。原子力分野においても、原子炉内で起こ
る沸騰や原子力プラント内、加速器施設内で発生する
キャビテーション（強い負圧下で液体中に気泡が発生す
る現象）などによって姿を現します。キャビテーションに
よって液体中に現れた気泡は激しく体積振動し、周囲の
機械に強い振動を与えたり、キャビテーション・ジェッ
トと呼ばれる高速のジェットを噴き出して配管の内壁を
傷つけたりします。キャビテーションではこのような体
積振動する気泡が複数同時に現れ、音や流れを通じて相
互作用します。そのため、そこで現れる気泡群は一種の
相互作用する振動子系、つまり「結合振動子系」となり
ます。
　私たちは近年、気泡が持つこの結合振動子系としての
側面に着目して議論を展開してきており、その過程で複
数気泡系に「擬交差（avoided crossing）」と呼ばれる奇
異な現象を見いだしました。擬交差というのは量子化学
やカオス力学、宇宙物理学などの分野で議論されてきた
現象で、複数の固有値（例えば固有振動数やリアプノフ
指数）を持つ物理系にたびたび見いだされてきたもので

す。擬交差が現れるパラメータ領域では、何らかのパラ
メータの変化に応じて互いに近づきつつあった二つの固
有値が急激にその軌道をそらし、交わることなくお互い
に遠ざけ合う様が見られます。また、それと同時に系の
性質が急激な変化を示すことも知られています。
　私たちが議論している気泡の例では、擬交差は共振周
波数に現れます（図１０-１５）。同図の赤線が擬交差を起こ
している共振周波数を表しています。この結果について
詳細に議論することで私たちは、擬交差が現れるパラ
メータ領域では遷移周波数（気泡の振動位相が反転する
周波数）が交差を起こすことや（図１０-１６）、気泡同士が
互いの振動状態を交換しあうような振る舞いをすること
を明らかにしてきました。このような現象が報告される
のは、気泡力学の分野では世界で初めてのことです。私
たちはこの発見を、気泡の持つ知られざる複雑性を明ら
かにするものと受け止めています。また、この成果は
キャビテーション気泡群の複雑極まりない運動を理解す
るための基本的な知見になるものと考えています。
　なお、本研究の一部は科研費　若手研究（Ｂ）を通じて
の文部科学省からのサポートの下に行われています。

●参考文献

Ida, M., Avoided Crossings in Three Coupled Oscillators as a Model System of Acoustic Bubbles, Physical Review E, vol.72, no.3, 2005, p.036306--
1-036306-7.
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図１０-１５　３気泡系の共振周波数が示す擬交差
一直線上に並べられた３つの気泡が持つ共振周波数（縦軸）を、
気泡間距離の関数として表示したのが上の図です（l１２、l２３はと
もに気泡間距離）。点線は３つの気泡のうち１つ（気泡３）を
系から分離した場合、赤線はすべての気泡を相互作用させた場
合の結果です。気泡３を分離させたときには交わっていた起
源の異なる二つの共振周波数（黒線の交点）が、３つ共に相互
作用する場合には溶け合うように結ばれます。これが擬交差
です。気泡３がほかの気泡に近づくにしたがい（図が右に行く
にしたがい）、この結びつきはより顕著になります。
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図１０-１６　３気泡系の遷移周波数
擬交差領域における遷移周波数の振る舞い、つまり振動位相の
振る舞いを見てみました。上の３つのグラフは３つの気泡そ
れぞれの遷移周波数を表します。赤線は共振周波数に相当す
るもので、図１０-１５（ｃ）に示したのと同じものです。青線が遷移
周波数解析によって初めて得られるカーブで、このうちの１つ
が共振周波数と交わっているのが見られます。このような交
差は２気泡系では見られなかったものです。この交点の周囲
で、気泡はその振動状態を交換しあうようです。
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　核兵器の拡散が続くことを食い止め、原子力平和利用
を促進する仕組みとして、１９７０年に核兵器不拡散条約

（NPT）が発効しました。核兵器国には他の国に核兵器
技術を委譲しないことと核軍縮への努力を求め、非核兵
器国には核兵器取得を放棄する代わりに平和利用の権利
を付与する条約であり、非核兵器国には平和利用の検証
のために国際原子力機関（IAEA）の保障措置（核兵器の
製造に転用していないことの検認措置）を受け入れるこ
とが義務付けられました。
　NPT体制は、その後３５年以上、核不拡散と原子力平和
利用を支える基本骨格として機能しています。しかし、
１９９０年代のイラクでの秘密裡の核兵器開発疑惑や、北朝
鮮の核兵器開発とNPT脱退など、更に、最近では、イラ
ンの濃縮施設の問題についてもいまだ解決が図られてい
ないなど、NPT体制の弱点も指摘されています。保障措
置については、未申告の活動等がないことを検証できる
保障措置機能の強化などの対応が図られてきています。
また、インド、パキスタンのようにNPTに加盟せずに事
実上、NPT外の核保有国が存在するという問題もあります。
　このような国際情勢を受け、核拡散に直接結びつく再
処理技術及びウラン濃縮技術等の機微技術について技術
保持国を制限したり、多国間で共同管理しようという提
案や、機微技術についてはある期間新たに獲得しようと
することを控えようといった提案、また、米国の新たな
原子力政策（GNEP：国際原子力パートナーシップ）で
は、燃料“供給国”（サイクル国）のみが機微技術を保
持し、“受領国”（原子力発電のみを行う国）はこの権利
を放棄する替わりに、必要な燃料の供給保証を“供給国”
側等から得るという提案など、さまざまな提案がなされ
ています。
　我が国は、これまで、核不拡散と原子力の平和利用を
両立するために、国際的な規範を遵守するとともに、原
子力平和利用の透明性、信頼性を高めるために努力して
きており、国際社会では模範となる国です。我が国は、
原子力平和利用の先駆者として、新たな制度の検討や、
新たな保障措置技術の開発などを通じて国際貢献を図っ
ていくことが重要です。
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　私たちの核不拡散対応業務としては、国の核不拡散政
策立案を支援するための政策調査研究と、国、国際機関
を支援するための核不拡散技術開発を２つの柱として、
これに加えて世界の非核化の支援、自らの核物質管理の
着実な実施、この分野の人材育成・人的貢献を行ってい
ます。
　機構発足にあたり、「核不拡散科学技術センター」を設
けて機構内外と連携して、核不拡散対応業務を一体的に

進めていくこととしました。
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　自らの技術的な知見に基づき、核不拡散に係る政策研
究を行い、国を支援します。現在実施している研究テー
マは以下の２テーマで、国内外の研究機関、専門家と連
携して研究を進めています。

「日本の保障措置対応等の評価」：日本の保障措置対応等
を評価し、ベストプラクティスのモデル化を図り、世界
への普及を目指します。

「アジアの原子力平和利用と信頼性、透明性向上に関す
る研究」：原子力の利用が飛躍的に増加しようとしてい
るアジアにおいて、原子力利用の透明性を向上させる方
法について研究します。
　また、研究成果の普及のみならず、核不拡散に関して
理解を深め、原子力の平和利用を推進するために、イン
ターネット等による情報発信、国際会議、フォーラム等
を開催していきます。
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　核不拡散体制を支える技術開発として、保障措置の効
率化のために、再処理施設、プルトニウム燃料製造施設
等において、核物質の非破壊測定機器、遠隔監視システ
ム等の開発を行っています。また、将来の高速増殖炉サ
イクルシステムの確立に向けた研究開発施設に対して、
効果的・効率的な保障措置・計量管理が可能となるよう
に、施設設計段階から考慮すべき先進的保障措置システ
ムの開発を行っています。
　更に、未申告の原子力活動を検知するための強力な
ツールとしてIAEAが採用している保障措置環境試料分
析についても、専用のクリーンルーム施設（CLEAR）を

図１１-１　核不拡散科学技術国際フォーラム（２００６年５月１８～１９
日）に世界の核不拡散に関する専門家を招聘し、最新
の核不拡散の諸問題につき、意見交換を行いました



未来を拓く原子力  ２００６　129

設けて世界でもトップレベルの技術開発を進めていま
す。保障措置環境試料分析とは、原子力施設の床等を布
で拭取り（拭取り試料）、布上に付着する極微量核物質の
同位体比等を分析し、未申告の原子力活動を検知する技
術です。
　平和利用に対する信頼性を向上させるための技術開発
としては、「常陽」において、遠隔監視技術を活用して
原子力活動の透明性を高める技術の研究を米サンディア
国立研究所と共同で行っています。また、第４世代原子
力システム国際フォーラムや、IAEAの次世代炉開発プ
ロジェクトの取り組みに参画し、個々の原子力活動の核
拡散抵抗性（核拡散し難さ）を定量化する研究を行って
います。これによって核拡散抵抗性の高い高速増殖炉サ
イクル実現を図ります。
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世界の核軍縮・非核化に貢献する技術開発として、これ
まで、ロシアにおける、余剰核兵器解体に伴い発生する
プルトニウムの高速炉での処分の共同研究や包括的核実
験禁止条約（CTBT）の国際検証体制への技術的貢献を
行っています。
　放射性核種観測所では、毎日大気中の微粒子をフィル
タで集めて環境放射能を測定し、その観測データを
ウィーンにあるCTBT機関の国際データセンターに送信
することにより核実験監視に寄与しています。
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　厳格な核物質管理は核不拡散体制の基礎となるもので
す。核物質管理の中には、計量管理、保障措置対応、核
物質防護、核物質輸送が含まれています。これらの業務

の中においても、信頼性を高め、効率化を図るための研
究開発を行っています。核物質防護においては、原子炉
等規制法の改正に伴う核物質防護の強化に適切に対応す
るための技術開発を進めています。核物質輸送において
もMOX原料粉等を安全に効率的に輸送するための技術
開発を行っています。

CTBT機関技術事務局 
国際データセンター 

各締約国へ 
データ配信 

国際監視制度 

地震波観測所（170ヶ所） 

水中音響観測所（11ヶ所） 現地査察 

国内データ 
センター 

微気圧振動観測所（60ヶ所） 

放射性核種観測所（80ヶ所）＋ 
公認実験施設（16実験施設） 
　このうち日本に設置されているのは、 
　放射性核種観測所：高崎と沖縄の2ヶ所 
　公認実験施設　　：東海 

図１１-３　CTBT国際検証体制の仕組み
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分析試料 

235U+ or 238U+

O+
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図１１-２　保障措置環境試料分析の流れ
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　核不拡散に関する懸案として、インド・パキスタンに
おける核兵器開発、北朝鮮の核開発問題とイランのウラ
ン濃縮開発にかかわる問題などがあり、いずれも国際政
治の場で関係国間での調整・交渉が続けられている状況
にあります。このような状況下で、原子力の平和利用・
研究開発を進めていくためには、核物質の計量管理・保
障措置に関する国内及び国際的な規範・制度を遵守する
だけではなく、更に原子力活動、特に核物質利用に関す
る活動についてその透明性を向上し、また国際的にも信
頼性を得ることが必要となってきています。
　私たちは、核物質利用及びそれに関連する活動の情報
から、核物質が平和目的にのみ利用されていることの信
頼を更に得ることを目標として、そのためのデータ収
集・評価解析の技術の開発を進めています。
　具体的な透明性向上の手段として、私たちは１９９５年か
ら高速実験炉「常陽」において、使用済燃料貯蔵プール
エリア及び新燃料貯蔵室エリアに、モーションセンサー

（マイクロ波、光センサー）、中性子及びガンマ線検出器、

監視カメラ、データ収集装置を設置して、核物質（燃料
集合体）の移動・貯蔵、それに伴う人の出入り、作業な
どをモニターするシステムを設け、その実証試験を行っ
てきました。
　またソフトウェアに関しては、コンピュータにて自動
的にデータ解析・評価を行い、想定されない動きを検知
した場合にはアラームを表示するなど、客観的で的確に
解析・評価が行えるようなサポートシステムを構築しま
した。
　これらの技術を透明性向上・信頼醸成に役立てるため、
システムの簡素化、標準化を図る一方、二国間あるいは
多国間で遠隔監視システムによって相互に施設の情報交
換を行うことを検討してきています。
　現在米国及び韓国、日本での施設間で情報交換を実施
することを念頭において、関係者間での技術情報交換を
行うとともに、透明性向上・信頼醸成への取り組み方に
ついても相互での検討を進めています。

図１１-４　「常陽」遠隔監視システム構成
「常陽」新燃料室入口が開かれたことがセンサーで検知されると、室内に
設置されたカメラがある一定時間撮影します。また画像が変化した場合
も撮影を行います。画像データはデータ収集用コンピュータに収録され
た後、イントラネット経由でデータ保管用サーバーに蓄えられる。この
データはVPN（Virtual Private Network）で結ばれた外部コンピュータにイ
ンターネットを通して伝送され、レビューされます。

図１１-５　遠隔監視システムネットワーク構想案
「常陽」と米国、韓国などの原子力施設との間で
相互に「遠隔監視システム」を利用して、情報
交換を行うことで、原子力活動の透明性を向上
させ、信頼性醸成に役立てることを関係機関・研
究所と検討し、実現に向けて協議を行っています。
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DCM-14：IAEA保障措置で広く使用されているデジタル監視カメラ 
DMZ：DeMilitarized Zone「非武装地帯」、ファイヤーウォールに 
よって外部ネットワーク（インターネット）からも内部ネットワーク（組織 
内のネットワーク）からも隔離された区域 
FTP：File Transfer Protocol、TCP/IPネットワークでファイル転送 
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　核兵器の解体によって生じる兵器級プルトニウム（以
下、解体プル）は、米露の軍縮により数十トンの規模と
なっています。これらを処分するには、原子炉での燃焼
処分、高レベル廃棄物（ガラス固化体）で覆い深地層に
埋設する固定化処分等が考えられますが、現在では、燃
焼処分が有望です。
　プルサーマル燃料として軽水炉で燃焼する方法が技術
的には実績がありますが、ロシアには産業規模でMOX
ペレット燃料を製造する施設はなく、また軽水炉での
MOX燃焼経験もないためこれを西側諸国から導入する
には巨額の資金が必要となります。
　私たちはロシアの研究所と共同研究を行い、ロシアの
振動充てん（バイパック）燃料製造技術（図１１-６）を用
いてMOX燃料を製造し、ロシアの高速炉（BN６００）で燃
焼するBN６００バイパックオプションの実現性を確認して
きました。当初実績がなく、処分方法として疑問視され
ていましたが日露共同研究の成果により現在では処分シ
ナリオの一部としてG８の関係国に認められるに至って
います。この方法は、シンプルでコンパクトな燃料製造
方法を用いるため処分コストが安価で、ロシアの固有技
術を適用するため技術移転等に対し問題が少ないのです。

　日露共同研究は、BN６００をハイブリッド炉心化（約
２３％をMOX燃料に置換）するための枢要な技術につい
て、①模擬炉心の臨界試験、②３体先行照射試験、③炉
心・燃料解析、④安全解析、⑤バイパック燃料製造施設
整備の確認・検討を行ってきました。これらは⑤を除い
て終了し、ハイブリッド化の技術的準備は整っています。
　３体先行照射試験では、実際に解体プルからMOXバ
イパック燃料を製造し、BN６００で照射し、ホットラボで
照射後試験を実施しました。これにより、バイパック燃
料のペレット燃料との類似性、燃焼時の燃料安定性、被
覆管との機械的・化学的相互作用等を明らかにしました。
一方、炉外試験ではバイパック燃料の熱的特性を評価す
る試験を行い、バイパック燃料に特有の金属顆粒状の酸
素ゲッターの添加により燃料熱伝導度が１０％程度改善さ
れることを明らかにしました（図１１-７）。これらはバイ
パック燃料の燃焼挙動を解明する評価コードのモデル化
等に利用していく予定です。
　G８が国際支援の下に実施を図っている３４トンのロシ
ア解体プル処分計画全体は、種々の問題で停滞している
ものの、米露を中心にバイパックオプションを先行する
動きがあり、今後の動きが注目されます。

●参考文献

Ishii, T. et al., Thermal Conductivities of Granular UO2 Compacts with/without Uranium Particles, Journal of Nuclear Science and Technology, 
vol.41, no.12, 2004, p.1204-1210.
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図１１-６　MOXバイパック燃料ピン製造フロー
高温でプルトニウムとウランを塩化物として溶融し、酸化した
後、電気分解にて析出しMOX顆粒に転換します。これを振動
させながらピンに入れると透き間なくびっしり入り、「バイ
パック燃料棒」ができます。これにより従来の湿式法・ペレッ
ト燃料に比べ設備がコンパクトで工程が簡素化でき経済的な
燃料が作れます。またこの方法は遠隔化が容易なので製造時
の放射線の被ばくを抑える利点があります。

図１１-７　金属ウラン顆粒添加による燃料熱伝導度の変化
バイパック燃料では、照射中、高温の領域では炉内焼結が生じ
て、照射中のペレット燃料に類似した組織が形成されます。一
方、おおよそ１３００Kを下回るような低温の領域では、製造時の
粒子状組織が維持されます。この組織の熱伝導度は、通常の焼
結された燃料ペレットに比べて低いのですが、酸素ゲッターと
して数wt％添加される金属ウラン顆粒により、改善されます。
この効果により、照射中の燃料温度を低く抑えることが可能と
なります。
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　使用済燃料のせん断及び溶解時に発生するオフガス成
分の一つであるキセノンの同位体比は、主として原子炉
内での核反応の進行度に依存することから、原子炉の型
や燃焼度及び燃料中のプルトニウム生成量と相関を持つ
ことが知られています。オフガス中のキセノン同位体比
を測定することにより、再処理している使用済燃料を評
価する手法は、保障措置の観点から期待されています。
　このため、米国ロスアラモス研究所では、オフガス中
のキセノン同位体比を測定することにより、評価・解析する
計算手法（NOVA : NOble gas enVironmental monitoring 
Application）を開発してきました。しかしながらキセノ
ン同位体の実際の測定データを用いての検証はなされて
いないことから、東海再処理工場において溶解オフガス
中のキセノンの同位体比を測定し、使用済燃料の炉型や
燃焼度及びプルトニウム生成量の評価手法としての可能
性の確認を行いました。

　実験は、BWR燃料を再処理した際のオフガスを採取
し、四重極型ガスクロマトグラフ質量分析装置（GC/MS）
によりキセノン同位体比（１３０Xe/１３４Xe, １３１Xe/１３４Xe, １３２Xe/１３４Xe）
を測定し、更にNOVAコードにより炉型、燃焼度及びプ
ルトニウム量を評価しました。
　その結果、炉型はBWR燃料であることが特定されま
した。更に、図１１-９に示すように燃焼度は直接的に測定
された結果と一致しました。また、プルトニウム量につ
いては、表１１-１に示すように、他の実績のある計算コー
ド（ORIGENコード）を用いて算出した値と良好に一致
しました。
　以上のことから、オフガス中のキセノンの同位体比を
測定することにより、使用済燃料の炉型と燃焼度及びプ
ルトニウム量を間接的に評価・特定することが可能であ
ることが分かりました。

図１１-９　燃焼度の比較

図１１-８　溶解オフガス工程の概要
使用済燃料の溶解時に発生するオフガスはオフガス処理工程
（コンデンサ、酸吸収塔、洗浄塔、HEPAフィルタ、ヨウ素フィ
ルタ）を経て安全なレベルまで放射性物質を除去した後、主排
気筒より放出されます。
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●参考文献

Okano, M. et al., Development of Analysis Method for Plutonium Amount and Burn up by Measurement of Xenon Isotopic Ratio in Dissolver Off-
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2005.
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表１１-１　プルトニウム量の比較
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　使用済燃料は、再処理施設で化学的に処理し、ウラン
（Ｕ）やプルトニウム（Pu）を分離・回収します。この過程
で発生する高放射性の廃液（HALW）の中には、微量で
はありますがPuが含まれています。Puは保障措置上重
要な物質であり、厳密な管理が必要とされています。
　現在、保障措置のためのHALW中のPuの分析は、分析
試料を国際原子力機関（IAEA）の保障措置分析所（オー
ストリア）へ輸送して測定が行われるため、輸送等に要
する時間を含めると、IAEAにおいて分析結果が得られ
るまでに数ヶ月を要するといった欠点がありました。ま
た本分析には、高度な分析技術が必要とされる同位体希
釈質量分析法（IDMS）が適用されていることから、分
析工程が煩雑でした。そこで、この問題点を解決するた
め、操作が簡便で、分析試料の輸送を必要とせず、現場
での迅速な測定が期待できる、吸光光度法の適用を図り
ました。
　本研究において、図１１-１０に示す測定システムを使用
し、保障措置分析としての信頼性を高めるため、測定試
料に既知量のネオジム（Nd）という非放射性の元素を添
加し、このNdとPuの吸光度の比を利用してPu濃度を求
める方法を考案しました。図１１-１１は、測定試料にNdを
添加した試料と添加しない試料の吸収スペクトルを示し

ています。この方法では、添加したNdを測定機器や分
析手順の健全性を管理するための標準物質として利用す
ることができるため、分析値の信頼性も高めることが可
能となります。
　本法によるHALW試料中のPu濃度の測定と、従来法で
あるIDMSによる測定との比較において、濃度比は各試
料とも、０．９１～１．１０の範囲であり、本法による分析値
と、IDMSによる分析値は良好に一致する結果が得られ
ました。
　また、これまで、分析結果を得るまでに輸送を含め
数ヶ月を要していたものが、簡便な本法を用いることに
より約４時間で分析が可能となりました。そのため、査
察官が現場で分析結果を得ることが可能となり、検認分
析の適時性も確保することができました。
　以上の結果より、本法はHALW中のPuの保障措置のた
めの分析法として適用できることが分かりました。また
実使用に供する前のIAEA、文部科学省立会いによる試
験を実施し、本法の有効性が確認され、東海再処理施設
においてHALWのPuの保障措置分析法として採用され
ました。
　本件は、IAEAに対するサポートプログラムの一環と
して実施したものです。

図１１-１０　光ファーバー式分光光度計システム
対象とする試料は、核分裂生成物を含むため、高い放射能レベ
ルを有しております。そのため、試料は、遮へいを施した分析
セル内で遠隔操作により取り扱う必要があります。そこで、遠
隔による操作性及び耐放射性を考慮した測定試料セル（試料を
入れて光を透過させる場所）を設計・製作し、分析セル内に設
置し、外部に設置した分光光度計と光ファイバーによって接続
しました。

図１１-１１　高放射性廃液試料の吸収スペクトル
測定試料にネオジム（Nd）という非放射性の元素を既知量添加
し、このNdとPuの吸光度の比を利用しPu濃度を求める方法を
考案しました。試料には、もともと核分裂性生成物としてNd
を含んでいるため、測定試料のNdとPuの吸光度比の測定を行
い補正します。

●参考文献

Taguchi, S. et al., Determination of Plutonium in Highly Radioactive Liquid Waste by Spectrophotometry Using Neodymium as an Internal 
Standard for Safeguards Analysis, 2006, JAEA-Technology 2006-041, 58p.
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　放射線管理において環境試料中に含まれる放射能を迅
速かつ正確に測定することは重要な課題です。また、加
速器の利用進展に伴い、多種多様な試料（有限の大きさ
を有する体積試料）に対して放射化量を評価する必要性
が生じています。このような目的の放射能測定は、通常
Ge検出器を用いたγ線スペクトロメトリ法により行われ
ます。放射能を定量するためには試料と検出器に固有の
計数効率曲線を評価し、効率校正を行う必要があります。
　これまで、効率校正は図１２-１に示すような放射能が既
知の標準体積線源を試料形状に応じて作製し、これを測
定して行っていましたが、作製には熟練した技術が必要
な上、使用後の線源処分の面でも問題がありました。一
方、計算解析のみにより効率校正を行うと、十分な評価
精度は得られません。
　そこで、標準点状線源と計算解析手法を組合せ、計数
効率曲線を評価する方法（代表点法）を開発しました。本
方法は、①体積試料の「代表点」の位置（図１２-２）を見
いだす操作と、②標準点状線源を用いた代表点における
一点校正の操作、の２段階に大別されます。①の操作で
は、検出器周辺の多数の点における点状線源に対する計
数効率曲線をモンテカルロ法に基づくガンマ線輸送計算

により求め、自己吸収がない場合の体積試料の計数効率
曲線と形状及び絶対値が最も近い計数効率曲線が得られ
る最適校正位置（代表点）を選定します。②の操作では、
代表点に標準点状線源を配置し、自己吸収がない場合の
体積試料に相当する計数効率曲線を実測し、この結果に
試料材質や試料容器による吸収効果の補正を加味するこ
とにより、目的とする計数効率曲線を求めます。
　図１２-３は円柱形のセメント体積線源の放射能評価に
代表点法を適用し、従来法との比較により評価精度を検
証した例です。このほか、種々形状、材質の試料につい
て広く実験的検証をした結果、代表点法により、広いエ
ネルギー範囲（２０～２０００keV）にわたる計数効率曲線を実
用上十分な精度で決定可能であることが確認されました。
　代表点法では、実際に標準点状線源を用いることで評
価結果の信頼性が確保されます。また、代表点の位置及
び吸収の補正係数は検出器内部の幾何学的条件に左右さ
れにくいため、検出器内部の情報が厳密に得られない場
合でも計数効率曲線を精度よく評価することが可能です。
　本方法は様々な体積試料の放射能を非破壊的に評価す
るに当たり有効であり、放射性廃棄物の低減やコストの
削減に貢献できます。

●参考文献

Saegusa, J. et al., Determination of Detection Efficiency Curves of HPGe Detectors on Radioactivity Measurement of Volume Samples, Applied 
Radiation and Isotopes, vol.61, 2004, p.1383-1390.
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図１２-１　様々な形状の標準体積線源
標準体積線源の作製は高い技術を要します。使用後の
線源は放射性廃棄物として取り扱う必要があります。
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図１２-３（左下）　代表点法により得られた計数効率曲線と標準体積線源の実測によ
り得られた計測効率曲線の比較

代表点法により、広いエネルギー範囲（２０～２０００keV）で体積試料の放射能を評価
することが可能です。また、得られた効率は従来法による効率とよく一致しました。

図１２-２　体積試料及び検出器の
配置条件と代表点の位置

体積試料を反映する「代表点」が
検出器近傍に存在することを見い
出しました。代表点での計数効率
曲線は体積試料の計数効率曲線と
ほぼ一致します。また、代表点の
位置は検出器の内部構造や結晶の
状態にほとんど左右されないこと
がわかっています。これは効率校
正を行う上で有利な特徴です。
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　１９９９年に発生したJCO臨界事故のように、作業員が重
度の放射線被ばくを受けた場合、直ちに緊急被ばく医療
が行われます。その治療方針の決定に当たり、被ばく線
量情報を迅速かつ正確に提供する必要があります。
　私たちは、アラニン線量計とホウ酸リチウム線量計

（写真１２-１）に着目し、臨界事故時など高線量環境下にお
ける人体吸収線量計測技術の高度化に関する研究開発を
進めてきました。今回、両線量計の組合せによる計測技
術を個人線量計測に応用するため、過渡臨界実験装置

（TRACY）で模擬した臨界事故状況下における線量計測
実験とその計算機シミュレーションを行いました。実験
では、人体模型（ファントム）に装着した両線量計によ

り、人体筋肉に対する中性子線及びγ線の吸収線量を弁
別して測定しました。一方、計算機シミュレーションで
は、臨界事故時に放出される中性子線及びγ線を線量成
分別に考慮したモンテカルロ計算を行いました。これら
実験と計算に基づくファントム表面及び内部の線量分布
の比較から、この簡便な線量計測技術が、緊急被ばく医
療の遂行に十分な精度でもって線量情報を提供できるこ
とを確認しました（図１２-４）。
　この人体吸収線量計測技術は、臨界事故だけでなく放
射線事故全般に、また平常時においても高線量率エリア
の放射線管理に、広く適用することが可能です。

●参考文献

Sono, H. et al., Assessment of Human Body Surface and Internal Dose Estimations in Criticality Accidents Based on Experimental and 
Computational Simulations, Journal of Nuclear Science and Technology, vol.43, no.3, 2006, p.276-284

写真１２-１　アラニン線量計（左）とホウ酸リチウム線量計（右）
中性子線及びγ線に対する感度が人体筋肉の感度とほぼ等価な「アラ
ニン線量計」と、γ線に対する感度が人体筋肉の感度とほぼ等価な「ホ
ウ酸リチウム線量計」。これら二つの線量計を組合わせて使用するこ
とによって、人体筋肉に対する中性子線及びγ線の吸収線量を簡便に
弁別して測定することができます。両線量計は、小型・軽量であるた
め、個人線量計として使用することが可能です。

図１２-４　人体筋肉に対する中性子線及びγ線吸収線量の測定値と計算値との比較
アラニン線量計及びホウ酸リチウム線量計の組合せ使用により測定した人体模型（ファントム）表面における中性子線及びγ線吸収
線量は、ファントム内外における人体筋肉吸収線量分布の計算値とおおむね一致しました。このことから、両線量計の組合せによる
簡便な線量計測技術が人体吸収線量をほぼ正確に推定できることを確認しました。また、この比較結果から、体表と体内における吸
収線量の関係を定量的に示すことができました。
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　悪性脳腫瘍等の治療法として期待されているホウ素中
性子捕捉療法（Boron Neutron Capture Therapy, BNCT）
は、ガン細胞に選択的に集まるホウ素化合物を患者に投
与し、患部に中性子を照射することによって、ホウ素

（１０B）と熱中性子が反応して放出されるα線とリチウム
原子によってガン細胞を選択的に破壊する放射線治療で
す。近年では熱中性子よりも少しエネルギーの高い熱外
中性子を照射することで、より深部にあるガンも治療で
きると注目されています。
　熱外中性子ビームを使って精度の高いBNCTを可能に
するため、線量評価コード“JCDS”と、“患者セッティ
ングシステム”で構成される“医療照射支援システム”
を開発・実用化しました。
　熱外中性子ビーム照射を実現するためには、患者に付
与される線量を評価する技術が不可欠でした。そこで患
者の医療画像を基に計算モデルを作成し、中性子と光子
の輸送計算によって患部及び周辺組織の線量を正確に評
価できる線量評価コード“JCDS”を開発しました。図１２-
５はJCDSによる線量評価の流れを示しています。
　JCDSの開発によって適切な照射条件を決定すること
が可能となりました。しかし実際に照射を実施するため
には、この照射条件を忠実に履行しなければなりませ

ん。特に患者の位置精度はBNCTの照射精度に大きく影
響を与えます。そこで複数のレーザー光を使ってJCDS
によって同定された最適照射位置に患者を正確に位置合
わせできる“患者セッティングシステム”を開発しまし
た。図１２-６はレーザー光による位置合わせ方法を示し
ています。
　医療照射支援システムの開発においては、それまで独
立していた線量評価とセッティング作業を一元化するこ
とで、BNCTの照射精度を向上できることに着目し、
JCDSとセッティング装置を組合せて開発しました。こ
れによりBNCTの照射計画立案から実際の照射、更には
臨床研究に重要な事後線量評価までを総合的に支援する
技術を確立しました。
　医療照射支援システムの開発・実用化によって、研究
用原子炉JRR-４で熱外中性子ビームによるBNCTが、２００３
年から開始されています。更に頭頚部ガンや肺の腫瘍な
どの脳腫瘍以外のガンに対する臨床研究も２００４年から実
施されています。
　今後も原子炉技術を医療分野に応用するための技術開
発を進め、難治ガン克服を目指す先端的医療研究を支援
していきます。

●参考文献

Kumada, H. et al., Verification of the Computational Dosimetry System in JAERI for Boron Neutron Capture Therapy, Physics in Medicine and 
Biology, vol.49, 2004, p.3353-3365.

図１２-５　JCDSを用いた線量評価に基づく照射条件決定の流れ
医療画像を基に患者の３次元モデルを作成し、ビームの角度、距離等の照
射条件を設定します。この情報を基に計算モデルを作成し、中性子と光
子の輸送計算を実施して線量分布を算出します。この評価結果を基に最
適な照射条件を決定します。
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図１２-６　複数レーザー光による患者セッティング方法
照射条件上の顔の目尻、鼻尖、外耳孔などを垂直方
向と水平方向からの複数のレーザー光で指し示し、
このレーザー光と実際の顔の各部位を一致させるこ
とで、頭部及び直接見ることのできない脳内患部も
照射位置に位置合わせすることができます。
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　高温ガス炉は、その固有の安全性と水素製造等の多目
的熱利用や高効率発電等の特徴から、次世代原子炉型の
１つとして挙げられており、世界的に注目されていま
す。原子力機構のHTTR（高温工学試験研究炉）は、我
が国初の高温ガス炉として建設され、２００４年４月に世界
最高となる原子炉出口冷却材温度９５０℃ を達成しました。
HTTRでは、ウラン燃料をセラミックスで４重に被覆し
た被覆燃料粒子が用いられており、このFPの閉じ込め機
能を確保する（燃料の健全性）ために、「通常運転時の
燃料最高温度は１４９５℃ 以下」としています。（図１２-７）
　従来の燃料温度評価では、燃料最高温度は約１４６３℃ と
評価されていました。しかし、従来の燃料温度評価では
燃料の健全性を確実に担保するために、様々な工学的安
全係数を用いて燃料最高温度のみが保守的に評価できる
ようにしていました。このため、従来は詳細な燃料温度
分布を得ることができませんでした。そこで、今回、よ
り現実的かつ詳細な燃料温度を得るために、新たに
HTTRの燃料温度評価モデルを開発しました。（図１２-

８）従来のモデルでは１燃料体を６分割し、その中で最
も温度が高くなる燃料棒についてのみ評価していました
が、新たに開発した改良モデルでは、炉心全体に配置さ
れている燃料棒を１本ごとに表現しており、燃料棒すべ
ての温度評価を行うことが可能となりました。また、従
来モデルでは、１/６ブロック中の燃料最高温度のみを算
出するための工学的安全係数を考慮していましたが、改
良モデルでは、現実的な燃料温度を評価するために、こ
の工学的安全係数を削除しました。
　この改良モデルを用いて燃料温度の評価を行った結
果、燃料最高温度は約１４２８℃ と評価され、従来モデルで
評価されていた燃料最高温度約１４６３℃ より約３５℃ 低くな
る結果となりました。（図１２-９）
　本モデルにより、現実的かつ詳細な燃料温度が評価可
能となり、高出力の高温ガス炉設計が可能となります。
したがって、実用高温ガス炉の経済性向上に貢献するも
のと期待されます。今後は、本手法の高精度化を目指し
て更なる改良を行っていきます。

●参考文献

栃尾大輔ほか, 高温ガス炉HTTRの高温試験運転における燃料温度の評価, 日本原子力学会和文論文誌, vol.5 no.1, 2006, p.57-67.

被覆燃料粒子 

燃料コンパクト 燃料棒 燃料体 原子炉 
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被覆層 

ウラン燃料核 

図１２-７　HTTRの燃料
HTTRの燃料には、ウラン燃料を４重の層で被
覆した「被覆燃料粒子」を使っています。被覆
はウラン燃料を保護すると共に、ウランの核
分裂生成物（FP）を閉じ込める役割を果たし
ます。被覆燃料粒子を焼結して「燃料コンパク
ト」を成形し、「燃料棒」に収めて、燃料ブロッ
クに装荷して「燃料体」を組立てます。原子炉
では、この燃料体を積み上げて炉心を形成し
ています。HTTRでは、燃料のFP閉じ込め機
能を確保する（燃料の健全性）ために、「通常
運転時の燃料最高温度は１４９５℃ 以下」としてい
ます。

図１２-８　HTTR燃料温度評価モデルの改良
HTTRの燃料温度評価では、従来、燃料体を６分割した評価モデルを用
いていました。今回、より詳細な温度分布を得るために、燃料棒を１
本ごとに表現し、各燃料棒の温度を得ることができる評価モデルを作
成しました。

従来モデル 改良モデル 
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図１２-９　燃料最高温度評価結果
従来モデルによる燃料最高温度は約１４６３℃ と評価されて
いました。今回作成した改良モデルで評価した結果、燃
料最高温度は約１４２８℃ となり、従来モデルに比べて約
３５℃ 燃料最高温度が低くなる結果となりました。
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　JMTRホットラボのコンクリートセル（以降、ホットセ
ル）は、JMTRとカナルで接続されているため、ホット
セル内で照射済試験片を装荷して組立てたキャプセルを
カナルを通して原子炉に移送し、再照射試験を容易に行
うことが可能です。JMTRではこの特徴をいかして、照
射誘起応力腐食割れ（IASCC：Irradiation Assisted Stress 
Corrosion Cracking）の機構解明に向けた照射下でのき
裂進展試験や定荷重引張試験を実施してきました。これ
らの試験を行うには、照射済試験片を装荷した照射下
IASCC試験用キャプセルをホットセル内で組立てる技術
の確立が不可欠でした（図１２-１０）。そこでJMTRホットラ
ボでは、遠隔操作による試験片装荷やキャプセル溶接等
のキャプセル組立技術及び組立後のキャプセル検査技術
の確立に取り組みました。
　ホットセル内で組立てるキャプセルは、保護管接続作
業時の試験片による放射線被ばくを避けるために全長が
約３mで、更に、照射試験中の炉心からの放射線ストリー
ミングを防ぐために上部が図１２-１０に示すような曲がっ
た構造になっています。また、軽水炉の水環境を模擬す
るためにステンレス製の二重管構造であり、高い内圧が

加わる内筒管の厚さは３mmとなっています。この厚肉
管に対して、ホットラボ既存の装置、すなわち、固定さ
れた管の周りを溶接トーチが移動する方式の装置で溶接
を行った結果、管の側面から底面の位置を溶接中に溶け
たビードの表面張力が重力に耐えられずにビードが垂れ
てしまい、溶接部に穴が生じて健全な溶接ができません
でした。そこで、トーチを管の溶接部の真上に固定して
管を滑らかに回転させる方式の溶接装置を新たに開発
し、健全な溶接に成功しました。この装置は、溶接トー
チ移動部、回転駆動部及び回転支持部を備え、図１２-１１に
示すような可搬型で、ホットセル内への搬入や搬出が容
易な構造になっています。また、JMTRホットラボでは
厚肉管の溶接が初めてであり、モックアップ試験で溶接
条件を慎重に検討しました。更に、遠隔操作での耐圧検
査、Heリーク検査、浸透探傷検査の技術も確立し、セル
内で一貫したキャプセルの健全性確認試験が可能となり
ました。これまで合計８体の照射下IASCC試験用キャプ
セルを組立て（図１２-１２）、照射下試験も無事に完遂できま
した。照射下試験のデータは、実機炉内構造材における
IASCCの発生や進展の機構解明に資するものです。

●参考文献

Ugachi, H. et al., Development of Test Techniques for In-Pile SCC Initiation and Growth Tests and the Current Status of In-Pile Testing at JMTR, 
Proceedings of 12th International Conference on Environmental Degradation of Materials in Nuclear Systems-Water Reactors, Salt Lake City, 
USA, 2005, p.319-326.

図１２-１０　照射下IASCC試験用キャプセルのセル内組立作業
JMTRで照射したキャプセルをJMTRホットラボのコンクリー
トセル内へ移送し、キャプセルを解体して所定の照射量まで照
射を終了した試験片を取り出します。この試験片をIASCC試
験用キャプセルに装荷してき裂長さ計測用ケーブルを取り付
け、更に、遠隔操作による溶接等を用いてキャプセルに組立て
ます。このキャプセルは健全性を確認した後に原子炉へ移送
して再照射試験を行います。

JMTRホットラボのコンクリートセル 
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図１２-１２　照射下IASCC試験用キャプセルのホットセル内組
立作業

照射済CT試験片をマニプレータで試験ユニットに装荷しま
す。内筒管を装着し、管の突き合わせ部の回転状態及びトー
チ間距離を慎重に確認した後に周方向の溶接を開始します。

溶接トーチ 

CT試験片 

回転支持部 溶接トーチ 
回転駆動部 

図１２-１１　試料回転式の遠隔操作型TIG溶接装置
新たに開発した溶接装置は、全長が１m、幅が０．５m、
高さが０．７m、重量が約１００kgの可搬型で、直径４０～
６５mmで厚さ３mmの管の溶接が可能です。
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　近年のIASCCに代表される軽水炉構造材の経年変化に
関する研究、核融合炉で使用するブランケット材料のト
リチウム放出特性に関する研究等の先進的な照射研究等
における材料試験炉を用いた中性子照射試験では、中性
子照射量のみならずガンマ線量、ヘリウム、水素等の核
変換生成物の生成量等の種々の照射パラメータに関して
正確な予測、制御や評価が必要とされています。
　そのため、材料試験炉JMTRにおいては、炉心を３次
元でモデル化（図１２-１３）し、連続エネルギーモンテカル
ロコード（MCNP）により解析評価を行うことにより、
実際に照射試験を行う前に照射パラメータの精度の高い
予測を行い、照射試験後は、得られた中性子照射量の測
定データ等を用いて解析データの妥当性を評価する手法
の検討をしてきました。
　中性子照射量については、照射試料と同時に照射され
た中性子照射量測定用モニタ（鉄及びコバルトのワイヤ）
の放射化量の測定結果から、ガンマ線量については、
JMTR炉内の核加熱（炉内の中性子、γ線との相互作用に
より発熱すること）を測定するための特殊な照射キャプ
セルを開発し、これを用いて核発熱により測定すること

により、解析による評価の精度を明らかにしてきまし
た。これまでの結果から、高速中性子照射量に対しては
±１０％程度、熱中性子照射量では±３０％程度で解析評価
が可能となっています。また、ガンマ線量についても核
加熱率の測定結果から－３～＋１４％程度で評価できるこ
とを確認しました。
　核変換生成物の生成量については、中性子のエネル
ギースペクトル等に依存するため、個々に評価精度を確
認する必要があります。今回は中性子照射により材料中
に生成したトリチウムについて、専用に開発したトリチ
ウム測定用モニタをJMTRで照射し、その後、専用に開
発した測定装置を用いて、トリチウム生成量の測定（図
１２-１４）を行いました。その測定結果と本解析手法により
解析した結果を比較した結果、トリチウムの生成量は－１
～＋８％程度で解析評価できることが分かりました。こ
の成果は、核融合ブランケット材料の研究開発に役立て
られています。
　今後も、先進的な照射試験研究に対応するため、必要
とされる照射パラメータの評価のための技術開発を行っ
ていく予定です。

●参考文献

Nagao, Y. et al., Development of Tritium Production Measurement Method for In-Pile Tests of Fusion Blanket in the JMTR, Fusion Engineering 
and Design, vol.81, 2006, p.619-623.

原子炉圧力容器 
炉心 

計算モデル 

図１２-１３　JMTR炉心解析のための計算モデル
JMTRは熱出力５０MW、最高中性子束約４×１０１８ｍ－２ｓ－１の軽水減速冷
却タンク型の材料試験炉で、炉心内に照射物を装荷して照射試験
を実施するための施設です。解析評価にはMCNPを使用し、JMTR
の炉心は３次元で詳細にモデル化しています。この計算モデルに
より中性子照射試験に必要な照射試料の中性子束、スペクトル、ガ
ンマ線量等、各種照射パラメータの予測、制御、評価等を行ってい
ます。
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図１２-１４　トリチウムモニタとトリチウムモニタ測定装置
トリチウムモニタは、モニタ材としてLi-Al合金又はLiAlO２を
使用し、これらはアルミニウム製のケースに封入されます。
これを照射試験用のキャプセルに詰めてJMTRで照射します。
照射されたトリチウムモニタは本装置によりモニタケースご
と溶解され、生成したトリチウムのほぼ全量が溶解溶液と
コールドトラップに捕集されます。捕集されたトリチウムは
液体シンチレーション測定装置により測定されます。
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　イオン照射研究施設TIARA（Takasaki Ion Accelerators 
for Advanced Radiation Application）のサイクロトロン

（図１２-１５）が生成するイオンビームは、植物育種やRI製
造、宇宙用半導体の耐放射線性試験など、バイオ・材料
科学研究を中心に機構内外のユーザーに広く利用されて
います。なかでも現在注目されているのが、通常数mm
あるイオンビームのサイズをミクロンオーダーに細く
絞った「マイクロビーム」で、微細部位へのイオンビー
ムの狙い撃ちを可能にし、細胞の応答機構の解明などバ
イオ・ナノテクノロジーへの応用が期待されています。
しかし、サイクロトロンで生成するイオンビームには安
定度の問題があり、ビームの位相、軌道、強度などに変
動が生じていました。そのため、「マイクロビーム」に必
要なエネルギーの揃ったビームなど、高品位なビーム生
成を可能にする精密な調整は困難であると考えられてき
ました。
　そこで、TIARAサイクロトロンでは、ビームの高安定
化に取り組みました。高周波ノイズで困難であったサイ
クロトロン電磁石の高精度な磁場計測をプローブの開発

によって実現し、ビーム変動が磁場の変化で引き起こさ
れること、そして、サイクロトロン電磁石のコイルの発
熱による電磁石鉄心温度上昇でその磁場の変化が生じて
いること、を明らかにしました。このコイルからの熱流
入を防止し、鉄心温度上昇を抑制する機構を有した（図
１２-１６）電磁石温度制御システムの開発に成功しました。
以前の磁場は０．０１％以上変動していましたが、このシス
テムの開発によって、現在は０．００１％以内という世界で
最も安定した磁場が実現でき、再調整することなく生成
ビーム強度はほぼ一定となりました（図１２-１７）。
　ビーム径１μmの「マイクロビーム」形成では、エネ
ルギー幅０．０２％のビームが必要です。この高安定磁場に
よってビーム位相が従来より一桁精度良く制御可能と
なったことでエネルギー利得の均一化が図れ、目的のエ
ネルギー幅達成が可能となりました。本高安定化技術
は、「マイクロビーム」のみならず、医療を含めた様々
なサイクロトロンのイオンビーム応用の基盤技術となっ
ています。

●参考文献

Okumura, S. et al., Magnetic Field Stabilization by Temperature Control of an Azimuthally Varying Field Cyclotron Magnet, Review of Scientific 
Instruments, vol.76, no.3, 2005, p.033301-1-033301-6.
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図１２-１５　TIARAサイクロトロン
上部の鉄心部分を除いてサイクロトロン内部を見易くしてあります。
イオンビームを電磁石中で回転させながらディー電圧で加速して徐々
に回転半径を増加させ、デフレクタなどのビーム引き出し機器で外へ
導いて照射に使用します。
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図１２-１７　磁場とビーム強度の変化
左のグラフはサイクロトロン内部の磁場の変化を、右
のグラフはビーム強度の変化を示しています。従来は
変動が大きく、電磁石の再調整を行わないとグラフの
ようにビーム強度が減少していました。安定化技術に
よって電磁石の再調整をすることなくビーム強度はほ
ぼ一定となっています。
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図１２-１６　電磁石温度のシミュレーション
実測温度測定データに基づいて計算したサイクロトロン
電磁石内部の温度分布です。安定化技術による対策後は
ほぼ初期温度２５度を維持しています。
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　高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する研究開
発のための主要な研究施設の一つとなる深地層の研究施
設が、岐阜県瑞浪市において建設が進められています。
この研究施設を、瑞浪超深地層研究所と名付けていま
す。ここでは、深地層の科学的研究を行うために、地下
１，０００mという大深度に立坑や水平坑道からなる研究坑
道を掘削する計画です（図１２-１８）。研究坑道は、深部地質
環境の総合的な調査技術の確立及び深地層における工学
技術の基礎の開発を行う場としての役割を担うと共に、
深地層に対する国民の理解促進の場としての役割も担っ
ています。
　このうち、設計や建設などの施設建設に関連する研究
では、坑道のレイアウトを検討すると共に、空洞安定性、
耐震性、通気などの設計・検討を実施しました。また、
掘削計画を立案し、大深度立坑の掘削効率を向上させる

ための設備や方法についても検討しました。具体的に
は、掘削ズリを搬出する装置を複数台利用することや、
通常は１回発破するごとにコンクリートを設置するとこ
ろを２回発破してからコンクリートを設置するという立
坑掘削方法を採用することで、掘削効率を向上させま
した。
　この設計・施工計画に基づいて、２００５年２月には本格
的な立坑掘削を開始しました。同年１０月に主立坑１７２m、
換気立坑１９１mに到達したところで、立坑排水中のふっ
素とほう素が環境基準を超過するという問題が生じたた
め、立坑からの排水を停止し、掘削工事を一時休止しま
した。この新たな課題に取り組むべく、排水処理設備を
増強し、２００６年４月に掘削工事を再開しました。今後
は、湧水抑制対策を実施しながら、調査研究を行いつつ、
深度５００m、１，０００mと掘削を進めていく計画です。

●参考文献

Sato, T. et al., Status of Japanese Underground Research Laboratory -Design and Construction of 1000 m-deep Shafts and Research Tunnels-, In 
Underground Space Use: Analysis of the Past and Lessons for the Future, Erdem & Solak (eds), 2005, p.335-341.

（a）研究坑道の基本レイアウト （b）地上施設の配置 

換気立坑 
（内径 4.5m） 

中間ステージ 
（深度 500m） 

最深ステージ 
（深度 1,000m） 

主立坑 
（内径 6.5m） 

図１２-１８　瑞浪超深地層研究所の概要（研究坑道のレイアウトと地上施設の配置）
瑞浪超深地層研究所は、地下施設（研究坑道）と地上設備から構成されています。研究坑道は地下１，０００mに達する２本の立坑（主立
坑；内径６．５m、換気立坑；内径４．５m）と、２本の立坑をつなぐ予備ステージ、研究の場となる中間ステージと最深ステージなどの水
平坑道からなっています（ａ）。地上施設は立坑を掘削するための設備（掘削タワーや巻上機）、受電設備、排水処理設備などがあります（ｂ）。

���������	
��
����������

���� ���������	
��
����



未来を拓く原子力  ２００６　143

��������	
��
��������

　ヨウ素１２９（１２９I）は半減期１５７０万年の長寿命放射性核
種であり、使用済核燃料再処理施設から放出されま
す。１２９Iは原子力施設周辺でモニタリングが必要な核種で
あると同時に、その半減期が長いため海洋等の水循環の
トレーサーや地球環境における物質移行挙動の解明に使
用できる有用な核種の一つです。文部科学省刊行の「ヨ
ウ素－１２９分析法」によれば１２９Iの測定方法は中性子放射
化分析法を推奨していますが、この方法では検出限界が
ヨウ素同位体比（１２９I/１２７I）で１０－９から１０－１０と高くまた測定
に数日を要し更に数十％の誤差があるため、モニタリン
グには適しているものの環境レベルの試料（１０－１０～１０－１２）
の測定には不十分でした。そこでむつ事業所に設置して
ある加速器質量分析装置（図１２-１９）を用いて、１２９Iを短時
間で高精度かつ高感度で測定する方法を確立しました。
　１２９I５＋（m/e＝２５．８）を質量分析する際、質量対電荷比の
近い１０３Rh４＋（m/e＝２５．７５）や５２Cr２＋（m/e＝２６．０）が妨害
となりますが、質量分解能の高い分析電磁石、エネル

ギー分解能の高い静電ディフレクター及び飛行時間型の
検出器を採用し最適化することにより、質量分解能力を
高めこれらの妨害イオンの影響を除去することに成功し
ました（図１２-２０）。また測定用ターゲット試料の電気伝
導度を高めるためNb粉末と十分混合することにより、
安定したイオンビームが得られ、安定した測定が可能と
なりました。
　標準試料を用いた測定結果では１２９I/１２７Iが１０－１０～１０－１２の
範囲では約６０分の測定で数％の誤差で高精度に測定で
き、推奨値と測定値の間に良い直線関係があることを確
認しました（図１２-２１）。また市販のヨウ化銀試薬を用い
て検出限界を確認した結果、１２９I/１２７Iで１０－１４程度まで測定
可能であることが分かりました。
　この技術は単に原子力施設周辺のモニタリングを簡便
化したのみならず、１２９Iを使うことにより地球環境におけ
る物質の移行を解明できる可能性があります。

●参考文献

鈴木崇史ほか, 加速器質量分析装置ヨウ素ラインの性能, 2006, JAEA-Technology 2006-018, 40p.

図１２-１９　むつ事業所に設置してある加速器質量分析装置（AMS）
このAMSは、図左側の２本のイオン入射部、図中央のタンデム加速器部、及び図右側の２本の質
量分析部で構成されています。ヨウ素１２９は外側のビームラインで測定されます。外側の質量分
析部ラインには分解能の高い電磁石、静電ディフレクター及び飛行時間型検出器が備えられて
います。

図１２-２０　飛行時間型検出器で測定した１２９Iスペクトル
１２９Iのスペクトル周辺に妨害となるピークがないことから、妨害
イオンを分析電磁石と静電ディフレクターによって除去でき
ていることが確認されました。

図１２-２１　直線性の確認試験
中性子放射化分析の検出限界レベル以下であるヨウ素同位体
比１０－１０～１０－１２の範囲で、推奨値と測定値が良い直線関係にある
ことを確認しました。
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むつ地区 
使命を終えた原子
炉施設の廃止措置、
海洋調査研究等を
実施 

東海地区 
安全研究、原子力基礎・基盤研究の推進、中性
子利用研究の推進、高レベル放射性廃棄物処分
研究、FBR燃料加工開発、軽水炉再処理技術開
発、原子力研修や防災研修の実施 

大洗地区 
常陽や照射後試験施設等による FBR
サイクル技術開発、HTTR 等による
核熱利用研究等を実施 

関西地区 
光量子や放射光を用いた研究を実施 

敦賀地区 
もんじゅにおけるFBRサイクル実用
化へ向けた研究開発、ふげんにおけ
る廃止措置研究、防災研修の実施 

東濃地区 
高レベル放射性廃棄物
処分研究（結晶質岩系
対象）を実施 

幌延地区 
高レベル放射性廃棄物
処分研究（堆積岩系対
象）を実施 

人形峠地区 
ウラン濃縮関連
施設の廃止措置
を実施 

那珂地区 
ITER計画推進、炉心プ
ラズマ研究、核融合工
学研究を実施 

高崎地区 
荷電粒子等を用いた量子
ビーム応用研究を実施 
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（ 研 究 開 発 部 門 ）  

安 全 研 究 セ ン タ ー  

先端基礎研究センター  

原子力基礎工学研究部門 

量子ビーム応用研究部門 

核 融 合 研 究 開 発 部 門  
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◆表紙デザインと画像◆
色彩は日本原子力研究開発機構のロゴマークに合わせた青を基調とし、澄んだ青空から光（明るい未来）が差し込む

様子をイメージしました。デザイン要素に取り入れています「正六角形」（亀甲紋）は玄武すなわち亀の甲羅を表し、
長寿のシンボルとして古来より尊ばれた紋様です。参考までに高速増殖原型炉「もんじゅ」、高温工学試験研究炉
「HTTR」の燃料体も正六角形です。
　表紙の画像は、高速増殖原型炉「もんじゅ」（敦賀地区）と現在建設中の大強度陽子加速器施設「J-PARC」（東海地区）
です。両施設とも原子力機構を代表する施設であり、今後、我が国の科学技術発展のため大いなる成果の創出が
期待されています。
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